
 

様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人中小企業基盤整備機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 令和３年度（第四期） 
中期目標期間 令和元～５年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 経済産業大臣（法人全般に関する評価） 

産業基盤整備業務については財務大臣と共同して担当 
 法人所管部局 中小企業庁 担当課、責任者  
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者  
主務大臣 財務大臣（産業基盤整備業務に関する評価） 

経済産業大臣と共同して担当 
 法人所管部局 大臣官房 担当課、責任者  
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者  

 
 
３．評価の実施に関する事項 
 
 
 
 
 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

Ａ Ｂ ― ― ― 

評定に至った理由 「独立行政法人評価の基本方針（平成２７年３月経済産業省）」に従い、各評価項目に以下の評価比率を配分し、各評点を合算して総合評価を算定した。 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
１．事業承継・引継ぎ：「Ａ」 
２．生産性向上：「Ａ」 
３．新事業展開の促進・創業支援、事業再構築支援：「Ａ」 
４．経営環境の変化への対応の円滑化：「Ｓ」 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項：「Ａ」 
Ⅲ．財務内容の改善に関する事項：「Ｂ」 
Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項：「Ｂ」 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価  

 
 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
 
 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
 

その他改善事項  

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見  

 
 

その他特記事項  
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 
 

 元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

    元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

  

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  
 事業承継・引継ぎ Ａ〇重 Ａ〇重 Ａ〇重   １－１    業務運営の効率化 Ｂ Ｂ Ａ   ２－１  

生産性向上 Ａ〇 Ｃ〇 Ａ〇   １－２            
新事業展開の促進・創業支援、事

業再構築支援 
Ａ〇 Ａ〇 Ａ〇   １－３            

経営環境の変化への対応の円滑化 Ｓ Ａ Ｓ   １－４            
                  

                   
                  
                  
                  

                   
          Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  
           財務内容の改善 Ｂ Ｂ Ｂ   ３－１  

                  
                  
                  

                   
          Ⅳ．その他の事項  
           その他業務運営に関する重要事項 Ｂ Ｂ Ｂ   ４－１  

                  
                  
                  

                   
 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書ＮＯ．」欄には、●年度の項目別評定調書の項目別調書ＮＯ．を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 事業承継・事業引継ぎの促進 

業務に関連する政策・施

策 
全国の事業引継ぎ支援センター及び地域の中小企業支援機関等に

おける事業承継・事業引継ぎ支援に関する支援ノウハウの提供、支

援上の課題への助言、事業の円滑な承継・事業再編を対象としたフ

ァンドへの出資等。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第１５条第１項第１号、５号、２３号 

当該項目の重要度、困難

度 
【重要度：高】現状を放置し、中小企業・小規模事業者の廃業が急

増すると、今後１０年間の累計で約６５０万人の雇用、約２２

兆円のＧＤＰが失われるおそれがあると言われているなか、

「新しい経済政策パッケージ」及び「未来投資戦略２０１８」

において、１０年間程度を事業承継の集中実施期間とした取組

の強化を掲げており、事業承継・事業引継ぎを促進していくこ

とは重要である。 
【優先度：高】中小企業・小規模事業者の廃業が急増すると、日本

経済に多大な影響を及ぼしかねないことから、事業承継・事業

引継ぎの促進は最優先で取り組むべき課題である。 
【難易度：高】事業承継・事業引継ぎが進んでいない要因としては、

後継者の不足、経営者の認識不足、小規模な事業引継ぎ案件を

担う専門家の不在、金融機関から事業引継ぎ支援センターへの

つなぎや広域の事業引継ぎ案件の対応が不十分といった多種

多様８な課題が挙げられる。これらの複合的な課題の解決に向

けて、事業承継・事業引継ぎニーズの一層の掘り起こしや早期・

計画的な取組の促し、さらには、専門家の育成、事業引継ぎ支

援センターへの送客、広域の事業引継ぎ案件の増加に向けた取

組など、幅広い対応が求められることから、達成の難易度は高

い。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 ０３９５ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年

度 

５ 
年

度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

事業引継ぎにおけ

る広域の成約件数

【基幹目標】 

２０２１年度

までに２０１

８年度比２倍

以上、中期目

標期間におい

て、１，１００

 ２１５件 ２６１件 ３２０件    予算額（千円） 別紙３参照 別紙３参照 別紙３参照   
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件以上 
令和３年度２

６０件以上 
機構が支援した事

業承継・引継ぎ支

援者数 

１０，０００

者以上 
 １７，４４３

件 
１７，３２７

件 
２１，６４９

者 
   決算額（千円） 別紙３参照 別紙３参照 別紙３参照   

         経常費用（千円） 別紙４参照 別紙４参照 別紙４参照   
         経常利益（千円） 別紙４参照 別紙４参照 別紙４参照   
         行政コスト（千円） 別紙５参照 別紙５参照 別紙５参照   
         従事人員数 ７１５人の

内数 
７２７人の

内数 
７３１人の

内数 
  

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １．事業承継・事業

引継ぎの促進 

２０２５年までに

７０歳を超える中

小企業・小規模事業

者の経営者は約２

４５万人存在し、う

ち約半数の１２７

万人が後継者未定

であり、現状を放置

し、廃業が急増する

と、今後１０年間の

累計で約６５０万

人の雇用、約２２兆

円のＧＤＰが失わ

れるおそれがある

と言われている。  

こうした状況を踏

まえ、「新しい経済

政策パッケージ」及

び「未来投資戦略２

０１８」において、

１０年間程度を事

業承継の集中実施

期間とした取組の

１．事業承継・事業

引継ぎの促進 

２０２５年までに

７０歳を超える中

小企業の経営者は

約２４５万人存在

し、うち約半数の１

２７万人が後継者

未定であり、現状を

放置し、廃業が急増

すると、今後１０年

間の累計で約６５

０万人の雇用、約２

２兆円のＧＤＰが

失われるおそれが

あると言われてい

る。 

こうした状況を踏

まえ、政府は、「新し

い経済政策パッケ

ージ」及び「未来投

資戦略２０１８」に

おいて、１０年間程

度を事業承継の集

中実施期間とした

 ＜主な定量的指 

標＞ 

【指標１－１】 

・事業引継ぎに

おける広域の成

約件数を２０２

１年度までに２

０１８年度比２

倍以上、中期目標

期間において、

１，１００件以上

とする。【基幹目

標】（［参考］２０

１７年度実績：１

００件） 

 

【指標１－２】 

・中期目標期間

において、機構が

支援した事業承

継・事業引継ぎ支

援者数を５０，０

００者以上とす

る。（［参考］２０

１５～２０１７

 ＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づく

数値目標２項目おいて全項目で達成率１２

０％以上の実績を達成。また、いずれの項目も

直近過去２年実績平均との比較において１２

０％を達成。 

近年の中小企業事業者数の減少、経営者の高

齢化の中で、事業承継・引継ぎは最も喫緊な課

題の一つと考え、関係機関と連携して最大限の

取組みを引き続き実施。 

 特に、コロナ禍においては高齢の経営者の中

にはコロナ禍を機に事業を終了させることを

検討する者が現れることを想定して、事業承

継・引継ぎに注力した。 

事業承継・事業引継ぎの促進については、中

小企業・小規模事業者が直面している事業承

継・事業引継ぎに関する問題を総合的に解決す

るため、３年度に統合された全国の事業承継・

引継ぎ支援センター及び地域の中小企業支援

機関等における事業承継・事業引継ぎ支援に関

する支援ノウハウの提供、支援上の課題への助

言、施策情報の提供、事業引継ぎマッチング支

援の促進等に加え、事業承継・事業引継ぎ等に

対する資金の供給を円滑にするため、事業の円

評定  
 

5



 

強化を掲げたとこ

ろ。  

機構は、中小企業・

小規模事業者の事

業承継・事業引継ぎ

を総合的に支援す

るため、全国の事業

引継ぎ支援センタ

ー及び地域の中小

企業支援機関等へ

の支援ノウハウの

提供、支援上の課題

への助言、施策情報

の提供、事業引継ぎ

マッチング支援の

促進、事業の円滑な

承継・事業再編を対

象としたファンド

への出資等を行う。 

取組の強化を掲げ

たところ。 

機構は、中小企業・

小規模事業者が直

面している事業承

継・事業引継ぎに関

する問題を総合的

に解決するため、全

国の事業引継ぎ支

援センター及び地

域の中小企業支援

機関等における事

業承継・事業引継ぎ

支援に関する支援

ノウハウの提供、支

援上の課題への助

言、施策情報の提

供、事業引継ぎマッ

チング支援の促進

等を行う。また、事

業承継・事業引継ぎ

等に対する資金の

供給を円滑にする

ため、事業の円滑な

承継・事業再編を対

象としたファンド

への出資を図る。 

令和２年度補正予

算（第１号）により

措置された出資金

については、「新型

コロナウイルス感

染症緊急経済対策」

（令和２年４月７

日閣議決定）に基づ

いて措置されたこ

とを認識し、新型コ

ロナウイルスの影

響により業況が悪

化した、地域の核と

なる事業者の再生・

第三者承継を支援

年度実績：２３，

９７６者） 

 

＜目標水準の考

え方＞ 

○指標１－１に

ついて 

事業引継ぎの成

約件数は、２０１

８年度末で約１，

０００件（見込

み）であり、うち

広域の成約件数

は１３０件（見込

み）である。事業

引継ぎに係る目

標として、中小企

業庁は「２０２１

年度に事業引継

ぎ支援センター

における事業引

継ぎ件数２，００

０件／年」を設定

しているが、２，

０００件は、２０

１８年度末見込

みの約１，０００

件の２倍に当た

ることから、広域

の成約件数につ

いても、同様に２

０２１年度末に

おいて、２０１８

年度末の２倍と

なる２６０件を

目指し、中期目標

期間において計

１，１００件以上

と設定する。 

 

○指標１－２に

ついて 

滑な承継・事業再編を対象としたファンドへの

出資を行った他、事業承継・引継ぎ補助金に着

手。 

各都道府県の事業承継ネットワーク（親族内

承継）と事業引継ぎ支援センター（第三者承継）

が統合し、事業承継・引継ぎ支援センターとな

った初年度であったが、センター統合の円滑

化、統合効果の最大化に向けて中小企業事業承

継・引継ぎ支援全国本部が実施する各都道府県

の事業承継・引継ぎ支援センター等への研修・

相談助言件数は年度目標５，０００者に対し

９，５８８者であり、対年度目標１９１．７％

と目標を上回る支援を実施。 

３年度に「プッシュ型事業承継診断」、「親族

内承継への支援対象の拡大」、「経営者保証解除

支援」の３つの新事業を開始し、事業引継ぎ支

援センターを「事業承継・引継ぎ支援センター」

に発展的改組。これに伴い、全国本部も機能を

拡充。新センターに新事業を円滑に導入すると

ともに、新事業の加速を誘導。  

全国の事業承継・引継ぎ支援センター及び地

域の中小企業支援機関等に対しては、事業承継

支援能力の向上のための相談・助言、講習会を

実施。機構が支援した事業承継・引継ぎ支援者

は目標を大きく上回る実績を達成。コロナ禍を

契機に事業承継の必要性が顕在化する事業者

の増加を見据え、案件掘り起こし（承継診断）

から各センターでの承継・引継ぎ支援までを全

国本部が先導して一貫化。 

プッシュ型事業承継診断にて掘り起こされ

た具体的案件を各センターでの支援へと繋げ

る仕組みを構築するため、エリアコーディネー

ターを全国に新たに１３８人配置。また、エリ

アコーディネーター及びセンター職員向けの

マニュアルの整備や研修、研修動画配信等を集

中的に実施。公的金融機関との連携強化によ

り、承継診断数を前年度比１３７％の２２万件

へと増加させ、掘り起こしも強化。経営者保証

解除支援について、センターに新たに金融機関

への能動的な働きかけを行わせ、支援数が前年

度比１５２％増加。 

 データベースのリコメンド機能や業種分類
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する「中小企業経営

力強化支援ファン

ド」の創設に活用す

る。 

令和２年度補正予

算（第２号）により

措置された出資金

については、新型コ

ロナウイルス感染

症対策の強 

化を図るために措

置されたことを認

識し、新型コロナウ

イルスの影響によ

り業況が悪化した、

地域の核と 

なる事業者の再生・

第三者承継を支援

する「中小企業経営

力強化支援ファン

ド」の拡充のために

活用する。 

令和２年度補正予

算（第１号及び第２

号）により実施する

事業は令和２年度

の途中から講じら

れるが、同年度及び

それ以降の業務実

績等報告書に実施

状況を記載する。 

令和３年度補正予

算（第１号）により

追加的に措置され

た出資金について

は、「コロナ克服・新

時代開拓のための

経済対策」（令和３

年１１月１９日閣

議決定）に基づき措

置されたことを認

識し、長期化するコ

機構は、以下の取

組を通じて、事業

承継・事業引継ぎ

支援機関の支援

能力向上を図っ

ている。 

・地域本部の事

業承継コーディ

ネーターによる

地域の中小企業

支援機関等向け

講習会 

・中小企業事業

引継ぎ支援全国

本部による事業

引継ぎ支援セン

ター専門家向け

研修 

・中小企業事業

引継ぎ支援全国

本部による事業

引継ぎデータベ

ース登録機関等

向け研修 

・中小企業事業

引継ぎ支援全国

本部による事業

引継ぎ支援セン

ター向け高度・専

門的相談対応 

これらの取組に

よる前中期目標

期間における支

援者数実績は年

間８，０００者、

５年間換算では

４０，０００者と

なるが、その１．

２５倍に相当す

る５０，０００者

を支援すること

を目指す。 

の精緻化を図り、利便性を向上させたことで、

ノンネームデータベースは元年９月にリリー

スして以来、データベース上での案件問い合わ

せ件数は前年度比１４３％増と、活発に利用さ

れている。また、データベースの業種分類を精

緻化してマッチング精度も向上。 

     

これらの取り組みにより、承継診断に由来す

るセンター対応案件が約５倍に大幅増。この結

果、センターへの相談数が約２万件へと１７

８％増加。広域成約件数も年度目標を達成。 

 事業承継・引継ぎが必要な事業者の相談対応

をする支援者への働きかけ（アウトプット） 

を強化し、新事業への着手や支援の一貫化等に

よりアウトカムが増加。 

 以上のように、各業務において高い水準で目

標を達成していることからＡ評価と判断。 
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ロナ禍の影響によ

り業況が悪化した

地域経済の中核と

なる中小企業等の

経営力強化と成長

を支援する「中小企

業経営力強化支援

ファンド」の拡充の

ために活用する。 

 令和３年度補正

予算（第１号）によ

り実施する事業は、

令和３年度の途中

から講じられるが、

同年度及びそれ以

降の業務実績等報

告書に実施状況を

記載する。 

 

＜想定される外

部要因＞ 

想定される外部

要因として、初年

度を基準として、

事業遂行上必要

な政策資源が安

定的に確保され

ること、国内の政

治・経済及び世界

の政治・経済が安

定的に推移し、着

実に成長するこ

と、急激な株価や

為替の変動がな

いことなどを前

提とし、これら要

因に変化があっ

た場合には評価

において適切に

考慮する。 

 （１）事業承継・事

業引継ぎへの支援 

機構は、より多くの

中小企業・小規模事

業者の円滑な事業

承継・事業引継ぎを

促進するため、以下

の取組を行う。  

事業承継において

は、経営に関するノ

ウハウの継承や後

継者の育成のため

に早期・計画的な準

備着手の必要があ

るが、準備を先送り

にしているケース

が多い。また、潜在

的に事業承継の問

題を抱えているに

もかかわらず、誰に

（１）事業承継・事

業引継ぎへの支援 

①地域の中小企業

支援機関等への支

援を通じた事業承

継の促進 

より多くの中小企

業・小規模事業者の

事業承継・事業引継

ぎを促進するため、

機構の知見とノウ

ハウを結集し、地域

の中小企業支援機

関等が能動的に事

業承継支援を行う

ために必要な支援

能力の向上や継続

的な支援を行うた

めの仕組み作り等、

地域の中小企業支

（１）事業承継・事業

引継ぎへの支援 

①地域の中小企業支

援機関等への支援 

・より多くの中小企

業・小規模事業者の事

業承継・事業引継ぎを

促進するため、国や都

道府県が実施する支

援施策等や、事業引継

ぎ支援センターと事

業承継ネットワーク

地域事務局の機能を

統合した事業承継・引

継ぎ支援センターと

の連携を図りつつ、地

域の中小企業支援機

関等の職員等が能動

的に事業承継支援を

行うために必要な支

 （１）事業承継・事業引継ぎへの支援 

 

①地域の中小企業支援機関等への支 

援  

○地域の中小企業支援機関に対する

講習会等 

・各地域本部等において、地域の中小

企業を支える支援機関や金融機関

に対し、事業承継に関する支援能力

の向上や支援の仕組み作りをサポ

ートするための、相談・助言、講習

会を実施。 

地域本部の中小企業アドバイザー

による地域の中小企業支援機関等

向け講習会等 

 支援者数：１２，０６１者 

 講習会開催数：３１４回 

 

〇中小企業・小規模事業者に対する専

門家派遣 
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も相談せずに承継

時期を迎えてしま

い、廃業してしまう

といった実態があ

る。こうした実態に

対して、地域の中小

企業支援機関等で

は、相談を待ち受け

るだけではなく、事

業承継に係る問題

を認識しているも

のの相談をしない

経営者や事業承継

に係る問題を認識

していない経営者

に対して率先して

声掛けを行うなど、

問題解決のための

支援が課題となっ

ている。しかしなが

ら、このような課題

について地域の中

小企業支援機関等

の認識が必ずしも

十分ではないこと

から、機構では支援

能力向上や継続的

な支援ができる体

制構築に向けて、専

門家の派遣等によ

る助言、研修、優良

事例の情報共有等

の支援を積極的に

行う。  

また、事業引継ぎに

おいては、親族や従

業員、後継者がいな

い中小企業・小規模

事業者の経営者に

とって、Ｍ＆Ａ等の

第三者承継が有効

な解決策であると

援機関等が抱える

支援上の課題解決

に向けて、専門家の

派遣等による相談・

助言、講習会、優良

事例の情報共有等

の支援を積極的に

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

援能力の向上や支援

の仕組み作り及び中

小企業・小規模事業者

等への事業承継への

支援の実施に関する

相談・助言、講習会等

を行う。 

これらの取組を通じ、

機構が支援した事業

承継に関する支援者

数を５，０００者以上

とする。 

・地域の中小企業支

援機関等の支援能力

の向上のため、中小企

業・小規模事業者の経

営者・後継者に対し専

門家を派遣し、相談・

助言等を行う。 

・事業承継・事業引継

ぎを促進するため、中

小企業・小規模事業者

等への事業承継の早

期・計画的な取組の必

要性に関する気付き

を与えるためのツー

ル等の提供を行うと

ともに、施策情報の普

及・啓発を図るための

フォーラム等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経営者・後継者等に対する専門家派

遣を通じ、事業者の円滑な事業承継

と同席する地域の中小企業支援機

関への支援ノウハウの移管を実施。 

支援企業数：７３先 

支援回数：１７０回 

 

○事業承継フォーラムの開催 

・事業承継を経験した経営者の取組

を参考として、円滑な事業承継を促

進するため、中小企業・小規模事業

者、支援機関等を対象としたフォー

ラムを完全オンライン化し、開催。 

フォーラム１から４までの動画完

全視聴数：４０，４３４回 

 

【事例】М信用金庫 

・当金庫では、本格的な事業承継支援

の取組強化の必要性から、独自で座

学セミナー等を開き支援策を模索

するも実務に活かされていないこ

とを懸念し、機構に相談。中小企業

アドバイザーは渉外担当者の対話

力・ヒアリング力と支援スキルの向

上を見据え、実務に即したОＪＴ形

式の勉強会を展開。当金庫の支援担

当者３人が中小企業アドバイザー

の助言を得ながら全渉外担当者を

サポート。（「全体講義・事業性評価

シートの作成」、「検討会」、「モニタ

リング・ОＪＴ」等を実施。支援す

る企業の選定、その企業に対するヒ

アリング、ポイントの整理、課題の

整理と解決法の検討、専門家との企

業への同行訪問等。） 

・特徴的なのは、企業の事業内容や成

長性等を評価し、融資時の指標とな

る「事業性評価シート」を事業承継

支援に有効活用している点。経営者

への垣根のない交流や緻密な聞き

取りを重ね、企業の実態や特色を詳

記し、見える化し、後継者候補に企
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の認識や第三者承

継に関する知識を

有していないため

に、廃業してしまう

という実態もある。

国が都道府県ごと

に設置する中小企

業・小規模事業者に

対する一義的な支

援機関である事業

引継ぎ支援センタ

ー（以下「センター」

という。）が個々の

中小企業・小規模事

業者を支援してい

るが、機構はセンタ

ーがどのような課

題に直面し、それに

対応するために機

構に対してどのよ

うな支援ニーズを

持っているかを把

握することが重要

である。具体的に

は、難度の高いＭ＆

Ａ案件に対応する

ため、各地のセンタ

ーが蓄積した支援

情報の相互共有や

法務・税制面等を踏

まえた高度・専門的

な助言への支援、各

地のセンターが独

力では把握が困難

な、他のセンター

や、地域金融機関、

民間仲介会社等の

民間支援機関（以下

「民間支援機関等」

という。）が保有す

る売り手側企業と

買い手側企業の企

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②全国の事業引継

ぎ支援センターへ

の支援 

 

後継者不足に問題

を抱えている中小

企業・小規模事業者

に対し、全国の事業

引継ぎ支援センタ

ーが実施する相談・

助言及びマッチン

グ支援を通じた事

業引継ぎを促進す

るため、中小企業事

業引継ぎ支援全国

本部として、各地の

事業引継ぎ支援セ

ンターの支援能力

向上や体制構築の

ための助言等を実

施する。 

また、マッチングに

至る機会を増加さ

せるため、広域マッ

チング支援に取り

組むとともに、事業

引継ぎ支援データ

ベースの情報量及

び情報の質の充実

に向けて、相談者数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②全国の事業承継・引

継ぎ支援センターへ

の支援 

 

・後継者不足に問題

を抱えている中小企

業・小規模事業者の円

滑な事業承継・引継ぎ

を支援するため、令和

３年度から業務範囲

が拡大する全国の事

業承継・引継ぎ支援セ

ンター等に対して、支

援能力向上のための

相談・助言、研修等を

実施する。また、事業

承継・引継ぎの重要性

の周知、事業承継・引

継ぎ支援センターの

認知度向上及び事業

承継・引継ぎ支援の担

い手の育成等を目的

として、地域の中小企

業支援機関等に対し

て講習会等を実施す

る。 

これらの取組を通じ、

機構が支援した支援

者数を５，０００者以

上とする。 

業の概観をより深く理解してもら

う対話ツールとして活用。すると、

決算書の赤字だけを見た後継者候

補が記述された特徴から将来性を

見出し「継ぐべき」と判断された事

例や、財務内容が良くない自社を息

子に継がせるべきか悩み、廃業も視

野に入れていたが、事業性評価シー

トを提示すると「親の会社と自社の

経営を両立させる」と決意した事例

も現れるなど、好事例を創出。 

 

②全国の事業承継・引継ぎ支援センタ

ーへの支援 

〇事業承継・引継ぎ支援センター等へ

の研修等 

・各都道府県の事業承継・引継ぎ支援

センターに対して、中小企業事業承

継・引継ぎ支援全国本部として、実

施体制や中小企業・小規模事業者の

Ｍ＆Ａに関する高度・専門的な相談

助言を実施。 

・中小企業事業承継・引継ぎ支援全国

本部による事業承継・引継ぎ支援セ

ンター向け高度・専門的相談対応 

支援者数：５，９４６者 

・事業承継・引継ぎ支援事業における

支援能力の向上のため、事業承継・

引継ぎ支援センターの専門家等に

対して研修を実施。 

・中小企業事業承継・引継ぎ支援全国

本部による事業承継・引継ぎ支援セ

ンター専門家向け研修 

 支援者数：２，１０１者 

開催数：７４回 

・事業承継・引継ぎ支援の担い手育成

のため、データベースに登録してい

る地域の支援機関等に対する講習

会を実施。 

中小企業事業承継・引継ぎ支援全国

本部による事業承継・引継ぎデータ

ベース登録機関等向け研修 
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業情報数の増加や、

各地のセンターが

保有する売り手側

企業と買い手側企

業の事業引継ぎの

条件等に係る情報

を補完するため、民

間支援機関等が保

有する企業情報の

的確な内容と鮮度

の高い情報の活用

といったニーズが

ある。 

これらを踏まえ、機

構が担う中小企業

事業引継ぎ支援全

国本部（以下「全国

本部」という。）で

は、各地のセンター

に対して、Ｍ＆Ａ案

件に対応するため

のノウハウや法務・

税制面に係る知識

を相談・助言、研修、

優良事例の情報共

有等を通じて提供

する。  

また、全国本部で

は、各地のセンター

や民間支援機関等

に寄せられている

売り手・買い手の情

報を、他のセンター

が検索・閲覧等する

ことによって、手持

ち案件のマッチン

グに至る機会を増

やすことができる

よう、事業引継ぎ支

援データベースに

掲載する相談企業

数を増加させると

の増加に資する広

報の実施や、質の高

い案件情報を保有

する地域金融機関、

民間仲介会社等の

民間支援機関によ

るデータベースへ

の案件登録及びマ

ッチングへの参加

を促す。 

さらに、登録民間支

援機関やマッチン

グコーディネータ

ー等の地域におけ

る事業引継ぎ実務

の担い手の育成等

を含め、マッチング

の促進に向けた体

制整備を行う。 

なお、事業引継ぎ支

援センターへの相

談案件の一定割合

が経営改善・事業再

生を必要としてい

る現状に鑑み、中小

企業事業引継ぎ支

援全国本部と中小

企業再生支援全国

本部の緊密な連携

が取れる体制での

事業マネジメント

を行うとともに、各

地の事業引継ぎ支

援センターが中小

企業再生支援協議

会に経営改善が必

要な案件を紹介す

るなど、双方の一層

の連携強化を図る。 

 

 

 

・事業承継・引継ぎ支

援センターへの相談

者数を増加させるた

め、ダイレクトメール

送付、事例動画等の広

報施策の実施により、

経営者及び地域の中

小企業支援機関等に

対して幅広く訴求す

る。 

・事業承継・引継ぎの

促進を図るために、地

銀・信金や民間のＭ＆

Ａ仲介会社等にとっ

ても魅力的な多くの

案件を有する利便性・

信頼性の高いデータ

ベースを構築・運営す

るほか、創業に係る支

援機関等と連携しつ

つ、後継者人材バンク

の効果的な活用を促

進する。 

・ノンネーム情報連

絡会等を通じ、県域を

またいだマッチング

支援の強化に取り組

む。 

・以上の取組を通じ、

事業引継ぎにおける

広域の成約件数を２

６０件以上とする。 

 

 支援者数：１，５４１者 

開催数：３８回 

 

〇事業承継・引継ぎ支援センターの周

知活動 

・事業承継・引継ぎ支援センターの認

知度向上のため、ポータルサイトリ

ニューアル、フリーペーパー制作４

作品、事例動画８本、ダイレクトメ

ール（送付件数１３７．７万件）、新

聞広告掲載、チラシの制作、雑誌広

告等を実施。 

 

〇事業承継・引継ぎ支援データベース

の運営及びノンネームデータベー

スの稼働による効率的なマッチン

グ支援体制の構築 

・適切な情報管理の元で事業承継・引

継ぎ支援データベースを運営。 

 事業承継・引継ぎ支援データベース

登録件数： 

７８，５９５件（前年度比１３６．

０％） 

 

 

 

・登録支援機関に開示するノンネー

ムデータベースの活用を促進。 

 ノンネームデータベース登録件数： 

１１，６４６件（前年度比１３０．

７％） 

・上記データベース等の活用による

県域をまたいだマッチング支援を

実施。 

 事業引継ぎにおける広域の成約件

数：３２０件（前年度比１２２．

６％） 

 

【事例】Ｍ＆Ａ成約事例（老舗酒蔵の

例） 

・１００年以上続く老舗酒蔵Ａ社の

代表者は、７０歳を迎えたが、後継
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ともに、全国本部に

て注力する広域マ

ッチング支援を推

進する。  

さらに、全国本部で

は、各地のセンター

の手持ち案件につ

いて、民間支援機関

等が把握している

独自情報も活用す

ることでマッチン

グに至る機会を増

やすため、事業引継

ぎ支援データベー

スにおいて民間支

援機関等が有する

企業情報の的確な

内容と鮮度の高い

情報を取り込むこ

とによって、売り案

件と買い案件の希

望条件等の情報の

質を充実させる。  

なお、業況や財務内

容等が芳しくない

ことで現状のまま

では売り手側企業

としての魅力に乏

しい相談者につい

ては、マッチング先

の探索の前に経営

改善が必要である

ため、各地のセンタ

ーが中小企業再生

支援協議会に経営

改善が必要な案件

を紹介することな

どができるよう、中

小企業再生支援全

国本部との一層の

連携強化を図る。 

 

者候補がいなかった。４代続いた伝

統のブランド存続のため、第三者へ

の事業引継ぎ（Ｍ＆Ａ）を決意。商

工会議所の紹介で事業承継・引継ぎ

支援センターへ相談。 

・当センターで数社候補を示したも

のの交渉は進展しなかったが、セン

ターが連携する地元信用金庫から

案件の紹介を受けた酒類卸・小売業

者のＢ社が関心を示し、複数回の交

渉を経てＡ社との株式譲渡契約を

締結。 

・各支援機関の連携によりＡ社の酒

造免許とブランドのみならず、建物

や機械・器具など酒蔵設備も引き継

ぎ。 
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 （２）事業承継ファ

ンドへの出資の強

化 

機構は、事業承継・

事業引継ぎ等に対

する資金の供給を

円滑化するため、地

域金融機関等と連

携し、事業承継・事

業再編を対象とし

たファンドへの出

資の強化を通じて

これらの円滑な進

展を図る 

 

 

（２）事業承継ファ

ンドへの出資の強

化 

地域金融機関等と

連携し、事業承継・

事業再編を対象と

したファンドへの

出資の強化を通じ

てこれらの円滑な

進展を図り、事業承

継・事業引継ぎ等に

対する資金の供給

を円滑化する。組成

したファンドに対

しては、継続的なモ

ニタリング等を徹

底することにより

ガバナンスを向上

させるとともに、各

種情報提供や事業

引継ぎ支援センタ

ーとの連携等を行

うことにより、中小

企業・小規模事業者

の事業承継を支援

する。 

（２）事業承継ファン

ドへの出資の強化 

・地域金融機関等と

連携し、事業承継・事

業再編を対象とした

ファンドへの出資を

通じてこれらの円滑

な進展を図り、事業承

継・事業引継ぎ等に対

する資金の供給を円

滑化する。具体的には

事業承継ファンドを

２ファンド以上組成

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）事業承継ファンドへの出資の強

化 

○中小企業経営力強化支援ファンド

の組成促進 

・２年度補正予算により措置された

出資金を活用し、２年度に創設した

「中小企業経営力強化支援ファン

ド」（新型コロナウイルス感染症の

影響による経営環境の悪化を背景

とし、事業の承継や事業の再編、再

構築を通じて、経営基盤の強化や事

業の立て直しに取り組む中小企業

に対して投資を行うファンド）への

出資事業について、ファンド運営者

の公募により組成を促進。地域金融

機関等と連携し、事業承継や事業再

編を対象とした「中小企業経営力強

化支援ファンド」２ファンド（総額

８６．３億円）に対して、計５０億

円の出資契約を実施。また、２年度

に創設した「中小企業経営力強化支

援ファンド」の枠組みを活用し、「サ

ーチファンド型ファンド」にかかる

公募を実施、期中に２件の出資を決

定。 

・３年度補正予算により追加的に出

資金が措置されたことを受け、長期

化するコロナ禍の影響により業況

が悪化した地域経済の中核となる

中小企業等の経営力強化と成長を

支援すべく「中小企業経営力強化支

援ファンド（３年度補正）」につい

てもファンド運営者の公募を開始。 

 

○出資実績累計 

事業承継ファンド（中小企業経営力

強化支援ファンドを除く）・出資フ

ァンド数累計 ４ファンド 

・ファンド総額累計  ６８４億円 

・機構出資契約額累計 １９４億円 

・３年度投資先企業数  １２社（累

計２８社） 
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・組成後のファンド

に対しては投資委員

会へのオブザーバー

参加やファンド運営

者との面談等を通じ

て、投資決定プロセス

や利益相反の確認、投

資先支援活動の実態

把握を行うなど、継続

的なモニタリング等

を徹底するとともに、

各種情報提供や事業

承継・引継ぎ支援セン

ターとの連携等を行

うことにより、中堅企

業、中小企業・小規模

事業者の事業承継を

支援する。 

 

・ファンドからの投

資後には、投資から２

年経過後の投資先の

売上高及び従業者数

の増減率等の調査・分

析等を行う。 

・令和２年度補正予

算（第１号）により措

置された出資金につ

いては、「新型コロナ

・３年度投資金額   １０８億円

（累計３０２億円） 

 

○中小企業経営力強化支援ファンド 

・出資ファンド数累計 ７ファンド 

・ファンド総額累計  １，０５７億

円 

・機構出資契約額累計 ３１０億円 

・３年度投資先企業数  １６社（累

計１６社） 

・３年度投資金額 ２７５億円（累計

２７５億円） 

 

○出資後のモニタリング・フォローア

ップの強化 

ファンド運営状況のモニタリング 

・出資ファンドの組合員集会への出

席（１２回）のほか、投資委員会へ

のオブザーバー参加や投資の事前

検討会への参加（４６回）、その他

キーマンとの随時面談等を通じフ

ァンドごとのモニタリングシート

を整備、運営状況を適時・的確に把

握。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ファンドからの投資報告により投

資状況を定期的に把握するととも

に、ファンドの決算資料により投資

先企業の財務状況等を確認し、企業

の成長段階を把握。必要に応じて、

経営支援を行う部署等と機構の支

援ツールの活用についての情報交

換を実施。 

 

○投資先企業に対する支援 
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ウイルス感染症緊急

経済対策」（令和 ２ 

年 ４ 月 ７ 日

閣議決定）に基づいて

措置されたことを認

識し、新型コロナウイ

ルスの影響により業

況が悪化した、地域の

核となる事業者の再

生・第三者承継を支援

する「中小企業経営力

強化支援ファンド」の

創設に活用する。 

・令和２年度補正予

算（第２号）により措

置された出資金につ

いては、新型コロナウ

イルス感染症対策の

強化を図るために措

置されたことを認識

し、新型コロナウイル

スの影響により業況

が悪化した、地域の核

となる事業者の再生・

第三者承継を支援す

る「中小企業経営力強

化支援ファンド」の拡

充のために活用する。 

・令和３年度補正予

算（第１号）により追

加的に措置された出

資金については、「コ

ロナ克服・新時代開拓

のための経済対策」

（令和３年１１月１

９日閣議決定）に基づ

き措置されたことを

認識し、長期化するコ

ロナ禍の影響により

業況が悪化した地域

経済の中核となる中

小企業等の経営力強

（支援事例） 

・取り巻く市場環境が激変し、変化の

必要性に迫られる中、社長個人に依

存した経営体質からの脱却と、経営

基盤の強化を通じた円滑な事業承

継の実現を模索していた中小企業

（自動車関連用品製造業）に対し、

機構出資ファンドが株式を取得し、

円滑な事業承継並びに再成長を支

援。ファンドから取締役等を派遣

し、経営管理体制の強化を図るとと

もに、品質管理体制の強化や原価低

減等の取組みを実施。約５年におよ

ぶ機構出資ファンドからの支援の

結果、令和３年５月に同業大手との

資本業務提携に至り、円滑な事業承

継を果たすとともに、更なる成長に

向け、同社と連携した新事業展開を

推進中。 

 

○地域毎の企業への投資状況 

・３年度の事業承継ファンドの投資

先合計 

東京都 ７社（累計１４社） 

関東地域（東京除く）６社 

（累計 ７社） 

近畿地域 ６社（累計 ８社） 

その他地域 ９社（累計１５社） 
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化と成長を支援する

「中小企業経営力強

化支援ファンド」の拡

充のために活用する。 

 

 
 
 
 
■指摘事項への対応 
・３年度は、主務省と連携してＥＢＰ

Ｍに関する検討を行った。今後、中

小企業庁が推進するデータ利活用

について、機構が保有する各種デー

タの提供に関する検討を実施。 
 ［独立行政法人通則法第２８条の４

に基づく令和２年度評価結果の反

映状況の公表］ 
 

 【指標１－１】 

・事業引継ぎにおけ

る広域の成約件数

を２０２１年度ま

でに２０１８年度

比２倍以上、中期目

標期間において、

１，１００件以上と

する。【基幹目標】

（新規設定）（［参

考］２０１７年度実

績：１００件） 

 

 

 

【指標１－２】 

・中期目標期間にお

いて、機構が支援し

た事業承継・事業引

継ぎ支援者数を５

０，０００者以上と

する。（新規設定）

（［参考］２０１５

～２０１７年度実

績：２３，９７６者） 

 

【指標１－１】 

・事業引継ぎにおけ

る広域の成約件数

を２０２１年度ま

でに２０１８年度

比２倍以上、中期目

標期間において、

１，１００件以上と

する。【基幹目標】

（新規設定）（［参

考］２０１７年度実

績：１００件） 

 

 

 

【指標１－２】 

・中期目標期間にお

いて、機構が支援し

た事業承継・事業引

継ぎ支援者数を５

０，０００者以上と

する。（新規設定）

（［参考］２０１５

～２０１７年度実

績：２３，９７６者） 

 

【指標】 

・事業引継ぎにおけ

る広域の成約件数：２

６０件以上【基幹目

標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が支援した事

業承継・引継ぎ支援者

数：１０，０００者以

上 

 

 

 

 

 

・事業承継ファンド

新規組成数：２本 

 【指標】 

・事業引継ぎにおける広域の成約件

数：３２０件【基幹目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が支援した事業承継・引継ぎ支

援者数：２１，６４９者 

 

 

 

 

 

 

 

・事業承継ファンド新規組成数：２本 

【指標】 

■事業引継ぎにおける広域の成約件数（基幹目

標） 

 プッシュ型事業承継診断にて掘り起こされ

た具体的案件を各センターでの支援へと繋げ

る仕組みを構築するため、エリアコーディネー

ターを全国に新たに配置。また、エリアコーデ

ィネーター及びセンター職員向けのマニュア

ルの整備や研修、研修動画配信等を集中的に実

施。さらに、データベースのリコメンド機能の

拡充や業種分類の精緻化により、成約支援に注

力。その結果、広域成約件数は年度目標２６０

件に対し、３２０件であり、対年度目標１２３．

０％と目標を達成。また、直近過去２年実績平

均との比較においても１３４．４％を達成。 

 

■機構が支援した事業承継・引継ぎ支援者数 

全国の事業承継・引継ぎ支援センター及び地域

の中小企業支援機関等に対しては、事業承   

継支援能力の向上のための相談・助言、講習会

を実施。事業承継・引継ぎ支援者の支援目標  

１０，０００者に対し２１，６４９者（対数値

目標２１６．４％）と目標を大きく上回る実 

績を達成。また、直近過去２年実績平均との比

較においても１２４．５％を達成。 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 
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４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 生産性向上 

業務に関連する政策・施

策 
ＩＴ導入促進支援、多様な経営課題を解決するための相談・助言、

ハンズオン支援、経営の基盤となる人材の育成、地域の中小企業支

援機関等への支援機能及び能力の強化・向上支援、中小企業・小規

模事業者の連携・共同化の促進等。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第１５条第１項第１号～６号、８号

～１５号、１７号、２０号、２２号、２４号 

当該項目の重要度、困難

度 
【重要度：高】「２０２０年までの３年間で約１００万社に対してＩ

Ｔツール導入促進を目指す」という政府目標の達成に向けて、

ＩＴプラットフォームを通じたＩＴ導入促進が重要である。ま

た、人手不足の環境下においては、労働生産性を向上させるた

め、人材育成にも積極的に取り組むことが重要である。 
【難易度：高】生産性向上に向けた支援は、機構として新規の取組

となること、特にＩＴ導入促進支援については、専門家の不在

や情報不足など、中小企業・小規模事業者のＩＴ導入に向けた

環境が未整備である現状を踏まえると、難易度は極めて高い。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 ０３９５ 
 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

ＩＴプラット

フォームを活

用した中小企

業支援機関数

【基幹目標】 

中期目標期間にお

いて、６，２００機 
関以上 
令和３年度１，４

００機関以上 

 ４４５機関 １，５３５

機関 
１，８００

機関 
   予算額（千円） 別紙３参

照 
別紙３参

照 
別紙３参

照 
  

機構が支援し

たＩＴ導入促

進支援者数 

中期目標期間にお

いて、機構が支援

したＩＴ導入促進

支援者数を１０，

０００人以上 
令和３年度２，１

００人以上 

 ６，０２８人 ７，２３０

人 
７，０３４

人 
   決算額（千円） 別紙３参

照 
別紙３参

照 
別紙３参

照 
  

中小企業大学

校が実施する

研修に研修生

８０％以上  ９７．２％ ９６．０％ ９６．２％    経常費用（千円） 別紙４参

照 
別紙４参

照 
別紙４参

照 
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を派遣した企

業に対して、研

修終了の一年

経過後にフォ

ローアップ調

査を実施し、研

修生が研修内

のゼミナール

で取り上げた

自社の課題研

究テーマにつ

いて、「自社に

持ち帰った課

題を解決済み、

又は取組中」と 
回答した企業

の比率 
中小企業・小規

模事業者向け

及び中小企業

支援機関等向

け研修受講者

数 

１４，８００人以

上（令和３年度１

４，８００人以上） 

 １７，１０５

人 
９，７６３

人 
１７，９２

２人 
   経常利益（千円） 別紙４参

照 
別紙４参

照 
別紙４参

照 
  

         行政コスト（千円） 別紙５参

照 
別紙５参

照 
別紙５参

照 
  

         従事人員数 ７１５人

の内数 
７２７人

の内数 
７３１人

の内数 
  

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２．生産性向上 

少子高齢化によ

る人口減少、人手不

足に対し、十分な対

応ができず、中小企

業・小規模事業者の

労働生産性は伸び

悩み、大企業との労

働生産性の格差が

拡大している状況

２．生産性向上 

少子高齢化によ

る人口減少、人手不

足に対し、十分な対

応ができず、中小企

業・小規模事業者の

労働生産性は伸び

悩み、大企業との労

働生産性の格差が

拡大している状況

２．生産性向上 ＜主な定量的指標

＞ 

【指標２－１】 

・中期目標期間に

おいて、ＩＴプラ

ットフォームを活

用した中小企業支

援機関数を６，２

００機関以上とす

る。【基幹目標】（新

 ＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づ

く数値目標４項目のうち、全項目で達成率１

２０％以上の実績を達成。また、１項目で直

近過去２年実績平均との比較において１２

０％を達成。 

日本の国際競争力維持・向上のためには、大

企業のみならず中小企業事業者の生産性の

向上が不可欠であるとの認識から、ＩＴ導入

評定  
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にあり、中小企業・

小規模事業者は生

産性向上の課題を

抱えている。 

今後、更なる人口

減少が見込まれる

なか、日本経済の成

長のためには、第４

次産業革命技術の

社会実装などによ

り中小業・小規模事

業者が労働生産性

を高め、「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０」の実

現や「Ｃｏｎｎｅｃ

ｔｅｄ Ｉｎｄｕ

ｓｔｒｉｅｓ」への

変革などを図って

いくことが重要で

ある。 

そのため、「新し

い経済政策パッケ

ージ」及び「未来投

資戦略２０１８」に

おいて「生産性革

命」を掲げ、日本経

済全体の生産性の

底上げを図ること

とされたところ。 

機構は、中小企

業・小規模事業者の

生産性向上に貢献

し、イノベーション

や地域経済の競争

力強化・活性化に資

する観点から、ＩＴ

導入促進支援、多様

な経営課題を解決

するための相談・助

言、ハンズオン支

援、経営の基盤とな

る人材の育成、地域

にあり、中小企業・

小規模事業者は生

産性向上の課題を

抱えている。 

今後、更なる人口減

少が見込まれるな

か、日本経済の成長

のためには、第４次

産業革命技術の社

会実装などにより

中小企業・小規模事

業者が労働生産性

を高め、「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０」の実

現や「Ｃｏｎｎｅｃ

ｔｅｄ Ｉｎｄｕ

ｓｔｒｉｅｓ」への

変革などを図って

いくことが重要で

ある。 

そのため、政府は、

「新しい経済政策

パッケージ」及び

「未来投資戦略２

０１８」において

「生産性革命」を掲

げ、日本経済全体の

生産性の底上げを

図ることとしたと

ころ。 

機構は、中小企業・

小規模事業者の生

産性向上に貢献し、

イノベーションや

地域経済の競争力

強化・活性化に資す

る観点から、ＩＴ導

入促進支援、多様な

経営課題を解決す

るための相談・助

言、ハンズオン支

援、経営の基盤とな

規設定） 

 

【指標２－２】 

・中期目標期間に

おいて、機構が支

援したＩＴ導入促

進支援者数を２

８，０００人以上

とする。（新規設

定） 

 

【指標２－３】 

・中小企業大学校

が実施する研修に

研修生を派遣した

企業に対して、研

修終了の一年経過

後にフォローアッ

プ調査を実施し、

研修生が研修内の

ゼミナールで取り

上げた自社の課題

研究テーマについ

て、「自社に持ち帰

った課題を解決済

み、又は取組中」と

回答した企業の比

率を８０％以上と

する。（新規設定） 

 

【指標２－４】 

・中期目標期間に

おいて、中小企業

大学校等による中

小企業・小規模事

業者向け及び中小

企業支援機関等向

け研修受講者数を

７．５万人以上と

する。（前中期目標

期間実績（２０１

７年度末実績）：２

促進支援、多様な経営課題を解決するための

相談・助言、ハンズオン支援、経営の基盤と

なる人材の育成、地域の中小企業支援機関等

（以下支援機関等という）への支援機能及び

能力の強化・向上支援等及び人材育成の促進

を図った。 

（１）中小企業・小規模事業者へのＩＴ導入

促進支援 

コロナ禍において日本全体のＩＴ化の遅

れが顕在化する中、中小企業全体のＩＴ化を

促進するため、「ＩＴ戦略ナビ」や「ＩＴ経営

簡易診断」等の一連の支援メニューについ

て、事業者や支援機関等のそれぞれのユーザ

ーの活用ニーズに基づいた適切な誘導がで

きるよう、ＩＴプラットフォームサイトを全

面的にリニューアル。 

ウェブ上で簡単に自社の経営課題・業務課

題を見える化し、ＩＴ戦略を立案できるサイ

ト「ＩＴ戦略ナビ」に、「業種選択機能（１１

業種）」、「ＩＴソリューションの種類」など、

利便性向上に資する機能の充実。「ここから

アプリ」の掲載アプリを拡充し、カバー範囲

を拡大。これらの「上手な活用法」を新規掲

載し、ユーザーの自立的な活用を促進。 

３年度においてはインボイスや改正電子

帳簿保存法への対応等を支援するため、認定

経営革新等支援機関である税理士法人等を

重点支援先として選定。税理士法人からの意

見を踏まえたコンテンツを厳選して発信す

るサイト「ここからＩＴサポート」を新規開

設したほか、「ＩＴ戦略ナビ」に「支援者向け

情報提供ページ」を新設する等、より活用し

やすいツールとしてバージョンアップを実

施。 

さらに、税理士法人による中小企業へのデ

ジタル化支援をサポートするため、「ここか

らＩＴサポート」を含むＩＴプラットフォー

ムの活用イメージを解説する限定動画リン

クを添付したＤＭを税理士法人に送付する

とともに、本部、地域本部によるアプローチ

を強化。 

支援機関等のＩＴ支援の自立化を促進す
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の中小企業支援機

関等への支援機能

及び能力の強化・向

上支援等を行う。 

る人材の育成、地域

の中小企業支援機

関等への支援機能

及び能力の強化・向

上支援、中小企業・

小規模事業者の連

携・共同化の促進等

を行う。 

 令和２年度補正

予算（第１号）によ

り追加的に措置さ

れた交付金につい

ては、「新型コロナ

ウイルス感染症緊

急経済対策」（令和

２年４月７日閣議

決定）に基づいて措

置されたことを認

識し、新型コロナウ

イルス感染症が事

業環境に与える特

徴的な影響を乗り

越えるため、以下の

事業のために活用

する。 

・中小企業生産性革

命推進事業の特別

枠創設 

・中小企業・小規模

事業者のデジタル

化対応を支援する

ＩＴ専門家への補

助や中小企業・小規

模事業者が自ら経

営課題を認識し、解

決するための支援

ツール等の整備（以

下「中小企業デジタ

ル化応援隊事業」） 

令和２年度補正予

算（第２号）により

追加的に措置され

０．７万人（無料セ

ミナー及び無料研

修含む。無料分除

くと５．６万人。）） 

 

＜目標水準の考え

方＞ 

○中小企業・小規

模事業者の中には

ＩＴ導入に対する

苦手意識や適切な

導入規模等を知ら

ないといった経営

者も多く、そのよ

うなＩＴに知見が

ない中小企業・小

規模事業者でも容

易にＩＴの活用が

できるよう、使い

やすいアプリや活

用事例などをＩＴ

プラットフォーム

に掲載し、快適な

閲覧性を追求する

とともに、地域の

中小企業支援機関

等と連携して積極

的な情報発信を行

う。その上で、中小

企業・小規模事業

者１００万社に対

するＩＴ導入促進

に向けて、その１

００万社にＩＴプ

ラットフォームを

活用した支援が届

くよう、全国の主

な中小企業支援機

関等（約２，５００

機関）に対し、ＩＴ

プラットフォーム

を活用した中小企

るため、ＩＴ経営簡易診断の支援プロセスに

支援機関職員を同行させる実践型トレーニ

ングを開始。 

支援機関等への働きかけを強化したこと

によりＩＴ導入促進支援者数（アウトプッ

ト）が増加し、ＩＴプラットフォームの機能

強化とインボイス制度を意識したＩＴ化支

援等により目標を上回る支援機関数（アウト

カム）が増加。 

（２）生産性向上に向けた多様な経営課題へ

の円滑な対応と経営の基盤となる人材の育

成 

増加する人材育成ニーズに応え、多様な受

講ニーズに対応し得る研修体制を構築。２年

度に得られたコロナ禍での運用経験や感染

防止対策への信頼に基づき、以下の取組みに

より、過去最高の受講者数を達成。 

受講者の利便性向上やコロナ禍に対応し

た安全安心の確保等のため、コースあたりの

定員減（収容率５０％）を引き続き実施し、

それらを補うためにコース数を大幅に増加

し、過去最大となる１，０３２回の研修を提

供（前年度比１４５％）。 

また、多様なニーズと感染リスク低減の両

面に応えるためｗｅｂを活用した研修、受講

者の県境移動を不要とする各地域での研修

等を積極的に展開。ｗｅｂを活用した研修で

リアルとオンライン、またオンデマンドでの

受講を組み合わせた研修等の実施により研

修方式を６方式から７方式へ多様化。 

コース数の大幅増や新たな研修方式の提

供によりアウトプットが増加し、オンライン

の活用等により受講者に対して企業内での

実践を促すフォローアップを行い、アウトカ

ムを達成。  

 

以上（１）（２）のように、各業務において

高い水準で目標を達成していることからＡ

評価と判断。 
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た交付金について

は、新型コロナウイ

ルス感染症対策の

強化を図るために

措置されたことを

認識し、業種別ガイ

ドライン等に基づ

く中小企業・小規模

事業者の事業再開

を支援するため、中

小企業生産性革命

推進事業の事業再

開支援パッケージ

の実施に活用する。 

令和２年度補正予

算（第３号）により

追加的に措置され

た交付金について

は、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影

響を受け、現下及び

ポストコロナの状

況に対応したビジ

ネスモデルへの転

換に向けた中小企

業・小規模事業者の

取組を支援するた

めに措置されたこ

とを認識し、令和２

年度補正予算（第１

号及び第２号）で措

置した中小企業生

産性革命推進事業

の特別枠を改編し

た新特別枠（低感染

リスク型ビジネス

枠）の創設及び小規

模事業者の販路開

拓のために活用す

る。 

令和２年度補正予

算（第１号、第２号

業・小規模事業者

へのＩＴ導入促進

の取組を実施する

よう働きかけ、５

年間でのべ６，２

００機関が活用す

ることを目指す。 

 

○指標２－２につ

いて 

政府目標である１

００万社に対する

ＩＴ導入促進への

貢献の一つとし

て、地域の中小企

業支援機関等を通

じたＩＴ化支援に

取り組む。具体的

には、「ＩＴ導入に

よる生産性向上」

に有用なＩＴ導入

事例などの情報や

コンテンツを掲載

したＩＴプラット

フォームを整備

し、地域の中小企

業支援機関等向け

に同プラットフォ

ームの活用方法を

説明する講習会を

開催する。講習会

では、ＩＴに知見

のない地域の中小

企業支援機関等の

職員であっても、

プラットフォーム

を活用すること

で、容易かつ効果

的なＩＴ化支援が

可能となることを

理解してもらうこ

とを狙いとする。 
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及び第３号）により

実施する事業は令

和２年度の途中か

ら講じられるが、同

年度及びそれ以降

の業務実績等報告

書に実施状況を記

載する。 

令和３年度補正予

算（第１号）により

追加的に措置され

た交付金について

は、「コロナ克服・新

時代開拓のための

経済対策」（令和３

年１１月１９日閣

議決定）に基づき措

置されたことを認

識し、生産性向上に

取り組む中小企業・

小規模事業者を支

援し、将来の成長を

下支えするため、中

小企業生産性革命

推進事業において、

現行の通常枠の拡

充・見直しや新たな

特別枠の創設に活

用するとともに、円

滑な事業承継・引継

ぎの推進に活用す

る。また、課題設定

型の伴走型支援に

必要な知識やノウ

ハウをオンライン

等の研修プログラ

ムとして企画・開

発、提供するために

活用する。  

令和３年度補正予

算（第１号）により

実施する事業は、令

機構による地域の

中小企業支援機関

等への営業努力と

講習会内容の充実

により、参加者数

１０人、年間２０

０回以上開催し、

５年間で１０，０

００人以上を目指

す。 

 

○指標２－３につ

いて 

人手不足の環境下

において労働生産

性を向上させるに

は、人材育成や業

務効率化に積極的

に取り組むことが

必須である。人材

育成は中小企業・

小規模事業者にと

って重要な経営課

題の一つであり、

特に強化すべきで

あるとともに、中

小企業・小規模事

業者の経営の存続

や持続的成長につ

ながる点で対応が

急務となってい

る。 

機構の役割は、中

小企業・小規模事

業者の経営者や管

理者のニーズを踏

まえた専門性の高

い、実践的な研修

を実施することで

ある。研修の効果

は、研修で学んだ

内容を自社で実践
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和３年度の途中か

ら講じられるが、同

年度及びそれ以降

の業務実績等報告

書に実施状況を記

載する。 

することで初めて

得られるものであ

ることから、効果

を検証する仕組み

を構築するもので

ある。 

具体的には、研修

について、「課題解

決済み」「課題解決

に取組中」「課題解

決に向け検討中」

「課題解決に取り

組んでいない」の

４肢のうち、上位

２項目を回答した

割合をもって、課

題解決率とし、８

０％以上を目指

す。 

 

○指標２－４につ

いて 

目標の達成に向け

て、ニーズを踏ま

えた専門性の高

い、実践的な研修

を実施する。受講

者の的確な評価を

捕捉し、研修内容

に活かすため、無

料セミナー受講者

数は除くものとす

る。目標数は、前中

期目標期間の実績

を５千人上回るこ

とを目指す。 

 

＜想定される外部

要因＞ 

想定される外部要

因として、初年度

を基準として、事
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業遂行上必要な政

策資源が安定的に

確保されること、

国内の政治・経済

及び世界の政治・

経済が安定的に推

移し、着実に成長

すること、急激な

株価や為替の変動

がないことなどを

前提とし、これら

要因に変化があっ

た場合には評価に

おいて適切に考慮

する。 

 

 （１）中小企業・小

規模事業者へ

のＩＴ導入促

進支援 

中小企業・小規模

事業者のＩＴ化は、

コスト削減・省力化

のみならず、売上拡

大・販路拡大にも効

果をもたらし、中小

企業・小規模事業者

の生産性向上に貢

献するものである。 

このため、「新し

い経済政策パッケ

ージ」及び「未来投

資戦略２０１８」に

おいて、３年間で中

小企業・小規模事業

者の約３割に当た

る約１００万社に

対するＩＴツール

導入促進を掲げた

ところ。 

こうした状況を踏

まえ、機構は、ＩＴ

（１）中小企業・小

規模事業者へのＩ

Ｔ導入促進支援 

中小企業・小規模事

業者のＩＴ化は、コ

スト削減・省力化の

みならず、売上拡

大・販路拡大にも効

果をもたらし、中小

企業・小規模事業者

の生産性向上に貢

献するものである。 

このため、政府は、

「新しい経済政策

パッケージ」及び

「未来投資戦略２

０１８」において、

３年間で中小企業・

小規模事業者の約

３割に当たる約１

００万社に対する

ＩＴツール導入促

進を掲げたところ。 

こうした状況を踏

まえ、機構は、具体

的に以下の取組を

（１）中小企業・小

規模事業者へのＩ

Ｔ導入促進支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （１）中小企業・小規模事業者へのＩＴ

導入促進支援 
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プラットフォーム

（２０１９年度稼

働予定） 

による情報提供、地

域の中小企業支援

機関等によるＩＴ

プラットフォーム

活用の促進、機構の

支援のツールによ

るＩＴ導入促進支

援により、中小企

業・小規模事業者の

ＩＴツール導入を

促進し、中小企業・

小規模事業者の生

産性向上に貢献す

る。 

 

実施する。 

 

①ＩＴプラットフ

ォームによる情報

提供及び地域の中

小企業支援機関等

によるＩＴプラッ

トフォーム活用の

促進 

機構は、中小企業・

小規模事業者のＩ

Ｔ導入の裾野を広

げるため、ＩＴ導入

に係る中小企業・小

規模事業者支援の

プラットフォーム

として、中小企業・

小規模事業者のＩ

Ｔ活用の事例、中小

企業・小規模事業者

が安全・安心に使え

るＩＴツール情報

等を中小企業・小規

模事業者や地域の

中小企業支援機関

等に届けることと

する。 

また、地域の中小企

業支援機関等によ

るＩＴプラットフ

ォームを活用した

ＩＴ導入促進を支

援するため、当該支

援機関等に対し、相

談・助言、講習会等

を行う。 

 

 

①ＩＴプラットフ

ォームによる情報

提供及び地域の中

小企業支援機関等

によるＩＴプラッ

トフォーム活用の

促進 

・機構は、中小企業・

小規模事業者のＩ

Ｔ導入の裾野を広

げるため、生産性向

上に関する経営課

題をＩＴ導入によ

り解決に導くため

の情報等を提供す

るウェブサイトと

して、ＩＴ導入に係

る中小企業・小規模

事業者支援のプラ

ットフォーム（ＩＴ

プラットフォーム）

を構築し、中小企

業・小規模事業者の

ＩＴ活用の事例、中

小企業・小規模事業

者が安全・安心に使

えるＩＴツール情

報等を中小企業・小

規模事業者や地域

の中小企業支援機

関等に届けること

とする。 

・地域の中小企業支

援機関等によるＩ

Ｔプラットフォー

ムを活用したＩＴ

導入促進を支援す

るため、当該支援機

関等に対し、相談・

助言、講習会等を行

 

 

①ＩＴプラットフォームによる情報提供

及び地域の中小企業支援機関等による

ＩＴプラットフォーム活用の促進 

○サイトリニューアル及び提供情報の拡  

 充 

・３年１１月に全面的なサイトリニュー

アルを実施。各種支援メニューの利用

促進のため、利用者の状況に応じた活

用イメージを掲載するなど工夫。 

・ウェブ上で簡単に自社の経営課題・業

務課題を見える化し、ＩＴ戦略を立案

できるサイト「ＩＴ戦略ナビ」に、「業

種選択機能」、「ＩＴソリューションの

種類」、「支援者向け情報提供ページの

新設」など、利便性向上に資する機能

を拡充。 

・インボイスや改正電子帳簿保存法への

対応等を支援するため、認定経営革新

等支援機関である税理士法人等をサポ

ートする目的で、ＩＴ導入促進支援に

あたって必要な情報やコンテンツを集

約した専用サポートサイト「ここから

ＩＴサポート」を開設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○講習会等を通じたＩＴプラットフォー

ムの活用促進 

・地域の支援機関等にＩＴ導入支援をテ

ーマとした相談・助言、講習会等を実

施。また、日本商工会議所や全国商工

会連合会、全国中小企業団体中央会等

の全国組織に対し、ＩＴプラットフォ

ーム活用の働きかけを行うことにより
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う。 

これらの取組を通

じて、機構が支援し

たＩＴ導入促進支

援者数を２，１００

人以上とする。ま

た、ＩＴプラットフ

ォームを活用した

中小企業支援機関

数を１，４００機関

以上とする。 

 

支援の裾野拡大を企図。 

ＩＴ導入促進支援者数：７，０３４人 

ＩＴプラットフォームを活用した中小

企業支援機関数：１，８００機関 

・最新の政策トピックス等をテーマとし

た講習会をより効率的に展開するため

の本部主催のオンライン講習会を２年

度に試行的に３回実施したが、３年度

は６回に拡充。 

（３年度実績：受講者数８２７名、対

前年度比２２５．９％） 

・さらに、オンライン講習会参加後のフ

ォローアップとして支援機関同士の意

見交換が可能なオンライン交流会を開

催し、支援機関が抱える課題や成功事

例等の情報交換等を通じて、更なる支

援力向上に繋げる取組みを試行。 

（５回開催 １１機関参加） 

・ＩＴ化支援の裾野を拡大するため、機

構専門家が実施するＩＴ経営簡易診断

のプロセスに支援機関職員が参加し、

ＩＴプラットフォームを活用した支援

手法をＯＪＴ形式で習得できるように

する新たな人材育成支援を試行。 

（１５機関） 

 
  ②機構の支援ツー

ルによるＩＴ導入

促進支援 

機構は、中小企業・

小規模事業者の生

産性向上に資する

ＩＴ導入を促進す

るため、地域中核・

成長企業等に対す

る企業経営とＩＴ

に精通した専門家

による相談・助言、

ハンズオン支援に

よる長期的かつ一

貫した支援、中小企

業・小規模事業者及

②機構の支援ツー

ルによるＩＴ導入

促進支援 

・中小企業・小規模

事業者の生産性向

上に資するＩＴ導

入を促進するため、

地域中核・成長企業

等に対する企業経

営とＩＴに精通し

た専門家による相

談・助言、ハンズオ

ン支援による長期

的かつ一貫した支

援を行う。 

これらの取組を通

 ②機構の支援ツールによるＩＴ導入促進

支援 

○ＩＴ経営簡易診断事業 

・専門家との３回の面談を通して、全体

最適の観点から経営課題・業務課題を

整理・見える化し、最適なＩＴツール

の提案を実施し、中小企業・小規模事

業者のＩＴ導入を支援。 

・支援企業数４８７社、支援回数１，４

６３回 

 

（支援事例） 

ＩＴ経営簡易診断事業 

・創業から１００年を数える老舗の陶磁

器製造企業。伝統を受け継ぎながらも、

現代のライフスタイルに合わせた新た
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び地域の中小企業

支援機関等向けの

ＩＴ関連研修、ｅコ

マース活用のため

の情報提供、相談・

助言等を行う。 

 

じ、ハンズオン支援

については、派遣終

了後の支援先に対

して所期の目標達

成状況に関する調

査を実施し、５段階

評価において上位

２段階の評価を得

る割合を７０％以

上とし、派遣開始か

ら２年経過後の「売

上高」又は「経常利

益」の伸び率が、中

小企業実態基本調

査のデータを１割

以上、上回ることと

する。 

・中小企業・小規模

事業者及び地域の

中小企業支援機関

等向けのＩＴ関連

研修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な商品開発に取組、近年では海外から

の注文も増えている。一方で、増加す

る業務量に対して限られた人員で対応

するには効率的な業務運営が課題と認

識しており、本事業の活用に活路を求

めた。専門家によるヒアリングの結果、

既存の業務フローの中にＩＴ活用の余

地を見出し、特に、顧客対応の効率化

に向けた問い合わせ履歴共有の仕組み

や見積もり作成支援システム、また、

各種帳票の発行システムなどを提案。

ＩＴ活用による課題解決提案を受け、

システム導入に向けた検討を開始。 

 

○戦略的ＣＩＯ育成支援事業 

・ＩＴシステム導入による経営課題の解

決・経営改革を計画的に実現するため、

経営戦略に基づくＩＴ化計画の策定及

びその実施に取り組む中小企業・小規

模事業者に対して専門家によるアドバ

イスを行うとともに、企業内ＣＩＯ候

補者の育成を支援。 

・支援件数９２件 、支援回数７３８回 

・３年度に派遣を終了した支援件数５４

件、所期の目標達成率８７．０％。 

 

（支援事例） 

戦略的ＣＩＯ育成支援事業 

・昭和４０年創業の県内トップの給食サ

ービス業。１０００名規模の地域雇用

にも貢献してきたが、次世代への事業

承継、組織的な運営の仕組みづくりの

必要性に迫られていた。金融機関から

の紹介で事業承継支援を行い、その後

専門家継続派遣事業を実施することに

より、本事業と複合的に支援を展開。

次世代経営を見据えた課題抽出と事業

計画策定を行い、中長期的な人材育成

の方針と計画を定め、実行に移した後、

次世代の組織運営を実現する情報化構

想を策定。ＩＴグランドデザインによ

って必要なシステム機能、社内推進体
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の明確化を図り、システム化に向けた

ロードマップでパッケージ比較調査、

概算投資額の算出を行い、システム化

推進プロセスをまとめたことで、独力

で情報化推進を実現できるまでに到

達。 

（ハンズオン支援事業全体の実績） 

・売上高の伸び率：－５．３％ 

・経常利益の伸び率：－４．６％ 

 

○生産工程スマート化診断事業 

・専門家との３回の面談を通して、生産

工程の自動化、ロボット化等に向けた

設備投資やデジタル技術活用の提案を

実施し、中小企業の生産工程の効率化、

可視化、管理体制の確立を支援。 

・支援企業数６７社、支援回数２０５回 

 

（支援事例） 

生産工程スマート化診断事業 

・半世紀以上の歴史がある銅・銅合金鋳

造品の製造業。鉄鋼メーカー向けに銅・

銅合金を使った高品質な溶接製品（オ

ーダーメイド）を提供し、銅ステーブ

では国内最大手。母材の金属に合金を

溶着させる工程において、熟練者が３

時間以上にわたり手作業を行っていた

ため、溶接ロボット導入の可能性を調

査・提案。本事業により、熟練技術を

要する溶接工程を「ヒト」と「ロボッ

ト」に仕分けして、ロボット導入によ

る労働生産性の向上を試算すること

で、要件を明確化。本件ロボットの導

入により①技能承継、②３Ｋ解消、③

労働生産性の向上が期待されることか

ら、業者を選定して秘密保持契約を締

結。今後は本格的な試行実験に移行予

定。 

 

（ハンズオン支援事業全体の実績） 

・売上高の伸び率：－５．３％ 

・経常利益の伸び率：－４．６％ 
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・ＩＴやｅコマース

を活用した中小企

業・小規模事業者の

経営力の充実を図

り、生産性向上や国

内外の販路開拓の

拡大を目指すため、

関係団体、民間団体

等と連携を図り、中

小企業・小規模事業

者向けの相談・助

言、セミナー、ＩＴ

サービス提供事業

者等とのマッチン

グイベントを実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中小企業・小規模事業者及び地域の中

小企業支援機関等向けに、ＩＴの活用

方法やＩＴ導入支援等に係る研修を実

施。 

 

○ＩＴ・ＥＣ活用支援事業 

○セミナー・ワークショップ          

・中小企業・小規模事業者がモール出店

や自社ＥＣサイトを構築するために必

要な基礎知識や、実践のためのノウハ

ウを習得することを目的としたセミナ

ーおよびワークショップを開催。 

【セミナー】 

開催回数：４１回 

参加者数：２，３６８人 

【ワークショップ】 

開催回数：４回 

参加者数：３９人 

 

○マッチングイベント 

【オンライン】 

・民間ＥＣ支援事業者等（モール、カー

トＡＳＰ（自社サイト）、物流、決済、

Ｗｅｂマーケティング、翻訳等）と中

小企業・小規模事業者のマッチングイ

ベントを開催。 

「ＥＣ Ｃａｍｐオンライン２０２１」 

来場登録者数・・・６７８人 

来場者数・・・３８１人 

商談件数・・・２３６件 

【東京】 

・上記と同様のマッチングイベントをリ

アル会場（新宿）にて開催。 

「ＥＣ Ｃａｍｐ ｉｎ 東京２０２

１」 

来場登録者数・・・４８７人 

来場者数・・・２２２人 

商談件数・・・２５４件 

 

○ＥＣ活用支援パートナー制度・中小企

業・小規模事業者のＥＣ、ＩＴの導入
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等を推進するには、支援する事業者の

協力が不可欠であることから、支援事

業者をＥＣ活用支援パートナー制度と

して登録。 

ＥＣ活用支援パートナー制度の３年度

末累計登録者数１２９社  

 

○ＥＣ活用支援アドバイス 

・今期より原則週５日実施、オンライン

面談またはメールによる相談を実施。 

アドバイス件数    ３２４件 

 ［内訳］国内ＥＣ相談 １９４件 

     越境ＥＣ相談 １３０件 

 

○オンライン講座 

・中小企業・小規模事業者のデジタル化

やＥＣを活用した販路開拓を推進する

ための最初のステップとして、幅広い

層が使用している動画配信インフラ

「ＹｏｕＴｕｂｅ」や、機構が運営し

ているｅｂｉｚを活用し、中小企業・

小規模事業者が時間的制約なく、ＩＴ

の活用、実践的なＥＣノウハウや越境

ＥＣについて学習できるオンライン講

座を実施。 

講座配信数： １３４講座（累計） 

視聴回数： １，３２１，９６２回 

 

○モール活用型ＥＣマーケティング等支

援事業解体（中小企業デジタル化応援

隊事業）の実施 

・ＥＣを活用した販路開拓を促進するた

め、ｅｂｉｚ上にオンライン講座・Ｅ

Ｃ活用支援事例等を展開し、またＥＣ

に関する知見を深めるためのテーマに

てセミナーを実施。更には、国内・越

境モールへの出店によるテストマーケ

ティングを支援し、中小企業・小規模

事業者のＥＣ活用の自立化を支援。 

国内モールの出品企業数：４４６社 

越境モールの出品企業数：２１５社 
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・令和２年度補正予

算（第１号）により

追加的に措置され

た交付金について

は、「新型コロナウ

イルス感染症緊急

経済対策」（令和２ 

年  ４  月  ７ 

日閣議決定）に基づ

いて措置されたこ

とを認識し、新型コ

ロナウイルス感染

症が事業環境に与

える特徴的な影響

を乗り越えるため、

中小企業・小規模事

業者のデジタル化

対応を支援するＩ

Ｔ専門家への補助

や中小企業・小規模

事業者が自ら経営

課題を認識し、解決

するための支援ツ

ール等の整備（以下

「中小企業デジタ

ル化応援隊事業」）

のために活用する。 

 

○３年度中小企業デジタル化応援隊事業

の実施 

・新型コロナウイルス感染症が事業環境

に与える特徴的な影響を乗り越えるこ

とを目的に、中小企業・小規模事業者

のデジタル化対応を支援するため、４

月から２月までＩＴ専門家への補助事

業を実施。 

ＩＴ専門家登録者数：１４，１１９人

（※） 

支援実施件数：５，２１１件 

支援回数：３７，１５３回 

（※）２年度事業の登録者のうち５，７

２２人が含まれる。 

・また２年度に開発したウェブ上で簡単

に自社の経営課題・業務課題を見える

化し、ＩＴ戦略を立案できるサイト「Ｉ

Ｔ戦略ナビ」について、「業種選択機能」

の追加等ツールの改善を行い、更なる

事業者の利用促進および支援機能向上

を企図。 

 

 （２）生産性向上に

向けた多様な経営

課題への円滑な対

応と経営の基盤と

なる人材の育成 

中小企業・小規模事

業者が事業活動を

円滑に行っていく

上で直面する経営

上の多様な課題に

適切に対応し、生産

性向上を図ってい

くためには、中小企

業・小規模事業者に

（２）生産性向上に

向けた多様な経営

課題への円滑な対

応と経営の基盤と

なる人材の育成 

中小企業・小規模事

業者が事業活動を

円滑に行っていく

上で直面する経営

上の多様な課題に

適切に対応し、生産

性向上を図ってい

くためには、中小企

業・小規模事業者に

（２）生産性向上に

向けた多様な経営

課題への円滑な対

応と経営の基盤と

なる人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）生産性向上に向けた多様な経営課

題への円滑な対応と経営の基盤となる人

材の育成 
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対する専門的な相

談・助言や経営の基

盤となる人材の育

成が必要不可欠で

ある。 

多様な経営課題へ

の相談・助言につい

ては、従来からの取

組に加え、ＡＩ・Ｉ

Ｔを活用した新た

な経営相談の仕組

みを構築し、効果

的・効率的に支援を

提供する。また、機

構は、イノベーショ

ンや地域経済の競

争力強化・活性化に

資する地域経済を

牽引するような地

域中核・成長企業等

を支援するため、生

産性向上支援など

の政策意義・要請が

大きく、より難度・

専門性の高い分野

の支援に重点を置

き、専門家による相

談・助言、ハンズオ

ン支援を行う。 

また、生産性向上に

資する多様な経営

課題解決のため、経

営者、管理者及びこ

れらの候補となる

人材などに対し、Ｗ

ｅｂを活用した研

修や地域の中小企

業支援機関等と連

携した研修などの

提供方法を通じて、

事例研究や演習な

どによる実践的な

対する専門的な相

談・助言や経営の基

盤となる人材の育

成が必要不可欠で

ある。 

そのため、機構は、

具体的に以下の取

組を実施する。 

 

①多様な経営課題

への円滑な対応 

中小企業・小規模事

業者に対する多様

な経営課題への相

談・助言について

は、従来からの取組

に加え、ＡＩ・ＩＴ

を活用した新たな

経営相談の仕組み

を構築し、効果的・

効率的に支援を提

供する。 

また、ＩＴ化、販路

開拓、海外展開、成

長分野参入、事業承

継・引継ぎ、知的財

産、ものづくり、製

品開発、営業力の強

化等の生産性向上

に関する経営課題

を抱えるイノベー

ションや地域経済

の競争力強化・活性

化に資する地域経

済を牽引するよう

な地域中核・成長企

業等を支援するた

め、生産性向上支援

などの政策意義・要

請が大きく、より難

度・専門性の高い分

野の支援に重点を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①多様な経営課題

への円滑な対応 

・中小企業・小規模

事業者に対する多

様な経営課題への

相談・助言について

は、従来からの取組

に加え、ＡＩ・ＩＴ

を活用した新たな

経営相談の仕組み

を活用し、効果的・

効率的に支援を提

供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①多様な経営課題への円滑な対応 

○経営相談事業 

・全国９地域本部にて日常的に経営相談

を実施。 

・ＳＤＧｓやカーボンニュートラルの最

新の経営課題への相談に対応するた

め、本部および地域本部において相談

窓口を設置。 

※ＳＤＧｓ相談窓口を設置した地域 

本部 

北海道本部、関東本部、北陸本部、近

畿本部、九州本部 

※カーボンニュートラル相談窓口を設

置した地域本部 

本部、東北本部、九州本部 

・経営相談件数４，９７０件 うち３８．

１％をＷｅｂ相談で対応 

※地域本部別経営相談件数 

北海道本部２４１件、東北本部３０２

件、関東本部４９１件、中部本部７３

８件、北陸本部３３９件、近畿本部８

３０件、中国本部８１５件、四国本部

４０７件、九州本部２６２件、本部５

４５件 

・利用者の役立ち度９９．４％ 

・今後の利用希望度９９．０％ 

 

○オンライン経営相談サービス「Ｅ－Ｓ

ＯＤＡＮ」事業 

・中小企業の経営者などを対象に、ＡＩ

チャットボットを活用したオンライン

の経営相談サービス「Ｅ－ＳＯＤＡＮ」

により、２４時間３６５日オンライン
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研修等を行う。 置き、専門家による

相談・助言、ハンズ

オン支援による長

期的かつ一貫した

支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・また、ＩＴ化、販

路開拓、海外展開、

成長分野参入、事業

承継・引継ぎ、知的

財産、ものづくり、

製品開発、営業力の

強化等の生産性向

上に関する経営課

で相談に対応。 

・機構が保有する経営相談Ｑ＆Ａデータ

や知識データを活用したＦＡＱの作成

に加え、ＳＤＧｓやカーボンニュート

ラル、ＥＣ、情報セキュリティ等、中

小企業やその支援者の関心が高いと思

われるテーマに関するＦＡＱの新規の

投入等を行い、利便性を向上。 

・ＡＩチャットボットでは対応が難しい

相談には、有人チャットを案内し、専

門家が直接チャットで対応することに

より、利用者の満足度を向上。 

・チャットボットの利用者数７，７３５

人、うち、有人チャットで３７６人に

対応。 

 

○ＩＴ経営簡易診断事業 

・専門家との３回の面談を通して、全体

最適の観点から経営課題・業務課題を

整理・見える化し、最適なＩＴツール

の提案を実施し、中小企業・小規模事

業者のＩＴ導入を支援。 

・支援企業数４８７社、支援回数１，４

６３回（再掲） 

 

○生産工程スマート化診断事業 

・専門家との３回の面談を通して、生産

工程の自動化、ロボット化等に向けた

設備投資やデジタル技術活用の提案を

実施し、中小企業の生産工程の効率化、

可視化、管理体制の確立を支援。 

・支援企業数６７社、支援回数２０５回 

（再掲） 

 

○専門家継続派遣事業 

・ＩＴ化、販路開拓、製品開発、生産性

の向上、営業力の強化等、多様な経営

課題へ円滑に対応するため、経営基盤

の強化に取り組む中小企業・小規模事

業者に対して、経営課題を的確に把握

し、ニーズに応じた支援を実施。 

・全国規模の専門家ネットワークから最
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題を抱えるイノベ

ーションや地域経

済の競争力強化・活

性化に資する地域

経済を牽引するよ

うな地域中核・成長

企業等を支援する

ため、生産性向上支

援などの政策意義・

要請が大きく、より

難度・専門性の高い

分野の支援に重点

を置き、専門家によ

る相談・助言、ハン

ズオン支援による

長期的かつ一貫し

た支援を行う。 

これらの取組を通

じ、相談・助言につ

いては、その利用者

に対して「役立ち

度」に関する調査を

実施し、５段階評価

において上位２段

階の評価を得る割

合を７０％以上と

する。ハンズオン支

援については、派遣

終了後の支援先に

対して所期の目標

達成状況に関する

調査を実施し、５段

階評価において上

位２段階の評価を

得る割合を７０％

以上とし、派遣開始

から２年経過後の

支援先の「売上高」

又は「経常利益」の

伸び率が、中小企業

実態基本調査のデ

ータを１割以上、上

適な専門家を選定し、職員と専門家で

チームを編成。案件毎に、支援計画を

策定し、企業の社内チームと一体的な

プロジェクトチームで支援に取組、企

業の自立的な成長基盤を強化。 

 

・支援件数３３６ 件、支援回数３，０

９０回 

・３年度に派遣を終了した支援件数２０

２件、所期の目標達成率９８．５％ 

 

（支援事例） 

専門家継続派遣事業 

・平成２３年設立の水産加工食品メーカ

ー。独自の加工技術で市場から高い評

価を受け、地元支援機関の支援で売上

は右肩上がりであったが、原材料の水

揚げ漁獲量やサイズの変動、水揚げ時

期の集中等の要因で黒字化できず、業

績回復に課題を抱えていた。そこで、

本事業で緻密な現状分析から重点施策

と数値計画の策定、それらを確実に実

行し、結果を刈り取る仕組み・体制（Ｐ

ＤＣＡ展開）をつくり、管理会計によ

る検証（ＧＡＰ分析）を実践して、計

画経営の仕組みを構築。新型コロナの

影響により売上は▲１１％と減少する

も、支援の結果、経常利益の黒字化を

達成。 

 

○戦略的ＣＩＯ育成支援事業 

・ＩＴシステム導入による経営課題の解

決・経営改革を計画的に実現するため、

経営戦略に基づくＩＴ化計画の策定及

びその実施に取り組む中小企業・小規

模事業者に対して専門家によるアドバ

イスを行うとともに、企業内ＣＩＯ候

補者の育成を支援。 

・支援件数要確認９２件 、支援回数７

３８回 

・３年度に派遣を終了した支援件数５４

件、所期の目標達成率８７．０％。 
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回ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（再掲） 

 

○経営実務支援事業 

・中小企業・小規模事業者の経営課題の

解決を図るため、大企業・中堅企業で

豊富な実務経験を積んだ専門家を派遣

して支援を実施。 

・支援件数８６件 、支援回数５６９回 

・３年度に派遣を終了した支援件数６４

件、所期の目標達成率９８．４％ 

 

（支援事例） 

経営実務支援事業 

・昭和３３年創業の木製家具・建具メー

カー。平成１４年に日本の伝統木工技

術の「組子」で新部門・新ジャンルを

立上げ、国内外から高い評価を得てい

た。新ジャンル製品の供給体制の強化

のため、生産ラインが混在する作業場

を機械化や若手とベテランの職人が共

創する作業場に転換を図る必要があっ

た。そこで本事業で、７０以上ある工

程の作業フローを見える化し、最適な

作業動線を実現する理想レイアウトを

策定。組子制作の動線は２０４ｍから

１３１ｍと▲３５％削減される生産性

の高い作業場となった。このほかに見

積方法の標準化によるリードタイム短

縮など、間接業務の改善も図り、２倍

の業務をこなせる作業フローに改善。 

 

○販路開拓コーディネート事業 

・新規性の高い優れた新製品・新技術・

新サービスを持ちながら販路開拓が困

難な中小企業・小規模事業者に対し、

マーケティング企画のブラッシュアッ

プ支援を行い、首都圏若しくは近畿圏

市場を舞台とした支援を実施。 

・支援件数１８３件、支援回数８８１回 

・３年度に派遣を終了した支援件数１０

１件、所期の目標達成率９８．０％ 
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（支援事例） 

販路開拓コーディネート事業 

・平成４年設立の電力設備・電気工事業。

高圧ケーブル工事や空調工事、ＪＲの

ホームドア設置工事等を手がけてきた

が、労働集約要素が強く、需要の波も

あり、収益が不安定であった。そのた

め平成２５年に「高齢者見守りサービ

ス」を展開するなど、近年は官公庁か

ら民間へと取引先を広げてきていた。

今回新たにトイレットペーパー端部の

三角折をなくす専用付箋紙を開発し、

ホテル業界をターゲット市場としたテ

ストマーケティングを支援。新型コロ

ナの影響で打撃を受けたホテル業界へ

のアプローチは困難を極めたが、６社

にデモ・ヒアリングを行い、１社から

試用の機会を得て、商品の受容性の確

認、改良の課題整理ができたことで、

今後の市場投入の道筋が明確化。 

（ハンズオン支援事業全体の実績） 

・売上高の伸び率：－５．３％ 

・経常利益の伸び率：－４．６％ 

 

○研究開発・技術の高度化に取り組むも

のづくり中小企業に対する支援 

・各地域本部にものづくり支援の専門家

を配置。研究開発・技術の高度化に取

り組むものづくり中小企業に対して、

戦略的基盤技術高度化支援事業（以下

「サポイン事業」という。）を中心とし

た研究開発計画のブラッシュアップ支

援及び事業化に向けたサポートを実

施。 

支援件数 １，８０９件 

・各地域本部において、経済産業局等と

連携しながら研究開発の成果普及や事

業化の促進等を目的としたセミナー・

フォーラム・ビジネスマッチング等を

オンラインも活用しながら開催。 

開催回数 ２７回  支援企業数 ５

１６社 
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・中小企業・小規模

事業者は、働き方改

革や被用者保険の

適用拡大、賃上げ、

インボイスの導入

など、相次ぐ各種の

制度変更に継続的

に対応していく必

要があることに鑑

み、令和元年度補正

予算（第 １ 号）

により追加的に措

置された交付金に

ついては、中小企

業・小規模事業者の

生産性向上を図る

ために措置された

ことを認識し、中小

企業・小規模事業者

の設備投資、販路開

拓、ＩＴ ツールの

導入等への支援を

行う中小企業支援

機関等への助成の

制度対応や生産性

向上の取組状況等

に応じた機動的な

実施、制度の内容や

支援策、優良取組事

例の周知・広報並び

にこれらの事業者

の制度対応や生産

・ものづくり中小企業の支援ニーズに対

応すべく、地域支援機関や経済産業局

と共催した地域支援機関連携会議、サ

ポイン事業管理機関向け勉強会等を開

催するなど、各支援機関等と連携した

活動を展開。 

・また、サポイン事業の個別プロジェク

トの事業化を促進すべく、機構が有す

る各種支援ツールを紹介、提供。 

 

○ものづくり補助金の採択 

・元年度補正予算（第１号）により、中

小企業・小規模事業者の設備投資支援

を実施。 

・２年度補正予算（第１号）により、補

助率を引き上げた「特別枠」を設け、

２年度補正予算（第２号）では、更な

る補助率の引き上げ及び業種別ガイド

ライン等に基づいて行う感染防止対策

等の取組への支援を拡充。 

また、２年度補正予算（第３号）でも

補助率を引き上げた「新特別枠」を創

設。 

加えて、３年度補正予算（第１号）で

は、現行の通常枠の一部見直しを行う

とともに、新たな特別枠を創設し、成

長投資の加速化と事業環境変化への対

応を支援。 

３年度補正予算（第１号）においては、

経済対策に基づき、デジタル枠、グリ

ーン枠を創設したが、事業実施体制を

迅速に整備し、公募を開始 

申請件数 

  通常枠：９，７３６件 

（累計２３，３５１件） 

  特別枠：０件 

（累計１４，９８４件） 

  新特別枠：９，０１７件 

（累計１１，４１７件） 

採択件数 

  通常枠：５，６５３件 

（累計１２，９５９件） 
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性向上に係る相談

対応及び国内外へ

の事業拡大やＩＴ

化促進等に係るハ

ンズオン支援（中小

企業生産性革命推

進事業）のために活

用する。 

・令和２年度補正予

算（第１号）により

追加的に措置され

た交付金について

は、「新型コロナウ

イルス感染症緊急

経済対策」（令和 

２  年  ４  月 

７ 日閣議決定）に

基づいて措置され

たことを認識し、新

型コロナウイルス

感染症が事業環境

に与える特徴的な

影響を乗り越える

ため、中小企業生産

性革命推進事業の

特別枠創設のため

に活用する。 

・令和２年度補正予

算（第２号）により

追加的に措置され

た交付金について

は、新型コロナウイ

ルス感染症対策の

強化を図るために

措置されたことを

認識し、業種別ガイ

ドライン等に基づ

く中小企業・小規模

事業者の事業再開

を支援するため、中

小企業生産性革命

推進事業の事業再

  特別枠：０件 

（累計 ４，５９７件） 

 新特別枠：４，５３２件 

（累計 ５，４９５件） 

 

○持続化補助金の採択 

・元年度補正予算（第１号）により、小

規模事業者等が取り組む販路開拓支援

を実施。 

・２年度補正予算（第１号）により、補

助上限を引き上げた「特別枠」を設け、

２年度補正予算（第２号）では、補助

率の引き上げ及び業種別ガイドライン

等に基づいて行う感染防止対策等の取

組への支援を拡充。 

また、２年度補正予算（第３号）でも

補助上限を引き上げた「新特別枠」を

創設。 

加えて、３年度補正予算（第１号）で

は、現行の通常枠の一部見直しを行う

とともに、新たな特別枠を創設し、成

長投資の加速化と事業環境変化への対

応を支援。 

３年度補正予算の特別枠については、

補助率や補助上限額を引き上げるとと

もに、事業者の利便性を重視した制度

設計を行い、公募を開始。 

申請件数： 

 通常枠：２３，１０１件  

（累計 ８０，４１５件） 

  特別枠：     ０件 

（累計１６４，１９８件） 

  新特別枠：４０，５４２件 

（累計 ４０，５４２件） 

 採択件数： 

  通常枠：２１，１８３件 

（累計 ４８，１４６件） 

  特別枠：     ０件 

（累計 ６９，９１９件） 

新特別枠：２３，８１３件 

（累計 ２３，８１３件） 
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開支援パッケージ

の実施に活用する。 

・令和２年度補正予

算（第３号）により

追加的に措置され

た交付金について

は、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影

響を受け、現下及び

ポストコロナの状

況に対応したビジ

ネスモデルへの転

換に向けた中小企

業・小規模事業者の

取組を支援するた

めに措置されたこ

とを認識し、令和２

年度補正予算（第１

号及び第２号）で措

置した中小企業生

産性革命推進事業

の特別枠を改編し

た新特別枠（低感染

リスク型ビジネス

枠）の創設及び小規

模事業者の販路開

拓のために活用す

る。 

令和３年度補正予

算（第１号）により

追加的に措置され

た交付金について

は、「コロナ克服・新

時代開拓のための

経済対策」（令和３

年１１月１９日閣

議決定）に基づき措

置されたことを認

識し、生産性向上に

取り組む中小企業・

小規模事業者を支

援し、将来の成長を

○ＩＴ導入補助金の採択 

・元年度補正予算（第１号）により、中

小企業・小規模事業者等が生産性向上

に資するＩＴツールの導入支援を実

施。 

・２年度補正予算（第１号）により、補

助率を引き上げた「特別枠」を設け、

２年度補正予算（第２号）では、更な

る補助率の引き上げを実施。 

また、２年度補正予算（第３号）でも

補助率を引き上げた「新特別枠」を創

設し、業務の非対面化やテレワークに

取り組む中小企業を優先的に支援する

とともに、遡及申請も認めるなど、中

小企業が直面する喫緊の課題解決に資

する制度設計を実施。 

加えて、３年度補正予算（第１号）で

は、現行の通常枠の一部見直しを行う

とともに、新たな特別枠を創設し、成

長投資の加速化と事業環境変化への対

応を支援。 

申請件数 

 通常枠：１３，７８６件 

（累計３０，２７５件） 

  特別枠：     ０件 

（累計６６，０７２件） 

  新特別枠：３８，２４０件 

（累計３８，２４０件） 

採択件数 

 通常枠： ７，７０２件 

（累計１４，３６１件） 

  特別枠：     ０件 

（累計２１，１８１件） 

  新特別枠：２３，１２３件 

（累計２３，１２３件） 

 

・課題設定型の伴走型支援に必要な知識

やノウハウをオンライン等の研修プロ

グラムとして企画・開発。 

40



 

下支えするため、中

小企業生産性革命

推進事業において、

現行の通常枠の拡

充・見直しや新たな

特別枠の創設に活

用するとともに、円

滑な事業承継・引継

ぎの推進に活用す

る。また、課題設定

型の伴走型支援に

必要な知識やノウ

ハウをオンライン

等の研修プログラ

ムとして企画・開

発、提供するために

活用する。 

 
  ②経営の基盤とな

る人材の育成 

中小企業・小規模事

業者がその経営力

を強化し、生産性を

向上させることを

支援するため、経営

者、管理者及びこれ

らの候補となる人

材などに対し、経営

戦略、組織マネジメ

ント、人事・労務、

マーケティング・営

業強化、ＩＴ活用・

業務効率化、国の政

策課題への対応な

ど経営課題解決に

資する実践的な研

修を事例研究や演

習などを交え実施

する。研修は、基盤

となる経営知識の

修得に加え、経営に

関する分析力、洞察

②経営の基盤とな

る人材の育成 

・中小企業・小規模

事業者がその経営

力を強化し、生産性

を向上させること

を支援するため、経

営者、管理者及びこ

れらの候補となる

人材などに対し、経

営戦略、組織マネジ

メント、人事・労務、

マーケティング・営

業強化、ＩＴ活用・

業務効率化、国の政

策課題への対応な

ど経営課題解決に

資する実践的な研

修を事例研究や演

習などを交え実施

する。研修は、基盤

となる経営知識の

修得に加え、経営に

関する分析力、洞察

 ②経営の基盤となる人材の育成 

○経営戦略、組織マネジメント、人事・

労務、マーケティング・営業強化や、

事業承継、ＩＴを活用した生産性向上、

ＢＣＰ等国の政策課題に対応した、経

営課題解決に資する実践的な研修を実

施。 

研修回数７８１回、受講者数１１，８

２２人（「中小企業大学校等の研修を通

じた支援能力の向上」との合計 研修

回数１，０３２回、受講者数１７，９

２２人） 

・自社の経営課題抽出と解決策の策定を

少人数ゼミナールや課題研究を通じて

検討し、講師によるきめ細かい指導を

通して、自社の経営革新を実現する実

践力を身に付けることに重点を置いた

経営後継者研修、経営管理者研修・工

場管理者研修、高度実践型経営力強化

コースを実施。 

（フォローアップ調査での課題解決例） 

・経営管理者研修を学んだ内容を生かし

て、新市場開拓や従業員の一生雇用を

掲げて新事業展開や従業員の満足度向
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力、意思決定力など

の経営に必要な能

力の向上と専門知

識の修得などとす

る。 

研修の提供方法は、

受講のための利便

性に配慮し、Ｗｅｂ

を活用した研修、地

域の中小企業支援

機関等と連携した

研修、地域の都市部

などでの研修及び

中小企業大学校を

活用した研修など

とする。 

また、研修を受講

した企業に対して

経営指標など研修

の具体的成果の調

査・分析等を行い、

研修の効果を確認・

検証することとす

る。 

加えて、中小企業・

小規模事業者や地

域の中小企業支援

機関等に対し、今後

中小企業・小規模事

業者の課題となり

得る環境変化に係

る情報提供等を行

う。 

 

力、意思決定力など

の経営に必要な能

力の向上と専門知

識の修得などとす

る。 

・これらを踏まえて

実施する研修は、次

代の経営者を目指

す経営後継者に必

要な基本的能力や

知識を実践的に修

得する経営後継者

研修、経営能力全般

を向上させる経営

管理者研修、ケース

メソッド教授法を

取り入れ経営に関

する分析力や意思

決定力を養うこと

ができる高度実践

型経営力強化コー

ス、国の政策課題を

踏まえた「働き方改

革」等に対応した人

事・労務研修、「生産

性向上」に向けたＩ

Ｔの活用に資する

研修、特定の経営課

題や経営に関する

能力や知識を修得

するために、グルー

プディスカッショ

ンや講師による指

導などの研修など

とする。 

・Ｗｅｂを活用した

研修は、Ｗｅｂ会議

システムを活用し

経営課題の解決に

向け遠隔地間でデ

ィスカッションを

するゼミナールと

上に取り組んだ結果、売上は目標比２

億円増、離職率は１４％から８％への

減少を達成。 

・経営後継者研修を受講し、ゼミで研究

していたホームページ及びＥＣサイト

のリニューアル、ＳＮＳでの情報発信

等に取り組んだ結果、ＥＣサイトでの

売り上げが約３０％向上。 

・国の政策課題に対応し、経営後継者が

経営の在り方や求められる役割を学ぶ

研修や、ＩＴを活用した生産性向上、

事業継続計画（ＢＣＰ）策定、事業再

構築計画づくり、ＳＤＧｓ経営を目指

す中小企業経営者等に対する研修を実

施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Ｗｅｂを活用して少人数ゼミナール方

式で双方向型リアルタイムのオンライ

ンで行う企業向け研修を拡充して実

施。（研修回数１０３回、受講者数９０

６人） 

・コロナ禍においても人材育成に取り組

む意欲のある企業に対して、時間制約
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経営管理に関する

動画を組み合わせ

た研修を行う。 

 

 

 

 

 

・地域の中小企業支

援機関等と連携し

た研修である「サテ

ライト・ゼミ」に加

えて、地域の都市部

など一部の地域本

部等でも研修を実

施する。 

・地域の中小企業支

援機関等や企業に

働きかけ、機構の知

見・ノウハウを活用

した自主研修を実

施する。 

・Ｗｅｂを活用して

小規模事業者など

の学習意欲の喚起

やノウハウの習得

に資するような動

画を配信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中小企業大学校が

実施する研修に研

修生を派遣した企

業に対して、研修終

了の一年経過後に

のない研修を提供するため、研修動画

（３３本）を組み合わせたオンライン

研修を実施。（受講者数６７人） 

・オンライン研修運営会社等と連携を図

り、企業からの多様な受講ニーズ等に

対応したオンライン研修（見逃し動画

聴講等）を実施（研修回数４８回、受

講者数１，７３１人）。 

・中小企業等のアクセスを改善するた

め、各地域で中小企業支援機関等と連

携した「サテライト・ゼミ」を拡充し

て実施。（研修回数８３回、受講者数９

０４人） 

また、地域の都市部など地域本部等で

研修を拡充して実施。（研修回数１２１

回、受講者数１，８０８人） 

・機構の知見・ノウハウを活用し中小企

業、業界団体、商工団体等からの要請

に基づく自主研修（オーダーメイド研

修等）を拡充して実施。（研修回数３０

回、受講者数６７２人） 

 

・小規模事業者などの学習意欲の喚起や

ノウハウの習得に資する講座「ちょこ

ゼミ」をＹｏｕ Ｔｕｂｅで配信。 

３年度は、４年４月から適用される中

小企業へのパワハラ防止対策義務化を

受けて、パワハラ防止に関する新規動

画を２本公開。ちょこゼミＰＲ動画の

公開など、利用促進に向けた取組みも

実施。（累計１４２講座、再生回数約４

２３，０００回） 

 （新規動画講座名） 

・「パワハラ防止！前編～パワーハラス

メントとは～」 

・「パワハラ防止！後編～パワハラ防止

対策～」 

・中小企業大学校が実施する研修に研修

生を派遣した企業に対するフォローア

ップ調査結果 

・ゼミナール等で取り上げた自社の課題

研究テーマについて（課題解決率） 実
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フォローアップ調

査を実施し、研修生

が研修内のゼミナ

ールで取り上げた

自社の課題研究テ

ーマについて、「自

社に持ち帰った課

題を解決済み、又は

取組中」と回答した

企 業 の 比 率 を ８

０％以上とする。 

・中小企業大学校施

設での研修、地域本

部等での研修、サテ

ライト・ゼミ、Ｗｅ

ｂを活用した研修

等を推進し、地域の

中小企業・小規模事

業者、地域の中小企

業支援機関等のニ

ーズを把握しつつ、

研修品質の向上を

図るとともに、関係

機関との協力・連携

等の取組により研

修の受講促進を図

ることで、第４期中

期目標に対応する

２０２１年度の受

講者の総数を１４，

８００人以上とす

る。 

・中長期間の研修等

を受講した企業に

対し、売上高や利益

等について、他の企

業群と比較し、研修

の具体的成果の調

査・分析等行い、分

析結果の確認・検証

することとする。 

・中小企業・小規模

施済、実施中  ９６．２％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中長期間の研修等を受講した企業と、

「中小企業実態基本調査」（中小企業庁

調べ）の回答企業における３年間での

１企業当たりの売上高・従業者数の伸

び率を比較。中長期間の研修等を受講

した企業の伸び率は売上高６．６％、

従業員数で６．８％、「中小企業実態基

本調査」回答企業の伸び率は売上高▲

８．３％、従業員数▲４．６％。 

・中小企業・小規模事業者の課題となり
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事業者や地域の中

小企業支援機関等

に対し、今後中小企

業・小規模事業者の

課題となり得る政

策課題、経済動向や

話題性の高い経営

手法等など環境変

化に係る情報提供

等をセミナーによ

り実施する。 

得るＳＤＧｓ、女性活躍、事業再構築

等政策課題、経済動向や話題性の高い

経営手法等など環境変化に係る情報を

提供するセミナー等を機構本部等にお

いて実施。（開催回数２９回、受講者数

１，４７８名） 

 

○中小企業・小規模事業者向け及び中小

企業支援機関等向け研修受講者数合計 

研修回数１，０３２回、受講者数１７，

９２２人 

研修受講者の役立ち度９８．２％ 

今後の利用希望９７．２％ 
 （３）地域の中小企

業支援機関等への

支援機能及び能力

の強化・向上支援 

生産性向上に向け

た中小企業・小規模

事業者の経営課題

は、より複雑化、多

様化、高度化してき

ており、地域の中小

企業支援機関等に

は、より専門的な知

識、具体的な提案能

力、幅広いネットワ

ーク等が求められ

ている。 

機構は、地域の中小

企業支援機関等に

対する施策情報等

の提供、支援課題に

対する相談・助言、

国の政策課題に則

した支援能力向上

のための講習会、中

小企業大学校等に

よる地域の中小企

業支援機関等の支

援人材への研修等

を通じた地域の中

（３）地域の中小企

業支援機関等への

支援機能及び能力

の強化・向上支援 

生産性向上に向け

た中小企業・小規模

事業者の経営課題

は、より複雑化、多

様化、高度化してき

ており、地域の中小

企業支援機関等に

は、より専門的な知

識、具体的な提案能

力、幅広いネットワ

ーク等が求められ

ている。 

そのため、機構は、

具体的に以下の取

組を実施する。 

 

①地域の中小企業

支援機関等への支

援機能の強化 

地域の中小企業支

援機関等の更なる

支援機能及び能力

の強化・向上に資す

るため、機構の知見

とノウハウを結集

（３）地域の中小企

業支援機関等への

支援機能及び能力

の強化・向上支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地域の中小企業

支援機関等への支

援機能の強化 

１）地域の中小企業

支援機関等への訪

問活動、講習会等を

通じた支援機能及

び能力の強化・向上 

・地域の中小企業支

 （３）地域の中小企業支援機関等への支

援機能及び能力の強化・向上支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①地域の中小企業支援機関等への支援機

能の強化 

 

１）地域の中小企業支援機関等への訪問

活動、講習会等を通じた支援機能及び

能力の強化・向上 

○地域の中小企業支援機関等の支援機能

及び能力の強化・向上 

○地域の中小企業支援機関等への支援 
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小企業支援機関等

の支援機能及び能

力の強化・向上を支

援する。また、経営

課題等に関する情

報収集、調査・研究

等を行う。 

 

し、地域の中小企業

支援機関等に対す

る施策情報等の提

供、支援課題に対す

る相談・助言、国の

政策課題に則した

支援能力向上のた

めの講習会等を行

う。 

援機関等の支援機

能及び能力の強化・

向上に資するため、

当該支援機関等が

中小企業・小規模事

業者に対して生産

性向上のための支

援を行うにあたり、

必要な知識・能力・

ネットワーク等を

把握し、施策情報等

の提供、支援課題に

対する相談・助言、

国の政策課題等に

則した支援能力向

上のための講習会

を実施する。 

上記講習会につい

ては、受講者数を

６，０００人以上と

する。また、講習会

の実施後において、

講習会による受講

機関の課題解決率

を確認し、５段階評

価において上位２

段階の評価を得る

割合を７０％以上

とする。 

 

・地域の中小企業支援機関等が中小企

業・小規模事業者に対して生産性向上

のための支援を行うにあたり必要な知

識等を習得するため、訪問等により、

支援機関等が抱える事業者支援上の課

題を聴取。国の政策課題に関する支援

情報や機構の支援ツール等を提供する

とともに、助言等を実施。 

接触先数 ２，４２４機関 

・支援機関等の担当職員の支援能力向上

のため、地域の中小企業支援機関等の

支援上の課題やニーズを踏まえた講習

会を実施。 

開催回数 ４９６回（対前年度比１２

９．１％） 

参加者数 １２，６３９人（対前年度

比１２５．２％） 

役立ち度 ９５．７％（対前年度比１

００．５％） 

・日本商工会議所、全国商工会連合会等、

支援機関全国組織に対して情報提供等

を実施（２４回）。 

 

○認定経営革新等支援機関への支援 

・認定経営革新等支援機関が抱える支援

上の課題等に対して、専門家による助

言、情報提供等を実施。 

出張相談件数５１件 

 

○事業分野別経営力向上推進機関への支

援 

・事業分野別経営力向上推進機関が実施

する生産性向上の取組を普及拡大する

ことを目的として開催したセミナーに

対して講師として専門家を派遣。 
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   ２）よろず支援拠点

全国本部事業の実

施 

・よろず支援拠点の

２０２１年度の体

制と地域の実情等

を踏まえ、よろず支

援拠点の全国本部

としてよろず支援

拠点への支援体制

等の充実、研修の実

施、施策等の活用に

ついての情報提供、

課題への助言、優れ

た支援事例の共有

等を行うことによ

り、よろず支援拠点

が設定する事業目

標を達成できるよ

う支援を行う。ま

た、よろず支援拠点

が実施する業務の

評価等を行う。 

なお、評価に際して

は、拠点が活動基本

方針を踏まえた事

業計画に基づき、行

動指針に従いなが

ら事業を遂行して

いるかをフォロー

し、適切に評価を実

施する。 

よろず支援拠点へ

の研修については、

受講者数を６００

人以上とする。ま

た、研修の実施後に

おいて、研修による

受講機関の課題解

決率を確認し、５段

階評価において上

位２段階の評価を

 ２）よろず支援拠点全国本部事業の実施 

○拠点ごとのきめ細かな支援の実施 

・本部に担当職員と専門家、地域本部に

も担当職員と専門家を配置し、よろず

支援拠点全国本部として各拠点の活動

支援等を実施する組織体制を整備。 

・全国本部専門家が担当拠点を訪問する

などして、問題の把握に努め、その解

決に向けた支援を実施。なお、３年度

においてもコロナ禍に対応し、訪問に

替えてオンラインを活用するなど非接

触の方法を積極的に導入して、実施。

各拠点への巡回訪問回数 ３２１回

（オンラインを含む） 

・２年度の評価結果等に基づき要改善点

がある拠点に対して、全国本部専門家

が拠点を訪問するなどして、改善計画

の策定やその実施のための課題整理、

解決のためのフォローを実施。 

・支援スキル向上、支援ノウハウの共有

化等を目的として各拠点が実施する研

修等に専門家を派遣する「サポーター

派遣事業」を実施。 

サポーター派遣回数 ８回 

・中小企業再生支援全国本部、中小企業

事業承継・引継ぎ支援全国本部との連

携については、３全国本部の連携の具

体化策として、適時の情報提供等を通

じて各事業の理解を促し、各地の再生

支援協議会や事業承継・引継ぎ支援セ

ンターとの連携促進を支援。 

 

○環境変化等を踏まえ支援に役立つ実践

的な研修の実施 

・各拠点のチーフコーディネーター等を

対象に３年度の事業実施方針の浸透に

加え、最新の施策情報を提供する全国

研修や、着任以降に適切に拠点運営及

び相談対応を行うことができるよう、

全国本部職員及び専門家、サポーター

を講師とした新任チーフコーディネー

ター研修や新任コーディネーター研
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得る割合を７０％

以上とする。 

 

修、「知的財産」「人手不足対応」「ＩＴ

活用」等、政策要請に基づくテーマ別

の研修、更に、支援能力を向上させる

ことを目的として、コーディネーター

が他の支援機関等における支援ノウハ

ウを学ぶＯＪＴ研修等を実施。 

・研修の実施にあたっては、現状の問題

への気づきと、具体的な相談対応への

イメージが得られるよう、カリキュラ

ムに事例研究やディスカッションを適

宜盛り込むとともに、先進的な拠点の

取組の共有化を実施。相談者数の増加

策や拠点マネジメント力の向上等に向

けた活動を後押し。 

・上記研修実績の累計 

研修回数３４回、受講者数１，０９８  

 人 

役立ち度８９．９％ 

課題解決率９５．７％ 

 

○各拠点の広報支援 

・よろず支援拠点と他の支援機関との連

携促進のため、商工団体、金融機関等

の全国組織を通じたＰＲを実施したほ

か、支援機関向けセミナー等において

よろず支援拠点事業を紹介。 

・機関誌等でよろず支援拠点をＰＲして

もらう等の連携を促進。（全国中小企業

団体中央会「中小企業と組合」、日本屋

根経済新聞社「日本屋根経済新聞」等） 

・よろず支援拠点の成果事例集を作成

（５２事例）し、関係機関に配布（８

４先、約９，７００部）。併せて、機構

ホームページで公開。 

・よろず支援拠点事業の理解促進を図る

ため、ホームページで支援事例や支援

実績等の情報を適宜発信。 

 

○各拠点の評価の実施 

・３年度評価方針を策定及び評価委員会

を全国本部に設置し、各都道府県のよ

ろず支援拠点事業を受託している実施
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機関及びチーフコーディネーターへの

ヒアリングや実績確認により定性的・

定量的な観点から評価を実施。 

・評価にあたっては、顧客満足度調査及

び地域の支援機関による拠点の役立ち

度調査を実施。その結果については、

評価に活用するだけでなく、各拠点に

フィードバックすることにより各拠点

の業務改善に向けた取組を促進。 

 
  ②中小企業大学校

等の研修を通じた

支援能力の向上 

地域の中小企業支

援機関等の支援人

材に対し、実践的な

研修と国の政策課

題に対応した研修

を行う。研修の実施

に当たっては、中小

企業・小規模事業者

の成功事例、機構や

地域の中小企業支

援機関等の支援事

例等を取り入れた

研修教材を開発し、

実践的な研修を行

う。 

 

②中小企業大学校

等の研修を通じた

支援能力の向上 

・都道府県や地域の

中小企業支援機関

等の職員等に対し、

支援人材の育成及

び支援能力の向上

を目的とした実践

的な研修や政策課

題に対応した研修

を実施する。研修の

実施に当たっては、

中小企業・小規模事

業者の成功事例等

を取り入れた研修

教材を開発し、演習

等を交えた実践的

な研修をするとと

もに、ＩＴ活用の内

容も含む生産性向

上支援、販路開拓支

援、事業承継などの

政策課題に対応し

た研修も実施する。 

・中小企業等経営強

化法（平成１１年法

律第１８号）第３１

条に規定する認定

経営革新等支援機

関の中小企業支援

能力の向上のため

 ②中小企業大学校等の研修を通じた支援

能力の向上 

○都道府県や地域の中小企業支援機関等

の職員等に対し、支援人材の育成及び

支援能力の向上を目的とした実践的な

研修や政策課題に対応した研修を、新

型コロナウイルスの感染防止策を講じ

た上で、実施。研修回数２５１回、受

講者数６，１００人（「経営の基盤とな

る人材の育成」との合計 研修回数１，

０３２回、受講者数１７，９２２人） 

・中小企業のＩＴ化支援に関する相談対

応能力を向上させるため、ＩＴ化の相

談ケースをもとに、対応方法、支援方

法について演習を交えて習得する研修

やＩＴ活用による生産性向上の事例研

究等を交えた研修を拡充して実施。 

・中小企業の事業承継、ＢＣＰ策定に関

する相談対応力や支援手法習得のた

め、演習等を交えた研修を実施。 

・Ｗｅｂを活用して少人数ゼミナール方

式で双方向型リアルタイムのオンライ

ンで行う支援者向け研修を拡充して実

施。（研修回数４５回、受講者数４６１

人） 

・機構の知見・ノウハウを活用し、支援

機関の全国団体等からの要請に基づく

自主研修（オーダーメイド研修等）を

拡充して実施。（研修回数７５回、受講

者数２，４２７人） 

・中小企業経営改善計画策定支援研修の

演習用ケース教材を開発。 
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の研修を実施する。 

・中小企業等経営強

化法における経営

革新等支援機関の

認定に必要となる

中小企業経営改善

計画策定支援研修

を実施する。 

・地域の中小企業・

小規模事業者、地域

の中小企業支援機

関等のニーズを把

握しつつ、研修品質

の向上を図るとと

もに、関係機関との

協力・連携等の取組

により研修の受講

促進を図ることで、

第４期中期目標に

対応する２０２１

年度の受講者の総

数を１４，８００人

以上とする。（再掲） 

 

・中小企業等経営強化法における経営革

新等支援機関として認定を受けるため

に必要な専門的知識や実務経験に関す

る認定申請の資格要件を付与するため

の中小企業経営改善計画策定支援研修

を拡充して実施。（研修回数１７回、受

講者数６７２人） 

○研修による具体的な成果 

・東京校の「小規模企業の目利き力アッ

プ（商業）を受講して企業分析手法を

学ぶことができたため、市内に多数あ

る小売店・飲食店への支援に取り組む

ことができるようになった。 

 

○中小企業・小規模事業者向け及び中小

企業支援機関等向け研修受講者数合計 

研修回数１，０３２回、受講者数１７，

９２２人 

研修受講者の役立ち度９８．２％ 

今後の利用希望９７．２％ 

（再掲） 

  ③情報収集・提供の

積極的な推進 

中小企業・小規模事

業者の経営環境や

業況の把握、支援事

例や先進事例の成

功要因等に関する

調査・研究を行い、

中小企業・小規模事

業者や地域の中小

企業支援機関等に

対し、中小企業・小

規模事業者の経営

課題に即応するた

めに必要な情報提

供を行う。 

 

③情報収集・提供の

積極的な推進 

・中小企業・小規模

事業者の景気動向

を業種別・地域別に

把握するための「中

小企業景況調査」を

行うほか、政策課題

や支援のあり方に

関する調査を実施

しＷｅｂ等での情

報提供を行う。 

 

 ③情報収集・提供の積極的な推進 

○中小企業景況調査 

・約１９，０００社の中小企業を対象に

四半期毎に業況判断、売上高、経常利

益等の動向を産業別・地域別等に把握

する「中小企業景況調査」を実施し、

全国及び地域別の結果を公表。 

・調査結果は、中小企業白書に活用され

たほか、日本銀行、総務省統計局、地

方公共団体等に提供。 

提供先数 １，５３６機関 

 

○政策課題や支援のあり方に関する調査 

・中小企業の経営課題に関する最新の情

報や支援ノウハウ、経営ノウハウ等に

関する調査研究を実施。また、機構の

業務に関する政策課題や、施策の有効

性に関する調査研究を実施。 
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（調査研究テーマ） 

・中小企業のＤＸ推進に関する実態調査 

・中小企業のＳＤＧｓ推進に関する実態

調査 

・２６年度までに作成した中小企業診断

士養成課程向けのケース教材について

は、中小企業診断士養成研修で活用の

ほか、教育機関等に提供。 

提供回数 １９回 
 （４）中小企業・小

規模事業者の連携・

共同化、経営の革

新、産業集積活性化

の促進 

中小企業・小規模事

業者の生産性向上

のための連携・共同

化、経営の革新の取

組に対し、機構は、

高度化事業の周知・

支援能力向上研修

の強化やこれまで

の事業で培ったノ

ウハウを最大限活

かすことを通じて、

新規案件の組成促

進を図るとともに、

都道府県等と連携

して事業成果向上

のための診断・助言

と資金支援を行う。 

また、中心市街地・

商店街等が地域社

会・経済に果たす役

割を踏まえ、これら

の活性化の支援を

行う。 

（４）中小企業・小

規模事業者の連携・

共同化、経営の革

新、産業集積活性化

の促進 

①高度化事業の推

進（都道府県等と連

携・協働した診断・

助言と資金支援） 

都道府県等と連携・

協働して、中小企

業・小規模事業者の

生産性向上等のた

めの連携・共同化、

経営の革新を資金

面から支援する。そ

のため、中小企業・

小規模事業者、地域

の中小企業支援機

関等への事業周知

活動の強化、都道府

県等の診断等の支

援能力向上のため

の研修等の充実を

図るほか、これまで

に培った診断等の

経験とノウハウを

最大限に活かし、事

業計画の構想段階

から都道府県等と

連携し相談・助言等

を積極的に行い、新

規案件を組成する。 

（４）中小企業・小

規模事業者の連携・

共同化、経営の革

新、産業集積活性化

の促進 

①高度化事業の推

進（都道府県等と連

携・協働した診断・

助言と資金支援） 

・都道府県等と連

携・協働して、中小

企業・小規模事業者

の生産性向上等の

ための連携・共同

化、経営の革新を資

金面と経営支援の

面から支援する。 

特に、中小企業・小

規模事業者の経営

課題の解決に向け

た高度化事業実施

事例を発信するな

ど事業周知活動を

強化するとともに、

都道府県等を対象

とした診断等の支

援能力向上のため

の研修等を企画・開

催し、中小企業者・

小規模事業者が高

度化事業を円滑に

実施できるための

基盤整備を図る。 

 （４）中小企業・小規模事業者の連携・

共同化、経営の革新、産業集積活性化の

促進 

 

 

①高度化事業の推進（都道府県等と連 

携・協働した診断・助言と資金支援） 

○制度の普及・ＰＲ及び現地支援 

説明会・研修の実施 

・支援機関職員を対象とした東京校での

研修において、高度化事業の貸付制度

について講義。 

・支援機関職員、中小企業組合等に対し

て現地またはＷＥＢにより高度化事業

の説明会を開催（計８回）。 

○都道府県と連携した診断・助言の実施 

・実施計画作成等についての診断・助言

を実施（支援件数 ３４件、支援先２

０先、支援日数１８５人日） 

 

○個人・法人保証に依存しない債権保全

手段 

・３年２月に、個人・法人保証を劣後さ

せ債務者から要請があった場合に限定

する目的で作成した「都道府県の債権

保全に係る運用指針」に追随する形で、

各都道府県が貸付規則等を変更するよ

う助言と情報提供を実施。 １３府県

が規則等を改正、１８都道県が改正作

業中と進展。 

 

○３年度貸付実績 

一般高度化事業 
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また、貸付先の経営

状況を把握するこ

とにより、経営支援

が必要な貸付先に

対しては、都道府県

等と連携し、相談・

助言及び専門家の

派遣等を行い、経営

状況の改善に努め

る。 

また、高度化事業の

利用が見込まれる

中小企業・小規模事

業者に対しては、事

業構想の初期段階

から都道府県、中小

企業団体中央会等

の中小企業支援機

関、株式会社商工組

合中央金庫（以下、

商工中金）等の金融

機関等と連携して

説明会、相談助言、

専門家の派遣を実

施するなど、構想の

具体化から事業実

施計画の策定まで

を支援し、案件組成

につなげる。事業者

が策定した事業計

画に対しては相談

助言・診断助言、経

営サポート事業等

を通じてブラッシ

ュアップや計画ど

おりの事業実現を

支援する。 

・個人・法人保証に

依存しない債権保

全手段となるよう、

令和２年度に改正

した「都道府県の債

権保全に係る運用

指針」について、中

小企業庁及び全国

卸商業団地協同組

合連合会、全国工場

団地協同組合連合

会と連携して、その

主旨の浸透や金融

機関保証の導入事

例の共有を図る。 

貸付決定額 １６．８億円、貸付決定

先１１先 

資金交付額 ２１．９億円、資金交付

先１４先 

 

○地域中小企業応援ファンド事業及び農

商工連携型地域中小企業応援ファンド

事業の継続について 

・これまで地域における創業や新たな需

要喚起に応える新商品開発等に大きく

貢献してきた両ファンドは２９年度以

降、順次、当初１０年間の償還期限が

到来。 

・２９年度から２年度に満期を迎えた６

９ファンドのうち、３５ファンドが事

業継続。ファンド原資の７～８割を高

度化資金より貸付。 

・地域中小企業応援ファンド（農商工連

携型地域中小企業応援ファンド含む）

に係る貸付規模１，３８９．２億円を

確保。 

 

○小規模企業者等設備貸与事業の着実な

実施 

・小規模企業者等に対する設備貸与制度

（割賦・リース事業）の実施に必要な

財源の一部として、１３道府県に対し

て ２４．８億円を貸付け。 

・小規模企業者等に対して、３７８件、

４９．２億円の設備貸与（割賦・リー

ス）を決定。 

 

○貸付先へのフォローアップ体制と経営

支援 

成果調査の実施 

・貸付後一定期間（３年）経過した利用

者に対する事業目的の達成度、有効度、

満足度に関する高度化成果調査を実

施。 

・２９年度貸付先に対するアンケート調

査結果 

目的達成度９１．６％（３年度訪問１
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 ２先による結果） 

（事業者の声） 

・事業者は「施設・店舗の更新・拡張」

や「公害防止」などを目的に高度化事

業を実施。「組合の求心力や組合員の結

束力が高まった」「省エネ等環境対策を

実感できた」等、事業者の経営課題の

解決が図られたなどの調査結果を得

た。 

  ②中心市街地、商店

街等への支援 

中心市街地・商店街

等が地域社会・経済

に果たす役割を踏

まえ、これらの活性

化の支援を行う。 

②中心市街地、商店

街等への支援 

・中心市街地や商店

街等が抱える課題

の解決を支援する

ため、その解決に資

する情報提供を行

う。さらに、必要に

応じ、中心市街地活

性化協議会等に対

して、外部専門家を

派遣し適切な助言

等を行うほか、中心

市街地の活性化に

資する事業等に対

し、効率性を高める

ため、外部専門家を

中心とした支援体

制で支援を行う。 

 

 ②中心市街地、商店街等への支援 

■情報提供 

○中小企業庁、日本商工会議所、全国商

店街振興組合連合会等関係機関と連携

し、中心市街地活性化協議会支援セン

ターを設置・運営し、中心市街地活性

化協議会（以下「協議会」）の設立、運

営について相談等の対応や情報提供等

を行い、支援。 

 

○相談等対応 

・中心市街地活性化協議会、商工会議所、

地方公共団体、まちづくり会社等から

の相談受付（相談等対応件数２４３件） 

・情報提供 

 

○ホームページ等による情報提供 

・協議会支援センターホームページへの

掲載並びにメールマガジンの配信等に

より、中心市街地活性化協議会の運営

や中心市街地活性化に資する情報を提

供（公式ホームページのビュー数   

４２８，４４２件）。 

 

○ネットワーク構築支援 

ⅰ）ブロック交流会 

・自立的な協議会活動に資するため、各

地域の協議会が課題や問題点を共有し

解決に向けた意見交換を行うととも

に、協議会間のネットワークの形成を

促進するため、各地域において勉強会

を実施（３回、参加者数１３４人）。 
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ⅱ）全国交流会 

・各地域の協議会活動の促進を図るため

に、全国交流会を実施（１回、参加者

数２０人。※２回実施を予定していた

が、まん延防止等重点措置の影響で中

止） 

 

■協議会等に対する職員・専門家による

巡回助言 

・基本計画等に関して組織・運営体制、

都市機能における位置づけ、地域住民

のニーズ等の観点からヒアリング・調

査や必要な助言等を実施（支援地域数

５７地域）。 

 

■専門家の派遣等による助言等 

○中心市街地商業活性化に向けた各種の

取組みに対する勉強会・セミナー等の

開催支援（セミナー型）、個別事業計画

等に関するプロジェクトによる継続支

援（プロジェクト型）、特定課題解決の

ための専門家派遣を実施。 

 

○セミナー型 

・支援地域数１３地域、実施回数１７回 

・参加者数４０５人 

 

○プロジェクト型 

・支援地域数３地域 

（支援事例：福島県 白河市） 

・白河市中心市街地活性化基本計画に掲

載されている事業成立性を高めるため

に「エリアマネジメント構想の作成」 

「リノベーションまちづくり推進事業」

等に対しての支援を実施。 

 

○専門家派遣 

・協議会の抱える様々な課題に対応する

ため、機構登録の専門家を中心市街地

活性化協議会等に対して派遣。 

支援先数 ７地域、支援日数 ２３．

５日 
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アドバイスの役立ち度１００．０％ 

   ③その他 

・産業用地事業にお

ける残用地につい

ては、地方公共団

体、関係機関と連携

しながら企業誘致

活動を行い、一層の

企業立地を実現す

る。 

 ③その他 

・地方公共団体や関係機関と連携して、

首都圏及び域内企業を中心に、設備投

資の動きのある企業へ、企業誘致活動

を実施し、３区画０．８ヘクタールを

譲渡。 

 

 

 

■指摘事項への対応 
・３年度は、主務省と連携してＥＢＰＭ

に関する検討を行った。今後、中小企

業庁が推進するデータ利活用につい

て、機構が保有する各種データの提供

に関する検討を実施。 
 ［独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく令和２年度評価結果の反映状況

の公表］ 

・中小企業大学校の研修受講者数につい

ては、ｗｅｂを活用した研修や大学校

施設外での受講者の県境移動が不要と

なる各地域での研修等を積極的に展

開。ｗｅｂを活用した研修では他機関

と連携して実施体制を拡充。リアル会

場とオンライン、またはオンデマンド

での受講を組み合わせた研修等も実施

し、研修方式を６方式から７方式へ 

多様化。この結果、オンラインを活用

した研修において、３年度は２年度に

比べ受講者数３８４％増の３，４１７

人となった。 

 ［独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく令和２年度評価結果の反映状況

の公表］ 

  

 【指標２－１】 

・中期目標期間にお

いて、ＩＴプラット

フォームを活用し

た中小企業支援機

【指標２－１】 

・中期目標期間にお

いて、ＩＴプラット

フォームを活用し

た中小企業支援機

【指標】 

・ＩＴプラットフォ

ームを活用した中

小企業支援機関数：

１，４００機関以上

 【指標】 

・ＩＴプラットフォームを活用した中小

企業支援機関数：１，８００機関【基

幹目標】 

 

【指標】 

■ＩＴプラットフォームを活用した中小企

業支援機関数（基幹目標） 

「ＩＴ戦略ナビ」や「ＩＴ経営簡易診断」等

の一連の支援メニューについて、事業者や支
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関数を６，２００機

関以上とする。【基

幹目標】（新規設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標２－２】 

・中期目標期間にお

いて、機構が支援し

たＩＴ導入促進支

援者数を１０，００

０人以上とする。

（新規設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関数を６，２００機

関以上とする。【基

幹目標】（新規設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標２－２】 

・中期目標期間にお

いて、機構が支援し

たＩＴ導入促進支

援者数を１０，００

０人以上とする。

（新規設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基幹目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が支援したＩ

Ｔ導入促進支援者

数：２，１００人以

上 

 

 

 

 

 

 

 

・窓口相談の役立ち

度：７０％以上 

・ハンズオン支援に

おける支援先企業

の課題解決率：７

０％以上 

・ハンズオン支援に

おける支援先企業

の「売上高」又は「経

常利益」の伸び率：

中小企業実態基本

調査のデータを１

割以上、上回る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が支援したＩＴ導入促進支援者

数：７，０３４人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・窓口相談の役立ち度：９９．４％ 

・ハンズオン支援における支援先企業の

課題解決率：９６．９％ 

 

 

 

・ハンズオン支援における支援先企業の

「売上高」又は「経常利益」の伸び率 

売上高の伸び率：－５．３％ 

経常利益の伸び率：－４．６％ 

（参考指標） 

・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁

調べ）結果による中小企業（法人）の

売上高等の状況（３０年度調査と３年

援機関等のそれぞれのユーザーの活用ニー

ズに基づいて適切な誘導ができるよう、ＩＴ

プラットフォームサイトを全面的にリニュ

ーアル。またウェブ上で簡単に自社の経営課

題・業務課題を見える化し、ＩＴ戦略を立案

できるサイト「ＩＴ戦略ナビ」に、「業種選択

機能（１１業種）」、「ＩＴソリューションの種

類」など、利便性向上に資する機能を拡充。 

インボイスや改正電子帳簿保存法への対応

等を支援するため、認定経営革新等支援機関

等である税理士法人等を重点的に支援。 

これらにより、ＩＴプラットフォームの活

用支援機関数は目標１，２００機関以上に対

し１，８００機関、（対数値目標１２８．５％）

を達成。また、直近過去２年実績平均との比

較においても１８１．８％を達成。 

 

■機構が支援したＩＴ導入促進支援者数 

オンラインでの講習会や講習会参加後の

フォローアップとして支援機関同士の意見

交換が可能なオンライン交流会を実施。ま

た、支援機関等のＩＴ支援の自立化を促進す

るために、ＩＴ経営簡易診断の支援プロセス

に支援機関職員を同行させる実践型トレー

ニングの開始などを通じ、機構が支援したＩ

Ｔ導入促進支援者数は目標の２，１００人以

上に対して７，０３４人（対年度目標３３４．

９％）と大きく目標を上回る実績を達成。 
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【指標２－３】 

・中小企業大学校が

実施する研修に研

修生を派遣した企

業に対して、研修終

了の一年経過後に

フォローアップ調

査を実施し、研修生

が研修内のゼミナ

ールで取り上げた

自社の課題研究テ

ーマについて、「自

社に持ち帰った課

題を解決済み、又は

取組中」と回答した

企 業 の 比 率 を ８

０％以上とする。

（新規設定） 

 

【指標２－４】 

・中期目標期間にお

いて、中小企業大学

校等による中小企

業・小規模事業者向

け及び中小企業支

援機関等向け研修

受講者数を７．５万

人以上とする。（前

中期目標期間実績

（２０１７年度末

実績）：２０．７万人

（無料セミナー及

び無料研修含む。無

料分除くと５．６万

人。）） 

 

 

 

【指標２－３】 

・中小企業大学校が

実施する研修に研

修生を派遣した企

業に対して、研修終

了の一年経過後に

フォローアップ調

査を実施し、研修生

が研修内のゼミナ

ールで取り上げた

自社の課題研究テ

ーマについて、「自

社に持ち帰った課

題を解決済み、又は

取組中」と回答した

企 業 の 比 率 を ８

０％以上とする。

（新規設定） 

 

【指標２－４】 

・中期目標期間にお

いて、中小企業大学

校等による中小企

業・小規模事業者向

け及び中小企業支

援機関等向け研修

受講者数を７．５万

人以上とする。（前

中期目標期間実績

（２０１７年度末

実績）：２０．７万人

（無料セミナー及

び無料研修含む。無

料分除くと５．６万

人。）） 

 

 

 

 

・中小企業大学校が

実施する研修に研

修生を派遣した企

業に対して、研修終

了の一年経過後に

フォローアップ調

査を実施し、研修生

が研修内のゼミナ

ールで取り上げた

自社の課題研究テ

ーマについて、「自

社に持ち帰った課

題を解決済み、又は

取組中」と回答した

企業の比率：８０％

以上 

 

 

 

・中小企業大学校等

による中小企業・小

規模事業者向け及

び中小企業支援機

関等向け研修受講

者数：１４，８００

人以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域の中小企業支

援機関等向け講習

会による受講機関

の課題解決率：７

度調査の比較） 

売上高の伸び率：－８．３％ 

経常利益の伸び率：－１９．３％ 

 

・中小企業大学校が実施する研修に研修

生を派遣した企業に対して、研修終了

の一年経過後にフォローアップ調査を

実施し、研修生が研修内のゼミナール

で取り上げた自社の課題研究テーマに

ついて、「自社に持ち帰った課題を解決

済み、又は取組中」と回答した企業の

比率：９６．２％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中小企業大学校等による中小企業・小

規模事業者向け及び中小企業支援機関

等向け研修受講者数：１７，９２２人

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域の中小企業支援機関等向け講習会

による受講機関の課題解決率：９９．

１％ 

 

 

 

 

 

■中小企業大学校が実施する研修に研修生

を派遣した企業に対して、研修終了の一年経

過後にフォローアップ調査を実施し、研修生

が研修内のゼミナールで取り上げた自社の

課題研究テーマについて、「自社に持ち帰っ

た課題を解決済み、又は取組み中」と回答し

た企業の比率 

 コース数の大幅増や新たな研修方式を提

供し、丁寧な受講者フォローアップ等による

研修効果の向上策等に取り組んだ結果、目標

８０％以上に対して９６．２％（年間計画目

標の１２０．２％）を達成。 

 

 

 

 

 

 

 

■中小企業大学校等による中小企業・小規模

事業者向け及び中小企業支援機関等向け研

修受講者数 

コース当りの定員減（収容率５０％）を補

うためにコース数を大幅に増加（過去最多

１，０３２回）させた。また、ｗｅｂを活用

した研修、受講者の県境移動を不要とする各

地域での研修等を積極的に展開。ｗｅｂを活

用した研修では、リアルとオンライン、また

オンデマンドでの受講を組み合わせた研修

等の実施により研修方式を６方式から７方

式へ多様化に取り組んだ。その結果、研修受

講者数は１７，９２２人（対年度目標１２１．

０％）を達成。 

 

 

 

 

 

57



 

０％以上 

・地域の中小企業支

援機関等向け講習

会の受講者数：６，

０００人以上 

・よろず支援拠点向

け研修による受講

機関の課題解決率：

７０％以上 

・よろず支援拠点向

け研修の受講者数：

６００人以上 

 

・地域の中小企業支援機関等向け講習会

の受講者数：１２，６３９人 

 

 

・よろず支援拠点向け研修による受講機

関の課題解決率：９５．７％ 

 

 

・よろず支援拠点向け研修の受講者数：

１，０９８人 

 

 

 

 

 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 新事業展開の促進・創業支援、事業再構築支援 

業務に関連する政策・施

策 
イノベーションや地域活性化の担い手の創出・成長などイノベーシ

ョンや地域経済の競争力強化・活性化に資する観点から、新たな成

長発展を目標とする中小企業・小規模事業者に投資を行うファンド

の組成、インキュベーション施設の入居企業に対する新事業創出に

向けた事業化の促進等、地域中核企業等の創出のためのベンチャー

企業等に対する支援ネットワークの構築と機構の多様な支援ツー

ル等を活用した資金調達及び事業提携並びに事業再構築等の実現

に向けた支援等。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第１５条第１項第１号、２号、５号、

６号、９号、１５号、２１号、２４号 

当該項目の重要度、困難

度 
【重要度：高】国内の少子高齢化や市場縮小等により、国内市場を

取り巻く環境が変化するなか、中小企業・小規模事業者が成長・

発展していくためには、海外需要を獲得することがより重要で

ある。また、日本の開業率の向上や日本経済を牽引するイノベ

ーションの担い手であるベンチャー企業の創出に向けた貢献

を図るため、地域を牽引する中小企業の創出が重要である。さ

らに、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に

事業者が適応し、新常態において事業者が成長できる環境を整

備することが重要である。  
【難易度：高】海外企業との取引は、コスト、言語、商習慣、各種

規制、法務、税務の問題など、海外市場独特の参入障壁から難

易度が高い。また、ベンチャー企業の創出についても、上場に

至る年数は企業によりバラつきがあることや経済変動に左右

されることから、難易度が高い。さらに、事業再構築には新分

野への展開や新たな業態への転換といった思い切った取組が

必要であることから、難易度が高い。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 ０３９５ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年

度 

５ 
年度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

中小企業・小規模事

業者と海外企業と

の商談会終了後の

成約率 
【基幹目標】 

中期目標期間

の最終年度に

成約率３３％

以上 
令和３年度１

８％以上 
 

 ４０．１％ ３０．８％  ３８．９％    予算額（千円） 別紙３参

照 
別紙３参

照 
別紙３参

照 
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海外展開支援企業

数 
中期目標期間

において２万

社以上 
令 和 ２ 年 度

４，０００社

以上 

 ５，２０２社 ５，３６８社 ５，７２５社    決算額（千円） 別紙３参

照 
別紙３参

照 
別紙３参

照 
  

機構が出資したフ

ァンドの投資先の

中期目標期間にお

ける上場時の時価

総額が５０億円以

上となる割合の平

均 

新興市場全体

の同割合を、

２割以上、上

回る 

 ５．６割 ４．７割 ２．６割    経常費用（千円） 別紙４参

照 
別紙４参

照 
別紙４参

照 
  

起業支援ファンド

及び中小企業成長

支援ファンド新規

組成数 

中期目標期間

において４０

本以上 
令和３年度８

本以上 

 １０本 １２本 １０本    経常利益（千円） 別紙４参

照 
別紙４参

照 
別紙４参

照 
  

         行政コスト（千円） 別紙５参

照 
別紙５参

照 
別紙５参

照 
  

         従事人員数 ７１５人

の内数 
７２７人

の内数 
７３１人

の内数 
  

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指

標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３．新事業展開の

促進・創業支援、事

業再構築支援 

更なる人口減

少、国内市場の縮

小を踏まえると、

中小企業・小規模

事業者が成長・発

展していくために

は、新たな事業展

開や需要の取り込

みが必要となって

おり、これらの企

３．新事業展開の

促進・創業支援、

事業再構築支援 

更なる人口減

少、国内市場の縮

小を踏まえると、

中小企業・小規模

事業者が成長・発

展していくために

は、新たな事業展

開や需要の取り込

みが必要となって

おり、これらの企

３．新事業展開の

促進・創業支援、

事業再構築支援 

 

＜主な定量的

指標＞ 

【指標３－１】 

・中期目標期間

において、中小

企業・小規模事

業者と海外企

業との商談会

終了後の成約

率（商談継続中

を含む。）を毎

年度６％以上

増加させ、最終

 ＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づ

く数値目標４項目全てにおいて達成率１２

０％以上の実績を達成。直近過去２年実績平

均との比較については、アウトプットで１０

８．３％。ただし、不連続的な外部環境の変

化の影響を排してフェアな比較を行うべく

コロナ禍前後の条件を統一して実質的な取

り組み度合いを算出すると１２０．５％。（後

述） 

 新事業展開の促進・創業支援については、

イノベーションの促進や地域経済の競争力

評定  
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業が成長分野への

展開や成長著しい

海外市場等を獲得

し新たな付加価値

を創出することを

支援することによ

り、第４次産業革

命技術の社会実装

による「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０」の実

現や「Ｃｏｎｎｅ

ｃｔｅｄ Ｉｎｄ

ｕｓｔｒｉｅｓ」

への変革などを図

っていくことが重

要である。  

そのため、特に海

外展開において

は、「未来投資戦略

２０１８」におい

て、２０２０年ま

でに中堅・中小企

業等の輸出額及び

現地法人売上高の

合計額２０１０年

比２倍を目指すこ

と及び中小企業の

海外子会社保有率

を２０２３年まで

に、２０１５年比

で１．５倍にする

ことを掲げたとこ

ろ。 

こうした状況を踏

まえ、機構は、海外

企業とのビジネス

マッチングを推進

するなどイノベー

ションや地域経済

の競争力強化・活

性化に資する観点

から、国内外での

業が成長分野への

展開や成長著しい

海外市場等を獲得

し新たな付加価値

を創出することを

支援することによ

り、第４次産業革

命技術の社会実装

による「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０」の

実現や「Ｃｏｎｎ

ｅｃｔｅｄ Ｉｎ

ｄｕｓｔｒｉｅ

ｓ」への変革など

を図っていくこと

が重要である。 

そのため、政府

は、特に海外展開

においては、「未

来投資戦略２０１

８」において、２

０２０年までに中

堅・中小企業等の

輸出額及び現地法

人売上高の合計額

２０１０年比２倍

を目指すこと及び

中小企業の海外子

会社保有率を２０

２３年までに、２

０１５年比で１．

５倍にすることを

掲げたところ。 

こうした状況を踏

まえ、機構は、イ

ノベーションや地

域経済の競争力強

化・活性化に資す

る観点から、中小

企業・小規模事業

者の国内外での販

路開拓を支援する

年度に成約率

３３％以上と

する。【基幹目

標】（新規設定） 

 

【指標３－２】 

・中期目標期間

において、海外

展開支援企業

数を２万社以

上とする。（２

０１５～２０

１７年度実績：

１．１万社） 

 

【指標３－３】 

・機構が出資し

たファンドの

投資先の中期

目標期間にお

ける上場時の

時価総額が５

０億円以上と

なる割合の平

均が、新興市場

全体の同割合

を、２割以上、

上回ることと

する。（新規設

定）（［参考］２

０１４～２０

１７年平均：

１．８割） 

 

【指標３－４】 

・中期目標期間

において、起業

支援ファンド

及び中小企業

成長支援ファ

ンド新規組成

数（事業承継フ

強化・活性化の観点から、新事業展開の促進・

創業支援が極めて重要との認識で、中小企業

事業者の海外展開やベンチャー・スタートア

ップの強力な支援を行った。具体的には、中

小企業・小規模事業者の国内外での販路開拓

を支援するＷｅｂマッチングサイトによる

ビジネスマッチング、これと連動した展示

会・商談会の実施、中小企業・小規模事業者

のｅコマース活用のための支援、成長が見込

まれる中小企業・小規模事業者が行う新事業

展開への支援等を行った。また、イノベーシ

ョンの担い手の創出に資する観点から、中小

企業・小規模事業者へのリスクマネー供給を

円滑化するための新たな成長発展を目標と

する中小企業・小規模事業者に投資を行うフ

ァンドの組成、機構が保有するインキュベー

ション施設の入居企業に対する成長分野へ

の参入及び新事業創出に向けた事業化の促

進、地域中核企業等の創出のためのベンチャ

ー企業等に対する支援ネットワークの構築

と機構の多様な支援ツール等を活用した資

金調達及び事業提携等の実現に向けた支援、

創業者及び地域の創業支援機関等に対する

支援施策・成功事例等に関する情報提供、起

業の準備者へのＡＩ・ＩＴを活用した情報提

供・助言、中小企業大学校施設を活用した創

業者の育成等を実施した。 

・海外展開支援 

海外展開支援に関しては、コロナ禍で海外

展開の潜在的ニーズが増加。一方で検討中の

海外展開計画の不透明化により、事業者から

の相談数が減少。そのため機構からのプッシ

ュ型支援を強化。具体的には、大規模補助金

事業等で得た接点を活用した多数の企業へ

の働きかけや地域本部が自治体の顕彰実績

など海外展開のポテンシャルを有する企業

をリストアップし、アプローチ等の取組を実

施。展示会への機構相談ブースの出展数を増

加させ、潜在的な海外展開ニーズを発掘。ま

た、オンライン支援の積極活用により地域企

業へのリーチ効果を引き続き追及。公的金融

機関との地域ごとで連携し、機構支援策の活
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販路開拓を支援す

るＷｅｂマッチン

グサイトによるビ

ジネスマッチン

グ、これと連動し

た展示会・商談会

の実施、ｅコマー

ス活用のための支

援、成長が見込ま

れる中小企業・小

規模事業者が行う

新事業展開への支

援等を行う。 

３．新事業展開の

促進・創業支援、事

業再構築支援 

更なる人口減少、

国内市場の縮小を

踏まえると、中小

企業・小規模事業

者が成長・発展し

ていくためには、

新たな事業展開や

需要の取り込みが

必要となってお

り、これらの企業

が成長分野への展

開や成長著しい海

外市場等を獲得し

新たな付加価値を

創出することを支

援することによ

り、第４次産業革

命技術の社会実装

による「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ５．０」の実

現や「Ｃｏｎｎｅ

ｃｔｅｄ Ｉｎｄ

ｕｓｔｒｉｅｓ」

への変革などを図

っていくことが重

要である。  

Ｗｅｂマッチング

サイトによるビジ

ネスマッチング、

これと連動した展

示会・商談会の実

施、中小企業・小

規模事業者のｅコ

マース活用のため

の支援、成長が見

込まれる中小企

業・小規模事業者

が行う新事業展開

への支援等を行

う。 

令和２年度補正予

算（第１号）によ

り追加的に措置さ

れた交付金につい

ては、「新型コロ

ナウイルス感染症

緊急経済対策」

（令和２年４月７

日閣議決定）に基

づいて措置された

ことを認識し、中

小企業デジタル化

応援隊事業に活用

する。（再掲） 

令和２年度補正予

算（第１号）によ

り実施する事業は

令和２年度の途中

から講じられる

が、同年度及びそ

れ以降の業務実績

等報告書に実施状

況を記載する。 

 

また、日本の開業

率は、微増傾向で

はあるものの４～

５％で推移し、直

ァ ン ド を 除

く。）を４０本

以上とする。

（前中期目標

期間実績（２０

１７年度末実

績）：５３ファ

ンド（うち、第

４期中期目標

期間には対象

としない事業

承継ファンド

１ １ 本 を 含

む。）） 

 

【指標３－５】 

・中期目標期間

終了時におい

て、中小企業等

事業再構築促

進事業により

事業再構築に

取り組んだ事

業者のうち、付

加価値額又は

従業員１人当

たり付加価値

額の年率平均

増加率が３．

０％以上とな

る者の割合を

５割以上とす

る。【基幹目標】 

 

＜目標水準の

考え方＞ 

○指標３－１

について 

商談会を通じ

て、海外での販

路開拓や現地

拠点の設立の

用の働きかけも行われた。その結果、海外展

開支援先企業数は目標を達成。 

また、オンラインによるＣＥＯ商談会でリ

アル商談会に近い成約率の向上を目指し、①

海外機関との連携強化により日本企業と提

携希望の高い企業を抽出、②プレセミナーや

機構による全海外企業への事前ヒアリング

を実施。明確になった相手方のニーズに則

し、日本企業が提案力を強化、③商談に用い

る英語化デジタル宣材の作成をアドバイス、

④ジェグテックの日本企業の英語情報の充

実による発信力強化等の取組を実施し、商談

会終了後の成約率は高い水準で目標を達成。 

以上のような、プッシュ型支援、地域企業

への支援強化等により海外展開支援先企業

数（アウトプット）を増加させ、参加企業の

提案力強化等により高い商談会終了後の成

約率（アウトカム）を達成。 

・起業・創業・成長支援 

イノベーションの創出を通じた我が国の

産業競争力の強化に向け、中小企業・小規模

事業者、地域中核企業等へのリスクマネー供

給の円滑化並びに拡大が求められる中、新規

組成数８ファンド以上の年度目標に対し、Ｉ

Ｔ分野、産学連携などの成長分野及び地域の

中小企業を支援する政策的意義の高い１０

ファンドを新たに組成し、目標を達成。また、

次世代のベンチャーキャピタリストを育成

し、数多くのスタートアップ輩出を目的とし

たファンドオブファンズ形態のファンドへ

の出資を通じて、リスクマネー供給の担い手

拡大に向けたエコシステムの構築にも貢献。 

これらの取組みの結果、ファンド組成総額

としては９３５．９億円、うち機構出資契約

額は１８７．６億円（機構出資割合２０．

０％）で、約５．０倍の民間資金の呼び水効

果としての役割を発揮。ファンドからベンチ

ャー企業等への投資額は１，１５０億円（投

資企業数４２７社）。 

また、機構出資ファンドが成長性の高い企

業に出資できたことにより、機構が出資した

ファンドの投資先の上場時の時価総額が５
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そのため、特に海

外展開において

は、「未来投資戦略

２０１８」におい

て、２０２０年ま

でに中堅・中小企

業等の輸出額及び

現地法人売上高の

合計額２０１０年

比２倍を目指すこ

と及び中小企業の

海外子会社保有率

を２０２３年まで

に、２０１５年比

で１．５倍にする

ことを掲げたとこ

ろ。 

こうした状況を踏

まえ、機構は、海外

企業とのビジネス

マッチングを推進

するなどイノベー

ションや地域経済

の競争力強化・活

性化に資する観点

から、国内外での

販路開拓を支援す

るＷｅｂマッチン

グサイトによるビ

ジネスマッチン

グ、これと連動し

た展示会・商談会

の実施、ｅコマー

ス活用のための支

援、成長が見込ま

れる中小企業・小

規模事業者が行う

新事業展開への支

援等を行う。 

 

 

 

近の２０１６年度

に５．６％まで改

善するも、「開業

率１０％を目指

す」とする日本再

興戦略に掲げる目

標の達成に向け、

より一層の取組が

不可欠となってい

る。 

そのため、政府

は、「未来投資戦

略２０１８」にお

いては、創業支援

等により、健全な

新陳代謝を促して

いくことを掲げた

ところ。特に、イ

ノベーションの担

い手であるベンチ

ャー企業について

は、企業価値又は

時価総額が１０億

ドル以上となる、

未上場ベンチャー

企業（ユニコー

ン）又は上場ベン

チャー企業の創出

を２０２３年まで

に２０社創出とい

う目標を掲げた。 

こうした状況を踏

まえ、機構は、イ

ノベーションや地

域活性化の担い手

の創出・成長など

イノベーションや

地域経済の競争力

強化・活性化に資

する観点から、中

小企業・小規模事

業者へのリスクマ

実現を支援す

る。商談内容に

は、製品販売以

外に、合弁会社

設立、代理店契

約、技術提携、

製造委託など

も含まれ、成約

まで数年要す

ることもある

ため、商談継続

も含めた目標

値として、３

３％以上を目

指す難易度の

高い目標であ

る。 

 

○指標３－２

について 

基幹目標の達

成に向け、中小

企業・小規模事

業者の海外展

開への取組を

補完・支援する

ため、機構の海

外展開支援ツ

ールの複合的

な活用促進を

図る。海外展開

を初めて志す

者への相談対

応から、海外と

の取引開始に

至るまで一貫

したハンズオ

ン支援を行う。

基幹目標に寄

与する重要性

を鑑み、２０１

５～２０１７

０億円以上となる割合の平均が、新興市場全

体の同割合を上回る割合は高い水準で目標

を達成。 

未上場企業についても、ユニコーン企業全

６社のうち３社が機構ファンド投資先企業。

ファンド規模の大型化や他の機構支援ツー

ルによる複合支援を通じてユニコーンの輩

出や成長に大きく貢献。さらに、未上場企業

価値上位３０社のうち、７３％の２２社が機

構ファンド投資先。 

政府戦略に則り、民間資金が供給されにく

い技術開発分野への出資に注力し、本分野の

民間投資をリード。新興市場でＩＰＯに至っ

た「研究開発型企業」１５社のうち、機構フ

ァンド投資先企業は１３社と８７％を占め、

イノベーション創出に貢献。 

また、投資先の国内新興市場での株式公開

企業数（ＩＰＯ数）は２３社、国内本則市場

を含めた株式公開企業数も２４社となり、い

ずれもリーマン・ショック後最多となった。

これら企業の新興市場での上場時時価総額

の平均は ２０７億円と市場平均の約１．５

倍。より成長性の高い企業に資金供給された

成果。なお、３年度の新興市場全体のＩＰＯ

数１１７社に占める機構ファンドからの投

資先の割合は１９．７％である。 

政策意義の高いファンドへの出資（アウト

プット）に際し、ＧＰに対する目利き力やフ

ァンド規模の拡大等を通じて、大きく成長す

る企業の輩出（アウトカム）に成功。 

・事業再構築支援 

事業再構築支援については、日本経済の構

造転換を促すべく、「中小企業等事業再構築

促進事業業」を開始。複数回の公募を通じて

３．５万者（８，８３１億円）を支援（枠別

の公募回数５２回）。国内中小企業の一部の

事業の再構築を必要としている３．５万者の

採択企業への再構築ビジネス支援で、３年後

の売上高は最大約２４兆円、付加価値は国内

中小企業の付加価値総額の４．７％にも相当

する最大約６．４兆円の事業創出を期待。こ

の経済効果は、制度が４年度も継続している
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また、日本の開業

率は、微増傾向で

はあるものの４～ 

５％で推移し、直

近の２０１６年度

に５．６％まで改

善するも、「開業率

１０％を目指す」

とする日本再興戦

略に掲げる目標の

達成に向け、より

一層の取組が不可

欠となっている。 

そのため、「未来投

資戦略２０１８」

においては、創業

支援等により、健

全な新陳代謝を促

していくことを掲

げたところ。特に、

イノベーションの

担い手であるベン

チャー企業につい

ては、企業価値又

は時価総額が１０

億ドル以上とな

る、未上場ベンチ

ャー企業（ユニコ

ーン）又は上場ベ

ンチャー企業の創

出を２０２３年ま

でに２０社創出と

いう目標を掲げ

た。  

こうした状況を踏

まえ、機構は、イノ

ベーションや地域

活性化の担い手の

創出・成長などイ

ノベーションや地

域経済の競争力強

ネー供給を円滑化

するための新たな

成長発展を目標と

する中小企業・小

規模事業者に投資

を行うファンドの

組成、機構が保有

するインキュベー

ション施設の入居

企業に対する成長

分野への参入及び

新事業創出に向け

た事業化の促進、

地域中核企業等の

創出のためのベン

チャー企業等に対

する支援ネットワ

ークの構築と機構

の多様な支援ツー

ル等を活用した資

金調達及び事業提

携等の実現に向け

た支援、創業者及

び地域の創業支援

機関等に対する支

援施策・成功事例

等に関する情報提

供、起業の準備者

へのＡＩ・ＩＴを

活用した情報提

供・助言、中小企

業大学校施設を活

用した創業者の育

成を行う。 

 

また、新型コロナ

ウイルス感染症の

影響により大きな

打撃を受けた中小

企業・小規模事業

者に対して、国

は、持続化給付金

年度の実績で

ある１．１万社

の単年度平均

３，８００社の

５年間換算で

ある１．９万社

を上回ること

を目指す。 

 

○指標３－３

について 

ベンチャー支

援強化に係る

政府目標とし

て、「企業価値

又は時価総額

が１０億ドル

以上となる、未

上場ベンチャ

ー企業（ユニコ

ーン）又は上場

ベンチャー企

業を２０２３

年までに２０

社創出」があ

る。 

一方、機構の役

割は、メガベン

チャーの創出

に直接的に貢

献することで

はなく、地域を

牽引していく

にふさわしい

中小企業の創

出に向けて、創

業初期のベン

チャー企業等

に対して資金

面及び経営面

から支援すべ

く、ファンドへ

ことも踏まえると日本経済にかなりのイン

パクトを与えるものと考えられる。また、本

制度において、中小企業に加え、当機構とし

ては初めて一部の中堅企業を助成対象に追

加。 

ホームページやメルマガ等に加え、地域の

中小企業の目に触れる機会の多い地方紙を

主体とした全国６３紙や業界誌を通じて制

度の利用を促進し、宿泊、飲食サービス業な

どの事業再構築を必要としている業種に支

援を提供。 

補助金制度に加え、他の支援においても事

業再構築を促進するため、事業再構築促進事

業の採択企業に対して、当機構の支援ツール

の利用を促す案内を配信し、多くの支援へと

繋がっている（延べ２．１万社へ配信、４０

８社が支援活用）。 

加えて、大学校研修や支援機関サポート事

業では、事業者向けと支援機関向け双方にお

いて、事業再構築のための新たな研修コー

ス・講習会を企画・実施。 

 

以上のように、新たに事業再構築支援を大

規模に実施したこと、定量的指標においてＡ

評価に必要な単年度の実績値を達成してい

ること、直近過去２年実績平均との比較にお

いても実質的に達成したに値すると評価で

きることも加味し、本セグメント全体の取り

組みの質的な評価として、Ａ評価に値するも

のと判断。 
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化・活性化に資す

る観点から、新た

な成長発展を目標

とする中小企業・

小規模事業者に投

資を行うファンド

の組成、インキュ

ベーション施設の

入居企業に対する

新事業創出に向け

た事業化の促進

等、地域中核企業

等の創出のための

ベンチャー企業等

に対する支援ネッ

トワークの構築と

機構の多様な支援

ツール等を活用し

た資金調達及び事

業提携等の実現に

向けた支援を行

う。また、創業者及

び地域の創業支援

機関等に対する支

援施策・成功事例

等に関する情報提

供、起業の準備者

へのＡＩ・ＩＴを

活用した情報提

供・助言等を行う。 

 

また、新型コロナ

ウイルス感染症の

影響により大きな

打撃を受けた中小

企業・小規模事業

者に対して、国は、

持続化給付金や家

賃支援給付金、日

本政策金融公庫等

による資金繰り支

援等により雇用維

や家賃支援給付

金、日本政策金融

公庫等による資金

繰り支援等により

雇用維持や事業継

続を図ってきたと

ころである。しか

しながら、新型コ

ロナウイルス感染

症の影響が長期化

し、経済社会構造

が大きく変化する

中では、事業者が

事業再構築に果敢

に挑戦し、ウィズ

コロナ・ポストコ

ロナ時代に対応し

た体制を構築する

ことが必要となっ

ている。 

こうした状況を踏

まえ、令和２年度

第３次補正予算に

おいては、中小企

業等事業再構築促

進事業が措置さ

れ、新型コロナウ

イルス感染症の影

響を受けた中堅企

業や中小企業・小

規模事業者等が新

分野展開、業態転

換、事業・業種転

換、事業再編又は

これらの取組を通

じた規模の拡大等

を行う場合に最大

１億円を補助す

る、事業再構築補

助金が創設され

た。機構は本事業

の基金設置法人を

の出資を通じ

てリスクマネ

ーの供給の円

滑化や経営支

援の促進を図

ることにある。 

地域を牽引し

ていく中小企

業の規模は一

般的に時価総

額５０億円程

度と言われて

いることを踏

まえ、「機構が

出資したファ

ンドの投資先

の中期目標期

間における上

場時の時価総

額が５０億円

以上となる割

合の平均が、新

興市場全体の

同割合を、２割

以上、上回る」

ことを目指す。

なお、新興市場

全体とは、ＪＡ

ＳＤＡＱスタ

ンダード、マザ

ーズ、ＪＡＳＤ

ＡＱグロース、

アンビシャス、

セントレック

ス、Ｑ－Ｂｏａ

ｒｄの６市場

をいう。 

 

○指標３－４

について 

機構からの出

資が民間資金
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持や事業継続を図

ってきたところで

ある。しかしなが

ら、新型コロナウ

イルス感染症の影

響が長期化し、経

済社会構造が大き

く変化する中で

は、事業者が事業

再構築に果敢に挑

戦し、ウィズコロ

ナ・ポストコロナ

時代に対応した体

制を構築すること

が必要となってい

る。  

こうした状況を踏

まえ、令和２年度

第３次補正予算に

おいては、中小企

業等事業再構築促

進事業が措置さ

れ、新型コロナウ

イルス感染症の影

響を受けた中堅企

業や中小企業・小

規模事業者等が新

分野展開、業態転

換、事業・業種転

換、事業再編又は

これらの取組を通

じた規模の拡大等

を行う場合に最大

１億円を補助す

る、事業再構築補

助金が創設され

た。機構は本事業

の基金設置法人を

担うことから、本

事業の適切かつ確

実な実施に貢献す

る。また、国及び事

担うことから、本

事業の適切かつ確

実な実施に貢献す

る。また、国及び

事務局と緊密に連

携して、本事業に

よる事業者の取組

を支援する。併せ

て、機構の支援ツ

ールを用いた事業

再構築支援を行

う。 

令和３年度補正予

算（第１号）によ

り追加的に措置さ

れた補助金につい

ては、「コロナ克

服・新時代開拓の

ための経済対策」

（令和３年１１月

１９日閣議決定）

に基づき措置され

たことを認識し、

要件の見直しや新

たな申請類型を創

設した中小企業等

事業再構築促進事

業に活用する。 

 令和３年度補正

予算（第１号）に

より実施する事業

は、令和３年度の

途中から講じられ

るが、同年度及び

それ以降の業務実

績等報告書に実施

状況を記載する。 

の呼び水とな

り、ベンチャー

企業、中小企業

等へのリスク

マネーの供給

となることを

目指す。経済環

境の変動によ

って、ファンド

の組成本数は

大きく変動す

る状況下にお

いて、機構は安

定してリスク

マネーの供給

を行うため、前

中期目標期間

と同等の本数

を目標とする。 

 

○指標３－５

について 

中小企業等事

業再構築促進

事業の成果目

標は、事業終了

後３～５年で、

付加価値額の

年率平均３．

０％以上増加

又は従業員一

人当たり付加

価値額の年率

平均３．０％以

上増加に設定

されている。事

業実施期間は

２０２１年度

又は２０２２

年度であり、ま

た、事業計画は

３～５年に設
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務局と緊密に連携

して、本事業によ

る事業者の取組を

支援する。併せて、

機構の支援ツール

を用いた事業再構

築支援を行う。 

 

定されている

ため、中期目標

期間終了時（２

０２４年３月）

は事業計画期

間中となるが、

途中時点にお

いても５割以

上の事業者が、

目標とする付

加価値額成長

率又は一人当

たり付加価値

額成長率を順

調に達成して

いることを目

指す。 

 

＜想定される

外部要因＞ 

想定される外

部要因として、

初年度を基準

として、事業遂

行上必要な政

策資源が安定

的に確保され

ること、国内の

政治・経済及び

世界の政治・経

済が安定的に

推移し、着実に

成長すること、

急激な株価や

為替の変動が

ないこと、海外

における輸入

規制、外資規制

の改善など輸

出環境の整備

が進むことな

どを前提とし、

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

67



 

 

 

 

 

 

 

（１）販路開拓・海

外展開支援 

販路開拓・海外展

開による中小企

業・小規模事業者

の成長・発展を支

援するため、中小

企業・小規模事業

者の国内外での販

路開拓を支援する

Ｗｅｂマッチング

サイトによるビジ

ネスマッチング、

販路開拓の実現性

を一層高めるため

のＷｅｂマッチン

グサイトと連動し

た展示会・商談会、

中小企業・小規模

事業者のｅコマー

ス活用のための情

報提供、相談・助

言、民間のＩＴサ

ービス提供事業者

等とのマッチン

グ、Ｗｅｂサイト

を活用した商品の

一括プロモーショ

ン等を行う。  

加えて、機構の海

外展開支援機能を

強化するととも

に、知財を活用し

た海外展開支援に

おける独立行政法

人工業所有権情

 

 

 

 

 

 

（１）販路開拓・海

外展開支援 

販路開拓・海外展

開による 中小企

業・小規模事業者

の成長・発展を支

援するため、中小

企業・小規模事業

者の国内外での販

路開拓を支援する

Ｗｅｂマッチング

サイトを運営し、

優れた製品、技術、

サービス等情報の

検索、自社情報の

大手・中堅企業、中

小企業・小規模事

業者、海外企業へ

の発信、登録企業

間での新規取引や

提携等に関する情

報交換等のＷｅｂ

マッチング支援を

行う。また、販路開

拓の実現性を一層

高めるため、Ｗｅ

ｂマッチングサイ

トと連動した展示

会・商談会等を行

う。なお、展示会・

商談会等において

は、ＡＩ・ＩＴ、医

療・介護分野など

の国内の成長分野

に注力するなど中

小企業・小規模事

これら要因に

変化があった

場合には評価

において適切

に考慮する。 

 

 （１）販路開拓・

海外展開支援 

・優れた製品、技

術、サービス等を

有する国内中小

企業・小規模事業

者と国内外企業

を繋ぐＷｅｂマ

ッチングサイト

「Ｊ－Ｇｏｏｄ

Ｔｅｃｈ（ジェグ

テック）」を運営

し、国内外企業と

のＷｅｂを活用

したビジネスマ

ッチングを推進

する。運営に当た

っては、機構の各

種事業や支援機

関による商談会

等との相乗効果

を図るとともに

各種Ｗｅｂコン

テンツの充実や

登録企業による

情報発信の促進、

ＳＮＳを活用し

た情報発信の強

化等によりサイ

トの活用を促進

する。 

 （１）販路開拓・海外展開支援 

○Ｗｅｂマッチングサイト「Ｊ－ＧｏｏｄＴ

ｅｃｈ（ジェグテック）」 

・３年度は中小企業・小規模事業者１，７５

９社（在籍２１，７３９社）、国内大手企業

１１４社（在籍７１０社）、海外企業１５８

社（在籍７，８１８社）を新規登録し、Ｗ

ｅｂマッチング件数９，９６１件を実現。 

・海外展開支援として、中小企業・小規模事

業者が海外企業から注目されるよう自社ペ

ージの充実及び英語ページ作成支援、海外

企業とのマッチングサポートを実施（支援

数１，７１７社） 

・Ｗｅｂマッチング件数の増加を図る為、経

済産業局と連携し航空宇宙ビジネスマッチ

ングを行い、２３４件のマッチングを実現

したほか、（国研）新エネルギー・産業技術

総合開発機構と連携し支援先である優良企

業８１社を新たにジェグテックに登録し

た。利用者へのアンケート等を通して、マ

ッチング成果を把握し、成功事例を作成す

ることで更なる活用の促進と新たな支援先

企業の開拓を図った。サイトとしては、イ

ベントカレンダー機能の活用を促進するこ

とで、支援機関に対してイベント情報周知

の機会を提供し、支援機関の活用活性化を

図った。 

 

  

 ・また、海外展開

の実現性をより

一層高めるため、

Ｗｅｂマッチン

グサイトと連動

 ○海外企業との商談会等を積極的に開催 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り、海外企業の招聘を実施せず、日本の中

小企業・小規模事業者の現地進出や製造委

託、販路拡大等でパートナーとなりえる海
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報・研修館との連

携、中小企業・小規

模事業者における

高度外国人材活用

時の独立行政法人

日本貿易振興機構

（以下「日本貿易

振興機構」とい

う。）や専門機関へ

のつなぎ、地域の

中小企業支援機関

等との連携・協働

など、他機関とも

連携して海外展開

を積極的に支援す

る。日本貿易振興

機構とは、定期的

に連絡調整を行っ

て連携の強化を図

り、一層効果的な

海外展開支援につ

なげていく。また、

必要に応じて海外

に展開できるポテ

ンシャルがある中

小企業・小規模事

業者を日本貿易振

興機構へ紹介する

とともに、経営相

談などの支援が必

要な中小企業・小

規模事業者を日本

貿易振興機構から

紹介を受けるな

ど、両機構の機能

を踏まえた連携を

強化する。 

 

業者の販路開拓に

向け工夫を図る。 

また、中小企業・小

規模事業者のｅコ

マース活用等によ

る国内外の販路開

拓を促進 するた

め、情報提供、相

談・助言、民間のＩ

Ｔサービス提供事

業者等とのマッチ

ング及びＷｅｂサ

イトを活用した商

品の一括プロモー

ション等を行う。 

加えて、中小企業・

小規模事業者がそ

のリスクに対応し

つつ、競争力のあ

る製品、技術、サー

ビス等を活かした

海外展開を行うこ

とに対し、海外展

開に関する相談・

助言、研修、さらに

中小企業・小規模

事業者の海外現地

での企業情報の展

開やマッチングな

どを通じた海外グ

ループ調査の実施

等により積極的に

支援する。 

支援の実施に当た

っては、機構の海

外展開支援機能を

強化する ととも

に、知財を活用し

た海外展開支援に

おける独立行政法

人工業所 有権情

報・研修館との連

して、日本の中小

企業・小規模事業

者の３００社以

上を対象にパー

トナーとなる海

外企業との事業

連携を促進する

ための商談会等

を開催する。具体

的には、海外政府

機関等の協力に

よる海外企業選

定、Ｗｅｂマッチ

ングサイトを活

用した商談の事

前コーディネー

ト、商談会におけ

る通訳等サポー

ト及び商談後の

フォローアップ

を実施し、商談継

続中を含めた成

約率を１８％以

上とする。 

外企業とのオンライン商談会を実施。また、

商談会開催に併せ、海外展開等を目指す日

本の中小企業・小規模事業者に対し、業種

別の各国の最新市場や商談会に参加する海

外企業の商談会参加目的や商談ニーズを発

信するビジネスセミナーを開催。より多く

のマッチング機会を提供するよう、また、

より地域の中小企業者のニーズに応えたも

のとなるよう、地域本部、金融機関などと

の連携を強化して実施。 

日本企業の商談会等参加者数 ３２４社 

商談件数 ６１８件 

商談成約率 ３８．９％ 

 

＜開催一覧＞ 

開

催

月 

商談会等 

海

外 

企

業

数 

日本 

企業

数 

商談 

件数 

７

月 

ベトナムＣＥ

Ｏ商談会（オ

ンライン） 

２

４

社 

１２

社 

２８

件 

８

月 

タイＣＥＯ商

談会（オンラ

イン） 

２

３

社 

５１

社 

９４

件 

９

月 

ベトナムＣＥ

Ｏ商談会（オ

ンライン） 

１

６

社 

３１

社 

４３

件 

９

月 

インドネシア

ＣＥＯ商談会

（オンライ

ン） 

１

９

社 

５７

社 

８８

件 

１

１

月 

医療機器ＣＥ

Ｏ商談会（オ

ンライン） 

３

５

社 

５４

社 

１３

４件 

１

２

月 

ＣＥＯ商談会

ｉｎ新価値創

造展（オンラ

イン） 

３

４

社 

５３

社 

８７

件 
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携、中小企業・小規

模事業者における

高度外国人材活用

時の独立行政法人

日本貿易振興機構

（以下「日本貿易

振興機構 」とい

う。）や専門機関へ

のつなぎ、地域の

中小企業支援機関

等との連携・協働

など、他機関とも

連携して海外展開

を積極的に支援す

る。日本貿易振興

機構とは、定期的

に連絡調整を行っ

て連携の強化を図

り、一層効果的な

海外展開支援につ

なげていく。また、

必要に応じて海外

に展開できるポテ

ンシャルがある中

小企業・小規模事

業者を日本貿易振

興機構へ紹介する

とともに、経営相

談などの支援が必

要な中小企業・小

規模事業者を日本

貿易振興機構から

紹介を受 けるな

ど、両機構の機能

を踏まえた連携を

強化する。 

 

１

月 

先端産業ＣＥ

Ｏ商談会（オ

ンライン） 

３

１

社 

５０

社 

７２

社 

２

月 

フードテック

ＣＥＯ商談会

（オンライ

ン） 

２

２

社 

４７

社 

７２

件 

合

計 
 

２

０

４

社 

３５

５社 

６１

８件 

※本表の「日本企業数」は延べ企業数 

 

［開催事例］ 

〇ベトナムＣＥＯ商談会（オンライン）（７月） 

・ベトナム企業（自動車、機械及び電子部品

等）とのオンライン商談会を開催。 

・ハイフォン市科学技術省と連携し、日本企

業とのオンライン商談を実施。日本企業１

２社が参加し、２８件の商談を実施。 

 

〇タイＣＥＯ商談会（オンライン）（８月） 

・タイ企業（自動車や機械、電子部品等）と

のオンライン商談会を開催。 

・タイ工業省及び信金中央金庫と連携し、日

本企業とのオンライン商談を実施。日本企

業５１社が参加し、９４件の商談を実施。 

・信金中央金庫によるジェグテックの登録促

進等も実施。 

 

〇ベトナムＣＥＯ商談会（オンライン）（９月） 

・ベトナム企業（自動車、機械及び電子部品

等）とのオンライン商談会を開催。 

・ベトナム商工会議所と連携し、日本企業と

のオンライン商談を実施。日本企業３１社

が参加し、４３件の商談を実施。 

 

〇インドネシアＣＥＯ商談会（オンライン）

（９月） 

・インドネシア企業（自動車、ソフトウェア

及び食品等）とのオンライン商談会を開催。 

・インドネシア・日本ビジネス・ネットワー
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クと連携し、日本企業とのオンライン商談

を実施。日本企業５７社が参加し、８８件

の商談を実施。 

・信金中央金庫によるジェグテックの登録促

進等も実施。 

 

○医療機器ＣＥＯ商談会（オンライン）（１１

月） 

・インドネシア、ベトナム、タイ、マレーシ

ア及びシンガポール（以下「海外５か国」

という。）の海外企業とオンライン商談会を

実施。日本企業５４社、海外５カ国３５社

が参加し、１３４件の商談を実施。 

 

〇ＣＥＯ商談会ｉｎ新価値創造展（オンライ

ン）（１２月） 

・タイ、ベトナム、マレーシア、インドネシ

ア、シンガポール、台湾及びアメリカ（以

下「海外７か国」という。）の海外企業を中

心にオンライン商談会を実施。日本企業５

３社、海外５カ国３４社が参加し、８７件

の商談を実施。 

 

〇先端産業ＣＥＯ商談会（オンライン）（１月） 

・タイ、インドネシア、ベトナム、シンガポ

ール、フィリピン、マレーシア及びアメリ

カ（以下「海外７か国」という。）の海外企

業を中心にオンライン商談会を実施。日本

企業５０社、海外７か国３１社が参加し、

７２件の商談を実施。 

 

〇フードテックＣＥＯ商談会（オンライン）

（２月） 

・タイ、インドネシア、ベトナム、台湾、イ

ンド及びアメリカ（以下「海外６か国」と

いう。）の海外企業を中心にオンライン商談

会を実施。日本企業４７社、海外６か国２

２社が参加し、７２件の商談を実施。 

   ・中小企業・小規

模事業者の販路

開拓や生産性向

上、海外展開につ

 ○マッチングイベントの実施 

・事業化や販路拡大等を目指す中小企業・小

規模事業者に対して、販売先・業務提携先

等の開拓を支援するマッチングの場とし
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ながる支援をす

るため、展示会・

商談会の開催な

どを行う。具体的

にはＡＩ・ＩＴ、

医療・介護分野な

どの国内の成長

分野等における

中小企業・小規模

事業者が開発し

た優れた製品、技

術、サービス等を

展示し、販売先・

業務提携先など

とのマッチング

を促進する「中小

企業総合展」等を

実施する。また、

Ｗｅｂでのバー

チャル展示を実

施し、マッチング

の促進を図る。 

 

て、中小企業総合展等を開催。 

 

○マッチングの成果 

・新価値創造展２０２１及び新価値創造展２

０２１オンライン実施後、概ね２ヶ月時点

に具体的な成約に至った割合（３年度開催） 

 成約企業率１２．０％ 

リアル展示会：成約企業率 ２０．３％ 

（回答２５１社のうち５１社成約） 

 オンライン展示会：成約企業率 ５．４％ 

（回答３１５社のうち１７社成約） 

 成約件数１，９６４件  

 リアル展示会：９２３件 

オンライン展示会：１，０４１件 

  

○開催概要及び効果的な事業実施のための取    

 組 

○新価値創造展２０２１オンライン 

・会期：３年１２月１日～２４日 

・会場：オンライン展示会 

（会期中ログイン可能なウェブサイト） 

・出展者数：３８１社・機関  

・来場者数：１９，５６８人 

・公式ウェブサイト上（要来場者登録・参加

費無料）で行われた。詳細な出展者検索シ

ステム、Ｚｏｏｍやオンラインコンシェル

ジュをはじめとした商談・マッチング機能

やリアル展示会で行われた最先端事業コン

テンツやステージのアーカイブ公開などを

実施。 

 

○新価値創造展２０２１ 

・会期：３年１２月８日～１０日 

・会場：東京ビッグサイト東展示場５、６ホ

ール 

・出展者数：３１３社・機関  

・来場者数：８，１６７人 

・「産業・技術」、「環境・社会」、「健康・福祉」

の３分野２５カテゴリーの企業や支援機関

等の３０４社・機関の出展ほか、メインテ

ーマである「ＳＤＧｓ」、「生産性向上」に

関する最先端後援ステージや特別展示９
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社、専門家コンシェルジュ相談など、各種

サービス・展示を行った。 

（３分野・２５カテゴリー） 

【産業・技術】 

生産技術、新素材、ＩｏＴ、ロボットに関

する１１カテゴリー 

【健康、福祉】 

健康、医療、予防、介護に関する６カテゴ

リー 

【環境、社会】 

環境、防災、社会・地域課題に関する８カ

テゴリー 

・会場内での来場者からの問合せに対し、専

門家による出展者紹介などのコンシェルジ

ュ相談の実施のほか、同日程で開催された

「中小企業 新ものづくり・新サービス展」

（東７ホール）、「中小企業テクノロジー展）

（東８ホール）２展との相互入場を可能と

した。 

 

○中小企業総合展 ｉｎ Ｇｉｆｔ Ｓｈｏ

ｗ ２０２２ 

・会期：４年２月８日～１０日 

・会場：東京ビッグサイト 東展示場５ホー  

 ル 

（「第９３回東京インターナショナル・ギフ

ト・ショー春２０２２」会場内 主催：株

式会社ビジネスガイド社） 

・出展者数：９０社（総合展ゾーン、うち２

５社は新型コロナウイルス感染症防止の事

由により出展辞退のためパネル等展示の

み） 

・雑貨・クラフト等ギフトに関する地域性豊

かな優れた製品等を保有する中小企業・小

規模事業者が出展対象。 

・民間専門展示会ウェブサイト等とは別に、

中小企業総合展特設ウェブサイトとガイド

ブックを制作し、出展者と出展商材の検索・

紹介ページで総合展ゾーンとしてバイヤー

誘致を実施。 

・新型コロナウイルス感染症に対する感染防

止対策として、出展者・関連事業者等の名
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簿管理や飛沫防止・手指消毒等を徹底して

会場対応を実施。 

・展示会事前支援として、展示会でのバイヤ

ー対応や展示方法、業界最新情報等の事前

収録動画によるセミナー、展示会実施にあ

たってのＶＭＤ相談のほか、機構他事業で

制作する展示会関連動画を特設ウェブサイ

トの出展者専用ページで提供。 

・会場ではバイヤー注目を得るための出展商

材集合展示や、通訳支援、海外展開支援課

との連携による総合展ゾーン内での海外展

開相談、招聘バイヤーによる巡回商談、経

営支援部との連携による展示会前後の虎ノ

門オンラインアドバイスを実施したほか、

展示会会場において商品力チェックアドバ

イスも併せて実施し、総合展出展者のマッ

チングを支援。 

 

○中小企業総合展 ｉｎ ＦＯＯＤＥＸ ２

０２２  

・会期：４年３月８日～１１日 

・会場：幕張メッセ ６ホール 

（「ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ ２０２２」会

場内 主催：一般社団法人日本能率協会） 

・出展者数：５９社（総合展ゾーン、うち５

社は新型コロナウイルス感染症防止の事由

により出展辞退のためパネル展示のみ） 

・食品・飲料に関する地域性豊かな優れた製

品等を保有する中小企業が出展対象。 

・民間専門展示会ウェブサイト等とは別に、

中小企業総合展特設ウェブサイトとガイド

ブックを制作し、出展者と出展商材の検索・

紹介ページで総合展ゾーンとしてバイヤー

誘致を実施。 

・新型コロナウイルス感染症に対する感染防

止対策として、出展者・関連事業者等の名

簿管理や飛沫防止・手指消毒等を徹底して

会場対応を実施。 

・展示会事前支援として、展示会でのバイヤ

ー対応や展示方法、業界最新情報等の事前

収録動画によるセミナー、展示会出展にあ

たってのＶＭＤ相談のほか、機構他事業で
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制作する展示会関連動画を特設ウェブサイ

トの出展者専用ページで提供。 

・会場ではバイヤーの注目を得るため出展者

商材組合せによる創作レシピをフードコー

ディネータが実演提供するキッチンスタジ

オ、出展者による商材プレゼンと試食提供、

通訳支援、海外展開支援課との連携による

海外展開相談、招聘バイヤーによる巡回商

談、機構経営支援部との連携による展示会

前後の虎ノ門オンラインアドバイスを実施

したほか、展示会会場において商品力チェ

ックアドバイスも併せて実施し、総合展出

展者のマッチングを支援 

 

 

   ・ＩＴやｅコマ

ースを活用した

中小企業・小規模

事業者の経営力

の充実を図り、生

産性向上や国内

外の販路開拓の

拡大を目指すた

め、関係団体、民

間団体等と連携

を図り、中小企

業・小規模事業者

向けの相談・助

言、セミナー、Ｉ

Ｔサービス提供

事業者等とのマ

ッチングイベン

ト等を実施する。

（再掲）。 

 

 ○ＩＴ・ＥＣ活用支援事業 

○セミナー・ワークショップ          

・中小企業・小規模事業者がモール出店や自

社ＥＣサイトを構築するために必要な基礎

知識や、実践のためのノウハウを習得する

ことを目的としたセミナーおよびワークシ

ョップを開催。 

【セミナー】 

開催回数：４０回 

参加者数：２，３６１人 

【ワークショップ】 

開催回数：４回 

参加者数：３９人 

 

○マッチングイベント 

【オンライン】 

・民間ＥＣ支援事業者等（モール、カートＡ

ＳＰ（自社サイト）、物流、決済、Ｗｅｂマ

ーケティング、翻訳等）と中小企業・小規

模事業者のマッチングイベントを開催。 

「ＥＣ Ｃａｍｐオンライン２０２１」 

来場登録者数・・・６７８人 

来場者数・・・３８１人 

商談件数・・・２３６件 

【東京】 

・上記と同様のマッチングイベントをリアル

会場（新宿）にて開催。 

  

75



 

 「ＥＣ Ｃａｍｐ ｉｎ 東京２０２１」 

来場登録者数・・・４８７人 

来場者数・・・２２２人 

商談件数・・・２５４件 

 

○ＥＣ活用支援パートナー制度 

・中小企業・小規模事業者のＥＣ、ＩＴの導

入等を推進するには、支援する事業者の協

力が不可欠であることから、支援事業者を

ＥＣ活用支援パートナー制度として登録す

る。ＥＣ活用支援パートナー制度の３年度

末累計登録者数１２９社  

 

○ＥＣ活用支援アドバイス 

・今期より原則週５日実施、オンライン面談

またはメールによる相談を実施。 

アドバイス件数   ３２４件 

［内訳］国内ＥＣ相談 １９４件 

越境ＥＣ相談 １３０件 

 

○オンライン講座 

・中小企業・小規模事業者のデジタル化やＥ

Ｃを活用した販路開拓を推進するための最

初のステップとして、幅広い層が使用して

いる動画配信インフラ「ＹｏｕＴｕｂｅ」

や、機構が運営しているｅｂｉｚを活用し、

中小企業・小規模事業者が時間的制約なく、

ＩＴの活用、実践的なＥＣノウハウや越境

ＥＣについて学習できるオンライン講座を

実施。 

講座配信数： １３４講座（累計） 

視聴回数： １，３２１，９６２回 

 

○モール活用型ＥＣマーケティング等支援事

業（中小企業デジタル化応援隊事業）の実

施 

・ＥＣを活用した販路開拓を促進するため、

ｅｂｉｚ上にオンライン講座・ＥＣ活用支

援事例等を展開し、またＥＣに関する知見

を深めるためのテーマにてセミナーを実

施。更には、国内・越境モールへの出店に

よるテストマーケティングを支援し、中小
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企業・小規模事業者のＥＣ活用の自立化を

支援。 

国内モールの出品企業数：４４６社 

越境モールの出品企業数：２１５社 

 

   ・競争力のある

製品、技術、サー

ビス等を活かし

た海外展開を目

指す中小企業・小

規模事業者を支

援するため、伴走

型の海外展開ハ

ンズオン支援、相

談・助言、セミナ

ーの開催、情報提

供等を行い、海外

進出や国際取引

等を行う上での

経営上の課題解

決に努める。海外

展開ハンズオン

支援等の実施に

際しては、成功事

例の創出を意識

し、支援機関と連

携した支援を充

実させ、特に、独

立行政法人日本

貿易振興機構、独

立行政法人国際

協力機構、地域の

中小企業支援機

関、民間団体等と

の連携・協働した

支援に取り組む。 

 

 ○専門家による助言 

・海外投資や国際取引等の海外ビジネスに悩

みを持つ中小企業・小規模事業者に対して

豊富な実務経験等を有する海外ビジネスの

専門家が経営支援の観点からアドバイスを

実施。   

アドバイス件数  ５，７９５件 

アドバイス企業数 ３，２３４社 

役立ち度  ９９．０％ 

 

○海外展開ハンズオン（長期支援） 

・海外展開を検討する中小企業・小規模事業

者に対して、そのプランを具現化するため

に支援計画を作成し、海外事業計画策定か

ら海外現地での商談・調査等についてアド

バイスを実施。 

実施企業数：７８社 

 うち現地同行支援社数：０社 

 

○都道府県等中小企業支援センター、金融機

関、等との連携 

・国際取引や海外展開における留意点等につ

いて、都道府県等中小企業支援センター、

金融機関等との共催または機構主催で海外

展開セミナーを開催し、海外展開を目指す

中小企業等に対して情報提供を実施。 

セミナー回数    ５４回 

参加人数   １．２１６人 

役立ち度      ９２％ 

 

  

   ・中小企業・小規

模事業者の海外

展開への取組を

促進するため、海

外展開の検討開

 ○中小企業・小規模事業者の海外展開への取

組を促進するため、海外ビジネスの専門家

によるアドバイス、商談会など各種支援ツ

ールを提供し、５，７２５社の海外展開支

援を実施。 

  

77



 

始段階の企業か

ら、計画策定、現

地パートナー獲

得等、各ステージ

に応じた各種支

援ツールの積極

的活用を図り、海

外展開支援先数

を４，０００社以

上とする。 

 

 

   ・中小企業の海

外展開等に係る

円滑な事業環境

作りに向け、日本

との間で中小企

業政策への国際

協力に関するニ

ーズが高まって

いる海外の中小

企業支援機関や

国際協力機関等

に対して、機構の

支援ノウハウの

提供や中小企業

支援の仕組み作

りへの協力など

の連携・交流を進

める。 

 

 ○中小企業の海外展開等に係る事業環境の整

備 

・前年度に続き、海外政府や政府支援機関等

との往来ができない中、国内における海外

機関へのアクセスニーズに対応する為、新

たに、海外７ヵ国の在日大使館の商務・中

小企業担当部局と面談を行い、海外ネット

ワークの更なる拡充を図った。 

・また、国際交流センターがネットワークを

有している在日大使館・貿易投資誘致機関

等向けに、新たに「ＳＭＲＪ Ｎｅｗｓ（英

文メールマガジン）」を創刊。機構及びその

活動についてＰＲを行うとともに、定期配

信により関係維持と交流に向けた体制整備

を実施。 

・韓国中小ベンチャー企業振興公団（ＫＯＳ

ＭＥ）と両国の中小企業支援施策に関する

勉強会を開催したほか、台湾高雄市と創業・

ベンチャー支援部の創業に係る勉強会を実

施。また、台湾貿易センター（ＴＡＩＴＲ

Ａ）とは販路支援部と連携した勉強会の開

催後、ビジネスマッチングに発展。 

・（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ）からの要請

に基づく途上国の政策担当者等の招聘研修

については、今年度もすべてオンラインで

の実施となり、昨年度と同様の１５コース

に協力した。講義は動画の活用により効率

化を図る一方、研修生からの質問には文書

での回答やオンラインでのセッションに柔

軟に対応した結果、研修生及び実施機関か

ら高い評価を得た。 
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・さらに、（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ）か

らの「ベトナム中小企業支援人材育成プロ

ジェクト」への協力要請に基づき、人材支

援部の協力を受け、中小企業大学校の研修

カリキュラムを基にパイロット研修の実施

に協力。研修終了後のアンケート結果では、

受講者から高い評価を得た（研修の役立ち

度１００％、理解度１００％）。 

・中小企業庁から参加要請のあったＡＰＥＣ

中小企業作業部会及び、経済産業省とロシ

ア連邦経済発展省との間で締結されている

中小企業に関する協力覚書に基づいて開催

された中小企業協力日露会合（どちらもオ

ンライン開催）では、支援事例を紹介し機

構事業をＰＲした。また、日本台湾交流協

会と台湾日本関係協会との間で締結されて

いる中小企業協力に関する覚書に基づき日

台の中小企業支援実務者が参加する日台中

小企業協力会合では、日本側の事務局とし

てオンライン会議を開催するとともに、機

構の活動内容の紹介を実施。 

 

   ・令和２年度補

正予算（第１号）

により追加的に

措置された交付

金については、

「新型コロナウ

イルス感染症緊

急経済対策」（令

和２年４月７日

閣議決定）に基づ

いて措置された

ことを認識し、中

小企業デジタル

化応援隊事業に

活用する。（再掲） 

 

 ○モール活用型ＥＣマーケティング等支援事

業（中小企業デジタル化応援隊事業）の実

施 

・ＥＣを活用した販路開拓を促進するため、

ｅｂｉｚ上にオンライン講座・ＥＣ活用支

援事例等を展開し、またＥＣに関する知見

を深めるためのテーマにてセミナーを実

施。更には、国内・越境モールへの出店に

よるテストマーケティングを支援し、中小

企業・小規模事業者のＥＣ活用の自立化を

支援。 

国内モールの出品企業数：４４６社 

越境モールの出品企業数：２１５社 

（再掲） 
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 （２）新事業展開

による新たな市場

開拓等への支援 

地域中核・成長企

業等が行う新事業

展開を支援する。

特に、地域から全

国展開、更には海

外展開を目指すも

のや地域経済への

波及効果が高いと

考えられるものな

どに注力する。支

援の実施に当たっ

ては、民間企業の

リソースを活用

し、事業計画の策

定等から販路開拓

まで一貫した支援

を行うとともに、

機構の支援ツール

を組み合わせた総

合的な支援を行

う。 

（２）新事業展開

による新たな市場

開拓等への支援 

地域中核・成長企

業等が行う新事業

展開を支援する。

特に、地域から全

国展開、更には海

外展開を目指すも

のや地域経済への

波及効果が高いと

考えられるもの、

ＡＩ・ＩＴ、医療・

介護分野などの国

内の成長分野に関

連するものなどに

注力する。支援の

実施に当 たって

は、民間企業のリ

ソースを活用し、

事業計画の策定か

ら販路開拓まで一

貫した支援を行う

とともに、機構の

支援ツールを組み

合わせた総合的な

支援を行う。 

（２）新事業展開

による新たな市

場開拓等への支

援 

・地域中核・成長

企業等が行う新

事業展開を支援

する。特に、地域

から全国展開、更

には海外展開を

目指す新商品・新

サービスの開発

や既存商品の改

良、着地型観光・

インバウンドな

ど地域経済への

波及効果が高い

と考えられるも

の、ＡＩ・ＩＴ、

医療・介護分野な

どの国内の成長

分野に資するも

のなどに注力す

る。 

支援の実施に当

たっては、多岐に

わたる分野の専

門家等の知見を

活用したハンズ

オン支援等によ

り事業計画の策

定や事業化に向

けた支援を実施

する。また販路開

拓においても、支

援先企業に適し

た流通チャネル

を持つ民間企業

との連携拡充を

図り、機構の支援

ツールを組み合

わせた総合的な

 （２）新事業展開による新たな市場開拓等へ

の支援 

 

 

○地域中小企業・成長企業等が行う新事業展

開への支援 

○多岐にわたる分野の専門家等の知見を活用 

・新事業展開を行う支援先企業の事業遂行上

の課題を解決するため、商品企画・マーケ

ティング、販売・営業管理、情報システム・

ＩＴ、知的所有権などの知見を有したアド

バイザーを派遣。 

派遣社数・回数：７１社・２５１回 

 

○機構の支援ツールを組合せた総合的支援 

・新事業展開を行う支援先企業に対して、ハ

ンズオン支援との連携支援を行い、企業の

成長促進を図るための総合支援を実施。 

ハンズオン支援活用企業数：８４社 

（専門家継続派遣事業：２５社、販路開拓コ

ーディネート事業：８社、経営実務支援事

業：１３社、戦略的ＣＩО育成支援事業：

５社、ＩＴ経営簡易診断：２８社、生産工

程スマート化診断５社） 

・コロナ禍での影響が特に大きい観光事業者

への支援として、既存のリソースや支援ツ

ールの組み合わせや、リアルとオンライン

を活かした支援を実施。変化する旅行・観

光への意識やニーズを確実に捉え、ウィズ

コロナ・ポストコロナを見据えて既存事業

を再構築するとともに、中長期的視野に立

った新たな戦略を、ウェビナー、オンライ

ン相談、商談アドバイス、アドバイザー派

遣により構築していく支援を実施。 

 

（支援実績） 

・市内観光の活性化を目指す地方公共団体に

対し、パートナー企業を講師とした勉強会

や、虎ノ門オンラインアドバイスを実施。

既存観光地を１つのテーマでくくるなど、

ストーリーの重要性や的を絞ったルートづ

くりについてアドバイスし、新たな観光ル
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支援を行う。 ートの作成を支援。作成したルートでの商

談会出展や関係者ツアー、モニターツアー

実施まで一貫した支援を実施。また、地元

テレビ局を巻き込み、支援の様子が３回に

わたり放送されるなど、ＰＲを図った。 

 

○販路開拓における民間企業との連携拡充 

・大手百貨店、高級スーパー、大手食品卸等

の民間企業を「地域活性化パートナー」と

して登録し、新商品・新サービスの首都圏

等における販路開拓の機会（商談会・展示

会の開催等）を提供。商談会時には、商品

の合否だけでなく商品改良のアドバイスも

行う商品評価・ブラッシュアップを併せて

実施。 

・コロナ禍等、変化する支援ニーズに対応す

るため、ＩＴサービス業や通販、クラウド

ファンディング等、パートナー分野を拡充・

強化するとともに、オンラインを活用した

企画を実施。 

地域活性化パートナー企業登録数１４１社

（３年度新規登録２０社） 

地域活性化パートナー活用による支援企画

数：４６件、支援企業数：２，７２２社 

 

（企画事例） 

「Ｄ２Ｃスタート講座」および「Ｄ２Ｃブラ

ンディングアドバイス」 

・顧客との長期的な接点の創出を通じ、「Ｄ２

Ｃブランドと顧客とが直接つながる事業」

の構築を目指すオンライン講座。Ｄ２Ｃの

事業構想、構築の上で重要なポイントを各

回のテーマとし、計９回のカリキュラムを

実施。 

・受講企業のアウトプットを促進するため、

事業計画の作成を目的とした専用フォーマ

ットを用意。講座内容をもとに専用フォー

マットを用いて事業計画の作成する受講企

業に対して、事業計画の作成をサポートす

るため、講座と並行して、オンラインの「Ｄ

２Ｃブランディングアドバイス」を実施。 

Ｄ２Ｃスタート講座受講企業数８１９社 
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Ｄ２Ｃブランディングアドバイスによる支

援企業数２０社 

 

「虎ノ門オンラインアドバイス」 

・地域活性化パートナーの知見・ノウハウの

有効活用やコロナ対応の取組として、パー

トナーと機構による商品開発や販路開拓に

関する課題解決に向けたワンポイントアド

バイスをオンラインにて実施する「虎ノ門

オンラインアドバイス」を本格展開。また、

他の販路マッチング企画と組み合わせて実

施することによる効果的な支援を実施。 

支援企業数１５５社 

 

（企画事例） 

「ヒットをねらえ！地域のおすすめセレクシ

ョン２０２２」 

・コロナ禍を受け、出展者は会場不在、商品

のみ展示し、来場者とオンライン接続にて

商品説明・商談を行う「リアルとオンライ

ンのハイブリッド型」で実施。出展カテゴ

リーは、観光・雑貨・食品の３分野とした。

出展者に対して、オンライン展示に向けた

動画作成支援、オンライン商談ノウハウ支

援のための事前ウェビナー及び来場バイヤ

ーのコメント、業界の動向等を出展者にフ

ィードバックするフォローアップウェビナ

ーを実施。 

当該企画における新規取組事項は、下記の

２点。 

・展示コーナーでのオンライン接客を試行。

来場者への情報提供の強化、商談への誘致

促進を狙い、出展者と接続したタブレット

を展示台に設置し、リアルタイムで商品説

明等を実施（６社が参加） 

・ＳＤＧｓ・ソーシャルグッドを商品選定テ

ーマの一つとして設定。出展者へのＳＤＧ

ｓの意識づけや来場者への地域資源を活用

した商品の新たな価値、魅力を提案  

 出展企業数：１１４社 

 オンライン商談数：２５２件 

 取引希望・商談希望・サンプル希望：２８
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１件 

 

（支援事例） 

・カフェレストランを運営する企業に対し、

店頭とＥＣサイトのみで販売していた「山

椒辣油」の商品ブラッシュアップと販路開

拓を支援。「虎ノ門オンラインアドバイス」

では、販売戦略見直し（ＢｔｏＣからＢｔ

ｏＢへ新規販路開拓に向けた価格・容量の

変更等）やパッケージ改良、展示手法等、

具体的な買い手を見据えた実践的なアドバ

イスを実施。続いて、アドバイスによりブ

ラッシュアップされた商品での「ヒットを

ねらえ！地域のおすすめセレクション２０

２２」出展を支援。来場バイヤーの関心を

集め、食品卸との取引が成約。ＢｔｏＣか

らＢｔｏＢへ新規販路実現に寄与。 

 

 （３）起業・創業・

成長支援 

日本の開業率の向

上や日本経済を牽

引するイノベーシ

ョンの担い手であ

るベンチャー企業

の創出に向けた貢

献を図るため、機

構は、中小企業・小

規模事業者、地域

中核企業等へのリ

スクマネー供給を

円滑化するための

新たな成長発展を

目標とする中小企

業・小規模事業者、

地域中核企業等に

投資を行うファン

ドの組成、機構が

保有するインキュ

ベーション施設の

入居企業に対する

成長分野への参入

（３）起業・創業・

成長支援 

日本の開業率の向

上や日本経済を牽

引するイノベーシ

ョンの担い手であ

るベンチャー企業

の創出に向けた貢

献を図るため、機

構は、具体的に以

下の取組を実施す

る。 

①中小企業・小規

模事業者・地域中

核企業等の成長段

階に応じたリスク

マネー供給の円滑

化等（起業支援フ

ァンド、中小企業

成長支援ファンド

の組成促進等） 

 

成長初期段階のベ

ンチャー企業や成

（３）起業・創業・

成長支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①中小企業・小規

模事業者・地域中

核企業等の成長

段階に応じたリ

スクマネー供給

の円滑化等（起業

支援ファンド、中

小企業成長支援

ファンドの組成

促進等） 

・中小企業・小規

模事業者、地域中

 （３）起業・創業・成長支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①中小企業・小規模事業者・地域中核企業等

の成長段階に応じたリスクマネー供給の円

滑化等（起業支援ファンド、中小企業成長

支援ファンドの組成促進等） 

 

 

 

 

 

 

○ベンチャー・中小企業の成長を支援するフ

ァンドの組成促進 
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及び新事業創出に

向けた事業化の促

進、地域中核企業

等の創出のための

ベンチャー企業等

に対する支援ネッ

トワークの構築と

機構の多様な支援

ツール等を活用し

た資金調達及び事

業提携等の実現に

向けた支援を行

う。また、創業者及

び地域の創業支援

機関等に対する支

援施策・成功事例

等に関する情報提

供、起業の準備者

へのＡＩ・ＩＴを

活用した情報提

供・助言等を行う。 

長分野の参入等の

新事業展開、海外

展開、健康・医療分

野の事業 展開な

ど、新たな成長発

展を目標とする中

小企業・小規模事

業者、地域中核企

業等に投資を行う

ファンド を組成

し、中小企業・小規

模事業者、地域中

核企業等へのリス

クマネー供給を円

滑化する。ファン

ドへの出資に当た

っては、ファンド

組成の政策的意義

とファンドの事業

採算性の確保に考

慮したファンド出

資を行う。また、組

成したファンドに

対しては、ガバナ

ンスを向上させる

ため、出資ファン

ドごとの投資活動

の実態把握等によ

る継続的なモニタ

リングを 徹底す

る。 

ファンドからの投

資後に投資先企業

のＩＰＯ 達成状

況、新規のファン

ド運営者への出資

状況、地域ごとの

企業への投資状況

及び投資先の具体

的成果の調査・分

析等を行う。 

また、産業競争力

核企業等へのリ

スクマネー供給

を円滑化するた

め、新規のファン

ドを運営しよう

とする者等に対

し、制度説明や活

用事例に関する

情報提供等を行

うことを通じて

出資先候補の発

掘に努めること

により、成長初期

段階のベンチャ

ー企業や成長分

野への参入等の

新事業展開、海外

展開、健康・医療

分野の事業展開

など、新たな成長

発展を目標とす

る中小企業・小規

模事業者、地域中

核企業等に投資

を行う政策的意

義の高いファン

ドを８ファンド

以上組成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大学・研究機関発ベンチャー企業やＤＸ・

ＳａａＳなどコロナ禍・ポストコロナ時代

の社会課題解決に資するベンチャー企業に

対して積極的に投資を行うファンドや、次

世代のベンチャーキャピタリスト育成を見

据えたファンドオブファンズ形態のファン

ドなど、政策的意義の高いファンドの組成

に注力し、新たに１０件・計１８７．６億

円の出資契約を締結。機構出資が呼び水と

なり、民間資金の出資を促進（ファンド総

額９３５．９億円を実現、約５．０倍の呼

び水効果）。 

 

○起業支援ファンド 

・ＩＴ分野、大学発等のシード・アーリース

テージを中心とするベンチャー企業を支援

するファンド（総額８３０．８億円）に対

して計１６７．６億円の出資契約を実施。 

 

（産学連携ファンドの組成） 

・東大をはじめとする国内外の大学や研究機

関等における最先端技術を利活用するベン

チャー企業に対して積極的に投資するファ

ンドや、東工大と協働で、産学連携による

研究シーズの発掘・学生向け起業家教育等

の取組みを推進するファンドなど、産学連

携に注力するファンド（総額３４４．０億

円）に対して計４５．０億円の出資契約を

実施。 

 

（ファンドオブファンズ形態のファンドの組

成） 

・次世代のベンチャーキャピタリストを育成

し、数多くのスタートアップを輩出するこ

とを目的としたファンドオブファンズ形態

の投資を行うファンドに対して２０．０億

円の出資契約を実施。 

 

○中小企業成長支援ファンド 

・アーリーステージからレイターステージま

で幅広く対象とし、新事業展開等により新

たな成長・発展を目指す地域の中小企業・
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強化法（平成２５

年法律第９８号）

に規定する新たな

規制の特例措置の

適用を受けて新事

業活動を行う者が

必要とする資金の

借入等、投資事業

計画の認定を受け

たベンチャーファ

ンドの借入、地域

再生法（平成１７

年法律第２４号）

に規定する地方活

力向上地域等特定

業務施設 整備計

画、中小企業等経

営強化法（平成１

１年法律 第１８

号）に規定する経

営力向上計画並び

に生産性向上特別

措置法（平成３０

年法律第２５号）

に規定する新技術

等実証計画及び革

新的データ産業活

用計画の認定を受

けた事業者の借入

等に対する債務保

証を行う。なお、金

融機関を中心に制

度の周知を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベンチャー企業を支援するファンドに対し

て２０．０億円の出資契約を実施。 

 

（社会課題解決に資する革新技術を有するベ

ンチャー企業に投資するファンドの組成） 

・社会課題解決に資する革新的技術を有する

ドローン・エアモビリティ分野に関連する

スタートアップに対して積極的に投資を行

うファンドに対して２０．０億円の出資契

約を実施。 

 

○出資実績累計 

○起業支援ファンド 

・出資ファンド数累計 １３４ファンド 

（うち清算結了済７８ファンド（組合員の

地位譲渡を含む）、清算手続中８ファンド） 

・ファンド総額累計  ４，８２０億円 

・機構出資契約額累計 １，３６６億円 

・３年度投資先企業数 ２８１社（累計３，

６６０社） 

・３年度投資金額（追加投資額も含む）４９

９億円（累計２，７１５億円） 

・３年度株式公開企業数 ８社（累計１９１

社） 

 

○中小企業成長支援ファンド（事業承継ファ

ンドを除く） 

・出資ファンド数累計 １２１ファンド 

（うち清算結了済３８ファンド（組合員の

地位譲渡を含む）、清算手続中３ファンド） 

・ファンド総額累計  ９，１９９億円 

・機構出資契約額累計 ２，５８３億円 

・３年度投資先企業数 １４６社（累計１，

９９７社） 

・３年度投資金額（追加投資額も含む）６５

１億円（累計６，７６１億円） 

・３年度株式公開企業数 ２１社（累計１２

３社） 

（※）うち４社（累計では３３社）は起業支

援ファンドとの重複投資先 

 

○起業支援ファンド、中小企業成長支援ファ
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・ファンドへの

出資に当たって

は、民間資金の呼

び水としての役

割に徹しつつリ

スク分散を考慮

し事業採算性の

確保を図るため、

ファンド運営者

の投資実績、投資

先企業に対する

経営支援実績等

を重視したうえ

で外部有識者等

の意見を踏まえ

た迅速かつ適切

な審査を行い、投

資対象企業の成

長ステージ・業

種、ファンド運営

者の投資手法・エ

グジット戦略、組

成時期などの面

で多様なファン

ドに出資を行う。 

 

・組成後のファ

ンドに対しては

ンド（事業承継ファンドを除く） 合計 

・出資ファンド数累計 ２５５ファンド 

（うち清算結了済１１６ファンド（組合員

の地位譲渡を含む）、清算手続中１１ファン

ド） 

・ファンド総額累計 １４，０１９億円 

・機構出資契約額累計 ３，９４９億円 

・３年度投資先企業数 ４２７社（累計５，

６５７社） 

・３年度投資金額（追加投資額も含む）１，

１５０億円（累計９，４７６億円） 

・３年度株式公開企業数 ２５社（累計２８

１社） 

 

○外部有識者等の意見を踏まえた迅速かつ適

切な出資審査 

・２９年度に審査プロセスの見直しを行い導

入した事前審査（書面審査）においては、

要件の確認に加え、外部専門家から意見を

聴取し、提案内容の妥当性等について審査

を実施するとともに、概ね１ヶ月で結果の

通知を実行。 

・事前審査通過者に対する本審査において

は、監査法人による現地調査を行うととも

に、外部有識者からなる出資先候補評価委

員会を開催（８回／事業承継ファンド・再

生ファンド含む）。出資提案を受けているフ

ァンド組成計画等について、出資決定の参

考とするための意見を聴取し、出資を決定。 

 

○外部有識者によるファンド事業評価・あり

方の検討 

・外部有識者からなるファンド出資事業評

価・検討委員会を開催（１回）。ファンド出

資事業の実績と取組について説明。事業評

価と課題について意見を聴取。 

 

 

 

 

■出資後のモニタリング・フォローアップの

強化（事業承継ファンドを除く） 
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投資委員会への

オブザーバー参

加やファンド運

営者との面談等

を通じて、投資決

定プロセスや利

益相反の確認、投

資先支援活動の

実態把握を行う

など、継続的なモ

ニタリング等を

徹底するととも

に、ファンド運営

者に対して機構

の支援ツールや

他の中小企業支

援機関等の有効

なツール等の情

報提供を行うこ

とで、投資先企業

の事業成果の向

上につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ファンド運営状況のモニタリング 

・既存ファンドの組合員集会への出席（１４

８回）のほか、投資委員会へのオブザーバ

ー参加や投資の事前検討会への参加（５０

４回）、その他キーマンとの随時面談等を通

じファンドごとのモニタリングシートを整

備、運営状況を適時・的確に把握。 

・ファンドからの投資報告により投資状況を

定期的に把握するとともに、ファンドの決

算資料により投資先企業の財務状況等を確

認し、企業の成長段階を把握。必要に応じ

て経営支援を行う部署等と機構の支援ツー

ルの活用についての情報交換を実施。 

 

○ファンドクローズに向けた具体的な取組み 

・モニタリングシート（ファンドクローズ管

理用）を活用し、終期の近いファンドにつ

いて、計画的なクローズが行われるよう、

半年毎のモニタリングを実施。 

・３年度中に起業支援ファンド１件、がんば

れ！中小企業ファンド１件、中小企業成長

支援ファンド１件、地域応援ファンド１件、

再生ファンド６件のファンドクローズ手続

きを完了。 

 

○ファンド運営者等に対する情報提供等 

・機構が実施するＪａｐａｎ Ｖｅｎｔｕｒ

ｅ ＡｗａｒｄｓやＦＡＳＴＡＲのピッチ

イベント、海外企業とのビジネス商談会等

の開催情報等について、ファンド運営者に

対してメールマガジンを配信（年間２７

回）。 

・地域本部等、機構の支援先企業や、日本政

策金融公庫及び商工組合中央金庫の取引先

のうち、ファンドからの資金調達ニーズを

有する企業の情報を提供。 

 

○投資先事例の収集・発信 

・出資ファンドの投資先企業３社に対しヒア

リング調査を行い、成功事例としてとりま

とめ、３年度中にホームページに公開し、

支援ノウハウを共有。 
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・ファンドから

の投資後に投資

 

○投資先企業に対する支援 

・モニタリングを通じて投資先企業の実態を

適切に把握。ファンド運営者との投資先企

業に係る情報共有と連携支援への取組を推

進。 

・ファンド投資先における３年度専門家継続

派遣事業の活用企業５社、販路開拓コーデ

ィネート事業の活用企業２社。 

・「中小企業総合展」（「新価値創造展２０２

１」）に出展したファンド投資先６社。 

・機構が運営するインキュベーション施設に

入居するファンド投資先は２９社。 

（いずれも清算結了済ファンドからの投 

資先を除く） 

 

（起業支援ファンドを活用した支援事例） 

・企業のＤＸ推進を支援するプラットフォー

ムとサービスを提供するベンチャー企業に

対して、機構出資ファンドがリードインベ

スターとして資金を提供。ファンド運営会

社は取締役を派遣し、顧客紹介、社内主要

ポスト人材の紹介、追加資金調達に向けた

ＶＣの紹介などにより同社をサポート。会

社設立から約３年後にＩＰＯを果たすまで

に事業を拡大。 

 

（中小企業成長支援ファンドを活用した支援

事例） 

・画像認識やバーコード、ＲＦＩＤ、センサ

ー等を駆使して人や情報、あらゆる物を認

識する「モノ認識」技術とスマートデバイ

ス等の「モバイル」を軸に事業展開する企

業に対して、機構出資ファンドがリードイ

ンベスターとして出資。ファンド運営者は、

新製品の販路拡大支援を通じて業容拡大に

貢献したほか、上場に向けた管理体制の構

築等を支援、３年９月に東証マザーズへの

上場を実現。 

 

○投資先企業の成長 

○株式公開企業数（ＩＰＯ数） 
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先企業のＩＰＯ

達成状況、新規の

ファンド運営者

への出資状況、地

域毎の企業への

投資状況などの

調査・分析等を行

う。また、成果目

標として、ＩＰＯ

を達成した投資

先企業の上場時

の時価総額（公開

価格ベース）が５

０億円以上とな

る割合が、新興市

場全体の同割合

を２割以上、上回

ることとする。た

だし、ＩＰＯの達

成状況や上場時

の時価総額につ

いては経済状況

に大きく影響を

受けるため、前年

度の実績も含め

た２ヵ年度の実

績により評価す

るものとする。 

・株式公開企業数（ＩＰＯ数）２５社（累計

２８１社） 

・３年度の国内新興市場ＩＰＯ企業数は１１

７社となっており、そのうち、機構出資フ

ァンドから投資を受けて上場を果たした企

業数は２３社。国内新興市場における機構

出資ファンドの投資先の割合は１９．７％。 

 

（ＩＰＯ事例） 

・ＡＩを活用して業務効率化を支援するＡＩ

プラットフォームサービス等を展開する企

業に対して、機構出資ファンドがリードイ

ンベスターとして出資。エンジニアを中心

とするテクノロジー企業で、デザイナーの

採用が難航する中、ファンド運営者が採用

活動を積極支援、採用ノウハウの定着のみ

ならず、この時に採用したデザイナーらが

社内人材育成に大きく貢献。当社の競争力

の源泉ともなる多数のＡＩ関連特許出願に

つながり、３年１２月には、上場時時価総

額８００億円を超える大型上場（東証マザ

ーズ）を実現。 

 

○地域毎の企業への投資状況 

・３年度の起業支援ファンド、中小企業成長

支援ファンド（事業承継ファンドを除く）

の投資先 合計 

東京都  ２８６社（累計３，１４８社） 

関東地域（東京除く）３１社（累計６１９

社） 

近畿地域  ５７社（累計６４６社） 

その他地域 ５３社（累計１，２４４社） 

 

○「第２１回 Ｊａｐａｎ Ｖｅｎｔｕｒｅ 

Ａｗａｒｄｓ」において機構の出資ファン

ド投資先企業の経営者が経済産業大臣賞を

受賞したほか、計５者が各賞を受賞。 

（特に断りがない場合は、起業支援ファン

ドには旧ベンチャーファンドを、中小企業

成長支援ファンドには、旧がんばれ！中小

企業ファンド・事業継続ファンド・地域中

小企業応援ファンドをそれぞれ含む） 
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   ・産業競争力強

化法（平成２５年

法律第９８号）に

規定する新たな

規制の特例措置

の適用を受けて

新事業活動を行

う者が必要とす

る資金の借入等、

投資事業計画の

認定を受けたベ

ンチャーファン

ドの借入、地域再

生法（平成１７年

法律第２４号）に

規定する地方活

力向上地域等特

定業務施設整備

計画、中小企業等

経営強化法に規

定する社外高度

人材活用新事業

分野開拓計画及

び経営力向上計

画並びに生産性

向上特別措置法

（平成３０年法

律第２５号）に規

定する新技術等

実証計画及び革

新的データ産業

活用計画の認定

を受けた事業者

の借入等に対す

る債務保証を行

う。審査について

 ■債務保証業務 

○革新的技術研究成果活用事業円滑化債務保

証制度（産業競争力強化法） 

・事業拡大ステージにあるディープテックベ

ンチャーを対象とする債務保証制度によ

り、電動車椅子開発事業者の資金調達を支

援。（保証先１件、保証額３．５億円実行済） 

 

○革新的データ産業活用円滑化債務保証制度

（生産性向上特別措置法） 

・様々なデータを収集・利活用して新事業を

行う事業者を対象とする債務保証制度によ

り、自動運転用地図データの整備・更新事

業者の資金調達を支援。（保証先１件、保証

額２０億円のうち初回分８．５億円を分割

実行済） 
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は、制度の政策目

的を踏まえつつ

適切に行う。 

 

  ②インキュベーシ

ョン施設における

ハイテクベンチャ

ー支援 

機構が保有するイ

ンキュベーション

施設の入居企業に

対し、施設に常駐

するインキュベー

ションマネージャ

ーがベンチャーキ

ャピタル、大企業、

大学及び地域の中

小企業支援機関等

と連携し、資金調

達・人材・販路・経

営ノウハウ等の経

営課題解決のため

に多様な支援ツー

ルを活用した総合

的な支援を行い、

成長分野への参入

や新事業創出に向

けて、事業化の促

進を行う。 

②インキュベー

ション施設にお

けるハイテクベ

ンチャー支援 

・機構が保有す

るインキュベー

ション施設の入

居企業に対し、施

設に常駐するイ

ンキュベーショ

ンマネージャー

がベンチャーキ

ャピタル、大企

業、大学及び地域

の中小企業支援

機関等と連携し、

資金調達・人材確

保・販路開拓・経

営ノウハウ等の

経営課題に対す

る相談・助言、機

構の持つ多様な

支援ツールを活

用した総合的な

支援を行い、成長

分野への参入や

新事業の創出等

に向けて、事業化

の促進を行う。 

地域のベンチャ

ー支援機関等と

連携しながら支

援ネットワーク

の強化すること

により、インキュ

ベーション施設

 ②インキュベーション施設におけるハイテク

ベンチャー支援 

○入居者のニーズ・課題に対応した支援 

○インキュベーションマネージャーによる支    

 援 

・施設数 ２９施設 

・入居者数 ４９５者 

・インキュベーション施設における支援活動

の一環としてセミナー、ワークショップ、

勉強会等を実施。 

 開催回数１４５回、延べ参加者数４，９９

０人 

・入居者等に対するコーディネート支援を

１，６６４件実施 

 

○機構の支援ツール等の活用 

・入居企業に対して、専門家派遣、機構出資

ファンドからの 

投資、マッチングイベントへの出展等、機

構の支援ツールを活用して支援（専門家継

続派遣・経営実務支援・販路開拓コーディ

ネート事業の活用企業１０社、ファンドの

投資先企業３２社、中小企業総合展等ビジ

ネスマッチングイベントへの出展企業１９

社）。 

 

○他機関と連携した支援 

・地方公共団体や地域支援機関等が実施する

展示会への出展、補助金・助成金の獲得、

大学研究者とのマッチング等を支援。 

・「ＢｉｏＪａｐａｎ２０２１」に、「機構ブ

ース」として入居企業等２７社とともに出

展。機構ブース出展社全体で１，１５４件

のマッチング（名刺交換数）、商談引き合い

１２８件。 
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におけるソフト

支援の一層の充

実を図る。 

これらの取組み

を通じ、退去企業

の施設退去時に

おける売上計上

率を７０％以上

とする。また、施

設退去後２年経

過後の支援先の

売上高及び従業

者数の増減率、資

本規模、地域への

定着状況等の調

査・分析等を行

う。 

○ベンチャー・新事業開拓への社会的関心の

創出・連携構築 

・年間のメディア掲載数８０４件。入居企業

の持つ技術力、新規製品への注目向上に貢

献。 

・ベンチャーキャピタルや事業会社等の投資

機関及びクラウドファンディング事業会社

等の投資仲介機関との連携により、投資受

入金額９，０５６百万円、銀行等の金融機

関との連携により、融資借入金額３，０８

０百万円の資金調達に貢献。 

・入居企業７社が当年度内に５億円以上のエ

クイティでの大型資金調達を実施し、ＩＰ

Ｏに向け事業を加速。他にも、大学ファン

ド等、国内外のベンチャーキャピタルや事

業会社から出資を受けるなど、入居企業に

多くの投資機関が注目。 

 

○支援の質の向上に向けた取組 

・インキュベーションマネージャーのスキル

向上、情報・支援ノウハウの共有化、支援

ネットワークの強化等を図るため、ＢＩソ

フト支援会議を計２回開催。 

 

○他のベンチャー支援機関等とのネットワー

ク強化 

〇機構の広域ネットワークを活用し、各地域

で機構インキュベーション施設をハブとし

て、特徴的な支援リソースを保有するベン

チャー支援機関等と連携した効果的・効率

的な支援、支援対象企業の拡大を実施。 

 

（ネットワーク強化による支援事例） 

・北海道本部、北大ＢＳが北海道大学産学・

地域協働推進機構や札幌・北海道スタート

アップ・エコシステム推進評議会と連携し、

「成功するハイテクベンチャー創立のノウ

ハウ」セミナーを開催。北大ＢＳ入居企業

２社を含む４社が、ベンチャーの求める支

援策等についてトークセッションするな

ど、地域でのベンチャー企業支援機運の醸

成を図った。 
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リアル、オンライン合計で、１９９名が視

聴参加し、大盛況であった。 

・関東本部が、東京農工大学と連携し、社会

的関心の高まっているフード・アグリテッ

ク分野の入居企業や東京農工大学発スター

トアップ企業の活動を紹介するため、オン

ラインでピッチイベントを実施。 

・機構インキュベーション施設入居企業４社

を含む５社がピッチ登壇。ＶＣ／ＣＶＣ２

７社を含む参加者１４１名（機構関係者２

０名を含む）に向けて各社が自社技術や事

業計画を披露し、共同開発や事業提携、資

金調達等を求めた。 

 

○売上計上化達成企業の輩出 

・売上計上化達成企業数５９社、売上計上化

率８５．５％ 

 

（入居企業に対する支援事例） 

・Ｇタンパク質共役受容体（ＧＰＣＲ）に対

する医療用機能性抗体の開発に関する独自

技術で呼吸器疾患、慢性炎症や感染症を中

心とした革新的な新薬 の研究開発を行う

バイオベンチャーに対して、アクセラレー

ション事業（ＦＡＳＴＡＲ）を活用した支

援を実施した結果、中国のファンドからの

数億円規模の出資につながった。 

ＦＡＳＴＡＲ事業における支援では、詳細

な事業分析を行い、これまでのビジネスモ

デルを大きく変革し、この出資の獲得につ

ながった。 

また出資した中国のファンドは大手医薬品

グループが設立した創薬ファンドを手掛け

多数の臨床試験を行っていることから、パ

イプラインの一部を導出しており、今後の

上市が期待できる。 

 

（施設退去時と施設退去後２年経過後の比

較） 

・３０年度にインキュベーション施設を退去

した企業の売上高平均伸び率は０．９％、

従業者数平均伸び率は１．３％減、資本金
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平均伸び率は２０７．６％（売上高平均１，

３６７百万円→１，３８０百万円、従業者

数平均５８．９人→５８．１人、資本金１

４３百万円→４４０百万円）、地域への定着

率は７６．１％） 

 

（参考指標） 

・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁調べ）

結果による中小企業（法人）の売上高等の

状況（３０年度調査と３年度調査の比較） 

売上高平均３４４百万円→３１５百万円

（８．３％減） 

従業者数平均１６．２人→１５．５人（４．

６％減） 

 

  ③ベンチャー支援 

将来の地域中核企

業等の創 出のた

め、地域のベンチ

ャー企業 等に対

し、ベンチャーキ

ャピタル、アクセ

ラレーター、大企

業、成功起業家、大

学及び地域の中小

企業支援機関等と

の支援ネットワー

クを構築するとと

もに、機構の多様

な支援ツール等を

活用することによ

り、資金調達及び

事業提携等の実現

に向けた支援を行

う。 

③ベンチャー支

援 

・将来の地域中

核企業等の創出

のため、ベンチャ

ーキャピタル、ア

クセラレーター、

大企業、成功起業

家、大学及び地域

の中小企業支援

機関等との支援

ネットワークを

構築する。地域の

ベンチャー企業

等に対し、資金調

達及び事業提携

等の実現に向け

た経営課題の解

決を図るため、構

築した支援ネッ

トワークと機構

の多様な支援ツ

ール等を組み合

わせた相談・助

言、セミナー、マ

ッチング等によ

る複合的な支援

 ③ベンチャー支援 

 

○アクセラレーション事業（ＦＡＳＴＡＲ） 

・将来のユニコーン及び上場ベンチャーや、

地域中核企業に成長し得るベンチャー企業

から、起業を目指す個人まで対象を拡充し、

全国から発掘したうえで、１年間集中支援

を行う事業を実施。 

３年度は、一次公募・二次公募併せて１３

５社の応募の中から、１８社を採択とし、

昨年度からの継続案件１７社を含め計４４

３回の支援を実施。また、２年度採択企業

１７社が投資家向けにプレゼンテーション

を行うピッチイベントを２回開催し、マッ

チングを促進。（参加者計２５８人） 
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を行う。 

・機構が保有す

るもの以外のイ

ンキュベーショ

ン施設等に集積

するベンチャー

企業の事業化促

進等支援ニーズ

に応えるためイ

ンキュベーショ

ンマネージャー

派遣等支援を行

う。 

 

  ④創業に対する情

報提供・助言等 

創業者及び創業を

支援する地域支援

機関等に対して、

支援施策・成功事

例等に関する情報

提供を行う。 

ＡＩ・ＩＴを活用

し、起業の準備者

への情報提供・助

言を行う ととも

に、地域の創業支

援機関等を適切に

紹介するなど、よ

り効果的な起業を

促す。 

また、中小企業大

学校東京校を創業

者の育成を行う地

域の拠点とし、創

業者への施設提供

と企業経営経験者

等による相談・助

言等を一体的に行

う。 

 

④創業に対する

情報提供・助言等 

・起業事例とし

て模範的な経営

者等を発掘・表彰

する事業（Ｊａｐ

ａｎ Ｖｅｎｔ

ｕｒｅ Ａｗａ

ｒｄｓ）を行うと

ともに、創業機運

の向上やアント

レプレナーシッ

プの醸成に向け

て、セミナー等に

より創業やベン

チャー企業の取

組事例を紹介す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ＡＩ・ＩＴを活

用し、起業の準備

者への情報提供・

 ④創業に対する情報提供・助言等 

○ＪＶＡ（Ｊａｐａｎ Ｖｅｎｔｕｒｅ Ａ

ｗａｒｄｓ） 

・創業の啓発と促進に向けて、モデルとなる

起業家を表彰する「第２１回Ｊａｐａｎ 

Ｖｅｎｔｕｒｅ Ａｗａｒｄｓ」を実施。

応募者１５４人の中から、経済産業大臣賞、

科学技術政策担当大臣賞、中小企業長官賞、

機構理事長賞及びＳＤＧｓ特別賞など、計

１２人のベンチャー企業経営者を表彰。こ

れに加えて、ベンチャーキャピタリスト奨

励賞を表彰し、ベンチャー企業に対して成

長実績を挙げており、今後一層の活躍が期

待されるキャピタリスト３人を表彰。 

・アントレプレナーシップの醸成及びチャレ

ンジ精神の普及を目的に、支援機関とベン

チャー企業経営者によるパネルディスカッ

ション、ＶＣと起業家によるピッチイベン

ト及び成長を遂げている起業家が参加した

トークセッションを実施。 

 オンライン視聴者の参加者：４８１名 

 参加者の満足度：８３．３％ 

 

 

 

○ＡＩを活用した起業支援チャットボットに

よる情報提供 

・起業関連情報を学習したＡＩによる起業相
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助言を行うとと

もに、地域の創業

支援機関等を適

切に紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中小企業大学

校東京校施設の

一部を、創業者の

育成を行う地域

の拠点として運

営し、支援運営内

容の充実化を図

り、創業者への施

設提供と企業経

営経験者等によ

る相談・助言等を

一体的に行う。 

・創業希望者や

ベンチャー企業、

新商品、新事業開

発担当者等を対

象に、新しいアク

ションにつなげ

るためのきっか

けや気づきの機

会を与える対話

型のワークショ

ップやセミナー

等を実施する。 

談チャットボット「起業ライダーマモル」

をコミュニケーションアプリＬＩＮＥ上で

運用を実施。 

ＬＩＮＥの累計友だち登録者数 ９２，９

２４人（４年３月末）に対して、起業に関

する情報提供や相談対応（相談者数２７，

８６６人）を実施。 

・３年７月に事業計画作成支援機能の利用登

録者（８，４２６人）向けに、オンライン

上で添削・アドバイスするサービスを追加。

サービスを利用した８４名のうち２０名を

次のステップとしてＢｕｓｉＮｅｓｔに誘

導。 

・地域の創業支援機関のニーズに対応し、起

業に関するセミナー・イベント情報を配信

し、参加を誘発。 

 

○中小企業大学校東京校施設の一部での創業

者の育成 

・中小企業大学校東京校施設の一部で、創業

者の育成を行う地域の拠点（ＢｕｓｉＮｅ

ｓｔ）を運営し、創業者等への支援を実施。 

・創業者支援・会員支援のイベントを開催。

会員を対象としたスキルアップ講座（販路

開拓、ＩＴ活用、デザイン）や他の支援機

関と連携セミナー等を実施。 

・東京校の「中小企業支援担当者等研修（上

級）」において担当部署と連携して創業支援

の研修を年１回実施。 

・ＩＴ活用やブランディング構築、広告物等

のデザイン制作を担う専門家を配置するこ

とで入会希望者及びイベント参加者の増加

を図る体制を構築。 

・創業検討層を対象とした「トライアルコー

ス」の新設。 

・延べ会員数５７３人 会員数：１０５人（４

年３月末） 

・スペース利用率 約８０．３％（４８．２

／６０スペース） 

・セミナー１１６回 参加者数：１，２１３  

 人 

（オンラインセミナー３９回 参加者数：６
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６４人） 

・相談会  ３９回 参加者数：５５人 

・創業無関心者層や創業関心者層を対象に、

創業や新ビジネス等への意識変容及び行動

変容を促す対話型のオンラインワークショ

ップ「ＴＩＰ＊Ｓ」を実施。 

開催回数１１５回、参加者数延べ２，１１

０人。 

 

 （４）事業再構築

支援  

中小企業等事業再

構築促進事業の基

金設置法人とし

て、機構は基金の

管理・運用を適切

かつ確実に実施す

る。また、機構は国

及び事務局と緊密

に連携して、事業

者及び認定経営革

新等支援機関・金

融機関による計画

の策定や事業者に

よる計画の実施に

対する支援、事業

の進捗状況の確認

や改善指導、事業

の評価その他中小

企業の事業再構築

に対する総合的な

支援を適切かつ効

果的に実施できる

よう、情報提供や

相談対応等、所要

の推進体制を整備

した上で支援を行

う。  

さらに、中小企業

等事業再構築促進

事業の採択事業者

に留まらず、より

（４）事業再構築

支援 

中小企業等事業再

構築促進事業の基

金設置法 人とし

て、機構は基金の

管理・運用を適切

かつ確実に実施す

る。また、機構は国

及び事務局と緊密

に連携して、事業

者及び認定経営革

新等支援機関・金

融機関による計画

の策定や事業者に

よる計画の実施に

対する支援、事業

の進捗状況の確認

や改善指導、事業

の評価その他中小

企業の事業再構築

に対する総合的な

支援を適切かつ効

果的に実施できる

よう、情報提供や

相談対応等、所要

の推進体制を整備

した上で支援を行

う。 

さらに、令和４年

度からの新たな取

組みとして、中小

企業等事業再構築

（４）事業再構築

支援 

・中小企業等事

業再構築促進事

業の基金設置法

人として、機構は

基金の管理・運用

を適切かつ確実

に実施する。ま

た、機構は国及び

事務局と緊密に

連携して、事業者

及び認定経営革

新等支援機関・金

融機関による計

画の策定や事業

者による計画の

実施に対する支

援、事業の進捗状

況の確認や改善

指導、事業の評価

その他中小企業

の事業再構築に

対する総合的な

支援を適切かつ

効果的に実施で

きるよう、制度の

内容や支援策、優

良取組事例の周

知・広報並びにこ

れら事業者の制

度対応や事業再

構築に係る相談

 （４）事業再構築支援 

 

○事業再構築促進事業の採択 

・２年度補正予算（第３号）により、ポスト

コロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の

変化に対応するために中小企業等の事業再

構築を支援。 

・特に、緊急事態宣言に伴う時短営業や不要

不急の外出・移動の自粛により深刻な影響

を受け、早期に事業再構築が必要な飲食サ

ービス業、宿泊業等を営む事業者に対する

措置として、「緊急事態宣言特別枠」を設け、

１２，４９７件を支援。 

・加えて、３年度補正予算（第１号）により、

グリーン分野での事業再構築を通じて高い

成長を目指す事業者を対象に、従来よりも

補助上限額を引き上げ売上高減少要件を撤

廃した「グリーン成長枠」を創設し、公募

を開始。ポストコロナ社会を見据えた未来

社会を切り拓くための取組を重点的に支

援。 

 申請件数 

  通常枠：       ６２，２８６件 

  大規模賃金引上枠：      ３２件 

  緊急事態宣言特別枠： １９，６４２件 

  卒業枠：          １８９件 

  グローバルＶ字回復枠：     ２件 

  最低賃金枠：        ８６０件 

 採択件数 

通常枠：       ２１，９０５件 

  大規模賃金引上枠：      １８件 

  緊急事態宣言特別枠： １２，４９７件 

  卒業枠：           ９７件 
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幅広い事業者の事

業再構築が進むよ

う、中小企業等事

業再構築促進事業

を通じて得られた

知見も活用しつ

つ、先進事例の普

及、専門家による

ハンズオン支援や

ノウハウ提供、事

業者間連携の促進

等の支援を行う。 

 

促進事業の採択事

業者に留まらず、

より幅広い事業者

の事業再構築が進

むよう、中小企業

等事業再構築促進

事業を通じて得ら

れた知見も活用し

つつ、先進事例の

普及、専門家によ

るハンズオン支援

やノウハウ提供、

事業者間連携の促

進等の支 援を行

う。 

対応等、所要の推

進体制を整備し

た上で支援を行

う。 

・令和３年度補

正予算（第１号）

により追加的に

措置された補助

金については、

「コロナ克服・新

時代開拓のため

の経済対策」（令

和３年１１月１

９日閣議決定）に

基づき措置され

たことを認識し、

要件の見直しや

新たな申請類型

を創設した中小

企業等事業再構

築促進事業に活

用する。 

 

  グローバルＶ字回復枠：     １件 

  最低賃金枠：        ６６５件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■指摘事項への対応 
・３年度は、主務省と連携してＥＢＰＭに関

する検討を行った。今後、中小企業庁が推

進するデータ利活用について、機構が保有

する各種データの提供に関する検討を実

施。 
 ［独立行政法人通則法第２８条の４に基づ

く令和２年度評価結果の反映状況の公表］ 

 

 【指標３－１】 

・中期目標期間に

おいて、中小企業・

小規模事業者と海

外企業との商談会

終了後の成約率

（商談継続中を含

む。）を毎年度６％

以上増加させ、最

終年度に成約率２

【指標３－１】 

・中期目標期間に

おいて、中小企業・

小規模事業者と海

外企業との商談会

終了後の 成約率

（商談継続中を含

む。）を毎年度６％

以上増加させ、最

終年度に成約率３

【指標】 

・中小企業・小規

模事業者と海外

企業との商談会

終了後の成約率

（商談継続中を

含む。）：１８％以

上【基幹目標】 

 

 

 【指標】 

・中小企業・小規模事業者と海外企業との商

談会終了後の成約率（商談継続中を含む。）：

３８．９％【基幹目標】 

 

 

 

 

 

 

【指標】 

■中小企業・小規模事業者と海外企業との商

談会終了後の成約率（基幹目標） 

オンラインによるＣＥＯ商談会でリアル

商談会に近い成約率に向上を目指し、海外・

日本の参加企業向けの取組を実施し、発信

力・提案力を向上させることにより、商談会

終了後の成約率は目標１７％以上に対して

３８．９％（対数値目標２１６．１％） と

いう高い水準で目標を達成。 
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０％以上とする。

【基幹目標】（新規

設定） 

 

【指標３－２】 

・中期目標期間に

おいて、海外展開

支援企業数を２万

社以上とする。（２

０１５～２０１７

年度実績：１．１万

社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標３－３】 

・機構が出資した

ファンドの投資先

の中期目標期間に

おける上場時の時

価総額が５０億円

以上となる割合の

平均が、新興市場

３％以上とする。

【基幹目標】（新規

設定） 

 

【指標３－２】 

・中期目標期間に

おいて、海外展開

支援企業数を２万

社以上とする。（２

０１５～２０１７

年度実績：１．１万

社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標３－３】 

・機構が出資した

ファンドの投資先

の中期目標期間に

おける上場時の時

価総額が５０億円

以上となる割合の

平均が、新興市場

 

 

 

 

 

・海外展開支援

企業数：４，００

０社以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が出資し

たファンドの投

資先の上場時の

時価総額が５０

億円以上となる

割合：新興市場全

体の同割合を２

 

 

 

 

 

・海外展開支援企業数：５，７２５社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が出資したファンドの投資先の上場時

の時価総額が５０億円以上となる割合の平均

が、新興市場全体の同割合を上回る割合：２．

６割（但し、移動平均方式採用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■海外展開支援企業数 

プッシュ型支援強化。補助金採択企業等及

び顕彰企業への働きかけやオンライン支援

の積     

極活用などにより地域企業へのリーチ効

果を引き続き追及した結果、海外展開支援先

企業数 

は目標４，０００社以上に対して、５，７

２５社（対数値目標１３４．２％）を達成。 

直近過去２年実績平均との比較については、

アウトプットで１０８．３％。一方、海外展

開支援の分野では、コロナ禍により渡航制限

などで大きく事業環境が変化した。従来、海

外展開支援先企業数の一定部分を占めてい

た事業者側の発意による海外展開相談がコ

ロナ禍で不連続的に半減し、当機構の海外展

開支援を取り巻く環境が激変。しかしなが

ら、企業の海外展開ニーズが減少することは

ないとの認識のもとプッシュ型支援の強化

に転じたものであるが、ベースを形成する前

記部分が不連続値となるため、単純計算では

コロナ前後でフェアな比較ができない。直近

過去２年実績平均との比較について、過去に

比較してどれだけ取り組み努力を成果に結

びつけることが出来たか、とのルールの本来

の趣旨に基づけば、３年間のコロナ禍前後の

条件を統一して評価することが適当と考え

られる。この考え方に基づいて実質的な取組

み度合いを算出した値が１２０．５％。 

 

■機構が出資したファンドの投資先の上場

時の時価総額が５０億円以上となる割合

が新興市場全体の同割合を２割以上、上回

る。 

 機構ファンド投資先企業によるＩＰＯ数

は、リーマンショック後最多の２４社。これ

ら企業の新興市場での上場時時価総額の平
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全体の同割合を、

２割以上、上回る

こととする。（新規

設定）（［参考］２

０１４～２０１７

年平均：１．８割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標３－４】 

・中期目標期間に

おいて、起業支援

ファンド及び中小

企業成長支援ファ

ンド新規組成数

（事業承継ファン

ドを除く。）を４０

本以上とする。（前

中期目標期間実績

（２０１７年度末

実績）：５３ファン

ド（うち、第４期中

期目標期間には対

象としない事業承

継ファンド１１本

を含む。）） 

全体の同割合を、

２割以上、上回る

こととする。（新規

設定）（［参考］２０

１４～２０１７年

平均：１．８割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標３－４】 

・中期目標期間に

おいて、起業支援

ファンド及び中小

企業成長支援ファ

ンド新規 組成数

（事業承継ファン

ドを除く。）を４０

本以上とする。（前

中期目標期間実績

（２０１７年度末

実績）：５３ファン

ド（うち、第４期中

期目標期間には対

象としない事業承

継ファンド１１本

を含む。）） 

 

 

【指標３－５】 

・中期目標期間終

了時において、中

小企業等事業再構

築促進事業により

事業再構築に取り

組んだ事業者のう

ち、付加価値額又

割以上、上回る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・起業支援ファ

ンド及び中小企

業成長支援ファ

ンド新規組成数

（事業承継ファ

ンドを除く。）：８

本以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インキュベー

ション施設の退

去企業の施設退

去時における売

上計上率：７０％

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・起業支援ファンド及び中小企業成長支援フ

ァンド新規組成数（事業承継ファンドを除

く。）：１０本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インキュベーション施設の退去企業の施設

退去時における売上計上率：８５．５％ 

 

均は２０７億円と市場平均の約１．５倍。よ

り成長性の高い企業に資金供給。未上場企業

についても、ユニコーン企業全６社のうち３

社が当機構ファンド投資先企業。ファンド規

模の大型化や他の機構支援ツールによる複

合支援を通じてユニコーンの輩出や成長に

大きく貢献。さらに、未上場企業価値上位３

０社のうち、２２社（７３％）が機構ファン

ド投資先。また、機構出資ファンドが成長性

の高い企業に出資できたことにより、機構が

出資したファンドの投資先の上場時の時価

総額が５０億円以上となる割合の平均が、新

興市場全体の同割合を上回る割合は２．６割

（対数値目標１３０．０％）という高い水準

で目標を達成 

 

■起業支援ファンド及び中小企業成長支援

ファンド新規組成数 

「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月

２１日閣議決定）の「官民ファンドについ

ては、効率的かつ効果的な活用を進めつつ

（略）具体的な取組みを着実に進める」並

びに、第２期「まち・ひと・しごと創生総

合戦略」（令和元年１２月２０日閣議決定）

に掲げられた「マーケット規模が十分でな

い地域や未来技術などによる新たなイノ

ベーション創出を推進する地域企業に対

して、官民一体となったリスク性資金の供

給を促進」などの政策課題を踏まえ、新規

組成数８ファンド以上の年度目標に対し、

ＩＴ分野、産学連携などの成長分野及び地

域の中小企業を支援する政策的意義の高

い１０ファンドを新たに組成し、対年度目

標１２５．０％を達成。 

 

政府の戦略に則り、一般には民間資金が供 

給されにくい技術開発分野への出資に注力

し、本分野の民間投資をリード。新興市場で

ＩＰＯに至った「研究開発型企業」１５社の

うち、機構ファンド投資先企業は１３社と８

７％を占め、イノベーション創出に貢献。こ

れにより、新規組成数８ファンド以上の年度
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は従業員１人当た

り付加価値額の年

率平均増 加率が

３．０％以上とな

る者の割合を５割

以上とする。【基幹

目標】 

目標に対し、ＩＴ分野、産学連携などの成長

分野及び地域の中小企業を支援する政策的

意義の高い１０ファンドを新たに組成し、対

年度目標１２５．０％を達成。 

 

 

 

■債務保証業務（財務省共管業務） 

ディープテックベンチャー向け保証制度 

においては、指定金融機関と密接な連携を図

り、２０件の相談へ対応。うち３件について

審査を完了し、３年度に１件の契約を締結し

保証実行済、残りの２件については４年度に

契約及び保証実行を予定。また、事業者から

の具体的な相談対応先５件。金融機関１２行

に対し事業案内を実施。 

債務保証先に対しては、その業況に応じた 

層別管理を実施し、貸付金融機関と連携して

保証先の業況や返済状況を確認するなど適

切に対応。 

経済産業省と債務保証業務のあり方等に 

ついて継続的な情報交換を実施。 

 

 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ 経営環境の変化への対応の円滑化 

業務に関連する政策・施

策 
将来の事業の廃止等に備えるための小規模企業共済制度及び連鎖

倒産の防止のためのセーフティネットである中小企業倒産防止共

済制度の確実な運営、自主的な努力だけでは対応が困難な状況にあ

る中小企業・小規模事業者の事業再生を促進する支援等を実施。 
東日本大震災及び大規模な自然災害等への対応については、国の政

策展開と連携しつつ、これまでの知見とノウハウを活用し機動的に

復興・再生を支援。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第１５条第１項第１号、２号、３号、

４ 号、６号、９ 号、１３号、１５号、１６号、１８ 号、１９ 号 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 ０３９５ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期

間 最 終 年 度 値

等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

小規模企業共済制

度の在籍率 
【基幹目標】 

中期目標期間

終了時におい

て、前中期目

標期間終了時

より１６％ポ

イント以上向

上 
令 和 ３ 年 度

３％ポイント

以上向上 

前期中期目

標期間末の

在籍率４９．

９％ 

３．３％ ７．０％ １１．２％    予算額（千円） 別紙３参

照 
別紙３参

照 
別紙３参

照 
  

小規模企業共済制

度の委託機関等へ

の支援件数 

中期目標期間

において、２

万件以上 
令 和 ３ 年 度

４，０００件

以上 

 ８，３１９

件 
７，５２４

件 
９，９９８

件 
   決算額（千円） 別紙３参

照 
別紙３参

照 
別紙３参

照 
  

         経常費用（千円） 別紙４参

照 
別紙４参

照 
別紙４参

照 
  

         経常利益（千円） 別紙４参

照 
別紙４参

照 
別紙４参

照 
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         行政コスト（千円） 別紙５参

照 
別紙５参

照 
別紙５参

照 
  

         従事人員数 ７１５人

の内数 
７２７人

の内数 
７３１人

の内数 
  

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４．経営環境の変化

への対応の円滑化 

経営資源の確保等

が困難な中小企業・

小規模事業者にと

って、必ずしも事業

者の責めに帰する

ことのできない経

済的社会的環境の

変化が経営を著し

く不安定にするお

それがある。 

中小企業・小規模事

業者が経営環境の

変化に対し円滑に

対応し、経営の安定

が図られるように

するため、機構は、

将来の事業の廃止

等に備えるための

小規模企業共済制

度及び連鎖倒産の

防止のためのセー

フティネットであ

る中小企業倒産防

止共済制度の確実

な運営、両共済制度

の基幹システムの

大規模な改修への

着手、自主的な努力

だけでは対応が困

難な状況にある中

小企業・小規模事業

４．経営環境の変

化への対応の円滑

化 

経営資源の確保等

が困難な中小企

業・小規模事業者

にとって、必ずし

も事業者の責めに

帰することのでき

ない経済的社会的

環境の変化が経営

を著しく不安定に

するおそれがあ

る。 

中小企業・小規模

事業者が経営環境

の変化に対し円滑

に対応し、経営の

安定が図られるよ

うにするため、機

構は、将来の事業

の廃止等に備える

ための小規模企業

共済制度及び連鎖

倒産の防止のため

のセーフティネッ

トである中小企業

倒産防止共済制度

の確実な運営、両

共済制度の基幹シ

ステムの大規模な

改修への着手、自

主的な努力だけで

４．経営環境の変化へ

の対応の円滑化 

＜主な定量的指

標＞ 

【指標４－１】 

・中期目標期間

終了時におい

て、小規模企業

共済制度の在

籍率を、前中期

目標期間終了

時より１６％

ポイント以上

向上させる。

【基幹目標】

（新規設定）

（［参考］２０

１７年度末実

績：４６．８％） 

 

【指標４－２】 

・中期目標期間

において、小規模

企業共済制度の

委託機関等への

支援件数を２万

件以上とする。

（新規設定）（［参

考］前中期目標期

間実績（２０１７

年度末実績）：役

員等による委託

機関等への訪問

件数４７３件） 

 

４．経営環境の変化への対応の円滑化 ＜評定と根拠＞ 

評定： Ｓ 

根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づく

数値目標２項目のうち、全項目で達成率１２

０％以上の実績を達成。また、いずれに項目に

おいても直近過去２年実績平均との比較にお

いて１２０％を達成。さらに３年度において

は、事業再生、新型コロナウイルス感染症や大

規模災害へ対応したことが特筆される。 
経営環境の変化への対応の円滑化について

は、将来の事業の廃止等に備えるための小規模

企業共済制度及び連鎖倒産の防止のためのセ

ーフティネットである中小企業倒産防止共済

制度の確実な運営、自主的な努力だけでは対応

が困難な状況にある中小企業・小規模事業者の

事業再生を促進する支援等を行った。また、大

規模な自然災害等への対応については、国の政

策展開と連携しつつ、これまでの知見とノウハ

ウを活用し機動的に復興・再生を支援した。 
・小規模企業共済 

小規模企業共済制度においては、より多くの

小規模事業者に認知し活用して貰うため、新規

加入者の獲得に重点を置いた加入促進活動を

引き続き強力に展開。元年度から実施している

「縦割り業務の打破」による複合的アプローチ

が定着し組織力が向上してきたため、３年度は

「委託機関の活動の活性化」に注力するために

下記①～④を実施。①委託機関（金融機関等）

担当者に対し、時間的制約がある中で能力を向

上させるため、オンデマンド方式の研修を新た

に追加、②意欲ある委託機関に対してオーダー

メイド勉強会を開催、③大手委託機関の周年事

業に合わせてスタートダッシュキャンペーン

評定  
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者の事業再生を促

進する支援等を行

う。  

また、東日本大震災

及び大規模な自然

災害等への対応に

ついては、国の政策

展開と連携しつつ、

これまでの知見と

ノウハウを活用し

機動的に復興・再生

を支援する。 

は対応が困難な状

況にある中小企

業・小規模事業者

の事業再生を促進

する支援等を行

う。 

また、東日本大震

災及び大規模な自

然災害等への対応

については、国の

政策展開と連携し

つつ、これまでの

知見とノウハウを

活用し機動的に復

興・再生を支援す

る。 

令和２年度補正予

算（第１号）によ

り追加的に措置さ

れた交付金及び補

助金については、

「新型コロナウイ

ルス感染症緊急経

済対策」（令和２年

４月７日閣議決

定）に基づいて措

置されたことを認

識し、以下の事業

のために活用す

る。 

・新型コロナウイ

ルス感染症の影響

を受けている中小

企業・小規模事業

者・個人事業主

（事業性のあるフ

リーランス含む）

に対する、株式会

社日本政策金融公

庫・株式会社商工

組合中央金庫等の

融資分の利子補給 

＜目標水準の考

え方＞ 

○指標４－１に

ついて 

機構発足以降

の在籍率につい

て、対前年度比の

増減率が年平均

１％ポイントで

あることを踏ま

え、毎年度１％ポ

イントずつ向上

させることを目

指す。なお、機構

が直接コントロ

ールできない脱

退者数によって

も左右される在

籍率を一定割合

で向上させるこ

とを目標とする

ことは困難を伴

うことから、達成

の難易度は高い。 

※目標水準を見

直し、令和４年度

及び令和５年度

の目標値の引き

上げを実施。 

 

○指標４－２に

ついて 

加入促進に当

たって、従来は、

機構の役員や地

域本部長による

訪問（トップセー

ルス）を中心と

し、これを実績と

して計上してき

たが、第４期中期

目標期間におい

を実施、④モデル県運動を７県で実施。これら

の取り組みにより、委託機関等への支援件数は

目標を大幅に上回って達成。 
また、顧客層拡大のため、全国飲食業生活衛

生同業組合連合会、ＩＴフリーランス支援機

構、新規就農者を支援する企業等、従来以外の

ルートによる新たな分野開拓にも注力。小規模

企業数が減少を続ける中、前年度を上回る新規

加入件数（１０．５万件→１１．４万件）を達

成。在籍者数（１５８．８万人）、在籍率とも

過去最高の数値となった。 
委託機関等への支援件数（アウトプット）の

増加と、これらの機関の活動活性化の工夫によ

り、アウトカムが大幅に向上。 
・事業再生、新型コロナウイルス感染症及び大

規模災害への対応 
中小企業再生支援業務について、機構の中小

企業再生支援全国本部（以下「再生支援全国本

部」という。）に専門性の高い専門家を配置し、

４７都道府県の中小企業再生支援協議会（以下

「再生支援協議会」という。）及び経営改善支

援センターの活動を支援し、再生支援全国本部

の相談・助言による再生支援協議会の課題解決

率、目標７０％を大きく上回る８９．３％を達

成。具体的な取組は以下のとおり。 
資金面の支援（新型コロナ特例リスケジュー

ル）に加えて、再生支援協議会に事業継続アク

ションプランによる事業回復支援を新規導入。

再生支援協議会への研修と関係機関への周知

活動の強化（各々８５１名・前年度比２．３倍、

９９５機関・前年度比１．２倍）により、新業

務を急速立ち上げ、２，４４１件（３年度新型

コロナ特例リスケジュール完了数の８０％）の

事業継続アクションプランの策定を支援。３年

３月に公表された中小企業活性化パッケージ

を受け、直ちに年度内に一部に着手（第三者支

援専門家と事業再構築補助金（回復・再生応援

枠）の公募）。４年度に発足する中小企業活性

化協議会の新業務に向けた環境整備を実施。再

チャレンジ促進のため、弁護士向け研修も開

始。補正予算で措置された「中小企業再生ファ

ンド」については、２本の新規出資契約を実施
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・新型コロナウイ

ルス感染症の影響

を受けている中小

企業・小規模事業

者・個人事業主

（事業性のあるフ

リーランス含む）

に対する、都道府

県等の制度融資分

の利子補給 

・認定経営革新等

支援機関による、

新型コロナウイル

ス感染症の影響を

受ける中小企業・

小規模事業者向け

の経営改善計画等

の策定支援の強化 

・再生計画策定の

指導・助言、専門

人材の紹介・派遣

等を通じた中小企

業再生支援協議会

の強化 

・新型コロナウイ

ルス感染症の影響

を受ける中小企

業・小規模事業者

の経営相談対応等

を行う支援機関等

向けの専門家派遣 

・感染症対策を含

む中小企業強靱化

対策として行う事

業継続力強化計画

等の策定支援、普

及啓発 

令和２年度補正予

算（第２号）によ

り追加的に措置さ

れた補助金及び出

資金については、

ては、在籍率をさ

らに向上させる

ため、職員等によ

る委託機関等へ

の訪問及び説明

会の開催、業界団

体等の新規チャ

ネルの発掘等の

取組もこの対象

に加えることと

し、新たに設定し

た。 

＜想定される外

部要因＞ 

想定される外部

要因として、初年

度を基準として、

事業遂行上必要

な政策資源が安

定的に確保され

ること、国内の政

治・経済及び世界

の政治・経済が安

定的に推移し、着

実に成長するこ

と、急激な株価や

為替の変動がな

いこと、不可抗力

によるアクシデ

ントが発生しな

いことなどを前

提とし、これら要

因に変化があっ

た場合には評価

において適切に

考慮する。 

（累計５ファンド組成）。 
 また、長期化する新型コロナウイルス感染症

への対応については、以下①～③のとおり取り

組んだ。①政府系・民間金融機関（都道府県経

由） 貸付への利子補給による実質無利子化

（延べ１５４万者）、②「事業再構築補助金」

（緊急事態宣言特別枠）による支援 （１．２

万者）、③生産性革命推進事業のものづくり・

持続化・ＩＴ導入各補助金における新たな「コ

ロナ特別枠」（５．１万者）。 
 大規模災害等への対応については、以下の①

及び②のとおり取り組んだ。①「事業継続力強

化計画」（感染症対策を含む）の策定を促進。

「単独型」の支援に加え、より高度な複数企業

で取り組む「連携型」の支援を強化 （前年度

比２１４％）、②災害に機動的に対応（７月集

中豪雨、８月集中豪雨、福島県沖地震）。特別

相談窓口設置や小規模共済災害時貸付を実施。

福島県沖地震では、グループ補助金の自己負担

部分の融資についても対応。 
 以上のように、コロナ禍により厳しい状況に

直面した中小企業への対応としての事業再生、

無利子化利子補、コロナ対応型の補助金制度

等、中期計画策定当初には想定されていなかっ

た業務が追加される中、通常業務との両立に成

功。基幹目標で達成率２００％を超え、各業務

においても高い事業成果を得ていることから、

Ｓ評価と判断。 
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新型コロナウイ 

ルス感染症対策の

強化を図るために

措置されたことを

認識し、以下の事

業のために活用す

る。 

・新型コロナウイ

ルス感染症の影響

を受けている中小

企業・小規模事業

者・個人事業主

（事業性のあるフ

リーランス含む）

に対する、株式会

社日本政策金融公

庫・株式会社商工

組合中央金庫等の

融資分の利子補給

の拡充 

・新型コロナウイ

ルス感染症の影響

を受けている中小

企業・小規模事業

者・個人事業主

（事業性のあるフ

リーランス含む）

に対する、都道府

県等の制度融資分

の利子補給の拡充 

・新型コロナウイ

ルス感染症の影響

を受け、過大な債

務を抱えた中小企

業の再生を図るた

めの中小企業再生

ファンドの拡充 

令和２年度補正予

算（第１号及び第

２号）により実施

する事業は令和２

年度の途中から講
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じられるが、同年

度及びそれ以降の

業務実績等報告書

に実施状況を記載

する。 

令和３年度補正予

算（第１号）によ

り追加的に措置さ

れた補助金及び出

資金については、

「コロナ克服・新

時代開拓のための

経済対策」（令和３

年１１月１９日閣

議決定）に基づき

措置されたことを

認識し、以下の事

業に活用する。 

・令和２年７月豪

雨において被害を

受けた地域の中小

企業・小規模事業

者の復旧・復興を

図るためのなりわ

い再建資金利子補

給事業 

・過大な債務を抱

えた中小企業の再

生を図るための中

小企業再生ファン

ドの拡充 

 令和３年度補正

予算（第１号）に

より実施する事業

は、令和３年度の

途中から講じられ

るが、同年度及び

それ以降の業務実

績等報告書に実施

状況を記載する。 
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 （１）小規模企業共

済制度及び中小企

業倒産防止共済制

度の確実な運営 

将来の事業の廃止

等に備えるための

小規模企業共済制

度及び連鎖倒産の

防止のためのセー

フティネットであ

る中小企業倒産防

止共済制度につい

ては、機構が毎年度

策定する加入促進

計画に基づき、加入

促進に取り組む。特

に、小規模企業共済

制度は、より多くの

小規模事業者に利

用してもらう政策

的な意義の観点や

制度の安定的な運

営の観点などから、

加入対象者数及び

脱退者数等を勘案

して前期中期目標

期間末の在籍割合

を第４期中期目標

期間末において向

上させるために、新

規加入に重点を置

き、積極的に加入促

進を行うとともに、

代理店・委託団体等

（以下「委託機関

等」という。）に対

し、新規加入件数の

増加による在籍率

の向上に向けた支

援を行う。  

また、小規模企業共

済事業及び中小企

（１）小規模企業共

済制度及び中小企

業倒産防止共済制

度の確実な運営 

小規模企業共済制

度及び中小企業倒

産防止共済制度の

加入促進について

は、加入促進に特に

重点を置く地域や

期間を定めるとと

もに、代理店・委託

団体等（以下「委託

機関等」という。）の

顧客特性を踏まえ

た加入促進計画を

毎年度策定し、これ

に基づいた活動を

着実に実施する。特

に、小規模企業共済

制度は、より多くの

小規模事業者に利

用してもらう政策

的な意義の観点や

制度の安定的な運

営の観点などから、

加入対象者数及び

脱退者数等を勘案

して前期中期目標

期間末の在籍割合

を第４期中期目標

期間末において向

上させるために、新

規加入に重点を置

き、積極的に加入促

進を行う。委託機関

等に対し、制度の意

義、施策としての重

要性を普及させる

ための説明会等の

開催や効果的な加

入促進事例の情報

（１）小規模企業共済

制度及び中小企業倒

産防止共済制度の確

実な運営 

 

・小規模企業共済制

度の政策的な意義及

び安定的な運営の観

点から、２０２１年度

における在籍率につ

いて、加入対象者数及

び脱退者数等を踏ま

えたうえで、前期中期

目標期間末の在籍率

を３％ポイント以上

向上する。 

 

 

・小規模企業共済制

度及び中小企業倒産

防止共済制度に係る

２０２１年度加入促

進計画を策定し、地方

公共団体、地域の中小

企業支援機関等の協

力の下、期間加入促進

運動（加入促進強調月

間、確定申告期運動

等）、地域別加入促進

運動（モデル都道府県

運動、都市部運動等）、

代理店・委託団体等

（以下「委託機関等」

という。）へのトップ

セールスなどを実施

し、両共済制度の普及

及び加入促進を図る。 

・小規模企業共済制

度の普及及び加入促

進による在籍率の向

上を図るため、委託機

関、関係機関等に対

 （１）小規模企業共済制度及び中小企

業倒産防止共済制度の確実な運営 

 

 

 

○小規模企業共済、中小企業倒産防止

共済・２年１１月策定の「３年度加

入促進計画」に基づき、関係省庁、

地方公共団体、地域支援機関、中小

企業団体、金融機関等と連携、以下

の加入促進活動を実施した結果、小

規模企業共済制度・中小企業倒産防

止共済制度共に加入目標件数及び

前年度実績を上回る成果を達成。小

規模企業共済においては、３年度末

の在籍率は６１．１％となり、前期

中期目標期間末４９．９％を１１．

２％ポイント向上。 

・コロナ禍において、委託機関を直接

訪問することが困難な状況にあっ

たが、オンラインや電話・メールを

活用して、全国加入促進強調月間運

動（１０～１１月）、代理店や委託

団体別の加入促進運動を実施。また

併せて、訪問時期を調整し、地域本

部長によるトップセールスや委託

機関の関心を引き付けるために縦

割り業務の打破による複合的アプ

ローチ（支援メニューの複数分野の

紹介）を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

・小規模企業共済制度の普及及び加

入促進のため、委託機関の職員向け

に制度の概要、加入の勧め方及び事

務手続きをまとめた動画を作成し

てＹｏｕＴｕｂｅにて公開。また、
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業倒産防止共済事

業運営の基幹シス

テムについて、政策

要請への迅速な対

応等を含む事業継

続性の観点並びに

事務品質の向上と

顧客の利便性向上

及び運営主体とし

ての生産性向上を

目的として、業務フ

ローの見直しによ

り業務の効率化・合

理化を行うととも

に、大規模なシステ

ム改修に着手する。 

具体的には、システ

ム化構想・計画の策

定を早急に行い、業

務フロー及び業務・

システム要件の定

義を決定し、２０２

３年度末までにシ

ステム開発に着手

する。その際、進捗

段階に応じて妥当

性、安全性、効率性

等を確認する体制

を構築し、進めるこ

ととする。  

また、小規模企業共

済事業の運営に要

する経費について、

運営費交付金に依

拠しないことを基

本とする運営を行

うべく取組を進め

るとともに、中小企

業倒産防止共済事

業においても同様

の運営を行えるか、

その方策も含めて

提供など新規加入

件数の増加による

在籍率の向上に向

けた支援を行う。 

また、小規模企業共

済事業及び中小企

業倒産防止共済事

業運営の基幹シス

テムについて、政策

要請への迅速な対

応等を含む事業継

続性の観点並びに

事務品質の向上と

顧客の利便性向上

及び運営主体とし

ての生産性向上を

目的として、業務フ

ローの見直しによ

り業務の効率化・合

理化を行うととも

に、大規模なシステ

ム改修に着手する。 

具体的には、システ

ム化構想・計画の策

定を早急に行い、業

務フロー及び業務・

システム要件の定

義を決定し、２０２

３年度末までにシ

ステム開発に着手

する。その際、進捗

段階に応じ妥当性、

安全性、効率性等に

ついて、機構外の専

門家による確認体

制を構築し、進める

こととする。 

また、小規模企業共

済事業の運営に要

する経費について、

運営費交付金に依

拠しないことを基

し、制度説明会の開催

や効果的な加入促進

策の横展開等を積極

的に実施する。 

こうした取組を通じ、

小規模企業共済制度

の委託機関等への支

援件数を４，０００件

以上とする。 

・加入者へ実施して

いる認知媒体調査の

結果を今後の加入促

進施策の企画・立案、

実施の際に反映させ

ることで、より効率

的・効果的な加入促進

を実施する。 

・顧客層拡大のため、

対象者が多い業種等

に向け、加入促進を実

施する。 

・具体的には、会社役

員、農業者、飲食サー

ビス業等に対する普

及活動を継続すると

ともに、若年層が多い

フリーランスへの積

極的な普及活動を実

施する。 

・上記のほか、制度の

普及及び加入促進を

図るため、従来型のパ

ンフレット等の配布、

関係機関等の発行す

る広報誌や専門誌、メ

ールマガジン等を活

用した広報に加えイ

ンターネットを介し

た広報を実施する。 

・また、共済ホームペ

ージやチャットボッ

トによって共済制度

複数の委託機関を集めた説明会や

他の中小企業施策と合わせたセミ

ナーを開催。 

 

・こうした取組みを通じて委託機関

等への支援件数は、年度目標４，０

００件に対し、９，９９８件を達成。 

 

 

・効率的・効果的な加入促進を実施す

るため、新規加入者を対象に実施し

ている認知媒体調査の結果を踏ま

え、インターネットを活用した広報

を実施。 

 

 

 

・顧客層拡大のため、一般社団法人Ｉ

Ｔフリーランス支援機構に対して

オンラインで小規模企業共済制度

の制度説明を実施。また、飲食業や

農業者へのアプローチも２年度に

引続き実施。 

 

 

 

 

 

 

・インターネット広告で共済ホーム

ページへの誘導を図った。また、パ

ンフレット等広報資料の関係機関

への配布、関係機関の広報誌（紙）、

専門誌（紙）に両共済制度の紹介広

告等にチャットボットへの誘導を

図るＱＲコードを掲載し周知を実

施。 
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検討を行っていく。 本とする運営を行

うべく取組を進め、

機構の運営費交付

金の効果的な施策

への活用を行うと

ともに、中小企業倒

産防止共済事業に

おいても同様の運

営を行えるか、その

方策も含めて検討

を行っていく。 

等の周知により、さら

なる加入促進等を図

る。 

・契約者等の利便性

の更なる向上及び業

務効率化・合理化のた

め、業務フローを見直

すとともに、大規模な

システムの改修に向

け、システム化構想・

計画及び要件定義の

策定し、システム開発

の調達を実施する。 

・契約者の利便性向

上等を図るため、本格

的なオンライン化に

先駆けて実施する、契

約変更（住所変更等）

などの保全手続きの

オンライン受付につ

いて要件定義を策定

し、システム開発に向

けた調達を行う。 

 

 

 

 

・契約者等の利便性の更なる向上及

び業務効率化・合理化のため、業務

フローを見直し、大規模なシステム

の改修に向け、手続の全面的なオン

ライン化について対応したシステ

ム化構想・計画及び要件定義を策定

するとともに、政府調達手続きに則

った調達を行い、業者を選定した。

なお、一部手続きのオンライン化も

実現すべく、調達手続きも段階的に

実施。 

 

 （２）中小企業・小

規模事業者の事業

再生等への支援 

中小企業再生支援

全国本部として、機

構は、自主的な努力

だけでは経営再建

が困難な状況にあ

る中小企業・小規模

事業者が適切な事

業再生等の支援を

受け、その活力の再

生が促進されるよ

う事業再生の支援

体制を強化する取

組を実施する。支援

に当たっては、中小

企業・小規模事業者

（２）中小企業・小

規模事業者の事業

再生等への支援 

①中小企業・小規模

事業者の再生支援 

中小企業再生支援

全国本部として、中

小企業・小規模事業

者の事業再生に貢

献する。具体的に

は、自主的な努力だ

けでは経営再建が

困難な状況にある

中小企業・小規模事

業者が適切な事業

再生の支援を受け

られるようにする

ため、全国の中小企

（２）中小企業・小規

模事業者の事業再生

等への支援 

①中小企業・小規模事

業者の再生支援 

・中小企業再生支援

全国本部（以下「再生

支援全国本部」とい

う。）として、全国の中

小企業再生支援協議

会（以下「再生支援協

議会」という。）に対し

て、質の高い相談・助

言、専門家の派遣、支

援体制のＰＤＣＡサ

イクル構築に関する

支援、先進事例や案件

情報の収集・提供な

 （２）中小企業・小規模事業者の事業

再生等への支援 

 

①中小企業・小規模事業者の再生支援 

○中小企業再生支援協議会（以下「再

生支援協議会」という。）による中

小企業・小規模事業者への経営改

善・事業再生支援活動に対する中小

企業再生支援全国本部（以下「再生

支援全国本部」という。）による再

生支援協議会支援事業の実施 

 

○再生支援協議会に対する助言・支援

事業 

・再生支援全国本部は、複雑化する再

生案件に対応する再生支援協議を

支援するため、２４名の高度な実践

的知識・経験等を有する専門家を配
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に対する一義的な

支援機関である中

小企業再生支援協

議会（都道府県ごと

に設置）が個々の中

小企業・小規模事業

者を支援する上で、

どのような課題に

直面し、それに対応

するために機構に

対してどのような

支援ニーズを持っ

ているかを把握す

ることが重要であ

る。具体的には、取

引金融機関数が多

数に上るケース、株

主との権利調整が

難航するケース、支

援対象がグループ

会社のケースなど

の困難かつ複雑な

再生案件が近年増

加しており、これら

に効率的・効果的に

対応するため、各地

の中小企業再生支

援協議会が企業の

再生支援を通じて

蓄積した支援情報

の相互共有や法務・

税制面での高度な

再生手法に係る専

門的な助言が必要

とのニーズがある。

これらを踏まえ、中

小企業再生支援全

国本部は、全国の中

小企業再生支援協

議会が行う中小企

業・小規模事業者へ

の事業再生支援に

業再生支援協議会

が行う中小企業・小

規模事業者への事

業再生支援に対し、

質の高い相談・助言

を実施するほか、中

小企業再生支援協

議会に対し、専門家

の派遣、支援体制の

ＰＤＣＡサイクル

構築に関する支援、

先進事例や案件情

報の収集・提供、統

一的な事業運営基

準の明示やＩＴを

活用したネットワ

ークシステムの提

供と情報分析等に

よる支援ノウハウ

の集約・共有や業務

の効率化に関する

支援、中小企業再生

支援協議会の支援

能力を向上させる

ための専門家等に

対する研修を実施

する。 

これらに加え、全国

の地域金融機関、商

工団体、士業団体等

との対話を通じ、事

業再生等の支援に

係る普及・啓発・連

携・協働を行うとと

もに、中小企業再生

支援協議会が他の

関係支援機関と積

極的に支援制度を

相互活用できるよ

う、各関係支援機関

の全国組織等との

意見交換や勉強会

ど、再生支援全国本部

による支援の中でニ

ーズが高い、複雑化す

る再生案件に効率的・

効果的に対応するた

めの、具体的な解決策

の提案などを行い、再

生支援協議会事業を

通じて、自主的な努力

だけでは経営再建が

困難な状況にある中

小企業・小規模事業者

が適切な事業再生の

支援を受けられるよ

うにする。 

 

 

・再生支援全国本部

の再生支援協議会に

対する相談・助言によ

る再生支援協議会の

課題解決率を７０％

以上とする。 

 

 

・再生支援協議会の

支援能力を向上させ

るための専門家等に

対する研修について

は、各支援現場に戻っ

た受講者が複雑化す

る再生案件への対応

に役立つよう、実践的

な内容を取り上げた

ものとする。 

・また、再生支援協議

会に対して、統一的な

事業運営基準を明示

し、ＩＴを活用したネ

ットワークシステム

を提供することによ

り、情報分析等による

置、地区担当などを定め、効率的・

効果的な相談・助言等による支援を

実施。 

・再生支援協議会の現況把握のため、

協議会の窓口相談利用企業（一次対

応）のアンケートや再生計画策定支

援に至った中小企業（一次対応・二

次対応）、金融機関、外部専門家等

に対するアンケートを実施した。集

計・分析・評価を行い今後の改善に

つながるように、中小企業庁、各経

済産業局、認定支援機関、再生支援

協議会にフィードバックを実施。 

・協議会が抱える高度な案件につい

ては、再生支援協議会からの要請を

受け、外部専門家派遣（５件）を実

施。 

・再生支援全国本部の相談・助言によ

る再生支援協議会の課題解決率８

９．３％ 

・中小企業再生支援協議会事業にか

かる業務効率化システム（ＩＴを活

用したネットワークシステム）利用

の満足度は、７０．０％ 

 

○研修・セミナー・会議の実施 

・再生支援協議会のプロジェクトマ

ネージャー及びサブマネージャー

の支援能力向上のため、再生支援協

議会が果たすべき役割・現状、新型

コロナ特例リスケジュール（以下

「特例リスケ」という。）、先行的取

組事例のノウハウ共有及びグルー

プワークなど実践的な研修を計６

日間にわたり実施（申込者数３４１

人、役立ち度１００％）。 

・再チャレンジ等の支援に係る弁護

士向けの研修を実施（申込者数２１

３人、役立ち度９８．０％）。 

・各地の再生支援協議会事業の円滑

化を図るため、全国４７再生支援協

議会のプロジェクトマネージャー
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対し、質の高い相

談・助言を実施する

ほか、中小企業再生

支援協議会に対し、

専門家の派遣、支援

体制のＰＤＣＡサ

イクル構築に関す

る支援、ＩＴを活用

したネットワーク

システムの提供と

情報分析等による

支援ノウハウの集

約・共有や業務の効

率化に関する支援

等を実施する。加え

て、全国の地域金融

機関等との対話を

通じ、事業再生等の

支援に係る普及・啓

発・連携・協働等を

行う。  

また、産業競争力強

化法（平成２５年法

律第９８号）第１３

４条第２項に規定

する認定支援機関

を通じて中小企業・

小規模事業者によ

る経営改善・生産性

向上の取組を支援

する。  

さらに、地域金融機

関等と連携した再

生ファンドを組成

することで、中小企

業再生支援協議会

との連携・協働によ

る中小企業・小規模

事業者の事業再生

の取組に貢献する。 

を行う。また、事業

引継ぎ支援センタ

ーへの相談案件の

一定割合が経営改

善・事業再生を必要

としている現状に

鑑み、中小企業再生

支援全国本部と中

小企業事業引継ぎ

支援全国本部の緊

密な連携が取れる

体制での事業マネ

ジメントを行うと

ともに、各地域にお

いて中小企業再生

支援協議会が事業

引継ぎ支援センタ

ーと連携・協働して

中小企業・小規模事

業者が抱える課題

の解決に寄与する

よう、双方の一層の

連携強化を図る。 

支援ノウハウの集約・

共有や業務の効率化

に関する支援を強化

する。 

・さらに、全国の地域

金融機関、商工団体、

士業団体等への積極

的な訪問、アプローチ

より事業再生等の支

援に係る普及・啓発・

連携・協働を行い、よ

り早期での相談・持込

みの促進に努める。ま

た、再チャレンジ支援

の定着化と経営者保

証ガイドライン単独

型の一層の普及に努

める。 

・また、再生支援協議

会が他の関係支援機

関と積極的に支援制

度を相互活用できる

よう、各関係支援機関

の全国組織等との意

見交換や勉強会を行

う。特に、経営改善支

援センターによる経

営改善支援とは一体

的・協働的な支援に注

力するとともに、事業

引継ぎ支援センター

との連携を促進し、経

営者が抱える事業再

生以外の課題の解決

にも寄与する。 

・令和２年度補正予

算（第１号）により追

加的に措置された交

付金については、「新

型コロナウイルス感

染症緊急経済対策」

（令和２年４月７日

及びサブマネージャーが一同に会

する実務者会合を２回開催。全国の

再生支援協議会の活動状況等の実

績や新たな再生支援策の説明等を

行い、再生支援協議会事業の適切な

運営支援を実施。３年度はオンライ

ン配信により開催し、３６９人が視

聴。 

・中小企業再生支援セミナーはオン

ライン配信かつ初の職員による運

営内製化により実施（申込者数１，

２８１人、役立ち度９９．０％） 

 

〇事業再生等の支援に係る普及・啓

発・連携・協働 

・全国銀行協会が事務局を務める「中

小企業の事業再生等に関するガイ

ドライン」研究会及び「経営者保証

に関するガイドライン」検討会につ

いて、統括プロジェクトマネージャ

ーが委員と参加すると共に、他専門

家や職員もその内容な事務調整に

関与し、両ガイドラインの策定・と

りまとめに協力。 

・日本商工会議所、日本政策金融公

庫、日本税理士会連合会等の主催す

る研修に全国本部専門家を５回講

師派遣。 

・業務効率化を進める中で、次年度の

協議会とセンターの一体的運用に

向けて情報の共有、周知を実施。 

 

〇特例リスケ、再チャレンジ支援、経

営者保証ガイドライン単独型の普

及 

・再生支援協議会の一次相談対応実

績は特例リスケ相談の増加を受け、

４，２４４件に対応。この内、特例

リスケは２，２０５件と５１．９％

を占める。こうした状況を踏まえ、

特例リスケ終了後の出口支援の一

環としてアクションプラン策定を
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閣議決定）に基づいて

措置されたことを認

識し、再生計画策定の

指導・助言、専門人材

の紹介・派遣等を通じ

た中小企業再生支援

協議会の強化のため

に活用する。 

検討し協議会に提示。 

・早期に事業清算を決断して新事業

に再挑戦する経営者を支援するた

め再生支援全国本部では再チャレ

ンジ支援の手続明確化や新様式の

運用開始を行い、研修開催等により

普及。３年度の再チャレンジ支援は

２２３件。 

・経営者保証ガイドラインの取組み

について、３年度に再生支援協議会

におけるガイドラインを利用した

支援案件数２２４件。うち単独型は

８２件 

 

■経済産業大臣への報告 

・産業競争力強化法に基づき、２年度

再生支援協議会事業の評価を実施、

結果を取りまとめ、経済産業大臣に

報告。 

 

  ②中小企業・小規模

事業者の経営改善 

経営改善の取組を

必要とする中小企

業・小規模事業者が

行う経営改善計画

策定を支援するこ

とにより経営改善・

生産性向上の取組

を支援する。 

②中小企業・小規模事

業者の経営改善 

・認定経営革新等支

援機関が中小企業・小

規模事業者の依頼を

受けて実施する経営

改善計画策定支援事

業及び早期経営改善

計画策定支援事業の

利用申請受付け等の

業務を行う経営改善

支援センターや経営

革新等支援機関等に

対して、統一的な判断

に資する事業運営基

準の整備、効率的な業

務運営方法の提案、適

切な助言・指導等を行

う。 

・令和２年度補正予

算（第１号）により追

加的に措置された補

 ②中小企業・小規模事業者の経営改善 

■経営改善計画策定支援事業 

〇経営改善支援センター業務の改善 

・３年度、経営改善支援センター事業

において業務の効率化の基準が定

められた。全国本部として年２回検

査を実施し、適正な執行を確認。 

・財務状況などに経営上の課題を抱

える企業から債務を抱えるものの

今後の飛躍のため事業改善を行い

たいという企業まで、様々なニーズ

の中小企業・小規模事業者の経営改

善を行うための施策として、機構が

各認定支援機関（各認定支援機関に

おいて、経営改善支援センター（以

下「センター」という。）を設置。）

への委託事業として実施。 

・経営改善支援センター向けに制度

紹介のリーフレットを制作し、全国

の再生支援協議会や地域本部を通

じて普及し、活用を促進。３年度の

経営改善計画策定支援事業（以下
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助金については、「新

型コロナウイルス感

染症緊急経済対策」

（令和２年４月７日

閣議決定）に基づいて

措置されたことを認

識し、認定経営革新等

支援機関による、新型

コロナウイルス感染

症の影響を受ける中

小企業・小規模事業者

向けの経営改善計画

等の策定支援の強化

のために活用する。 

 

「４０５事業」という。）に係る利

用申請受付１，５０７件。早期経営

改善計画策定支援事業に係る利用

申請受付１，３２６件）。 

 

  ③再生ファンドに

よる事業再生支援

等 

地域金融機関等と

連携して再生ファ

ンドを組成し、中小

企業再生支援協議

会との連携・協働に

より中小企業・小規

模事業者の事業再

生の取組に貢献す

る。組成したファン

ドに対しては、継続

的なモニタリング

等を通じて運営面

でのガバナンスを

向上させるととも

に、各種情報や機構

支援ツールの提供

等を行うことによ

り、投資先企業の再

生を支援する。 

また、産業競争力強

化法に規定する事

業再編や事業再生

を図るための借入

等、農業競争力強化

③再生ファンドによ

る事業再生支援等 

・再生支援協議会等

との連携の下、地域金

融機関、信用保証協

会、ファンド運営者に

対して制度説明や先

進事例に関する情報

提供等を行うととも

に、既存ファンドの投

資進捗及び新規ファ

ンドに対する事業再

生ニーズの把握を踏

まえ、中小企業再生フ

ァンドの組成促進を

行い、中小企業・小規

模事業者の事業再生

の取組に貢献する。 

 

 

 

 

 

・組成後のファンド

に対しては投資委員

会へのオブザーバー

参加やファンド運営

 ③再生ファンドによる事業再生支援

等 

○中小企業再生ファンドの組成促進 

・地域のニーズに応じた中小企業再

生ファンドの組成及び活用を促進。

また、２年度補正予算により中小企

業再生ファンドに係る出資金が措

置されたことを受けて、ファンド運

営者の公募により組成を促進。地域

金融機関、信用保証協会、中小企業

再生支援協議会と連携した中小企

業再生ファンド２ファンド（総額４

０．０億円）に対して１９．４億円

の出資契約を実施。 

・３年度補正予算により追加的に出

資金が措置されたことを受け、長期

化するコロナ禍の影響により業況

が悪化した地域経済の中核となる

中小企業等の再生を支援すべく「中

小企業再生ファンド（３年度補正）」

についてもファンド運営者の公募

を開始。 

 

○新規組成及び活用促進等に向けた

ファンド運営候補者等との面談。 

・面談等を行ったファンド運営候補

者数 １２ 者 
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支援法（平成２９年

法律第３５号）に規

定する事業再編や

事業参入を図るた

めの借入等及び中

小企業等経営強化

法に規定する事業

再編投資計画の認

定を受けたファン

ドの借入に対する

債務保証を行う。な

お、金融機関を中心

に制度の周知を行

う。 

者との面談等を通じ

て、投資決定プロセス

や利益相反の確認、投

資先支援活動の実態

把握を行うなど、継続

的なモニタリング等

を徹底するとともに、

ファンド運営者に対

する再生事例の紹介

や機構支援ツールの

情報提供等を通じて、

事業成果の向上につ

なげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出資ファンド数累計 ６７ファン

ド（うち清算結了済３７ファンド、

清算手続中１ファンド） 

 

ファンド総額累計 ２，２４９億円 

機構出資契約額累計１，０３４億円 

３年度投資先企業数 ３１社 

（累計６３９社） 

３年度投資金額（追加投資額も含

む）６４億円（累計１，３４１億円） 

３年度再生完了先企業 ３５社 

（累計４８１社） 

 

（参考）再生完了企業の雇用者数 

１，６８８人（累計２７，２１４人） 

 

■ファンドに対するモニタリングと

情報提供 

○ファンド運営状況のモニタリング 

・既存ファンドの組合員集会への参

加（３２回）のほか、ガバナンスの

強化のため、投資委員会にもオブザ

ーバー参加（５２回）するとともに、

キーマンとの随時面談等を通じフ

ァンドごとのモニタリングシート

を整備、運営状況を適時・的確に把

握。 

・ファンドからの投資報告により投

資状況を定期的に把握するととも

に、ファンドの決算資料より投資先

企業の財務状況等を把握。 

 

（支援事例） 

・地域経済の低迷から経営不振を余

儀なくされていた１００年以上の

業歴を有する老舗旅館業者に対し

て、機構出資ファンドが金融支援並

びに役員派遣を通じたハンズオン

支援を行い、事業再生を支援。ファ

ンドは収益管理体制構築等の財務・

マーケティング支援だけでなく、人

材教育、サービス内容改善といった
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・これらの取組によ

る成果の目標は、ファ

ンドからの投資先企

業の存続とし、その達

成状況を把握するた

め、投資先企業の存続

率等の調査・分析を行

う。 

 

 

 

 

・産業競争力強化法

に規定する事業再編

多岐に亘るハンズオン支援を実施。

再生計画通りの業績を達成し、メイ

ンバンクのリファイナンスにより

事業再生を完了、地域雇用の確保に

大きく貢献。 

 

○ファンドクローズに向けた具体的

な取組み 

・モニタリングシート（ファンドクロ

ーズ管理用）を活用し、終期の近い

ファンドについて、計画的なクロー

ズが行われるよう、半年毎のモニタ

リングを実施。 

・３年度中に中小企業再生ファンド

６件のファンドクローズ手続きを

完了。 

 

○ファンド運営者に対する情報提供

等 

・ファンド運営者に対する情報提供

を目的として「中小企業再生ファン

ド出資先連絡会（ＧＰ連絡会）」を

オンラインで開催。ファンド運営の

質向上に資する、ＧＰの好取組事例

や機構ハンズオン支援メニュー等

に関する情報を提供。２７先のファ

ンドＧＰが参加。 

 

○投資先企業の存続状況 

・３年度期首での投資先企業１５１

社のうち期末での存続企業１４９

社（存続率９８．７％） 

 

○支援終了企業の雇用維持率 

・３年度支援終了企業３７社の雇用

維持率７９．６％ 

・３年度支援終了企業のうち雇用を

７割維持した企業数２９社（当該企

業の割合７８．３％） 

 

■債務保証業務 

・事業者からの具体的な相談対応先
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や事業再生を図るた

めの借入等、農業競争

力強化支援法（平成２

９年法律第３５号）に

規定する事業再編や

事業参入を図るため

の借入等及び中小企

業等経営強化法に規

定する事業再編投資

計画の認定を受けた

ファンドの借入に対

する債務保証を行う。

審査については制度

の政策目的を踏まえ

つつ適切に行う。 

・令和２年度補正予

算（第２号）により追

加的に措置された出

資金については、新型

コロナウイルス感染

症対策の強化を図る

ために措置されたこ

とを認識し、新型コロ

ナウイルス感染症の

影響を受け、過大な債

務を抱えた中小企業

の再生を図るための

中小企業再生ファン

ドの拡充のために活

用する。 

・令和３年度補正予

算（第１号）により追

加的に措置された出

資金については、「コ

ロナ克服・新時代開拓

のための経済対策」

（令和３年１１月１

９日閣議決定）に基づ

き措置されたことを

認識し、過大な債務を

抱えた中小企業の再

生を図るための中小

５件。その他金融機関１２行に対し

て事業パンフを送付し制度を案内。 

・産業競争力強化法に規定する事業

再編や事業再生を図るための借入

等、農業競争力強化支援法に規定す

る事業再編や事業参入を図るため

の借入等及び中小企業等経営強化

法に規定する事業再編投資計画の

認定を受けたファンドの借入に対

する債務保証制度の申込みはなし。 
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企業再生ファンドの

拡充に活用する。 

 （３）大規模な自然

災害等への機動的

な対応 

東日本大震災によ

り被災した地域に

ついて、機構は、東

日本大震災に対処

するための特別の

財政援助及び助成

に関する法律（平成

２３年法律第４０

号）などの関係法令

に基づく国の政策

展開と連携して、そ

の復興の進捗に適

合した支援を行う。

その中でも特に原

子力災害により深

刻な被害を受けた

福島の復興・再生に

ついて、引き続きそ

の求められる役割

を果たし、中小企

業・小規模事業者等

の事業再開に貢献

する。  

また、大規模な自然

災害等が発生した

場合には、これまで

の知見とノウハウ

を活用して、機動的

に支援を行う。 

（３）大規模な自然

災害等への機動的

な対応 

①東日本大震災の

復興・再生支援 

東日本大震災によ

り被災した地域に

ついて、東日本大震

災に対処するため

の特別の財政援助

及び助成に関する

法律（平成２３年法

律第４０号）などの

関係法令に基づく

国の政策展開と連

携して、国の復興・

創生期間での出口

を目指し、その復興

の進捗度と歩調を

合わせた支援を展

開する。 

その中でも特に原

子力災害で深刻な

被害を受けた福島

の復興・再生につい

て、機構に求められ

る役割を果たすこ

とで、中小企業・小

規模事業者等の事

業再開に貢献する。 

（３）大規模な自然災

害等への機動的な対

応 

①東日本大震災の復

興・再生支援 

・「復興・創生期間」後

における東日本大震

災からの復興の基本

方針（令和元年１２月

２０日閣議決定）を踏

まえ、地域により復興

の異なる進捗状況に

合わせ機構の知見と

ノウハウを最大限活

用し、被災した地域及

び中小企業・小規模事

業者の復興と自立化

に貢献する。 

・東日本大震災に対

処するための特別の

財政援助及び助成に

関する法律（平成２３

年法律第４０号）に基

づき著しい被害を受

けた中小企業・小規模

事業者等のための工

場・事業場・店舗等の

仮設施設整備及び当

該施設の有効活用（移

設・撤去等）に係る支

援については、福島県

原子力災害被災１２

市町村からの依頼に

基づき、引き続き実施

する。 

 

・原子力災害により

被災した中小企業・小

規模事業者の事業・生

 （３）大規模な自然災害等への機動的

な対応 

 

①東日本大震災の復興・再生支援 

○仮設施設整備事業 

仮設施設の整備状況（完成ベース） 

・市町村 ５３市町村 

・案件数 累計６４８案件 

・区画数 累計３，６３９区画 

・面積 累計２３０，０６９㎡ 

・現事業者数 ８２事業者（前年同期

比１５者減） 

・現従業員数 ６６２人（前年同期比

１８８人減） 

 

 

 

 

○仮設施設有効活用等支援事業（助

成） 

・機構が整備し、市町村に譲渡した仮

設施設について、復興の促進と仮設

施設の有効活用を図るため、一定の

要件を満たした場合、市町村に対し

て仮設施設の移設、撤去等に係る費

用を助成。 

 

○支援実績（交付決定ベース） 

・撤去事業 ５事業 １５１百万円 

 

 

 

 

 

 

 

○福島の産業復興の加速化への取組 

福島相双復興官民合同チームへの

参画 
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業の再建、自立化を支

援するため、国・福島

県・民間で設置する福

島相双復興官民合同

チームへ参画し、被災

中小企業・小規模事業

者への個別訪問等を

通じて実態の把握等

を行うとともに、これ

をきっかけとして、事

業再開や自立化に向

かって再スタートを

果たそうとする意欲

のある被災中小企業・

小規模事業者に対し、

機構の知見、ノウハウ

を活かし多様な支援

策を提供していくこ

とで福島の産業復興

の加速化に貢献する。 

 

・このほか原子力災

害で深刻な被害を受

けた福島の復興・再生

について、機構に求め

られる役割を果たす

ことで、被災中小企

業・小規模事業者等の

事業再開と自立化に

貢献する。 

 

 

 

・東日本大震災で被

害を受けた中小企業・

小規模事業者等の二

重債務問題に対応す

るため、２０１１年度

に設立された産業復

興機構への出資等を

行う。加えて、産業復

興機構の運営者に対

・国・福島県・民間からなる「福島相

双復興官民合同チーム」の創設に伴

い、機構は「国」の一員として同チ

ームの事業者支援グループに参画。

同チームは総勢約２８０名の体制

で福島県内（福島、南相馬、いわき）

及び東京都内の計４支部に駐在し、

被災事業者に５，７０９回訪問。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○警戒区域等地域の復興に向けた賑

わい回復支援事業 

・原子力発電所事故に伴い、警戒区域

等に設定された福島県の１２市町

村を対象に、住民の帰還や賑わいの

回復を通じて、地元中小企業者等の

活性化を図るための復興イベント

を実施するために必要な経費を助

成。 

・助成事業数 

 １村１回 

 

○二重債務問題への対応 

産業復興機構（ファンド）へ出資等 

・東日本大震災で被害を受けた中小

企業等の二重債務問題に対応する

ため、県及び地域金融機関との共同

出資により５県（岩手・宮城・福島・

茨城・千葉）で設立した産業復興機

構（総額３７０億円）に対し、１．

６億円を出資。（機構出資契約額２
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する事務経費の支援、

令和２年度までに産

業復興相談センター

において、再生計画策

定支援・債権買取支援

の相談を受付けた被

災中小企業・小規模事

業者等に対して利子

補給を行う財団に助

成を行う基金の運営

を行う。 

・令和２年度までに

株式会社日本政策金

融公庫等の東日本大

震災復興特別貸付等

を受けた被災中小企

業・小規模事業者等に

対して利子補給を行

う財団等に助成を行

う基金の運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９６億円） 

（債権買取実績） 

 債権買取先数 ０先（累計３３５

先） 

 債権買取額 ０億円（累計２０６億

円） 

・組合員集会への参加（３回）のほか、

ガバナンスの強化のため、投資委員

会にもオブザーバー参加（３回）す

るとともに、その他運営者との随時

面談等を通じ、運営状況を適時・的

確に把握。 

 

○各産業復興機構の運営者に対する

事務経費の支援 

・各産業復興機構の運営者に対する

事務経費の支援について、交付要領

に基づき助成を実施。 

 助成件数  ２０件 

 助成金額  ３５百万円 

 

○中小企業再生支援協議会の再生計

画策定支援等を受けた被災中小企

業者等に対して利子補給を行う基

金の運営。 

・中小企業再生支援協議会（産業復興

相談センター）の支援を受けて事業

再生を図る被災中小企業者等に対

して、旧債務（再生計画等の対象と

なる債務）に係る利子の補てんを行

うための基金を創設し、その運営体

制を整備。 

 県の財団法人を経由して被災中小

企業者等に利子補給を実施。 

・支援実績 

利子補給件数 ２件 

 利子補給額 ８百万円 

 

○東日本大震災復興特別貸付等への

対応 

利子補給を行う基金の運営 

・日本政策金融公庫及び商工組合中
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・東日本大震災によ

り被害を受けた中小

企業等を対象とする

被災道県が実施する

貸付制度への支援を

継続する。 

・原子力発電所事故

によって甚大な影響

を被る中小企業。小規

模事業者等を対象と

する福島県が実施す

る貸付制度への支援

を継続する。 

 

央公庫が行う「東日本大震災復興特

別貸付」等の借入行う被災中小企業

者等のうち、事業所が全壊又は流

出、または計画区域等に事業所を有

していた被災中小企業者等や、一旦

廃業した事業者であって新たに事

業を開始する中小企業者等を対象

として、借入後３年間利子補給を行

うための基金を機構に創設し、その

運営体制を整備。 

 県の財団法人等を経由して被災中

小企業者等に利子補給を実施。 

・支援実績 

 利子補給件数 ３７３件 

 利子補給額 ２百万円 

 

○被災中小企業施設・設備整備支援事

業（三セク貸付）の実施 

・被災６道県（北海道、青森県、岩手

県、宮城県、福島県、千葉県）に対

する２３年度から累計１，４０２．

３億円の貸付。うち、３年度は２２

先の事業者に対し、８．４億円の貸

付承認。 

・被災道県及び財団が実施する貸付

審査等への助言協力を実施（対象県

２県、２先、２日計６人）。 

・東日本大震災で被害を受けた中小

企業等の復旧の支援のための貸付、

条件合致先への償還猶予などの措

置を継続して柔軟に実施。 

 

  ②大規模な自然災

害等への対応 

大規模な自然災害

等が発生した場合

には、機構の知見と

ノウハウを結集し、

中小企業・小規模事

業者等への支援を

国の政策展開と連

携し機動的に行う。 

②大規模な自然災害

等への対応 

・大規模な自然災害

等が発生した場合に

は、関係機関と連携を

とり機構の知見とノ

ウハウを結集し、中小

企業・小規模事業者等

への支援を国の政策

展開と連携し機動的

 ②大規模な自然災害等への対応 

 

○特別相談窓口等の設置 

・以下の災害について、速やかに特別

相談窓口等を設置するなどして、被

災中小企業の要望に対処するため

の体制を整備し、相談を受け付け

た。機構・関係各機関の災害支援施

策等の情報提供を実施。また、前年

度から引き続き設置している窓口
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に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和２年７月豪雨

災害により被災した

熊本県の中小企業・小

においても、相談等の対応を実施。 

 

島根県松江市における大規模火災 

４／５  中国本部 

３年７月１日からの大雨による災害 

７／５  関東本部（実績１件） 

７／９  中国本部 

７／１２ 九州本部 

台風第９号から変わった温帯低気圧

に伴う大雨による災害 

８／１１ 東北本部 

３年８月１１日からの大雨による災

害 

８／１３ 中国本部（実績１件） 

８／１６ 九州本部（実績１件） 

８／１７ 関東本部、中部本部 

３年長野県茅野市において発生した

土石流 

９／７  関東本部 

４年福島県沖を震源とする地震によ

る災害 

３／１７ 東北本部（１件） 

 

【新型コロナウイルスに関する経営

相談窓口】 

 ３年度実績 １０３件 

 

【ウクライナ情勢・原油価格上昇等に

関する特別相談窓口】（２０２１／１

１／２設置の原油価格上昇に関する

特別相談窓口から２０２２／２／２

５）付け改名）】 

 ３年度実績 １件 

 

【２年７月３日からの大雨による災

害（２年７月豪雨）による災害に係る

特別相談窓口】 

３年度実績 ０件 

 

○２年７月豪雨の復興支援 

○専門家派遣事業 

・被災中小企業・小規模事業者等の経
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規模事業者等の求め

に応じ、専門家の派遣

等を通じた相談・助言

を行う。また、被災し

た地方公共団体から

の求めに応じ、地方公

共団体が整備する仮

設施設に対する技術

支援及び整備等費用

の助成を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和元年台風第１

９号災害により被災

した宮城県・福島県・

栃木県・長野県の中小

企業・小規模事業者等

営課題に対して、豊富な支援実績を

有する専門家のノウハウを活用し

たアドバイスを実施。 

・支援実績 

 支援回数  １回 

 派遣人日数 １人日 

 

（支援事例） 

・２年７月豪雨災害により被災した

事業者向けに機構が助成した仮設

店舗「さかもと復興商店街」の営業

開始に向け、入居企業、道の駅・熊

本県・八代市職員を対象に、継続的

な運営や本格的な営業開始に向け

ての留意点やポイント等について

のセミナーを実施し、入居事業者と

支援者がともに考える場を提供。今

後の復興に向けた取組を支援。 

 

○仮設施設整備支援事業（助成） 

・被災した地域において、被災中小企

業・小規模事業者等が早期の事業活

動再開を支援するため、複数の被災

中小企業・小規模事業者等が入居す

る仮設施設を整備する費用を助成

する事業を実施。 

・支援にあたっては、整備等費用の助

成だけではなく、これまでの復興支

援で蓄積した機構の知見とノウハ

ウを最大限活用し、職員による被災

中小企業・小規模事業者等の事業活

動再開に向けた助言、仮設施設整備

手法に係る助言を併せて実施。 

・支援実績（交付決定ベース） 

 助成市町村 １村 

 助成事業数 １事業 ５７百万円 

 

○元年台風第１９号災害の復興支援 

○専門家派遣事業 

・被災中小企業・小規模事業者等の経

営課題に対して、東日本大震災等に

おける復興支援の実績を有する専
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に対して、復興の程度

を勘案しながら、専門

家の派遣等を通じた

相談・助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和３年２月に発

生した福島県沖地震

門家のノウハウを活用したアドバ

イスを実施。 

・元年１１月から被災中小企業・小規

模事業者等に対して専門家を派遣

し、被災中小企業・小規模事業者の

経営課題についての助言の他、支援

機関等からの派遣要請に応じ補助

金申請に伴う説明会・勉強会・相談

会等に対応。 

・支援実績  ２２６回 

 派遣人日数 １４０人日 

 

（支援事例） 

・東日本大震災や台風１９号の被災

を経験した、福島県いわき市で学習

教材卸売業を営む事業者は、収益性

の向上が課題であった。専門家の助

言の下、既存ビジネスの現状分析及

び新規ビジネスの検討を踏まえて、

学習塾の開業を決めた。また、２０

２２年４月の開塾を目指して、カリ

キュラム作成、講師への報酬額検

討、契約に関する書類の整備等を実

施し、学習塾運営の準備を進めるこ

とができた。 

・福島県いわき市で食品スーパーを

営む事業者は、台風１９号の被害や

来店客数の減少などを受けて累積

赤字が増大し財務状況が悪化して

いた。専門家の助言のもと、総菜部

門における３つの改善（①陳列方法

②広告宣伝（ＰＯＰやチラシ）の実

施方法③総菜メニュー開発）が収支

改善の柱になる点について整理し、

具体的な改善活動を実施した。ま

た、ＰＯＳデータの分析による「Ｐ

ＤＣＡ」の重要性も理解し、活動を

通じて事業者の意識も変化、取組へ

の積極性が向上した。 

 

○被災中小企業施設・設備整備支援事

業（三セク貸付）の実施 
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により被災した中小

企業・小規模事業者等

を対象とする岩手・宮

城・福島県が実施する

貸付制度への支援を

行う。 

 

・令和元年台風第１

９号により被災した

中小企業・小規模事業

者等を対象とする宮

城県・福島県・栃木県

が実施する貸付制度

への支援を継続する。 

 

 

 

 

・平成３０年７月豪

雨により被災した中

小企業・小規模事業者

等を対象とする岡山

県・広島県・愛媛県が

実施する貸付制度へ

の支援を継続する。 

 

・熊本地震により被

災した中小企業・小規

模事業者等を対象と

する熊本県が実施す

る貸付制度への支援

を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○元年台風１９号に係る被災中小企

業施設・設備整備支援事業（三セク

貸付）の実施 

・被災３県（宮城県・福島県・栃木県）

に対して３７．１億円を貸付。８先

の事業者に対し、７．６億円の貸付

承認。 

・被災道県及び財団が実施する貸付

審査等への助言協力を実施（対象県

１県、１先、１日計４人） 

 

○平成３０年７月豪雨に係る被災中

小企業施設・設備整備支援事業（三

セク貸付）の実施 

・被災３県（岡山県・広島県・愛媛県）

に対して２００．５億円を貸付。 

 

 

 

○平成２８年熊本地震に係る被災中

小企業施設・設備整備支援事業（三

セク貸付）の実施 

・熊本県に対して３８５．４億円を貸

付。１先の事業者に対し、１．７億

円の貸付承認。 

 

○特定地域中小企業特別資金貸付（原

発事故対策）の実施 

・福島県に対して、同県の原発事故に

より甚大な影響を被る中小企業等

に対して、福島県内の移転先や避難

区域が解除された地域等での事業

継続・再開に必要な事業資金を貸し

付ける融資制度の財源の一部を貸

付（２３年度からの累計７０３億円
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・機構が有する中小

企業支援機関等との

ネットワークと緊密

な連携関係及びこれ

まで培ってきた経営

支援ノウハウを活か

し、中小企業・小規模

事業者による事業継

続力強化計画及び複

数の中小企業・小規模

事業者による連携事

業継続力強化計画の

策定支援を行うとと

もに、これらの策定を

支援する人材の育成、

中小企業・小規模事業

者等に対する積極的

な情報提供・普及啓発

活動に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の貸付）。 

・３年５月に、貸付原資相当約７０億

円を繰上償還。福島県と協議の上で

事業規模の見直しを実施。 

・２３年度からの累計９３７先の事

業者に対し、１５６．２億円の貸付

決定。うち３年度は、１先の事業者

に対し１０．５百万円の貸付決定。 

 

○情報提供及び普及啓発 

・自然災害や感染症等に対する事前

対策への関心を喚起して取組を促

進するため、先行企業の事例や計画

策定に係る説明のコンテンツを制

作し、ポータルサイトにて掲載・公

開して情報を発信。また、強靱化の

重要性を伝えるため、実体験に基づ

いた講演等によるシンポジウムを

実施。さらに、大規模展示会やぼう

さいこくたい２０２１に出展する

などの取組により施策や支援内容

に係る情報発信を実施。 

【シンポジウム】（オンライン） 

キックオフイベント ５１９人視聴 

シンポジウム   １００９人視聴 

合計      １，５２８人視聴 

 

 

○施策等の理解や事前対策の取組の

促進 

・強靱化の取組の重要性や、国の事業

継続力強化計画認定制度を含めた

施策等の理解を促進し、事業継続力

強化計画認定を目指す演習付きセ

ミナーを実施。 

セミナー（１０７回）    ６４８

人参加 

 

○強靱な企業経営を図るための単独

型及び連携事業継続力強化計画の

策定支援 

・企業単体による単独型事業継続力
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・令和２年度補正予

算（第１号）により追

加的に措置された交

付金及び補助金につ

いては、「新型コロナ

ウイルス感染症緊急

経済対策」（令和２年

４月７日閣議決定）に

基づいて措置された

ことを認識し、以下の

事業のために活用す

る。 

・新型コロナウイル

ス感染症の影響を受

けている中小企業・小

規模事業者・個人事業

主（事業性のあるフリ

ーランス含む）に対す

る、株式会社日本政策

金融公庫・株式会社商

工組合中央金庫等の

融資分の利子補給 

・新型コロナウイル

ス感染症の影響を受

けている中小企業・小

規模事業者・個人事業

主（事業性のあるフリ

ーランス含む）に対す

る、都道府県等の制度

融資分の利子補給 

強化計画に加え、他の事業者との連

携を目指す事業者や、連携する事業

者組織を対象とする連携事業継続

力強化計画の認定を目指す連携体

等に対し、事業継続力強化支援等に

精通した専門家を派遣して、連携事

業継続力強化計画の策定支援を実

施。 

事業継続力強化計画の策定支援件数 

１，１２１件 

（単独型７２３件、連携型３９８件） 

 

○新型コロナウイルス感染症特別貸

付等への対応 

○利子補給を行う基金の運営 

（新型コロナウイルス感染症特別

利子補給事業） 

・日本政策金融公庫、沖縄振興開発金

融公庫、商工組合中央公庫及び日本

政策投資銀行が行う「新型コロナウ

イルス感染症特別貸付」等の貸付に

より借入を行った中小企業者等の

うち、売上が一定の水準以上減少し

た中小企業者等を対象として、借入

後最長３年間利子補給を行うため

の基金を機構に創設（３，３７０億

円）し、その運営体制を整備。中小

企業者等に直接利子補給を実施。 

・交付決定件数   ２４７，５１５

件 

・交付決定（補給）額 ３７，３２２

百万円 

 

 

○新型コロナウイルス感染症制度融

資への対応 

○利子補給を行う基金の運営 

（新型コロナウイルス感染症制度融

資利子補給事業） 

・信用保証協会を有する都道府県及

び４市（横浜市、川崎市、名古屋市、

岐阜市）が実施する制度融資により
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・新型コロナウイル

ス感染症の影響を受

ける中小企業・小規模

事業者の経営相談対

応等を行う支援機関

等向けの専門家派遣 

・感染症対策を含む

中小企業強靱化対策

として行う事業継続

力強化計画等の策定

支援、普及啓発 

・令和２年度補正予

算（第２号）により追

加的に措置された補

助金については、新型

コロナウイルス感染

症対策の強化を図る

ために措置されたこ

とを認識し、以下の事

業のために活用する。 

・新型コロナウイル

ス感染症の影響を受

けている中小企業・小

規模事業者・個人事業

主（事業性のあるフリ

ーランス含む）に対す

る、株式会社日本政策

金融公庫・株式会社商

工組合中央金庫等の

融資分の利子補給の

拡充 

・新型コロナウイル

借入れを行った中小企業者等を対

象として、借入後３年間利子補給を

行うための基金を機構に創設（１

５，１２７億円）し、都道府県等を

経由して利子補給を実施。 

・交付決定地方公共団体数 ５０地

方公共団体 

・交付決定額     約２１１，６

０３百万円 

 

○新型コロナウイルス感染症の影響

を受ける中小企業・小規模事業者の

経営相談対応等を行う支援機関等

向けの専門家派遣 

・新型コロナウイルス感染症の影響

を受ける中小企業・小規模事業者の

経営相談対応等を実施する支援機

関等に対し、中小企業診断士、税理

士、企業経営や店舗経営の経験者等

の専門家を無料で派遣。 

相談対応の専門家派遣実績 

１９６人 

相談対応した事業者実績 

５１９社 

 

○２年７月豪雨災害への対応 

なりわい再建資金利子補給事業 

・なりわい再建支援事業を活用し復

旧する被災事業者等に対して、政府

系金融機関による特別貸付及び熊

本県による制度融資を対象に、熊本

県を経由して借入後３年間の利子

相当額を助成。 

・支援実績 

 利子補給件数 ６件 

 利子補給額 ２５千円 
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ス感染症の影響を受

けている中小企業・小

規模事業者・個人事業

主（事業性のあるフリ

ーランス含む）に対す

る、都道府県等の制度

融資分の利子補給の

拡充 

・令和２年度補正予

算（第３号）により追

加的に措置された補

助金については、令和

２年７月豪雨におい

て被害を受けた地域

の中小企業・小規模事

業者の復旧・復興を図

るために措置された

ことを認識し、当該事

業者に対するなりわ

い再建資金利子補給

事業のために活用す

る。 

・令和３年度補正予

算（第１号）により追

加的に措置された補

助金については、「コ

ロナ克服・新時代開拓

のための経済対策」

（令和３年１１月１

９日閣議決定）に基づ

き措置されたことを

認識し、令和２年７月

豪雨において被害を

受けた地域の中小企

業・小規模事業者の復

旧・復興を図るための

なりわい再建資金利

子補給事業に活用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■指摘事項への対応 
・３年度は、主務省と連携してＥＢＰ

Ｍに関する検討を行った。今後、中
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小企業庁が推進するデータ利活用

について、機構が保有する各種デー

タの提供に関する検討を実施。 
 ［独立行政法人通則法第２８条の４

に基づく令和２年度評価結果の反

映状況の公表］ 

 

 【指標４－１】 

・中期目標期間終了

時において、小規模

企業共済制度の在

籍率を、前中期目標

期間終了時より１

６％ポイント以上

向上させる。【基幹

目標】（新規設定）

（［参考］２０１７

年度末実績：４６．

８％） 

【指標４－２】 

・中期目標期間にお

いて、小規模企業共

済制度の委託機関

等への支援件数を

２万件以上とする。

（新規設定）（［参

考］前中期目標期間

実績（２０１７年度

末実績）：役員等に

よる委託機関等へ

の訪問件数４７３

件） 

【指標４－１】 

・中期目標期間終了

時において、小規模

企業共済制度の在

籍率を、前中期目標

期間終了時より１

６％ポイント以上

向上させる。【基幹

目標】（新規設定）

（［参考］２０１７

年度末実績：４６．

８％） 

【指標４－２】 

・中期目標期間にお

いて、小規模企業共

済制度の委託機関

等への支援件数を

２万件以上とする。

（新規設定）（［参

考］前中期目標期間

実績（２０１７年度

末実績）：役員等に

よる委託機関等へ

の訪問件数４７３

件） 

【指標】 

・小規模企業共済制

度の在籍率：前中期目

標期間終了時より

３％ポイント以上向

上【基幹目標】 

・小規模企業共済制

度の委託機関等への

支援件数：４，０００

件以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再生支援全国本部

の再生支援協議会に

対する相談・助言によ

る再生支援協議会の

課題解決率：７０％以

上 

 

 【指標】 

・小規模企業共済制度の在籍率：前中

期目標期間終了時より１１．２％ポ

イント以上向上【基幹目標】 

・小規模企業共済制度の委託機関等

への支援件数：９，９９８件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再生支援全国本部の再生支援協議

会に対する相談・助言による再生支

援協議会の課題解決率：８９．３％ 

 

 

■小規模企業共済制度の在籍率：前中期目標期

間終了時より３％ポイント以上向上（基幹目

標） 

■小規模企業共済制度の委託機関等への支援

件数 

より多くの小規模事業者に認知し活用して

貰うため、新規加入者の獲得に重点を置いた加   

入促進活動を引き続き強力に展開。３年度は

「委託機関の活動の活性化」に注力すると共に    

新規加入が期待できる分野へ直接アプローチ

を実施。その結果、委託機関等への支援件数は

目標４，０００件（アウトプット）に対し、９，

９９８件（対数値目標２４９．９％）を達成。

新規加入件数（１１．４万件）が、前年度実績

を上回り、在籍者数（１５８．８万人）が過去

最大となったことにより、在籍率も前年度を上

回る伸び（＋３．７％→＋４．２％）を実現し、

過去最高（６１．１％）の数値となった。前中

期目標期間終了時より３％ポイント以上の目

標（アウトカム）に対し、１１．２％ポイント

以上向上（対数値目標３７３．３％）と高い水

準で目標を達成。また、直近過去２年実績平均

との比較においてもアウトプットで１２６．

２％、アウトカムで３７３．３％を達成。 

 

 

 

 

 

 

 

■債務保証業務（財務省共管業務） 

ディープテックベンチャー向け保証制度に

おいては、指定金融機関と密接な連携を図り、
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２０件の相談へ対応。うち３件について審査を

完了し、３年度に１件の契約を締結し保証実行

済、残りの２件については４年度に契約及び保

証実行を予定。また、事業者からの具体的な相

談対応先５件。金融機関１２行に対し事業案内

を実施。 

債務保証先に対しては、その業況に応じた層

別管理を実施し、貸付金融機関と連携して保   

証先の業況や返済状況を確認するなど適切に

対応。 

経済産業省と債務保証業務のあり方等につ

いて継続的な情報交換を実施。 

（再掲） 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
 

 

  

131



 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
― 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
運営費交付金の効率

化 
毎年度平均で前年

度比１．０５％以上

の効率化 

 ▲３．５％ ▲３．３％ ▲３．４％    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 限りあるリソース

のなか、以上に述べ

た国民に対して提

供するサービスを

的確に提供し、効率

的かつ着実に成果

を上げていくため

に、理事長によるリ

ーダーシップ、トッ

プマネジメントの

下、以下の取組を持

続的に推進してい

く。 

限りあるリソース

のなか、以上に述べ

た国民に対して提

供するサービスを

的確に提供し、効率

的かつ着実に成果

を上げていくため

に、理事長によるリ

ーダーシップ、トッ

プマネジメントの

下、以下の取組を持

続的に推進してい

く。 

限りあるリソース

のなか、以上に述べ

た国民に対して提

供するサービスを

的確に提供し、効率

的かつ着実に成果

を上げていくため

に、理事長によるリ

ーダーシップ、トッ

プマネジメントの

下、以下の取組を持

続的に推進してい

く。 

 

 

 ＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

根拠：  

・地域プレゼンスの強化 

顧客重視の支援を達成するべく、地域本部

からのアクセスが比較的困難な地域にエリ

アマネージャー（職員）を配置するとともに、

地域産業振興の取組を推進する組織を新設

し、地域への支援機能を強化。 

地域パートナーとして元年度に創設した中

小企業応援士を新たに６５名追加、うち女性

経営者を２割（１３名）とした。元年度中小

企業応援士の再任者を含め、全体で２０２名

まで拡充。これらの中小企業応援士が自ら地

元経済団体やＳＮＳなどで機構事業を発信。

また、このような活動を後押しすべく、中小

企業応援士との意見交換会を２３回開催す

るとともに、テレビ番組やＪ－Ｎｅｔ２１に

てＰＲを実施。さらに、ウェビナーや動画配

信などを行い、全国の中小企業応援士との関

係性強化に努めている。 

・対外的情報発信の強化 

評定  
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ポストコロナに向け中小企業への訴求力

向上が必要との認識のもと、多様な手段で情

報発信。特に、全国メディアの活用に注力。 

全国ネットＴＶのシリーズ番組の制作へ

の新たな協力を開始し、中小企業に経営課題

解決 のヒントを与えるべく、機構支援先企

業の取り組みを放送（全１２回）。 

「中小機構に聞こう！」（志士シリーズ）をキ

ャッチフレーズに中小企業の関心を喚起し 

つつ、機構支援の浸透を工夫 （サイト訪問

１０４万回） 

発信力強化に取り組んだ結果①～⑤が過

去最高を記録。①Ｊ－ＮＥＴ２１閲覧数、②

機構ホームページ閲覧数、③メルマガ新規登

録者数、④ＳＮＳフォロワー数、⑤メディア

への掲載数 

・組織パフォーマンス 

中小企業群への面的支援 

部門横断的な組織として地域経済振興ユ

ニットを設置し、地域産業振興（面的支援）

の取組を推進する体制を整備。 

地方自治体や関係機関と連携し、機構及び

これら関係機関の支援ツールをパッケージ

化して提供。全国４地域において新たな取組

を開始。 

機構のＤＸ化推進 

データに基づいた情報戦略や機構業務の

オンライン化の推進のため、２年１０月に臨

時組織として設置した総合情報戦略準備室

について、３年４月に総合情報戦略課に改組

し、ヘッドクォーターとして情報戦略及びオ

ンライン化に係る取組を加速。 

また、デジタル技術を活用した機構の組織

及び業務の変革を組織全体として強力に推

進することを目的に、部門横断的な組織とし

て「中小機構ＤＸ推進本部」を設置。複数の

先行プロジェクトを開始。 

中小企業庁との政策立案に向けた連携 

中小企業庁の立ち上げた有識者勉強会（３

年度４回（全８回））に機構職員が参加し、政

策立案に現場視点での意見を反映させ貢献。 

・業務改善と新たなニーズへの対応 
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大規模補助金制度の効率的執行等 

機構が担当する大規模補助金が３から５

制度に拡大。従来の生産性革命推進事業の３

補助金に加え、３年度より事業再構築促進事

業を開始。（全補助金応募件数２３万件、執行

額１兆円）年度末には、事業承継・引継ぎ補

助金にも着手。この他に、無利子化利子補給

も実施（全制度予算額：累計４．５兆円）。 

補正予算により各補助金に新たな「枠」が追

加され、事実上の取扱い制度数が増加する一  

方、年間複数回の切れ目のない公募・採択に

よる利便性の高い制度運営を、効率的に実現

（枠単位での採択回数：４１→６８件）。想定

を超える膨大な申請に対し、事務局の体制強

化や相当期間にわたる現地指導等により、事

態を克服。 

無利子化利子補給制度においても、支援件

数が増加(１４０万者→１５４万者)すると

ともに、貸付条件の変更等により発生した膨

大な資金回収等の債権管理業務(請求約 5 万

件)に新たに対応。 

補助金の申請時に企業情報の機構施策へ

の活用の可否を確認し、機構内の企業情報Ｄ

Ｂに登録。機構の様々な支援施策において、

これら企業情報を活用。 

・業務の電子化の推進 

中小企業の申込のオンライン化を進めて、

中小企業の申込に係る利便性の向上、ワンス 

オンリーの実現、顧客接点の集約化を目指し

ているところであり、その実現に向けて、共

通申込システムの開発の検討を行い、共通申

込システムに必要な仕様・要件を固めた。 

法人文書管理システムに、内部手続きの申

請・届出機能を追加したことで、ペーパーレ

ス・はんこレスを通じて、業務の効率化が図

られた。 

新仮想共通基盤リリースにより、オンプレミ

ス環境に構築されている個別情報システム

及び現仮想化共通基盤で稼働している各部

門の個別情報システムを集約する環境を構

築。 

 これにより各部門は個別情報システムの
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機器等の調達手続きや故障時の運用対応が

軽減となり、事務の効率化を図ることが可能

となった。 

 

以上の取組を踏まえ、Ａ評価と判断。 

 １．顧客重視 

（１）顧客重視の業

務運営 

・顧客重視を第一と

し、中小企業・小規

模事業者や地域の

中小企業支援機関

等が時間・距離・コ

ストの制約を越え

てアクセスできる

ようＡＩ・ＩＴを活

用し、３５８万の中

小企業・小規模事業

者に対する支援施

策のより一層の利

用促進と支援の質

の向上を図る。  

・業務運営の効率化

を図りつつ実効性

のある質の高い支

援を実現するため、

現場主義を徹底し、

現場ニーズの吸い

上げを行い、不断に

制度・業務を改善す

るとともに、経済産

業大臣等に対し、現

場の「気付き」を迅

速に提言すること

で施策の改善や新

たな施策への反映

を図る。 

・広域的な実施体制

１．顧客重視 

（１）顧客重視の業

務運営 

・中小企業・小規模

事業者や地域の中

小企業支援機関等

が時間・距離・コス

トの制約を越えて

アクセスできるよ

うＡＩ・ＩＴを活用

し、３５８万の中小

企業・小規模事業者

に対する支援施策

のより一層の利用

促進と支援の質の

向上を図る。 

・支援現場における

地域や中小企業・小

規模事業者のニー

ズの吸い上げを行

い、顧客視点で支援

の現場ニーズに即

した前例にとらわ

れない柔軟な発想

による取組や支援

施策への反映を積

極的に推進するこ

ととし、不断に制

度・業務を改善する

とともに、経済産業

大臣等に対し、現場

の「気付き」を迅速

に提言することで

１．顧客重視 

（１）顧客重視の業

務運営 

・中小企業・小規模

事業者や地域の中

小企業支援機関等

が時間・距離・コス

トの制約を越えて

アクセスできるよ

うＡＩ・ＩＴを活用

し、３５８万の中小

企業・小規模事業者

に対する支援施策

のより一層の利用

促進と支援の質の

向上を図る。 

・顧客視点で前例に

とらわれない柔軟

な発想による取組

を積極的に推進す

ることとし、制度・

業務の改善や新た

な施策に反映する

ため、支援現場にお

ける地域や中小企

業・小規模事業者の

ニーズの吸い上げ

を行う。 

 

 

 

 

 

 １．顧客重視 

（１）顧客重視の業務運営 

 

・コロナ禍の影響により我が国産

業・社会に大きな変化が生じた

が、今後もこの変化の流れは一過

性に終わることはないという認

識の基、１月末に全機構で「新オ

ンライン化行動計画」を策定。業

務プロセス全体のデジタル化に

よる業務効率の向上に向け機構

のＤＸ化を推進。また、ウィズコ

ロナ・ニューノーマル時代に対応

すべく、オンラインでのメリット

を最大限に活かしつつ、リアルの

メリットも引き出すハイブリッ

ト方式の工夫をするなど、オンラ

イン支援の更なる活用を実施。 

・中小企業ＳＤＧｓ応援宣言に基づ

き、機構内勉強会等を通じて職員

のＳＤＧｓ意識が醸成。また、個

社支援として①普及・啓蒙、②幅

広い相談対応、③個社支援の深堀

等の支援を本格的に開始。 

 

○中小企業応援士の活用 

・地域パートナー（経営者等）とし

て元年度に創設した中小企業応

援士を新たに６５名追加、うち女

性経営者を２割（１３人）とした。

元年度中小企業応援士の再任者

を含め、全体で２０２名まで拡

充。 
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を効果的かつ効率

的に運用し、機構自

らがカバーできて

いない中小企業・小

規模事業者への支

援の拡大やより効

果的・効率的な支援

の提供などの観点

から、引き続き政府

関係機関、独立行政

法人、地方公共団

体、地域の中小企業

支援機関、民間企業

等と連携・協働を図

るとともに、既存の

連携先のみならず、

これらの中の新た

な機関との連携・協

働について模索し

ていくことで、中小

企業・小規模事業者

に対し機動的な支

援を行う。 

施策の改善や新た

な施策への反映を

図り、実効性のある

質の高い支援の実

現を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・顧客重視を第一と

し、地域本部等をは

じめとした広域的

な実施体制を、効果

的かつ効率的に運

用する。 

・機構自らがカバー

できていない中小

企業・小規模事業者

への支援の拡大や

より効果的・効率的

な支援の提供など

の観点から、引き続

き政府関係機関、独

立行政法人、地方公

共団体、地域の中小

企業支援機関、民間

企業等と連携・協働

を図るとともに、既

存の連携先のみな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・顧客重視を第一と

し、経営方針の徹底

及び組織全体に関

わる重要課題への

対応を行う。また、

そのために必要な

組織体制の見直し

を図る。 

 

 

 

・政府関係機関、独

立行政法人、地方公

共団体、地域の中小

企業支援機関、民間

企業、ＮＰＯ等の多

様な支援の担い手

等とのネットワー

クを強化し、機構は

その専門的な知見

・中小企業応援士が自ら地元経済団

体の会合や自身のＳＮＳ等で機

構事業をＰＲするなど情報を発

信。 

・中小企業応援士からの発信を後押

しすべく、中小企業応援士との意

見交換会を開催（２３回、１００

人）するとともに、機構が制作協

力するテレビ番組「グロースの翼 

３５０万社の奮闘記」の取材先

（１２者）や中小企業ビジネス支

援サイト「Ｊ－Ｎｅｔ２１」にお

ける紹介記事（２１者）によりＰ

Ｒを実施。 

・さらに毎月の活動状況報告の定期

的提供に加え、機構役員を講師と

し、最新の中小企業動向及び地域

中小企業の経営者に関心の高い

機構支援メニューを紹介するウ

ェビナーを４回開催するととも

に、中小企業大学校総長による講

演の動画配信を実施。 

・顧客重視の体制整備として、地域

本部からのアクセスが比較的困

難な北関東エリア（茨城県、栃木

県、群馬県）及び山陰エリア（鳥

取県、島根県）への支援機能強化

を図ることを目的に、栃木県宇都

宮市及び島根県松江市にそれぞ

れ北関東エリアマネージャーデ

スク、山陰エリアマネージャー事 

務所を設置し、常駐の職員を配置。 

 

■地域プレゼンスの強化 

〇オンラインを活かすリアルの「地

域プレゼンス機能」強化 

・距離・時間の成約の打破というオ

ンラインのメリットを最大限活

用した遠隔地支援のため、対面で

の関係構築、信頼性確保を組合せ

た対応をさらに推進。 

・具体的には、２年度に開始した、
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らず、これらの中の

新たな機関との連

携・協働について模

索することで多様

な支援の担い手等

とのネットワーク

を強化し、機構はそ

の専門的な知見を

活かして、中小企

業・小規模事業者に

対し機動的な支援

を行う。 

を活かして、これら

の関係機関との連

携・協働を一層強化

する。 

・オンラインを活用

した非対面型の支

援方法を導入する

ことにより、時間

的・距離的制約を超

えた支援を実現し、

中小企業や支援機

関における機構の

支援施策の利用機

会を拡大させ、利便

性向上につなげる。 

 

地域本部からのアクセスが困難

な地域への人的リーチ拡大策を

推進し、効率的に遠隔地支援を行

う体制をさらに強化。 

①エリアマネージャー（常駐職員）

の配置 

 北関東、山陰の２地域を対象に職

員が常駐。当該地域の支援機関と

のネットワーク強化を進め、共催

による講習会やセミナーの開催、

個社支援における協力等を通じ、

人手不足、事業承継、中小企業の

ＤＸ化等の支援ニーズに対応。 

②都道府県担当制 

 都道府県等別にチーム制による

支援体制の整備を関東本部、近畿

本部以外でも推進。九州本部で

は、３年度から同様の支援体制を

本格的に始動し、遠隔地での支援

機能を強化。また、北海道本部は

十勝地域を、東北本部は秋田県を

重点支援地域とし、地域本部横断

的な支援に取組、各地域支援機関

との協力関係を深化。 

 

■地域ニーズに対応した事業展開

（創意工夫による地域本部独自

の取組） 

〇業務運営の効率化を進めつつ、関

係機関との協力、独自の創意工夫

により地域ニーズに対して質の

高い支援を展開。 

 

［北海道本部］ 

・北海道大学を主幹機関とした「北

海道・大学等発スタートアップ育

成プラットフォーム」と協力し道

内の地方公共団体、支援機関と連

携・協力し、スタートアップ企業

に対する支援ノウハウの提供、ジ

ェグテックを活用した企業間マ

ッチングを推進。具体的には、「北
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大ビジネス・スプリング ＩＰＯ

勉強会」（５回）を開催し、ＩＰＯ

を目指す中小企業に対し、上場に

関する基礎的な知識を提供。また

支援機関の産学連携担当者を主

な対象とし、スタートアップ指

導・支援人材教育を図った。 

 

［東北本部］ 

・食品関連企業の海外展開を支援す

るため、輸出やオンライン商談の

基本から実際のオンライン商談

まで一貫して支援する「東北食品

輸出支援プロジェクト」を実施。

セミナー、ワークショップ、個別

相談、オンライン商談会を組み合

わせて支援実施。商談手法だけで

なく、食品衛生法改正に伴うＨＡ

ＣＣＰ取得や、その他国際認証取

得に向けた相談にも対応。当該プ

ロジェクト実施に当たっては、東

北経済産業局、ジェトロ仙台を初

め、地域の地方公共団体、支援機

関、金融機関と連携。 

 

［関東本部］ 

・中小企業のＳＤＧｓの趣旨に沿っ

た事業活動を支援するため、カー

ボンニュートラルを主要テーマ

にしたＷＥＢ商談会を２回実施。

実施にあたっては、ジェグテック

を活用し、関東圏以外からも広く

参加を募った。中小企業がＳＤＧ

ｓ推進において無理なく参画で

きるよう、中小企業が既に保有し

ている技術と大手企業の技術課

題とのマッチングを図るべく工

夫。大手企業等２３社から出され

た６２件のニーズに対し、７８８

件の提案がなされ、うち１６２件

の実商談を実施。 
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［中部本部］ 

・中部経済産業局と協働し、地域未

来牽引企業を対象に、「地域未来

応援プログラム」を実施。中小企

業が事業環境の変化や新たなテ

クノロジーの登場を自らの「チャ

ンス」に変え、さらなる成長へと

つなげられるよう、オンラインセ

ミナー（３回）、個社に対する短期

経営診断及び長期の専門家派遣

により支援を展開。特に「事業継

続力強化計画策定」、「ＢｔｏＢマ

ーケティング」、「新製品開発・事

業化」に焦点を当てた支援を展

開。 

 

［北陸本部］ 

・北陸地域は有効求人倍率が全国で

最も高い地域であり、特に中小企

業において人材の確保が経営上

の課題になっている。ロボット・

ＩｏＴ活用に取り組みたい中小

企業の相談に対応するため、北陸

本部では「生産性を高めるロボッ

ト・ＩｏＴ活用を推進する支援パ

ッケージ」を策定。ロボット導入

に関する相談窓口を開設し、セミ

ナーの実施、ロボット・ＩｏＴ導

入診断、ＳＩｅｒ等とのマッチン

グといった支援手法を組み合わ

せた支援を展開。セミナーには１

００人以上参加、導入診断は１８

件実施。 

 

［近畿本部］ 

・旅館組合やＤＭＯ、観光協会等の

団体（７地域）を対象に「観光等

サービス事業者支援プログラム」

を実施。顧客ニーズに合わせたコ

ンテンツ立案とＤＸ・ＩＴの有効

活用提案・導入支援を掛け合わせ

て支援。コロナ禍における消費者
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の価値観や旅行マインドの変化、

着地型観光への対応等にフォー

カス。４年１月に支援先観光事業

者９事業者と旅行代理店・メディ

ア関係者１５事業者とのマッチ

ング交流会をオンラインで実施。

各社及び各地域の魅力をＰＲ。 

 

［中国本部］ 

・ＩＴ投資・活用が進んでいない傾

向にある山陰地域を対象に、オン

ライン活用による事業の再構築、

生産性向上、ＤＸ化推進を切り口

に支援機能を強化。具体的には、

山陰エリアマネージャー事務所

をハブに、鳥取県商工会連合会、

米子商工会議所・山陰合同銀行等

の支援機関と協働し、ウェビナ

ー、商工会職員向け講習会、サテ

ライトゼミ等を開催。加えて、Ｉ

Ｔ経営簡易診断の活用を促進。前

年度、山陰地域は３件のみであっ

たところ、１８件の支援案件を組

成。 

 

［四国本部］ 

・コロナ禍で展示商談会の中止・規

模縮小による販路拡大機会減少

への対応として、「ＷＥＢ商談実

践講習会プログラム」を各地域支

援機関（商工会・商工会議所）向

けに実施。支援機関にＷＥＢ商談

会開催ノウハウを提供し、中小企

業には販路拡大の機会を提供。Ｗ

ＥＢ商談会のポイント動画作成

により、効率的な支援を展開。１

９の支援機関と協力した結果、３

４商談を提供。 

 

［九州本部］ 

・事業承継に係り、支援機関、金融

機関の職員を対象としたＹｏｕ 
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Ｔｕｂｅ限定動画配信による講

習会を実施。アドバイザーによる

相談体制も併せて整備。１３機

関、１，８４８名が受講。また、

九州経済産業局及び各事業承継・

引継ぎ支援センターと協力し、

「九州事業承継推進ＤＡＹ」と称

し、「九州事業承継サミット」及び

「九州アトツギサミット」を１０

月に開催。事業承継・引継ぎを行

った。事業者・支援者から体験談

や早期・計画的な準備着手の重要

性、成否のカギを紹介。円滑な事

業承継を推進。 

 

■関係機関との連携・協働の強化 

〇金融庁・金融機関との連携強化 

・金融庁及び財務局との連携を引続

き強化。具体的には、次のとおり、

各財務局長等への企業業務説明

を実施し、連携の推進を依頼。 

７月：新任財務局長業務説明会

（金融庁主催） 

 １２月：財務局理財部長会議（金

融庁主催） 

・金融機関の全国団体（（一社）全国

信用金庫協会、（一社）全国信用組

合中央協会）との連携を強化。具

体的には、次のとおり、機構の施

策情報を定期的に提供。 

 ６ 月：ＩＴ戦略ナビ、Ｅ－ＳＯ

ＤＡＮ、地域活性化パー

トナー、事業継続力強化

計画の策定支援、ＩＴプ

ラットフォーム、中小企

業デジタル化応援隊事

業、モール活用型ＥＣマ

ーケティング支援、海外

展開ハンズオン支援 

 １２月：ＩＴ戦略ナビ、Ｅ－ＳＯ

ＤＡＮ、ＩＴプラットフ

ォーム（ここからアプ
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リ、ＩＴ導入ガイド）、経

営自己診断システム、モ

ール活用型ＥＣマーケ

ティング事業、ジェグテ

ック、海外ＣＥＯ商談

会、オンデマンド型研

修、事業承継フォーラ

ム、ＴＩＰ＊Ｓ、「起業ラ

イダーマモル」、Ｊａｐ

ａｎ Ｖｅｎｔｕｒｅ 

Ａｗａｒｄｓ 

 ３ 月：ＩＴ戦略ナビ、Ｅ－ＳＯ

ＤＡＮ、地域活性化パー

トナー、ＩＴプラットフ

ォーム、カーボンニュー

トラル相談窓口、経営自

己診断システム、人材育

成オンライン相談窓口、

海外ＣＥＯ商談会、ベン

チャーリブート支援事

業 

 

○業務提携の締結 

・３年度における新たな業務提携締

結機関９機関 

 

 支援機関等４機関 

 （独）工業所有権情報・研修館、

七尾商工会議所・能登鹿北商工

会・（公社）七尾青年会議所（「な

なおＳＤＧｓコンソーシアム設

立に係る包括連携に関する協定

書」） 

 

 金融機関３機関 

のと共栄信用金庫・（株）日本政策

金融公庫金沢支店・東京海上日動

火災保険（株）金沢支店（「ななお

ＳＤＧｓコンソーシアム設立に

係る包括連携に関する協定書」） 

 

地方公共団体１機関 
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七尾市（「ななおＳＤＧｓコンソ

ーシアム設立に係る包括連携に

関する協定書」） 

 

 大学１機関 

 国立大学法人金沢大学（「ななお

ＳＤＧｓコンソーシアム設立に

係る包括連携に関する協定書」） 

・業務提携締結機関（累計）３５３

機関 

金融機関等２２５機関、支援機関

等７５機関、大学１４大学、地方

公共団体２３機関、海外支援機関

等１６機関 

 

 （２）機構の認知度

向上による支援施

策の利用促進 

支援施策の利用促

進には、中小企業・

小規模事業者にそ

れぞれの課題や対

応の必要性に気付

いてもらうことが

前提となる。その上

で、機構の提供する

サービスを知って

もらうことが必要

となるが、これには

機構の存在、利用価

値を含めた機構自

身の認知度向上を

図っていくことが

不可欠である。その

情報発信には、中小

企業・小規模事業者

に限らず、その家

族、従業員、中小企

業・小規模事業者を

支援する者、中小企

業・小規模事業者と

取引をする者など

（２）機構の認知度

向上による支援施

策の利用促進 

支援施策の利用促

進には、中小企業・

小規模事業者に生

産性向上や海外需

要の獲得、円滑な事

業承継・事業引継ぎ

などそれぞれの課

題や対応の必要性

に気付いていただ

くことが前提とな

る。その上で、機構

の提供するサービ

スを知っていただ

くことが必要とな

るが、これには機構

の存在、利用価値を

含めた機構自身の

認知度向上を図っ

ていくことが不可

欠である。また、情

報・メッセージの発

信は、中小企業・小

規模事業者に限ら

ず、その家族、従業

（２）機構の認知度

向上による支援施

策の利用促進 

・ロゴデザイン及び

「Ｂｅ ａ Ｇｒ

ｅａｔ Ｓｍａｌ

ｌ．」を活用した発

信を継続し、機構の

利用価値を浸透さ

せ、支援施策の利用

促進を図る。 

・機構からの情報・

メッセージは、ＳＮ

Ｓや動画配信等の

ウェブメディア及

びローカルテレビ

等のマスメディア

活用やパブリシテ

ィ活動等を通じて、

中小企業・小規模事

業者に限らず、その

家族、従業員、中小

企業・小規模事業者

を支援する者、中小

企業・小規模事業者

と取引をする者な

ど幅広い層を対象

 （２）機構の認知度向上による支援

施策の利用促進 

 

■情報発信の強化による支援施策

の利用促進 

・中小企業・小規模事業者及び地域

の中小企業支援機関等に機構の

存在意義や利用価値を浸透させ、

支援施策の利用促進を図るため、

ロゴデザイン及びコミュニケー

ションワード「Ｂｅ ａ Ｇｒｅ

ａｔ Ｓｍａｌｌ．」を用いた統

一的なコンセプトの下、機構の組

織名称と事業内容の一体的な発

信を実施。 

・情報発信に当たっては、マスメデ

ィアやウェブメディア、ソーシャ

ルメディアといった様々なメデ

ィアを通じた情報発信を強化。 

・Ｊ－Ｎｅｔ２１は、コロナ禍への

対応やＳＤＧｓ、カーボンニュー

トラル、制度改正等の経営課題へ

の対応に取り組む中小企業・小規

模事業者に対し、その解決に資す

る情報を積極的に発信。 

・新型コロナウイルス感染症による

影響を受ける中小企業・小規模事
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幅広い層を対象に

していくことが重

要となる。 

第４期中期目標期

間においては、ＳＮ

Ｓや動画配信など

のウェブメディア

やローカルテレビ

などのマスメディ

アといった様々な

ツールや機会を通

じて周知啓発を強

化し、機構の認知度

に関するアンケー

ト調査や支援施策

の利活用状況など

により適切にその

効果を把握・検証

し、改善することに

より、支援施策の普

及展開を図る。さら

に、機構ホームペー

ジ及び中小企業ビ

ジネス支援サイト

「Ｊ－Ｎｅｔ２１」

などについて、それ

ぞれの役割、機能の

見直しを行いつつ、

更なる利便性向上

と内容の充実を図

り、中小企業庁の

「ミラサポ」をはじ

めとする他機関の

中小企業・小規模事

業者支援ポータル

サイトとの一層の

効果的な連携を取

りながら、事業者・

支援者等のユーザ

ー目線に立って最

適な情報提供を行

う環境を整備する。 

員、中小企業・小規

模事業者を支援す

る者、中小企業・小

規模事業者と取引

をする者など幅広

い層を対象にして

いくことが重要と

なる。 

こうした考えのも

と、機構では、設立

１５周年となる２

０１９年より、これ

までのロゴデザイ

ンを一新し、機構ブ

ランドの確立を通

じた戦略的な認知

度向上に取り組ん

でいるところ。第４

期中期目標期間に

おいては、機構から

の情報やメッセー

ジをＳＮＳや動画

配信などのウェブ

メディアやローカ

ルテレビなどのマ

スメディアを通じ

て周知するととも

に、積極的なパブリ

シティ活動を展開

していく。これらの

取組を通じて幅広

く情報発信すると

ともに、機構の認知

度に関するアンケ

ート調査や支援施

策の利活用状況の

把握などにより適

切にその効果を把

握・検証し、改善す

ることにより、支援

施策の普及展開を

図る。さらに、機構

に発信していく。 

 

 

 

 

 

 

・上記の取組につい

ては、その効果を機

構の認知度に関す

るアンケート調査

や支援施策の利活

用状況の把握等に

より適切に把握・検

証して改善する。 

・中小企業ビジネス

支援サイト「Ｊ－Ｎ

ｅｔ２１」のコンテ

ンツは、働き方改革

など制度改正に係

る情報や生産性向

上、事業継続・強靱

化、事業承継・事業

引継ぎなど中小企

業・小規模事業者の

重点的な経営課題

の解決に役立つも

のにするとともに、

ユーザビリティの

より一層の向上を

図る。 

・機構のホームペー

ジは、「Ｊ－Ｎｅｔ

２１」との役割、機

能の見直しを行い

つつ、コーポレイト

サイトとして必要

な情報発信を徹底

する。 

・機構の両サイト

は、中小企業庁の

「ミラサポＰＬＵ

業者が必要とする情報をタイム

リーに届けるため、機構の支援施

策のほか、関係府省、関係機関、

地方公共団体等の新型コロナウ

イルス感染症に係る支援施策の

情報を分かりやすく集約して、Ｊ

－Ｎｅｔ２１で発信。 

・その結果、各情報発信ツールで大

きな成果をあげるとともに、メデ

ィア掲載件数は過去最高の４，０

４４件（前年度３，２３６件）と

大幅に増加。また、機構の認知度

は３６．１％（前年度：３９．１％）

と、高い水準の認知度を確保。 

 

■新型コロナウイルス感染症に係

る支援施策の横断的な情報発信 

〇関係省庁や関係機関、地方公共団

体等の支援情報の発信 

・Ｊ－Ｎｅｔ２１内の特設ページ

に、関係府省や関係機関、地方公

共団体等の支援情報を集約して

掲載。特に地方公共団体の情報

は、都道府県、政令指定都市等に

加え、市町村まで情報を掲載する

ことで、中小企業・小規模事業者

のほか、関係機関や民間プラット

フォーマーから、我が国唯一のコ

ロナ関連中小企業施策の総括的

な情報源として活用された。その

結果、閲覧数は過去最高の１，３

０９万セッション（前年度１，１

５０万セッション）と大幅に増

加。 

・ｅ－中小企業庁＆ネットワーク推

進協議会の事務局として、巻頭コ

ラムなど読者に関心の高いコン

テンツを執筆するなどして、「ｅ

－中小企業ネットマガジン」を約

６万１千先に配信。 

 

〇機構自らが実施する支援情報の
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 ホームページ及び

中小企業ビジネス

支援サイト「Ｊ－Ｎ

ｅｔ２１」などにつ

いて、それぞれの役

割、機能の見直しを

行いつつ、更なる利

便性向上と内容の

充実を図り、中小企

業庁の「ミラサポ」

をはじめとする他

機関の中小企業・小

規模事業者ポータ

ルサイトとの一層

の効果的な連携を

取りながら、事業

者・支援者等のユー

ザー目線に立って

最適な情報提供を

行う環境を整備す

る。 

Ｓ」や、各省庁の施

策目的特設サイト

などの中小企業・小

規模事業者支援に

資するサイト等と

の一層の効果的な

連携を取りつつ、事

業者・支援者等のユ

ーザー目線に立っ

て最適な情報提供

を行う環境を整備

する。 

発信 

・機構ホームページの特設ページや

各施策の特設サイト、約１０万５

千先のメルマガ「中小機構インフ

ォメーション」の配信、ＳＮＳ（Ｆ

ａｃｅｂｏｏｋ・Ｔｗｉｔｔｅｒ

等）、ＹｏｕＴｕｂｅによる動画

等、様々なメディアを通じて積極

的な情報発信を実施。 

・新型コロナウイルス感染症の影響

の長期化、グリーン・デジタル化

への対応等の経営課題の解決に

資する、「中小企業強靭化支援事

業」、「ＩＴプラットフォーム事

業」、「中小企業デジタル化応援隊

事業」、「中小企業生産性革命推進

事業」等を取りまとめ、「中小機構

に聞こう！」（志士シリーズ）をキ

ャッチフレーズに、事業横断的な

普及啓発業務を実施。中小企業・

小規模事業者の身近な事例動画

や記事を作成したほか、新聞やイ

ンターネット等を通じた情報発

信を実施。 

・こうした取組の結果、中小企業・

小規模事業者、地域の中小企業支

援機関等へ必要な情報をタイム

リーに発信することができ、大き

な成果を得た。 

機構ホームページセッション数：

１，４３１万セッション（前年度

１，１９０万セッション） 

メルマガ新規登録数：２４，１６

６（前年度：１８，４６８） 

機構公式ＳＮＳ（Ｆａｃｅｂｏｏ

ｋ・Ｔｗｉｔｔｅｒ）フォロワー

数：３８，０１６（前年度：３３，

９４４） 

 

・中小企業庁と緊密に連携し、コン

テンツを協働して作成するとも

に、Ｊ－Ｎｅｔ２１の新規記事や
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企業事例をミラサポＰｌｕｓに

も掲載し、ミラサポｐｌｕｓユー

ザーにメール配信を行うなど、中

小企業・小規模事業者等に利便性

の高い情報提供を実施（計２３回

配信）。 

 

 ２．組織パフォーマ

ンス、組織力の向上 

・行動指針を策定

し、研修等を通じて

浸透を図り、各役職

員のパフォーマン

ス及び機構の組織

力の向上を図り、顧

客の期待と信頼に

応え、質の高いサー

ビスを提供する。  

・業務効率を向上

し、組織を活性化す

ることにより顧客

のニーズに一層迅

速かつ効果的に対

応できる体制を構

築する。  

・機構が保有する企

業情報、支援事例情

報及びノウハウ等

（ナレッジ）の組織

横断的共有、支援へ

の効果的・効率的な

活用などを図るた

め、企業情報データ

ベースを強化する

とともに、事業者情

報の秘匿性も踏ま

えた情報共有ルー

ルに基づき、企業情

報データベースを

中小企業庁や中小

２．組織パフォーマ

ンス、組織力の向上 

・行動指針を策定

し、研修等を通じて

浸透を図り、各役職

員のパフォーマン

ス及び機構の組織

力の向上を図り、顧

客の期待と信頼に

応え、質の高いサー

ビスを提供する。 

・業務効率を向上

し、組織を活性化す

ることにより顧客

のニーズに一層、迅

速かつ効果的に対

応できる体制を構

築する。具体的に

は、必要に応じて組

織の柔軟かつ機動

的な見直しを行う

とともに、組織内の

情報共有の強化、意

思決定の迅速化等

を強化する観点か

らＩＴを活用した

システムを構築す

るなどの多様な取

組を行い、業務の生

産性向上を図り、よ

り働きやすく働き

がいのある職場環

境を構築する。 

２．組織パフォーマ

ンス、組織力の向上 

・機構の行動指針を

テーマとした、階層

別研修をはじめと

した職員研修やイ

ントラネット・機構

内ポータルサイト

等を通じて浸透・徹

底を図り、各役職員

のパフォーマンス

及び機構の組織力

の向上により、顧客

の期待と信頼に応

え、質の高いサービ

スを提供する。 

・業務効率向上と組

織活性化のため、業

務改善や社内勉強

会の実施等を推進

し、必要に応じて組

織を見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が保有する企

業情報、支援事例情

 ２．組織パフォーマンス、組織力の

向上 

・役職員が行動指針を具体的に理解

し、主体的に行動できるよう、新

入職員研修及び階層別研修にお

いて行動指針をテーマとした研

修を行い、浸透を図った。 

・「働きやすい職場づくり」の一環と

して、コミュニケーションの促進

と円滑化を目的として「機構内の

コミュニケーションツールにお

ける標準化ガイドライン」を新た

に策定。 

・また、各職場でのコミュニケーシ

ョン促進による一層の組織活性

化を目指し、課内会議など既存の

場において「雑談」の機会を意図

的に設けるとともに、毎月各職場

に雑談のテーマを提供するなど、

コミュニケーションの促進を仕

組化。 

 

○部門横断的な組織として地域経

済振興ユニットを設置し、地域産

業振興（面的支援）の取組を推進

する体制を整備（本年４月には、

機構が有する事業ツール等を総

合的に活用し、地域の中小企業群

に対するより効果的な面的支援

を実現するべく体制を拡充）。 

 

○データに基づいた情報戦略や機

構業務のオンライン化の推進の
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企業支援機関等と

も連携させ、事業者

データを活用した

効果的な支援施策

の展開可能性を検

討する。  

・職員に対する業績

評価制度を適正に

運用し、その評価結

果を処遇に適正に

反映する。 

・機構が保有する企

業情報、支援事例情

報及びノウハウ等

（ナレッジ）の組織

横断的共有、支援へ

の効果的・効率的な

活用などを図るた

め、企業情報データ

ベースを強化する

とともに、事業者情

報の秘匿性も踏ま

えた情報共有ルー

ルに基づき、企業情

報データベースを

中小企業庁や中小

企業支援機関等と

も連携させ、事業者

データを活用した

効果的な支援施策

の展開可能性を検

討する。 

・職員に対する業績

評価制度は、職員の

自主性を伸ばし、や

りがいや努力が報

われるという観点

から、必要に応じて

改善を行うととも

に、その評価結果を

賞与や昇給・昇格等

の処遇へ反映させ

る。 

 

 

報及びノウハウ等

（ナレッジ）の組織

横断的共有及び事

業者情報の秘匿性

も踏まえた情報共

有・活用のための基

準を整備するとと

もに、データ分析・

活用のための人材

育成を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため、２年１０月に臨時組織とし

て設置した総合情報戦略準備室

について、３年４月に総合情報戦

略課に改組し、情報戦略及びオン

ライン化に係る取組を加速。ま

た、デジタル技術を活用した機構

の組織及び業務の変革を組織全

体として強力に推進することを

目的に、部門横断的な組織として

「中小機構ＤＸ推進本部」を設

置。 

・３年度の活動として、機構のＤＸ

および各部門におけるＤＸを推

進させるにあたり、まず、職員の

ＤＸに対する意識の向上や全社

的な変革推進が不可欠であると

の認識から、以下（①～➄）の取

組みを実施した。 

 

①ＤＸセミナー・勉強会の開催（役

職員のＤＸに対する意識醸成） 

【参考：開催実績】 

ＤＸセミナー・勉強会等 全８回

（セミナー７回、勉強会１回） 

申込者数：１，３８１人、受講者

数：１，０７０人 

②統合データベース活用のための

普及啓発（統合データベース活用

による効果的な施策展開の推進） 

③全地域本部（沖縄事務所含む。）で

ＤＸ座談会の開催（ＤＸ推進にあ

たっての課題や改善策の抽出す

るためのワークショップの開

催）。 

【参考：開催実績】 

 各地域本部（沖縄事務所含む）か

ら計９４名の職員が参加。 

座談会の中で約１，５００の課

題、約６５０のアイデアを抽出。 

④ＤＸの泉（ノウハウ共有等）（２０

２２年１月１３日開設） 

⑤ＤＸレスキュー隊（機構ＤＸ実現
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・中小企業・小規模

事業者支援や施策

提供等の支援ツー

ルとして運営する

「小規模事業者統

合データベース」に

ついて、事業データ

の拡充等により企

業情報データベー

スとしての更なる

利便性向上に努め

る。また、事業者デ

ータを活用した効

果的な支援施策展

開について可能性

の検討を行う。 

 

 

 

 

・人事評価制度によ

る２０２０年度評

価結果を職員の賞

与及び昇給・昇格の

処遇に反映させる。 

 

のために「共助」を組織に意識醸

成）（２０２２年１月２８日４０

名の登録が完了、活動を開始） 

⑥機構役職員向けｅラーニングの

実施（基本的なＩＴ基礎スキル向

上）（２０２２年２月より総勢１

７９人が受講開始） 

 

・小規模事業者統合データベースで

は、定期的な企業情報更新と併

せ、機構支援担当者の要望調査に

基づくＵＩ・検索利便性改善や、

生産性革命事業補助採択情報等

の検索項目追加を行い、より効率

的な支援施策の実施を可能とす

る機能追加を行った。その他、よ

り一層の利用を促進するために

統合データベースの利用に係る

勉強会も実施した。 

・事業再構築促進事業の採択事業者

の申請データを有効活用するた

め、採択事業者の経営課題・関心

施策についても新たに統合デー

タベースに法人名寄せを行い、今

後、当補助金採択事業者の経営課

題等に応じた施策周知を行うた

めの仕組み・体制を整備。 

 

・２０２０（２）年度に実施した人

事評価制度の評価結果について、

２０２１（３）年度の職員の賞与

及び昇給の処遇に反映。 

 

 ３．業務改善と新た

なニーズへの対応 

・ＰＤＣＡサイクル

をより一層徹底し、

不断の業務改善を

推進していくとと

もに、新たなニーズ

に対応した業務や

３．業務改善と新た

なニーズへの対応 

・ＰＤＣＡサイクル

をより一層徹底し、

不断の業務改善を

推進していくとと

もに、歴史的使命を

終えた事業や成果

３．業務改善と新た

なニーズへの対応 

・ＰＤＣＡサイクル

をより一層徹底し、

不断の業務改善を

推進していくとと

もに、歴史的使命を

終えた事業や成果

 ３．業務改善と新たなニーズへの対

応 

・業務におけるＰＤＣＡサイクルの

更なる向上を図るために、職員個

人の業績評価制度を実施。 

・業務遂行上の問題を早期に発見

し、迅速に対応することができる

よう、四半期ごとの損益状況等の

  

148



 

より効果の見込ま

れる新たな手法で

の業務に資源を集

中すべく、歴史的使

命を終えた事業や

成果が十分に得ら

れていない事業、民

間企業・他の中小企

業支援機関等との

類似サービスにつ

いては改善又は廃

止を実施する。  

・施策利用者等の情

報をもとに、「企画」

「実施」「評価・検

証」「事業の再構築

等」による事業評価

を適切に行い、事業

成果を向上する。 

が十分に得られて

いない事業、民間企

業・他の中小企業支

援機関等との類似

のサービスについ

ては、改善又は廃止

し、新たなニーズに

対応した事業やよ

り効果の見込まれ

る新たな手法での

事業に資源を集中

する。 

・事業の進捗状況を

財務会計情報や事

業の評価指標等の

内部指標により把

握し、日々の的確な

経営判断に活用す

る。業務遂行上の問

題は早期に発見し、

迅速に対応する。 

・本計画における事

業評価等は、施策利

用者等の情報をも

とに、「企画」「実施」

「評価・検証」「事業

の再構築等」により

適切に行い、事業成

果を向上させる。 

が十分に得られて

いない事業、民間企

業・他の中小企業支

援機関等との類似

のサービスについ

ては、その必要性を

検討し、改善又は廃

止することで、新た

なニーズに対応し

た事業やより効果

の見込まれる新た

な手法での事業に

資源を集中するこ

とを検討する。 

・業務遂行上の問題

を早期に発見し、迅

速に対応すること

ができるよう、四半

期ごとの損益状況

等の確認や事業の

評価指標等の内部

指標により、事業の

進捗状況を把握す

る。 

・本計画における事

業評価等は、施策利

用者等の情報をも

とに、「企画」「実施」

「評価・検証」「事業

の再構築等」により

適切に行い、事業成

果を向上させる。 

 

確認や事業の評価指標等の内部

指標により、事業の進捗状況を把

握。 

 

 ４．業務経費等の効

率化 

・運営費交付金を充

当して行う業務に

ついては、一般管理

費（人件費及びその

他の所要額計上を

必要とする経費を

除く。）及び業務経

４．業務経費等の効

率化 

・運営費交付金を充

当して行う業務に

ついては、第４期中

期目標期間中、一般

管理費（退職手当を

除く）及び業務経費

（退職手当を除く）

４．業務運営の効率

化 

・運営費交付金を充

当して行う業務に

ついては、第４期中

期目標期間中、一般

管理費（退職手当を

除く）及び業務経費

（退職手当を除く）

 ４．業務運営の効率化 

 

・運営費交付金を充当して行う業

務については、第４期中期目標

期間平均で３．４％ の削減

（新規追加分等を除く）。 
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費（人件費及びその

他の所要額計上を

必要とする経費を

除く。）の合計につ

いて、新規追加分、

拡充分及び一般勘

定資産の国庫納付

に伴って当該年度

に新規に運営費交

付金で手当される

分を除き、毎年度平

均で前年度比１．０

５％以上の効率化

を図る。  

・新規追加分、拡充

分及び一般勘定資

産の国庫納付に伴

って当該年度に新

規に運営費交付金

で手当される分は

翌年度から１．０

５％以上の効率化

を図ることとする。  

・国家公務員の給与

水準を考慮し、手当

も含めた役員報酬、

職員給与のあり方

について厳しく検

証した上で、その適

正化に計画的に取

り組むとともに、検

証結果や取組状況

を対外的に公表す

る。 

 

 

 

 

・独立行政法人会計

基準（平成１２年２

月１６日独立行政

法人会計基準研究

の合計について、新

規追加部分及び一

般勘定資産の国庫

納付に伴って当該

年度に新規に運営

費交付金で手当さ

れる分を除き、毎年

度平均で前年度比

１．０５％以上の効

率化を図る。 

・新規追加部分及び

一般勘定資産の国

庫納付に伴って当

該年度に新規に運

営費交付金で手当

される分は翌年度

から１．０５％以上

の効率化を図るこ

ととする。 

・役職員の給与水準

については、国家公

務員及び機構と就

職希望者が競合す

る業種に属する民

間事業者等の給与

水準との比較など

により、手当も含め

厳しく検証した上

で、その適正化に計

画的に取り組むと

ともに、検証結果や

取組状況を対外的

に公表する。 

 

 

 

 

 

・「独立行政法人会

計基準」（平成１２

年２月１６日独立

行政法人会計基準

の合計について、新

規追加部分及び一

般勘定資産の国庫

納付に伴って当該

年度に新規に運営

費交付金で手当さ

れる分を除き、毎年

度平均で前年度比

１．０５％以上の効

率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・給与水準の適正化

に引き続き取組み、

その検証や取組状

況を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「独立行政法人会

計基準」等により、

運営費交付金の会

計処理として、業務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○給与水準の適正化とコスト削減

に向けた改革の取組み 

・地域手当の適用率を自主的に抑

制（国家公務員は１級地（東京

特別区）２０％のところ１２％

を維持。）。 

・広域異動手当の適用率を自主的

に抑制（国家公務員は３００ｋ

ｍ以上１０％のところ３％を維

持。）。 

 

○対国家公務員給与比較 

１１４．８ポイント（２年度１１

４．２ポイント） 

・地域勘案１０８．１ポイント 

・学歴勘案１１２．２ポイント 

・地域・学歴勘案１０６．４ポイ

ント 

 

・「独立行政法人会計基準」等によ

り、運営費交付金の会計処理と

して、業務達成基準による収益

化が原則とされたことを踏ま
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会策定、平成３０年

９月３日改訂）等に

より、運営費交付金

の会計処理として、

業務達成基準によ

る収益化が原則と

されたことを踏ま

え、引き続き収益化

単位の業務ごとに

予算と実績を管理

する。 

・「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成２７

年５月２５日付け

総務大臣決定）を踏

まえ、機構が定めた

「調達等合理化計

画」に基づく取組を

着実に実施し、引き

続き外部有識者等

からなる契約監視

委員会による点検、

主務大臣からの評

価の「調達等合理化

計画」への反映等に

より、適切かつ効率

的な調達等の実施

に努める。 

研究会策定、平成３

０年９月３日改訂）

等により、運営費交

付金の会計処理と

して、業務達成基準

による収益化が原

則とされたことを

踏まえ、引き続き収

益化単位の業務ご

とに予算と実績を

管理する。 

・「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成２７

年５月２５日付け

総務大臣決定）を踏

まえ、毎年度策定す

る「調達等合理化計

画」に掲げた取組を

着実に実施し、引き

続き外部有識者等

からなる契約監視

委員会による点検、

主務大臣からの評

価の「調達等合理化

計画」への反映等に

より、適切かつ効率

的な調達等の実施

に努める。 

 

達成基準による収

益化が原則とされ

たことを踏まえ、引

き続き収益化単位

の業務ごとに予算

と実績を管理する。 

 

 

 

 

 

・令和３年度調達等

合理化計画に基づ

き、本年度重点的に

取り組む分野であ

る競争性のある契

約における一者応

札・応募案件回避に

向けた調達の取組

みとして、複数回に

亘り繰り返し実施

している案件につ

いては、仕様書にて

前年度実績報告書

等をサンプルとし

て例示することと

する。また、企画書

提出型の調達にお

いては、類似の内容

でかつ調達時期の

近い案件は、調達時

期を調整すること

により競争参加の

機会を拡大する。 

なお、契約事務実務

マニュアルにある

チェックシートの

活用を徹底するこ

とにより、発注担当

者に対して競争性

の確保に向けた意

識付けを行なうこ

え、収益化単位の業務ごとに予

算と実績を管理。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３年度調達等合理化計画に基づ

き、競争性のある契約における

一者応札・応募回避に向けた調

達の取組みとして、複数回に亘

り繰り返し実施している案件に

ついては、仕様書にて前年度実

績報告書等をサンプルとして例

示した。 

その結果、同計画に定める評

価指標に対する実績は次のとお

りである。 

 

○一者応札・応募削減に向けた取

組 

（３年度実績）３年度の新規競

争契約における一者応札件数は

１２件であり、前年より１件削

減。 

（参考） 

・２年度競争性のある契約：１４

７件に対して１３ 

 件 

・３年度競争性のある契約：１４

５件に対して１２ 

 件 

 

○事務処理効率化等を目的とした

調達の改善 

・ 

・地域本部等の役職員旅費に関す

る事務を本部に集約するための
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ととする。 

障害者就労施設等

への優先調達につ

いては、「障害者就

労施設等からの物

品等の調達の推進

に関する基本方針」

に即して定めた同

計画の調達方針に

基づき前年度実績

を上回る調達に努

めるものとする。 

調達に関するガバ

ナンスの徹底の取

組として、随意契約

に関する内部統制

の確立のために新

たに随意契約を締

結する案件につい

ては、「入札・契約手

続委員会」で検証を

行うこととする。 

不祥事の発生の未

然防止・再発防止に

ついては、各会計機

関の契約担当職員

を対象として、定期

的に研修を行うと

ともに、本部調達担

当者による指導や

情報交換を通じて、

契約担当職員のス

キルアップを図る。

さらに、入札談合を

未然に防止するた

めに必要な知識、法

制度について、役職

員等を対象とした

研修を実施し、不祥

事の未然防止等に

努めることとする。 

一定基準以上の案

代行入力は３年度をもって導入

が完了し、旅費担当者の事務負

担を軽減。 

 

○障害者就労施設等への優先調達 

【評価指標】前年度実績額を上回

ること 

＜３年度実績＞３年度調達方針を

地域本部等と共有したことによ

り当該年度実績は１６６百万円

の調達となり、前年度より３１

百万円の増加。 

（参考） 

・２年度実績：１３５百万円 

・３年度実績：１６６百万円 

 

○随意契約に関する内部統制の確

立 

【評価指標】入札・契約手続委員

会による点検の実施 

＜３年度実績＞入札・契約手続委

員会で、新たに随意契約を締結

した案件は２件。 

（参考） 

・２年度新たな随意契約：１件 

・３年度新たな随意契約：２件 

 

○不祥事の発生の未然防止・再発

防止のための取組 

【評価指標】研修等の実施回数お

よび各地域本部等への訪問指導

回数 

＜３年度実績＞各会計機関の会計

担当職員を対象とした「契約担

当者会義」（１０月）、「官製談合

防止法研修会」（３月）を各１回

実施。各地域本部等への訪問指

導は、１５回実施（北海道・東

北・関東・中部・北陸・近畿・

中国・九州本部、旭川・仙台・

東京・三条・関西・広島・直方

校）。 
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件の調達方針につ

いては「入札・契約

手続委員会」に事前

に諮ることにより

契約手続きの適正

性を確保するとと

もに、事後評価につ

いては外部有識者

や監事を委員とす

る「契約監視委員

会」において点検を

行う。契約監視委員

会等で指摘された

事項については、実

効性等を検討しそ

の後の調達手続き

に反映するなど、契

約手続きの一層の

改善に向けた不断

の見直しに引き続

き取り組むととも

に、地域本部等の契

約担当職員への周

知徹底及び情報共

有を図る。 

また、入札・契約の

適正な実施につい

ては、監事等による

監査を受けるもの

とする。 

なお、調達等合理化

計画及び自己評価

結果、契約監視委員

会審議概要、関連法

人との契約等につ

いては、機構のホー

ムページで公表す

る。 

 

 

〇大規模調達案件に係る再委託、

外注に関する費用の適切性の確

認 

・大規模調達事務実務マニュアル

を策定し、中小企業等事業再構

築促進事業に係る事務局の履行

体制の適切性について契約監視

委員会にて事後的に評価。 

・３年度調達等合理化計画及び自

己評価結果、契約監視委員会審

議概要、関連法人との契約等に

ついては、機構ホームページで

公表。 
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 ５．業務の電子化の

推進 

・中小企業・小規模

事業者や地域の中

小企業支援機関等

が時間・距離・コス

トの制約を越えて

アクセスできるよ

うＡＩ・ＩＴを活用

し、デジタル・ガバ

メントの趣旨を踏

まえた各種支援制

度の利用手続きの

電子化など支援業

務のＩＴ化を進め

ると同時に、データ

ベースに蓄積され

る事業者データも

活用し、３５８万の

中小企業・小規模事

業者に対する支援

施策のより一層の

利用促進と支援の

質の向上を図る。  

・機構が保有する企

業情報、支援事例情

報及びノウハウ等

（ナレッジ）の組織

横断的共有、支援へ

の効果的・効率的な

活用などを図るた

め、企業情報データ

ベースを強化する。 

５．業務の電子化の

推進 

・中小企業・小規模

事業者や地域の中

小企業支援機関等

が時間・距離・コス

トの制約を越えて

アクセスできるよ

うＡＩ・ＩＴを活用

するとともに、政府

が進めるデジタル・

ガバメントの趣旨

を踏まえた各種支

援制度の利用手続

きの電子化など支

援業務のＩＴ化を

進めると同時に、デ

ータベースに蓄積

される事業者デー

タも活用し、３５８

万の中小企業・小規

模事業者に対する

支援施策のより一

層の利用促進と利

便性・支援の質の向

上を図る。 

・機構が保有する企

業情報、支援事例情

報及びノウハウ等

（ナレッジ）の組織

横断的共有、支援へ

の効果的・効率的な

活用などを図るた

め、企業情報データ

ベースを強化する。 

・定型業務を自動化

など事務業務への

ＩＴ技術の積極的

な活用や、無線ＬＡ

Ｎ環境、モバイルワ

ーク環境などの業

務ネットワークイ

５．業務の電子化の

推進 

・中小企業・小規模

事業者や地域の中

小企業支援機関等

が時間・距離・コス

トの制約を越えて

アクセスできるよ

うＡＩ・ＩＴを活用

し、３５８万の中小

企業・小規模事業者

に対する支援施策

のより一層の利用

促進と支援の質の

向上を図る。 

・法人文書管理シス

テムに、内部手続き

の申請・届出機能の

追加を行い、一層の

業務の円滑化を図

る。 

・令和４年度に予定

する大規模なシス

テム更改にあわせ、

新しいＩＴ技術を

活用したオンライ

ンでの支援提供や

オフライン支援の

手続きの電子化を

推進する。 

・中小企業・小規模

事業者支援や施策

提供等の支援ツー

ルとして運営する

「小規模事業者統

合データベース」に

ついて、事業データ

の拡充等により企

業情報データベー

スとしての更なる

利便性向上に努め

る。また、事業者デ

 ５．業務の電子化の推進 

・中小企業の申込のオンライン化を

進めて、中小企業の申込に係る利

便性の向上、ワンスオンリーの実

現、顧客接点の集約化を目指して

いるところであり、その実現に向

けて、共通申込システムの開発の

検討を行い、共通申込システムに

必要な仕様・要件を固めた。 

・これまでメールや紙媒体で行われ

ていた各種申請・届出等の内部手

続きを法人文書管理システム上

で対応できるよう同システムに

機能を追加し、運用を開始。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・小規模事業者統合データベースで

は、定期的な企業情報更新と併

せ、機構支援担当者の要望調査に

基づくＵＩ・検索利便性改善や、

生産性革命事業補助採択情報等

の検索項目追加を行い、より効率

的な支援施策の実施を可能とす

る機能追加を行った。その他、よ

り一層の利用を促進するために

小規模事業者統合データベース

の利用に係る勉強会も実施した。

事業再構築促進事業の採択事業
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ンフラやＷｅｂ会

議などのコミュニ

ケーションインフ

ラの利活用により、

業務の更なる生産

性向上や効率化、ミ

スの防止を図る。 

 

ータを活用した効

果的な支援施策展

開について可能性

の検討を行う。（再

掲） 

 

 

 

・令和４年度に予定

する大規模なシス

テム更改にあわせ、

業務の更なる生産

性向上や効率化、ミ

スの防止を目的と

した、定型業務の自

動化、情報・経験の

収集・蓄積、円滑な

コミュニケーショ

ンやモバイルワー

ク環境の実現の実

現を図る。 

者の申請データを有効活用する

ため、採択事業者の経営課題・関

心施策についても新たに小規模

事業者統合データベースに法人

名寄せを行い、今後、当補助金採

択事業者の経営課題等に応じた

施策周知を行うための仕組み・体

制を整備（再掲）。 

・機構ＷＡＮシステムの更改は順調

に進捗しており、３年１０月に新

仮想共通基盤をリリース。オンプ

レミスの個別情報システムに新

仮想共通基盤への移行を推進す

るとともに、基幹系サーバ群も新

仮想共通基盤へ移行・安定稼働を

確実にするため、システム移行に

向けた事前準備と移行後の運用

引継を実施中。 

 

 

 

・３年度は、主務省と連携してＥＢ

ＰＭに関する検討を行った。今後、

中小企業庁が推進するデータ利活

用について、機構が保有する各種デ

ータの提供に関する検討を実施。 

 

 

 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
― 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １．財務内容の改善

その他の財務の健

全性の確保に関す

る取組 

・小規模企業共済資

産の運用において

は、小規模企業共済

法（昭和４０年法律

第１０２号）第２５

条第１項に基づき、

機構が「基本方針」

を定めることとさ

れている。この基本

方針に沿って安全

かつ効率的な運用

を図るとともに、定

期的に外部有識者

等で構成する「資産

運用委員会」の評

価・助言を受け、必

要に応じ、基本ポー

トフォリオ（運用に

係る資産の構成）等

の見直しを行う。  

１．財務内容の改善

その他の財務の健

全性の確保に関す

る取組 

・小規模企業共済資

産の運用において

は、小規模企業共済

法（昭和４０年法律

第１０２号）第９条

に基づき小規模企

業共済法施行令第

２条に定める共済

金等の支給に必要

な流動性と、中期的

に小規模企業共済

事業の運営に必要

な利回り（予定利率

に従って増加する

責任準備金等の額

及び業務経費とし

て必要な額の合計

の資産に対する比

率をいう。）を勘案

したうえで、安全か

１．財務内容の改善

その他の財務の健

全性の確保に関す

る取組 

・小規模企業共済資

産の運用において

は、法令に定める共

済金等の支給に必

要な流動性と中期

的に小規模企業共

済事業の運営に必

要な利回りを勘案

しながら、安全かつ

効率的な運用を図

るために「運用の基

本方針」に沿って実

施する。 

資産運用状況につ

いては、基本ポート

フォリオの効率性

や自家運用資産及

び委託運用資産に

係る収益率等につ

いて検証・評価を行

 １．財務内容の改善その他の財務の健

全性の確保に関する取組 

 

 

・運用の基本方針に基づき、共済制度

を安定的に運営していく上で必要

とされる収益を長期的に確保する

ため、共済金の支払いに必要な流動

性を十分に確保するとともに、安全

かつ効率的な運用を実施。 

・２年度の運用状況を７月の資産運

用委員会に報告し、適切な運用と評

価を受けた。また、３年度上期の運

用状況についても１月の資産運用

委員会に報告。 

・基本ポートフォリオに関しては、２

年度の課題整理や資産運用委員会

の助言を踏まえて検討を行い、見直

しを実施（「小規模企業共済資産運

用の基本方針」を４年３月改正）。 

・運用受託機関と四半期ごとのミー

ティングを行うとともに運用状況

を適切にモニタリングし、評価基準

に基づく運用評価を実施。 

＜評定と根拠＞ 

評定： Ｂ 

根拠 

・財務内容の改善その他の財務の健全性の確

保に関する取組 

法人全体として、１７９億円の当期総利益を

計上。 

①一般勘定 

ファンド事業において、コロナ禍においても

３年度は年度損益で５７億円の黒字、５９３億

円の累積利益を達成し、健全な財務基盤を維

持。 

機構の一般財源の一部の運用については、社

会的な課題の解決に資するソーシャルボンド

等のＳＤＧｓ債を購入し、収益を損なうことな

く運用。 

高度化事業において、都道府県に対する債権

管理、債権回収に係る支援策の拡充により不良

債権全体で４４億円減少させるなどの効果が

あった。 

②小規模企業共済勘定 

小規模企業共済勘定共済金等の支給に対し、

掛金収入及び債券等の利金収入の収支差は約

２，３３３億円 のプラスとなっており、安定

評定  
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・施設整備等勘定及

び出資承継勘定に

ついては、収支を改

善するための取組

を着実に実行する。  

・施設整備等勘定に

ついては、必要に応

じ、賃貸施設の賃貸

料の見直しを行う

などにより、自己収

入確保を図る。  

・出資承継勘定のベ

ンチャー企業に対

する出資は、適切な

配当を求めるとと

もに、必要に応じ、

株式処分の着実な

実行を図る。同勘定

の出資先法人（三セ

ク）に対する出資

は、毎年度の決算の

報告等を通じて、適

切に経営状況の把

握を行うとともに、

適切な配当を求め

る。必要に応じ、事

業運営の改善を求

めることや関係省

庁及び他の出資者

との協議による早

期の株式処分等の

対応を図る。  

・その他の財務の健

全化を確保すべき

業務について、特に

ファンド出資事業

ではＧＰ（無限責任

組合員）に対する目

利きの強化に取り

組むなど、適切な審

査や債権管理の徹

底等を行うなど適

つ効率的な運用を

図るよう定める「運

用の基本方針」に沿

った運用を行う。 

資産運用状況を踏

まえ、基本ポートフ

ォリオの効率性や

自家運用資産及び

委託運用資産に係

る収益率等につい

て検証・評価を行

い、定期的に外部有

識者等で構成する

「資産運用委員会」

に報告し、評価を受

けるとともに、運用

の基本方針や基本

ポートフォリオな

ど重要事項につい

て助言を受け、必要

に応じこれらの見

直しを行う。 

・中小企業倒産防止

共済制度に係る共

済貸付金の回収は、

着実な債権回収を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い、定期的に外部有

識者等で構成する

「資産運用委員会」

に報告し、評価を受

けるとともに、運用

の基本方針や基本

ポートフォリオな

ど重要事項につい

て助言を受ける。 

特に、基本ポートフ

ォリオに関しては、

令和２年度に実施

した課題整理の結

果を踏まえ、見直し

に向けた検討を行

う。 

 

 

 

 

 

 

・中小企業倒産防止

共済制度に係る共

済貸付金回収につ

いては、回収専門人

材（債権保全調査

員）の活用及び専門

的なノウハウの導

入など回収管理体

制の強化を実施し、

着実な債権回収を

進める。 

特に、高額貸付者に

対する貸付直後の

現況確認の実施や

延滞発生直後の早

期対応、貸付先への

継続的なモニタリ

ングなど、要回収債

権に係る管理措置

を確実に行う。 

・運用利回り ３年度 １．４０％  

（２年度 ５．２６％） 

・当期総利益 １２２億円  

・利益剰余金 ３年度 ５，７９８億

円 

 （２年度 ５，６７６億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中小企業倒産防止共済制度におけ

る共済金貸付回収については回収

専門の人材を活用し、債権回収の専

門的ノウハウを導入した債権管理

体制を引き続き強化した。特に高額

貸付者に対する貸付後の現況確認、

延滞発生直後の早期対応、長期延滞

者に対する法的措置は着実に実施。 

・債務者の状況を的確に把握するた

めの継続的なモニタリングは、コロ

ナ禍における訪問抑制があったも

のの、直接面談におきかえて電話等

の手段を最大限活用し代替した。ま

た、モニタリング結果について、地

域本部へのヒアリングにおいても

オンラインを活用し実施。 

・オンラインを活用した研修を全国

の担当者向けに５回実施。 

・また、財務の健全化に寄与すべく、

債権分類額に応じた貸倒引当金を

した財務状況が確保。 

小規模企業共済資産の運用は、資産運用の基

本方針に基づき、法令に定める共済金等の支給

に必要な流動性と、中期的に小規模企業共済事

業の運営に必要な利回りを勘案しながら、安全

かつ効率的な運用を実施。 

この結果、３年度末の利益剰余金は、５，７

９８億円となり健全な財務基盤を維持。 

③産業基盤整備勘定（財務省共管業務） 

債務保証先に対しては、その業況に応じた層

別管理を実施し、貸付金融機関と連携して保証

先の業況や返済状況を確認するなど適切に対

応。 

また、三セクについては、経営状況の把握及

び業務改善を求めることについては、適切に実

施。財務の健全性については、２社の配当収入

を計上。 

 

・保有資産の見直し 

産業用地の整備事業において、賃貸中１件を

除き分譲用地を完売（小矢部ＦＰ、０．３億円、

柏崎ＦＰ、０．１９億円）。また、三セクにお

いては一般勘定の高度化三セク（荒尾商業開発

株式会社、１．８億円）及び施設整備等勘定の

頭脳三セク（北九州テクノセンター、５．５億

円）の２社株式の売却を実現。 

中心市街地都市型産業基盤施設は、地方公共

団体（三鷹市）に対して売却又は移管に向けた

協議等を行い、市に方向性を提示。 

 

以上の取組を踏まえ、Ｂ評価と判断。 
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切な措置を講じる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設整備等勘定及

び出資承継勘定に

ついては、収支を改

善するための取組

を着実に実行する。 

・施設整備等勘定に

ついては、必要に応

じ、賃貸施設の賃貸

料の見直しを行う

などにより、自己収

入確保を図る。 

・出資承継勘定のベ

ンチャー企業に対

する出資は、適切な

配当を求めるとと

もに、必要に応じ、

株式処分の着実な

実行を図る。同勘定

の出資先法人（三セ

ク）に対する出資

は、毎年度の決算の

報告等を通じて、適

切に経営状況の把

握を行うとともに、

適切な配当を求め

る。必要に応じ、事

業運営の改善を求

めることや関係省

庁及び他の出資者

との協議による早

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設整備等勘定及

び出資承継勘定に

ついては、収支を改

善するための取組

を着実に実行する。 

・施設整備等勘定に

ついては、必要に応

じ、賃貸施設の賃貸

料の見直しを行う

などにより、自己収

入確保を図る。 

・産業投資特別会計

による出資承継勘

定の出資先法人（三

セク）に対する出資

については、毎年度

の決算の報告等を

通じて、適切に経営

状況の把握を行う

とともに、適切な配

当を求める。また、

経営健全化計画の

実行状況を管理す

るなど、事業運営の

改善を求めること

や、関係省庁及び他

の出資者とも協議

の上、可能な限り早

期の株式処分を図

る。 

計上するとともに、回収不能分は適

切に不良債権処理を実施。 

（累計回収率の推移：Ｈ２０：８５．

２％、Ｈ２１：８５．３％、Ｈ２２：

８５．３％、Ｈ２３：８５．３％、

Ｈ２４：８５．３％、Ｈ２５：８５．

３％、Ｈ２６：８５．４％、Ｈ２７：

８５．４％、Ｈ２８：８５．５％、

Ｈ２９：８５．６％、Ｈ３０：８５．

７％ Ｒ１：８５．７％、Ｒ２：８

５．７％、Ｒ３：８５．７％） 

 

○出資事業（構造転換三セク、繊維三

セク） 

・旧構造転換法、旧繊維法に基づき出

資している４社を管理した。 

・コロナの影響により業績悪化が認

められる中、感染拡大防止のため移

動制限もあり株式処分に向けての

交渉はできなかったが、決算時及び

日常的なヒアリングを通じて、経営

状況を適切に把握し適切な配当を

求めるとともに、経営健全化計画の

進捗状況の確認を行うなど、適切な

管理を実施。 

・１社において配当を実施。配当収入

７百万円。 
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期の株式処分等の

対応を図る。 

・高度化事業におけ

る新規案件につい

ては、事業性評価を

含め融資先の返済

能力を踏まえた償

還可能性等につい

ての確実な審査を

行い、また、貸付後

については、管理方

法の改善を通じた

貸付先の経営状況

の適切な把握に努

め、支援が必要な貸

付先については、都

道府県に働きかけ

を行い、連携して経

営支援を行うこと

で新たな不良債権

の発生を抑制する

とともに、不良債権

の管理においては

不良債権の削減を

図るため、専門家の

派遣等により積極

的に都道府県に対

して関与・協力す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高度化事業におけ

る新規の貸付案件

については、事業計

画の根拠を精緻に

把握し、実現可能

性・返済財源（キャ

ッシュフロー）の妥

当性を精査するな

どして、事業性評価

を含め貸付先の返

済能力を踏まえた

償還可能性等につ

いての確実な審査

を行う。また、貸付

後は、都道府県と連

携して貸付先の経

営状況の実態把握

に努め、支援が必要

な貸付先について

は、都道府県に働き

かけを行い、より適

切な経営支援を行

うことで新たな不

良債権の発生を抑

制する 

・高度化事業におけ

る貸付先の債権管

理においては、都道

府県に対して、専門

家の派遣や回収委

託支援業務などに

よる債権回収業務

の支援を行い、債権

回収への早期着手

や回収促進に向け

て働きかける。 

これらの取組を通

じて、不良債権の削

減を図る。 

 

 

 

■高度化事業 

○新規貸付 

・新規貸付決定先Ａ方式６件、Ｂ方式

７件について決算書及び診断報告

書から事業計画、償還能力の妥当性

を検証し確実な審査を実施した。 

・貸付けにあたっては、事業計画の進

捗に合わせて複数回の現地支援を

実施し、財務状況の精査、償還能力

の確認等のほか、診断・助言への対

応状況の確認を行うことにより適

切な審査を実施。 

 

○正常償還先の経営状況の把握 

・正常償還先１３４先については、都

道府県ヒアリング、決算書による財

務分析・実際バランスの把握、貸付

先に対する個別ヒアリングの実施

などにより適切な経営状況の把握

を実施した。 

・実態バランス把握の取り組みとし

ては、アドバイザー等により巡回・

助言業務を活用した支援を実施。 

 

○条件変更先に対するアドバイザー

による経営支援の実施 

・条件変更を行っている貸付先の経

営力強化や課題解決を支援するた

め、職員及び専門家による経営支援

等を実施。支援先５０先、支援日数

５５人日。 

 

○新型コロナウイルス感染症の影響

を受けた貸付先への対応 

・新型コロナウイルス感染症の影響

を受けた貸付先について運営診断

等を省略し簡易な書類確認のみで

１年間の償還猶予を認めることに

対する特例準則を制定。通常、時間

を要する貸付条件変更の手続きを
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簡略化することで、貸付先への緊急

の信用供与に対応。 

・２１県で計８４先（６７組合）／１

０４．３億円の償還猶予を実施。 

 

○都道府県に対する債権管理、債権回

収に係る支援策の拡充 

 

・高度化事業の債権の回収について

は、今年度も償還状況や完済の見通

しに基づく貸付先の分類化を継続

して、定期ヒアリング等を通じて貸

付先ごとの分類を都道府県と共有

したうえで、都道府県との回収方針

の明確化を推進。 

・コロナ禍により対面での会議が困

難である現状を踏まえて、定期ヒア

リングや回収困難な貸付先を抱え

る都道府県との個別具体的な協議

をオンライン会議システムにより

実施 

・例年開催している高度化事業初任

者研修、及び債権管理研究会がコロ

ナ禍により開催できなかったため、

代替措置として完済の見通しが立

たない貸付先への対応準備を目的

として、各種制度の説明を中心とし

たオンライン勉強会を都道府県向

けに開催。回収の円滑化、早期化の

ための検討を都道府県に促進した

ことで、参加した複数の都道府県が

対応を本格的に検討し始めるなど

成果が出てきており、適切な債務処

理に向けて大きく貢献。 

・債権管理、回収に係る都道府県への

支援策として、機構サポーター（債

権管理）業務、調査・アドバイザリ

ー業務及び回収委託支援業務を引

き続いて実施。 

ａ）機構サポーター（債権管理）業務 

・債権管理アドバイザー（１１人確

保）し、都道府県に対して債権管理・
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・債務保証業務は、

新規保証に係る代

位弁済率の抑制を

図るための確実な

審査の実施を行う

とともに、債務保証

先の業況に応じた

適切な層別管理の

実施、求償権の回収

管理の徹底・適切な

償却処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・その他出資事業

は、出資先の経営状

況を適切に把握す

るとともに、出資者

として、当該事業の

政策的意義、地域経

済への諸影響に留

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・債務保証業務の実

施に当たっては、各

制度趣旨に鑑み利

用の促進を行い、代

位弁済率が抑制さ

れるよう、確実な審

査を実施する。 

また、債務保証先の

業況に応じた適切

な層別管理を実施

するとともに、求償

権の回収管理の徹

底を図り、適切な償

却処理を行う。 

 

 

 

 

 

・その他出資事業

は、出資先の経営状

況を適切に把握す

るとともに、出資者

として、当該事業の

政策的意義、地域経

済への諸影響に留

回収に係るアドバイスを実施。 

ｂ）調査・アドバイザリー業務 

・債権回収調査会社による調査・アド

バイザリー業務を１６県で２５件

実施。 

ｃ）回収委託支援業務 

・債権回収会社及び弁護士法人によ

る回収委託支援業務を４県で１９

件実施したことにより、債務の削減

に大きく貢献。 

・償却は、１５先、約１９億円実施。 

○不良債権の削減額 

不良債権全体では約５９６億円か

ら約５５２億円へと約４４億円削

減。 

 

○債務保証業務 

・債務保証先に対しては、その業況に

応じた層別管理を実施し、貸付金融

機関と連携して保証先の業況や返

済状況を確認するなど適切に対応。 

・自己査定を的確に実施。 

・３年度の保証履行（代位弁済）はな

し。 

※機構設立以降の新規保証２９社／

１５０億円 代位弁済１．９億円 

代位弁済率１．３％ 

・求償権管理については、債権管理・

回収の専門的知識と経験を有する

専門員を活用し、求償先の状況を経

常的に把握し、状況に応じた回収を

実施。 

３年度 求償権回収額：５社３百万円 

・求償権残高 １，５５７百万円 

 

○出資事業（高度化三セク、中心市街

地三セク、工配三セク）  

・旧中小企業総合事業団法、改正前中

心市街地活性化法、旧地域公団法に

基づき出資している４６社を管理。 

・出資目的に照らし、経営状況、地方

公共団体等の支援状況等も踏まえ
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意しつつ、業務の改

善を求めることや、

出資先の事業が機

構の出資を必要と

しない程度にまで

達成されるなど株

式を処分すること

が適当と認められ

る場合は、関係省庁

及び他の出資者と

の協議により、早期

の株式処分等の対

応を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意しつつ、業務の改

善を求めることや、

出資先の事業が機

構の出資を必要と

しない程度にまで

達成されるなど株

式を処分すること

が適当と認められ

る場合は、関係省庁

及び他の出資者と

の協議により、早期

の株式処分等の対

応を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て出資を継続する必要性の有無に

ついて出資三セクごとに判断。 

・決算時及び日常的なヒアリングを

通じて、経営状況を適切に把握する

とともに、事業の政策的意義、地域

経済への諸影響に留意しつつ、業務

の改善を求めるなど、株主としての

権利を活用して適切に対処。 

・高度化三セク１社において株式譲

渡を実施。譲渡価額１８１百万円。 

 

○出資事業（ＦＡＺ三セク）  

・旧輸入・対内投資法に基づき出資し

ている６社を管理した。 

 ・出資目的に照らし、経営状況、地

方公共団体等の支援状況等も踏ま

えて出資を継続する必要性の有無

について出資三セクごとに判断。 

・決算時及び日常的なヒアリングを

通じて、経営状況を適切に把握する

とともに、事業の政策的意義、地域

経済への諸影響に留意しつつ、業務

の改善を求めるなど、株主としての

権利を活用して適切に対処。 

・なお、㈱仙台港貿易センターについ

ては、株式処分の協議を行い、引き

続き継続。 

 

○出資事業（頭脳三セク及びＯＡ三セ

ク） 

・旧頭脳立地法及び地方拠点法に基

づき出資している１８社を管理。 

・出資目的に照らし、経営状況、地方

公共団体等の支援状況等も踏まえ

て出資を継続する必要性の有無に

ついて出資三セクごとに判断。 

・決算時及び日常的なヒアリングを

通じて、経営状況を適切に把握する

とともに、事業の政策的意義、地域

経済への諸影響に留意しつつ、業務

の改善を求めるなど、株主の権利を

活用して適切に対処。 
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・産業用地事業にお

ける土地譲渡割賦

債権等については、

債務者の業況等の

モニタリングを実

施し、個別債務者の

財務内容を分析す

る等により、状況に

・頭脳三セク１社において清算が完

了した。 

・頭脳三セク１社において配当を実

施。配当収入１．８百万円。 

 

○出資事業（新事業三セク） 

・旧新事業創出促進法に基づき出資

している４社を管理。 

・出資目的に照らし、経営状況、地方

公共団体等の支援状況等も踏まえ

て出資を継続する必要性の有無に

ついて出資三セクごとに判断。 

・決算時及び日常的なヒアリングを

通じて、経営状況を適切に把握する

とともに、事業の政策的意義、地域

経済への諸影響に留意しつつ、業務

の改善を求めるなど、株主の権利を

活用して適切に対処。 

・２社において配当を実施。配当収入

４．４百万円。 

 

■出資三セク事業（出資承継勘定を含

む）全体のまとめ  

・機構が株式を保有する第三セクタ

ーについては、２年度期首時点では

７８社、３年度期末時点では７６

社。 

・地方公共団体等との情報交換や協

議はテレワーク環境下においてメ

－ル等も活用し本部担当部と地域

本部等とで２３社に対して延べ３

８回実施。経営改善等協議を行った

もの１９社で延べ２８回。 

 

■土地譲渡 

・個別債務先の財務内容を分析する

ことなどにより、状況に応じた適切

な管理を実施するとともに、返済条

件変更に係る運用指針等に基づき、

中長期的な資金収支等の検証を行

い、債権回収の最大化に注力。 

・土地譲渡割賦債権等回収額４億円 
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・その他の財務の健

全化を確保すべき

業務について、特に

ファンド出資事業

ではＧＰ（無限責任

組合員）に対する目

利きの強化に取り

組むなど、適切な審

査や債権管理の徹

底等を行うなど適

切な措置を講じる。 

応じた適切な措置

を講じ、回収を進め

る。 

 

・その他の財務の健

全化を確保すべき

業務について、特に

ファンド出資事業

ではＧＰ（無限責任

組合員）に対する目

利きの強化に取り

組むなど、適切な審

査や債権管理の徹

底等を行うなど適

切な措置を講じる。 

 

・土地譲渡割賦債権等残２５億円（貸

倒引当金１０億円）、うち破産更生

債権等１２億円（貸倒引当金９億

円） 

・ファンド出資審査において、監査法

人による現地調査や、外部有識者か

らなる出資先候補評価委員会の開

催（計８回）など、外部専門家の視

点も交えた適切な審査を行うとと

もに、ファンド出資後も組合員集会

や投資委員会への出席等を通じた

適時適切なモニタリングを実施し

た。 

 ２．保有資産の見直

し等 

・保有資産の見直し

等について、その利

用度のほか、本来業

務に支障のない範

囲での有効利用可

能性、経済合理性と

いった観点に沿っ

て、その保有の必要

性について不断の

見直しを行うとと

もに、既往の閣議決

定等で示された政

府方針を踏まえた

措置を講じる。 

・一般勘定において

は、第２期中期目標

において国庫納付

することとした２，

０００億円（第３期

目標期間迄に９４

９億円国庫納付済）

について、残余額の

納付を年度ごとに

検討する。その際、

２．保有資産の見直

し等 

・保有資産の見直し

等について、その利

用度のほか、本来業

務に支障のない範

囲での有効利用可

能性、経済合理性と

いった観点に沿っ

て、その保有の必要

性について不断の

見直しを行うとと

もに、既往の閣議決

定等で示された政

府方針を踏まえた

措置を講じる。 

・一般勘定において

は、第２期中期目標

において国庫納付

することとした２，

０００億円（第３期

目標期間迄に９４

９億円国庫納付済）

について、残余額の

納付を年度ごとに

検討する。その際、

２．保有資産の見直

し等 

・保有資産の見直し

等について、・保有

資産の見直し等に

ついて、その利用度

のほか、本来業務に

支障のない範囲で

の有効利用可能性、

経済合理性といっ

た観点に沿って、そ

の保有の必要性に

ついて不断の見直

しを行うとともに、

既往の閣議決定等

で示された政府方

針を踏まえた措置

を講じる。 

・２０２１年度の一

般勘定資産の国庫

納付の適否及び金

額については、今

後、機構全体が債務

超過に陥ったり、あ

るいは緊急の中小

企業対策等に必要

 ２．保有資産の見直し等 

 

・産業用地の整備事業において、１団

地を完売（小矢部ＦＰ、０．３億円）、

また、三セクおいては一般勘定の高

度化三セク（荒尾商業開発株式会

社。１．８億円）及び施設整備等勘

定の頭脳三セク（北九州テクノセン

ター、５．５億円）の２社株式の売

却を実現。 
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機構全体の債務超

過や緊急の中小企

業・小規模事業者対

策等に必要な資金

の不足に陥ること

がないよう、財務の

健全性を確保する

ことに留意するも

のとする。  

・産業基盤整備勘定

においては、債務保

証のニーズや実績

等を踏まえ、改めて

適正な事業規模、代

位弁済率を精査し、

本債務保証業務に

真に必要な金額を

割り出し、必要額を

超える部分につい

ては、事務費の確保

に留意しつつ第４

期中期目標期間中

に国庫返納する。  

・施設整備等勘定に

おいては、業務運営

等に必要となる資

産額の検討を行い、

償還期限を迎えた

保有有価証券等の

うち、必要額を超え

る分に係る政府出

資金については、国

庫納付を行うこと

とする。 

機構全体の債務超

過や緊急の中小企

業・小規模事業者対

策等に必要な資金

の不足に陥ること

がないよう、財務の

健全性を確保する

ことに留意するも

のとする。 

・産業基盤整備勘定

においては、債務保

証のニーズや実績

等を踏まえ、改めて

適正な事業規模、代

位弁済率を精査し、

本債務保証業務に

真に必要な金額を

割り出し、必要額を

超える部分につい

ては、事務費の確保

に留意しつつ第４

期中期目標期間中

に国庫返納する。 

・産業基盤整備勘定

の第２種信用基金

においては、経過業

務に係る債務保証

残高の減少に応じ

て、不要額が生じれ

ば随時国庫納付す

る。 

・施設整備等勘定に

おいては、業務運営

等に必要となる資

産額の検討を行い、

償還期限を迎えた

保有有価証券等の

うち、必要額を超え

る分に係る政府出

資金については、国

庫納付を行うこと

とする。 

な資金の不足に陥

ったりすることの

ないよう、主務省と

協議を行い、決定す

る。 

 

 

 

 

・産業基盤整備勘定

においては、債務保

証のニーズや実績

等を踏まえ、改めて

適正な事業規模、代

位弁済率を精査し、

本債務保証業務に

真に必要な金額を

割り出し、必要額を

超える部分につい

ては、事務費の確保

に留意しつつ国庫

返納する。 

・産業基盤整備勘定

の第２種信用基金

においては、経過業

務に係る債務保証

残高の減少に応じ

て、不要額が生じれ

ば随時国庫納付す

る。 

・施設整備等勘定に

おいては、業務運営

等に必要となる資

産額の検討を行い、

償還期限を迎えた

保有有価証券等の

うち、必要額を超え

る分に係る政府出

資金については、国

庫納付を行うこと

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○債務保証業務 

・経済産業省と債務保証業務のあり

方等について継続的な情報交換を

実施。 
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・中小企業大学校の

施設は、研修を実施

することや、本来業

務に支障のない範

囲での利用の促進

に向けた取組を実

施すること、ニーズ

に対応した改修を

することにより、有

効利用を図る。 

・中小企業大学校東

京校の土地につい

て、東京都都市計画

道路３・４・１７号

桜街道線の整備に

係る一部土地の処

分に関し適切に対

応する。 

 

・中心市街地都市型

産業基盤施設につ

いては、地方公共団

体等への売却等に

向けた協議等を進

める。 

 

・中小企業大学校の

施設は、研修を実施

することや、本来業

務に支障のない範

囲での利用の促進

に向けた取組を実

施すること、ニーズ

に対応した改修を

することにより、有

効利用を図る。 

・中小企業大学校東

京校の土地につい

て、東京都都市計画

道路３・４・１７号

桜街道線の整備に

係る一部土地の処

分に関し適切に対

応する。 

 

・中心市街地都市型

産業基盤施設につ

いては、売却等に向

け地方公共団体等

と協議等を進める。 

 

○中小企業大学校の施設について、研

修利便性に係る音響設備やセキュ

リティ向上に係る防犯設備、快適性

の向上に係る空調工事等の改修を

実施。 

・三条校において、地元地方公共団体

の要請により、海外のオリンピック

選手団の合宿に施設を提供。 

・中小企業大学校東京校の土地につ

いて、東京都都市計画道路３・４・

１７号桜街道線の整備に係る一部

土地の処分に関し東大和と譲渡契

約を締結。 

 

 

 

 

 

 

・中心市街地都市型産業基盤施設は、

地方公共団体（三鷹市）と売却向け

た協議等を実施。 

        

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
― 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １．内部統制の充実

及びコンプライア

ンスの推進等 

・「「独立行政法人の

業務の適正を確保

するための体制等

の整備」について」

（平成２６年１１

月２８日総務省行

政管理局長通知）に

基づき、業務方法書

に定めた事項の運

用を着実に行うと

ともに、必要に応

じ、関連規程等の見

直しを行う。  

・財務の健全性及び

適正な業務運営の

ため、金融業務に係

る内部ガバナンス

の維持・向上を図

る。  

・公的使命を有する

組織として、コンプ

１．内部統制の充実

及びコンプライア

ンスの推進等 

・内部統制について

は、その維持・向上

を図るため、「「独立

行政法人の業務の

適正を確保するた

めの体制等の整備」

について」（平成２

６年１１月２８日

総務省行政管理局

長通知）を踏まえた

業務方法書及び関

連規程等に定めた

事項に基づき着実

に運用するととも

に、必要に応じて体

制や規程等の見直

しを行う。 

・財務の健全性及び

適正な業務運営の

確保のため、金融業

務に係る内部ガバ

１．内部統制の充実

及びコンプライア

ンスの推進等 

・内部統制の維持・

向上を図るため、引

き続きリスクの把

握、評価及び対応を

行い、内部統制委員

会及びリスク管理

委員会で報告する

とともに、必要に応

じて体制や規程等

の見直しを行い、適

正なガバナンスを

確保する。 

また、関係部署と連

携して、機構のＢＣ

Ｐの充実を図り、実

効的な事業継続力

を高める。 

・金融業務に係る内

部ガバナンスの維

持・向上を図るた

め、金融業務ごとの

 １．内部統制の充実及びコンプライア

ンスの推進等 

 

・各部門におけるリスクの把握、評価

を促進。これに基づき機構全体とし

てのリスク対応計画を更新し、内部

統制委員会及びリスク管理委員会

において報告するとともに、両委員

会でコンプライアンス・プログラ

ム、情報セキュリティについても審

議するなど、内部統制の維持・向上

に向けた取組みを実施。また、新た

に感染症対策に係る業務継続計画

を策定し、機構のＢＣＰの充実を図

った。 

 

 

 

 

 

・金融業務に係る内部ガバナンスの

維持・向上を図るため、高度化事業

等リスク管理評価委員会を開催し、

高度化事業に係る信用リスク管理

＜評定と根拠＞ 

評定： Ｂ 

根拠： 

・内部統制の充実及びコンプライアンス

の推進等 

機構全体としてのリスク対応計画を更新

し、内部統制委員会及びリスク管理委員会

において報告。また、両委員会では、高度化

事業を含む金融関連業務に関するリスク管

理やコンプライアンス・プログラムについ

ても審議するなど、内部統制機能の強化に

向けた取組を実施。また、新たに感染症対策

に係る業務継続計画を策定し、機構のＢＣ

Ｐの充実を図った。 

・社会的課題への対応 

「中小企業ＳＤＧｓ応援宣言」に基づき、

①普及・啓蒙、②幅広い相談対応、③個社支

援による深堀り等で支援を本格開始。 

①セミナー・研修（４７回）実施・ガイド

ブック（改訂版）公開、②ＳＤＧｓ相談窓口  

の新規開設・地域支援機関と連携した現

地相談会の実施・Ｅ－ＳＯＤＡＮ（１，２９

０件）、③ＳＤＧｓハンズオン・カーボンニ

ュートラル商談会・ジェグテックでのマッ

評定  
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ライアンスを徹底

する体制、諸規程、

研修メニュー等の

更なる充実を図り

着実に実行する。  

・その他、政府方針

に基づく取組及び

会計検査院等の指

摘を着実に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ナンスについて維

持・向上を図る。具

体的には、金融業務

のリスクを的確に

管理するための内

部規程等について

必要に応じた見直

しを行うとともに、

外部専門家等によ

る職員研修の充実、

事業別収支情報等

の情報公開を行う。 

・内部監査は、法令

遵守に関する監査

の強化、業務の一層

の適正化・効率化を

行うため、監査計画

を策定の上、監事や

会計監査人との連

携を密に行いなが

ら実施するものと

し、監査結果に基づ

く改善内容につい

て、モニタリングを

適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特性に応じたリス

ク管理状況につい

て内部統制委員会

及びリスク管理委

員会で報告すると

ともに、必要に応じ

て関連規程等の見

直しを行う。 

また、高度化事業等

リスク管理委員会

も開催し、当該委員

会の意見や助言を

踏まえて適切な業

務運営を行う。 

外部専門家等を活

用して職員の能力

向上を図り、事業別

収支情報等につい

ては引き続き情報

公開を行う。 

・内部監査について

は、法令遵守に関す

る監査の強化とと

もに、業務の一層の

適正化・効率化を行

うためリスクベー

スに基づいた監査

テーマや監査対象

部署を選定し、ポイ

ントを明確にした

監査計画を策定す

る。さらに、監事や

会計監査人との連

携を密に行うとと

もに、外部専門機関

からの助言等を受

け、より適切な監査

を実施する。また、

過去の監査結果に

基づく改善内容の

確実な実施を確保

するため、改善措置

体制の強化に向けた対応状況等に

ついて審議し、その審議結果及び高

度化事業を含む金融関連業務に関

するリスク管理状況を内部統制委

員会及びリスク管理委員会へ報告。

各委員会での意見や助言を踏まえ

て、適切な業務運営を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内部監査は、リスクベースに基づき

監査テーマを選定し、年度内部監査

計画を作成。個別監査テーマ毎に事

前調査等により監査ポイントを明

確にした内部監査実施計画を作成

し、効率的に監査を実施。セキュリ

ティ監査は、知見が不足していたた

め、外部専門機関を活用して監査を

実施。また、内部監査結果に対する

被監査部門の改善措置について、適

時フォローアップを行い状況確認。

監事と定期的に情報交換を実施し、

監事・会計監査人による三様監査連

絡会も５回開催し、情報共有を推

進。 

 

 

 

 

 

 

 

チング（計２１３件）等の実施。 

・様々な専門スキルを持った人材の確保・

育成 

内部人材マッチング制度の推進 

当機構の支援制度は多岐に亘ることか

ら、職員が自発的な希望により所属部署以

外の業務を経験し、自らの能力向上やキャ

リア形成に活かすことができる仕組みを新

たに導入。 

研修、勉強会等による職員の能力向上 

従来の研修制度に加え、広く職員が参加

できる各種勉強会・セミナー等（ＳＤＧｓ、

ＤＸ、経済動向、広報等）の取り組みを実

施。これにより、自己研鑽の機会が拡大（延

べ受講者数９， ６２５人（前年度比１９

０％）。 

・情報セキュリティの確保 

ＣＳＩＲＴ要員への研修、機構関係者全

てを対象とした標的型攻撃メール訓練や定

期的なセキュリティ研修や自己点検を実施

したことにより、役職員の情報セキュリテ

ィに関する知識や情報管理に対する意識を

維持・向上させることができた。また、改定

した「情報セキュリティ管理規程」及び「情

報セキュリティ管理基準」が４年４月より

施行されることから、４年度は機構全体へ

周知し定着を図る。 

 

以上の取組を踏まえ、Ｂ評価と判断。 
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・コンプライアンス

への対応は、単に法

令遵守にとどまら

ず、広くステークホ

ルダーとの関係に

おいて社会的使命

を果たすため、コン

プライアンスを徹

底する体制、諸規

程、研修メニュー等

の更なる充実を図

り着実に実行する。

機構役職員は、法

令・社会理念はもと

より、機構の基本理

念・経営方針に基づ

き積極的に行動・実

践する。 

・機構ＷＡＮ業務

は、ＩＴ技術の積極

的な導入、業務ネッ

トワークインフラ

及びコミュニケー

ションインフラの

利活用を図るため、

適切かつ安定的な

構成機器の運用・保

守、操作マニュアル

等の整備・周知等に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

状況のモニタリン

グを適切に実施す

る。 

・コンプライアンス

を徹底するため、令

和３年度コンプラ

イアンス・プログラ

ムを策定し、これに

基づき研修等を実

施する。機構役職員

は、法令・社会理念

はもとより、機構の

基本理念・行動指針

に基づき積極的に

行動・実践する。 

 

 

 

 

 

 

・機構ＷＡＮ業務

は、ＩＴ技術の積極

的な導入、業務ネッ

トワークインフラ

及びコミュニケー

ションインフラの

利活用を図るため、

ヘルプデスクを通

じてのユーザーか

らの要求対応、監視

システムによるイ

ベント管理（状態の

変化の察知）、ＣＳ

ＩＲＴによるイン

シデント管理を行

うことで、適切かつ

安定的な構成機器

の運用・保守を行う

とともに、マニュア

ル等の見直しや整

備に取り組む。 

 

 

 

・機構役職員が、法令・社会理念はも

とより、機構の基本理念・行動指針

に基づき、積極的に行動・実践する

よう、３年度コンプライアンス・プ

ログラムに則り、様々な研修・啓発

活動を実施。具体的には、階層別研

修及び全役職員・専門家・派遣職員

向けｅラーニングを実施したほか、

メールマガジンを毎月配信。また、

推進月間を１１月に設定し、メール

マガジンの臨時配信等、集中的にコ

ンプライアンスに係る啓発を行い、

役職員のコンプライアンス意識を

醸成。 

 

 

 

 

・テレワークが常態化されたことも

あり、安全なオンライン会議環境

（仮想デスクトップ）や複数のオン

ライン会議アプリの運用を継続す

ることにより、機構内外の関係者及

び支援先等に対応可能なコミュニ

ケーションインフラの利活用を促

進。ヘルプデスクを通じたユーザー

へのサポート、監視システムによる

イベント管理（状態の変化の察知）、

ＣＳＩＲＴによるインシデント管

理を通じて、適切かつ安定的な構成

機器の運用・保守を行なうととも

に、運用マニュアル等の見直しや整

備を実施。 
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・その他、政府方針

に基づく取組及び

会計検査院等の指

摘を着実に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・その他、政府方針

に基づく取組及び

会計検査院等の指

摘を着実に実施す

る。 

・その他、政府方針

に基づく取組及び

会計検査院等の指

摘を着実に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

・その他、政府方針

に基づく取組及び

会計検査院等の指

摘を着実に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

・中小企業ＳＤＧｓ応援宣言に基づ

き、機構内勉強会等を通じて職員の

ＳＤＧｓ意識が醸成。また、個社支

援として①普及・啓蒙、②幅広い相

談対応、③個社支援の深堀等の支援

を本格的に開始。（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．様々な専門スキ

ルを持った人材の

確保・育成 

機構がこれまでに

果たしてきた中小

企業・小規模事業者 

に対する創業から

成長・発展、事業再

生、事業引継ぎまで

を総合的に支援す

る役割、地域の中小

企業支援機関等の

支援機能の向上・強

化を支援する役割

について、これらの

役割を果たしつつ、

時代の要請に応え

てメリハリの付い

た取組を行ってい

く必要がある。 

こうした考えの下、

限りあるリソース

のなか、戦略的に専

門人材の確保・育成

を行うため、人材確

２．様々な専門スキ

ルを持った人材の

確保・育成 

・機構がこれまでに

果たしてきた中小

企業・小規模事業者

に対する創業から

成長・発展、事業再

生、事業引継ぎまで

を総合的に支援す

る役割、地域の中小

企業支援機関等の

支援機能の向上・強

化を支援する役割

について、これらの

役割を果たしつつ、

時代の要請に応え

てメリハリの付い

た取組を行ってい

く必要がある。こう

した考えのもと、限

りあるリソースの

なか、戦略的に専門

人材の確保・育成を

行うため、人材確

２．様々な専門スキ

ルを持った人材の

確保・育成 

・戦略的に専門人材

の確保・育成を行う

ため、人材確保・育

成方針を策定する。 

・職員の専門性の向

上を図るため、オ

ン・ザ・ジョブ・ト

レーニング、研修の

実施及び資格取得

の支援を行う。具体

的には、階層ごとに

求められる役割を

効果的に発揮する

ための階層別研修、

支援施策を理解し

適切に対応できる

力を養うための現

場力強化研修、事業

部門別人材育成体

系に定められた業

務遂行能力向上の

ための各種研修を

 ２．様々な専門スキルを持った人材の

確保・育成 

・戦略的に専門人材の確保・育成を行

うため、人材確保・育成方針を策定。

「内部人材マッチング制度」は全部

門への拡充を行い、部門のニーズを

機構内グループウエアに掲示し、職

員とのマッチングを進めていると

ころであり、３月末現在９部署のニ

ーズに対し、１１人が手を挙げ、１

０人が所属部署以外の業務を経験。 

・３年度研修計画に基づき、職員の適

性や能力開発段階に応じた育成を

図るため多様な研修制度を運用。コ

ロナ禍の中、オンライン研修を柔軟

に取り入れながら、６１テーマ、研

修回数９３回、受講者数延べ３，２

０８人。業務能力開発教育制度は、

延べ１３５人が活用。 

・入構４年目の職員を対象者とした

販路支援、経営支援及び事業承継支

援の知見習得とデジタルトランス

フォーメーションをテーマとした

研修を実施したほか、各階層に求め

られる職務遂行能力向上を図った。
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保・育成方針を策定

する。具体的には、

国民に対して提供

するサービスを的

確に提供し、効率的

かつ着実に成果を

上げていくため、内

部人材の育成に関

する規程に基づき、

計画的に人材を育

成し職員の専門性

の向上を図る。特に

中小企業・小規模事

業者の海外展開ニ

ーズへの対応力を

向上させるため、職

員の国際感覚の更

なる醸成に努める。

また、高度な支援施

策の企画立案や実

効性のある業務遂

行を推進していく

ため、機構職員のプ

ロジェクトマネー

ジャーなどへの登

用に向けた専門性

向上やファンド出

資事業におけるリ

スクマネー管理に

精通する人材の育

成などに取り組む。

さらに、定期の新卒

採用にこだわらな

い採用や民間を含

む地域の中小企業

支援機関等との人

事交流を行うこと

により、様々な専門

スキルを持った人

材を確保・育成す

る。 

 

保・育成方針を策定

する。具体的には、

国民に対して提供

するサービスを的

確に提供し、効率的

かつ着実に成果を

上げていくため、内

部人材の育成に関

する規程に基づき、

計画的に人材育成

し職員の専門性の

向上を図る。 

 

 

 

・事業承継・事業引

継ぎ支援、生産性向

上支援、ＩＴ化支

援、人材育成支援、

販路開拓・海外展開

支援及び起業・創業

支援などの業務で

求められる専門性

を高めるため、実務

経験と職員個々の

適性や段階に応じ

た研修を通じ、専門

性の高い職員を計

画的に育成する。 

・特に中小企業・小

規模事業者の海外

展開ニーズへの対

応力を向上させる

ため、職員の国際対

応能力の向上、国際

感覚の更なる醸成

に努める。また、高

度な支援施策の企

画立案や実効性の

ある業務遂行を推

進していくため、機

構職員のプロジェ

はじめ、中小企業診

断士養成課程、外部

機関や関係省庁が

実施する研修等へ

の派遣、通信教育、

ｅラーニングなど

多様な手段を講じ、

人事グループと事

業部門が連携して

計画的に職員の専

門性向上に努める。 

 

 

 

 

・若手職員には将来

のキャリアパスを

描くための業務経

験を積ませ、中堅職

員には専門性を磨

かせる人事に努め

る。 

 

 

 

 

 

・業務効率を向上

し、組織を活性化す

ることによりお客

様のニーズに一層、

迅速かつ効果的に

対応できる体制を

構築する。具体的に

は、管理職層のマネ

ジメント力の向上

のための研修等を

行う。また、女性の

職業生活における

活躍の推進に関す

る法律（平成２７年

法律第６４号）の制

また、２６年度から組織的に取り組

んでいる新入職員に対するＯＪＴ

について、職場で実際に指導するト

レーナー向け研修を実施。 

・職員の専門性向上、施策や支援ノウ

ハウ習得、研修を通じたネットワー

ク構築や視野の拡充を図るため、中

小企業診断士養成課程へ５人、省庁

や外部研修機関が実施する新政策、

会計事務、内部監査、プロジェクト

マネジメント、システム開発等の専

門分野の研修にのべ７４人の職員

を派遣。（うち、女性職員２７人を

意識やスキルの向上等のための研

修に派遣。） 

・若手職員に関しては、将来の機構職

員としてのキャリアパスが描きや

すくなるよう、在籍２，３年の職員

を中心に各部門の体制を考慮した

うえで、機構職員に必要な共通的・

基盤的専門性を習得できる様な配

置換えを推進。一方、中堅職員に関

しては適材適所の配置を踏まえて

人事調書をもとにした本人の意向、

職歴及び保有資格を総合的に勘案

し、各々の専門性を高める人事異動

を推進。 

・管理職層のマネジメント力の向上

のため、マネジメント補助者である

参事も含め、管理職に対する３６０

度評価を実施し、同評価結果の見方

やマネジメントへの活かし方を学

ぶ研修を管理職１９９人に実施。 

・機構の事業ニーズに適合する実務

経験を有する人材を２４人採用し

たほか、外部機関への職員派遣を実

施。 

・高い専門性と支援意欲を持つ外

部専門家２，９７８人を登録・活用

し、機構全体としての専門性・多様

性の確保・強化を実施。 

171



 

クトマネージャー

などへの登用に向

けた専門性向上や

ファンド出資事業

におけるリスクマ

ネー管理に精通す

る人材の育成など

に取り組む。さら

に、定期の新卒採用

にこだわらない採

用や民間を含む地

域の中小企業支援

機関等との人事交

流を行うことによ

り、様々な専門スキ

ルを持った人材を

確保・育成する。 

・ＡＩ・ＩＴ活用、

販路開拓・海外展

開、起業・創業及び

成長分野など特定

分野での高い専門

性と支援意欲を持

つ外部専門家を積

極的に登用・活用

し、機構全体として

の専門性・多様性の

確保・強化を行うと

ともに、外部専門家

を適切にマネジメ

ントすることで機

構の組織力向上を

図る。 

 

定に伴い、女性職員

の意識やスキルの

向上のため、外部機

関の研修等を活用

するなど、女性の能

力発揮の推進に取

り組む。 

・職員の国際対応能

力の向上、国際感覚

の更なる醸成に努

めるため、海外研修

等の機会を提供す

る。 

・事業ニーズに適合

する高度な専門性

を有する優秀な人

材を確保するため、

新卒採用にこだわ

らない採用や民間

を含む地域の中小

企業支援機関等と

の人事交流を行う。 

 ３．情報公開による

透明性の確保 

組織・業務・財務等

に関する情報、資産

保有状況、入札・契

約に関する情報、報

酬・給与等の水準そ

の他の報告事項を

３．情報公開による

透明性の確保 

組織・業務・財務等

に関する情報、資産

保有状況、入札・契

約に関する情報、報

酬・給与等の水準そ

の他の報告事項を

３．情報公開による

透明性の確保 

・組織・業務・財務

等に関する情報そ

の他の報告事項を

迅速に分かりやす

く公表する。 

 ３．情報公開による透明性の確保 

・独立行政法人通則法に基づく業務

実績等報告書を機構ホームページ

に公表（３年６月）。業務方法書を

改正した際には、同方法書を独法

通則法に基づき認可後速やかに機

構ホームページに公表（３年６

月、８月及び１２月）。 
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迅速に分かりやす

く公表する。 

迅速に分かりやす

く公表する。 

・その他法律や閣議決定等に基づ

き、財務、監査、入札・契約関連

情報、給与実態等の情報を機構ホ

ームページにおいて迅速にわかり

やすく公表。 

 

 ４．情報セキュリテ

ィの確保 

「サイバーセキュ

リティ戦略」（平成

３０年７月２７日

閣議決定）、「政府機

関等の情報セキュ

リティ対策のため

の統一基準」等を踏

まえ、規程及びマニ

ュアル等を適切に

整備し、見直すとと

もに、政府・関係機

関等と情報を共有

し、新たな脅威等に

常に対応できるよ

うシステム面での

対策、人的・組織的

対策を行う。 

４．情報セキュリテ

ィの確保 

「サイバーセキュ

リティ戦略」（平成

３０年７月２７日

閣議決定）、「政府機

関等の情報セキュ

リティ対策のため

の統一基準」等を踏

まえ、適切な情報セ

キュリティ対策を

実施する。具体的に

は、規程、マニュア

ル及び対策等を整

備・見直し、新たな

脅威等に常に対応

できるようシステ

ム面での対策、人

的・組織的対策を行

う。加えて、研修等

により、役職員の情

報セキュリティ・情

報管理意識の維持・

向上を図る。 

 

４．情報セキュリテ

ィの確保 

・最近のサイバー攻

撃の動向及び「サイ

バーセキュリティ

戦略」（平成３０年

７月２７日閣議決

定）、「政府機関等の

情報セキュリティ

対策のための統一

基準」等を踏まえ、

情報セキュリティ

管理規程や関連す

る規程・要領等を踏

まえた情報セキュ

リティ管理規程等

に基づき、新たな脅

威等に常に対応で

きるよう必要な場

合はシステム面で

の対策、人的対応、

ＣＳＩＲＴによる

組織的対策を行う。

加えて、標的型攻撃

メール訓練や研修

や自己点検により、

役職員の情報セキ

ュリティ・情報管理

意識の維持・向上を

図る。 

 

 ４．情報セキュリティの確保 

・新たな脅威等に常に対応できるよ

うＣＳＩＲＴによる組織的対策を

継続して維持、標的型攻撃メール訓

練や定期的なセキュリティ研修や

自己点検を実施。また、３年に改定

された「政府機関等の情報セキュリ

ティ対策のための統一基準」に準拠

するため、「情報セキュリティ管理

規程」及び「情報セキュリティ管理

基準」の改定作業を実施。 

  

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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別紙１

令和３年度予算計画・実績

＜一般勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　政府出資金等 - - - 45,000 45,000 0 45,000 45,000 0 - - - - - - - - - - - - 30,000 30,000 0 30,000 30,000 0 - - - 75,000 75,000 0

　 　　運営費交付金 1,272 944 △ 328 - - - 1,272 944 △ 328 207,769 208,670 901 3,932 3,598 △ 334 1,781 1,541 △ 240 988 988 - - - - 2,769 2,530 △ 239 - - - 215,743 215,743 0

　　その他の補助金等 - - - - - - - - - - - - 1,761,001 1,148,556 △ 612,445 31 0 △ 31 - - - - - - 31 0 △ 31 - - - 1,761,032 1,148,557 △ 612,475

　　借入金等 - - - - - - - - - 130 106 △ 24 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 130 106 △ 24

　　貸付等回収金 - 239 239 - 2 2 - 241 241 16,247 48,404 32,157 33,264 35,781 2,517 8,201 5,951 △ 2,250 69 180 111 420 220 △ 200 8,689 6,352 △ 2,337 - - - 58,200 90,780 32,580

　　貸付金利息 - - - - - - - - - 288 530 242 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 288 530 242

　　業務収入 - - - - - - - - - 1,256 1,447 191 1,133 998 △ 135 - 4,842 4,842 - - - - - - - 4,842 4,842 - - - 2,389 7,288 4,899

　　運用収入 - - - - - - - - - - - - - 4 4 - - - - 0 0 - - - - 0 0 99 153 54 99 157 58

　　受託収入 - - - - - - - - - 220 277 57 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 220 277 57

　　その他収入 - 4 4 - 2 2 - 6 6 - 428 428 - 38 38 - 0 - 3 0 △ 3 - - - 3 0 △ 3 84 92 8 88 567 479

計 1,272 1,187 △ 85 45,000 45,005 5 46,272 46,193 △ 79 225,911 259,865 33,954 1,799,330 1,188,977 △ 610,353 10,013 12,336 2,323 1,059 1,170 111 30,420 30,220 △ 200 41,492 43,726 2,234 183 246 63 2,113,189 1,539,008 △ 574,181

支出

　　業務経費 1,421 927 △ 494 40 39 △ 1 1,460 967 △ 493 210,701 239,173 28,472 1,767,322 23,758 △ 1,743,564 497,211 246,674 △ 250,537 1,366 685 △ 681 23 14 △ 9 498,600 247,374 △ 251,226 - - - 2,478,082 511,274 △ 1,966,808

　　貸付金 - - - - - - - - - 5,815 4,720 △ 1,095 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 5,815 4,720 △ 1,095

　　出資金 6,530 3,822 △ 2,708 14,667 8,754 △ 5,913 21,197 12,577 △ 8,620 - - - 22,430 34,832 12,402 5,668 2,137 △ 3,531 - - - 7,286 1,882 △ 5,404 12,954 4,020 △ 8,934 - - - 56,580 51,429 △ 5,151

　　受託経費 - - - - - - - - - 220 286 66 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 220 286 66

　　借入金等償還 - - - - - - - - - 398 212 △ 186 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 398 212 △ 186

　　一般管理費 63 67 4 4 4 - 67 72 5 651 847 196 394 428 34 95 111 16 44 21 △ 23 2 1 △ 1 141 134 △ 7 - - - 1,252 1,483 231

　　その他支出 - - - - - - - - - - - - - - - - 525,533 525,533 - - - - - - - 525,533 525,533 - - - 0 525,533 525,533

計 8,014 4,817 △ 3,197 14,710 8,799 △ 5,911 22,724 13,616 △ 9,108 217,784 245,240 27,456 1,790,145 59,020 △ 1,731,125 502,973 774,458 271,485 1,410 707 △ 703 7,311 1,898 △ 5,413 511,694 777,063 265,369 - - - 2,542,347 1,094,941 △ 1,447,406

（一般経理） （特定出資経理）
合計

合計

※令和３年度の一般勘定資産の国庫納付の適否及び金額については、今後、機構全体が債務超過に陥ったりあるいは緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥ったりすることのないよう、主務省と協議を行い、決定する。

合計

事業承継・引継ぎ促進業務 共通

（一般経理）

新事業展開・創業支援業務

（一般経理） （復興特別経理）

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

（一般経理） （一般経理）区分 備考

生産性向上業務

（特定出資経理）

経営環境変化対応業務
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別紙１

令和３年度予算計画・実績

＜産業基盤整備勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　業務収入 66 2 △ 64 14 -   △ 14 -   -   -   80 2 △ 78

　　運用収入 -   -   -   -   -   -   18 15 △ 3 18 15 △ 3

　　その他収入 -   -   -   -   -   -   1 0 △ 1 1 0 △ 1

計 66 2 △ 64 14 -   △ 14 19 16 △ 3 99 19 △ 80

支出

　　業務経費 89 66 △ 23 32 27 △ 5 -   -   -   121 93 △ 28

　　代位弁済費 227 -   △ 227 -   -   -   -   -   -   227 -   △ 227

　　一般管理費 13 10 △ 3 5 4 △ 1 -   -   -   17 15 △ 2

　  その他支出 -   -   -   -   -   -   -   42 42 -   42 42

計 328 77 △ 251 37 32 △ 5 -   42 42 365 151 △ 214

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

新事業展開・創業支援業務 経営環境変化対応業務 共通 合計
備考区分
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別紙１

令和３年度予算計画・実績

＜施設整備等勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

収入

　　貸付等回収金 3 3 0

　　貸付金利息 1 0 △ 1

　　業務収入 1,199 1,091 △ 108

　　運用収入 8 9 1

　　その他収入 3 80 77

計 1,216 1,185 △ 31

支出

　　業務経費 1,140 943 △ 197

　　一般管理費　 45 39 △ 6

　　その他支出 -  -   -  

計 1,185 982 △ 203

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

新事業展開・創業支援業務
区分 備考
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別紙１

令和３年度予算計画・実績

＜小規模企業共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　運営費交付金 -   - - -   - - 1,823 1,823 0 -   - - 1,823 1,823 0

　　借入金等 -   - - 639,386 646,560 7,174 -   - - △ 321,515 △ 329,694 △ 8,179 317,871 316,866 △ 1,005

　　貸付等回収金 319,513 333,004 13,491 315,357 323,954 8,597 -   - - △ 319,513 △ 333,004 △ 13,491 315,357 323,954 8,597

　　貸付金利息 85 67 △ 18 3,991 3,783 △ 208 -   - - △ 85 △ 67 18 3,991 3,783 △ 208

　　業務収入 714,167 757,611 43,444 -   - - -   - - -   - - 714,167 757,611 43,444

　　運用収入 75,833 72,765 △ 3,068 0 0 0 33 30 △ 3 -   - - 75,866 72,795 △ 3,071

　　その他収入 2,142 1,752 △ 390 1 1 0 6 7 1 -   - - 2,149 1,761 △ 388

　　他経理より受入 -   -   -   -   - - 5,117 5,479 362 △ 5,117 △ 5,479 △ 362 -  - -

計 1,111,739 1,165,202 53,463 958,736 974,299 15,563 6,980 7,340 360 △ 646,230 △ 668,247 △ 22,017 1,431,224 1,478,595 47,371

支出

　　業務経費 554,351 538,176 △ 16,175 2,015 2,161 146 6,483 6,833 350 - - - 562,850 547,171 △ 15,679

　　貸付金 321,515 329,694 8,179 309,254 318,672 9,418 -   - - △ 321,515 △ 329,694 △ 8,179 309,254 318,672 9,418

　　借入金等償還 -   - - 646,074 652,565 6,491 -   - - △ 319,513 △ 333,004 △ 13,491 326,561 319,560 △ 7,001

　　支払利息 -  - - 1,369 1,133 △ 236 -   - - △ 85 △ 67 18 1,285 1,065 △ 220

　　一般管理費 -   - - 26 31 5 126 154 28 -   - - 152 186 34

　　他経理へ繰入 5,117 5,479 362 -   - - -   - - △ 5,117 △ 5,479 △ 362 -  - -

計 880,984 873,350 △ 7,634 958,738 974,564 15,826 6,609 6,988 379 △ 646,230 △ 668,247 △ 22,017 1,200,101 1,186,656 △ 13,445

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

調整額業務等経理融資経理給付経理 合計区分

経営環境変化対応業務

備考
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別紙１

令和３年度予算計画・実績

＜中小企業倒産防止共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　運営費交付金 -   -   -   1,318 1,317 △ 1 -   -   -   1,318 1,317 △ 1

　　貸付等回収金 383,447 370,784 △ 12,663 -   -   -   -   -   -   383,447 370,784 △ 12,663

　　貸付金利息 1,748 1,449 △ 299 -   -   -   -   -   -   1,748 1,449 △ 299

　　業務収入 339,555 399,950 60,395 -   -   -   -   -   -   339,555 399,950 60,395

　　運用収入 2,331 2,272 △ 59 199 189 △ 10 -   -   -   2,531 2,461 △ 70

　　その他収入 71 88 17 6 7 1 -   -   -   77 95 18

　　他経理より受入 -   -   -   4,030 4,458 428 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 -   -   -   

計 727,152 774,545 47,393 5,553 5,973 420 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 728,675 776,060 47,385

支出

　　業務経費 184,250 142,057 △ 42,193 5,316 5,835 519 -   -   -   189,566 147,892 △ 41,674

　　貸付金 57,566 49,580 △ 7,986 -   -   -   -   -   -   57,566 49,580 △ 7,986

　　他勘定貸付金 317,871 316,866 △ 1,005 -   -   -   -   -   -   317,871 316,866 △ 1,005

　　一般管理費 -   -   -   118 159 41 -   -   -   118 159 41

　　他経理へ繰入 4,030 4,458 428 -   -   -   △ 4,030 △ 4,458 △ 428 -   -   -   

計 563,717 512,963 △ 50,754 5,434 5,995 561 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 565,121 514,499 △ 50,622

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

調整額業務等経理基金経理区分

経営環境変化対応業務

備考合計
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別紙１

令和３年度予算計画・実績

（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

収入

　　業務収入 7 7 0

　　運用収入 12 11 △ 1

　　その他収入 0 0 0

計 19 18 △ 1

支出

　　業務経費 7 4 △ 3

　　一般管理費 1 0 △ 1

計 7 5 △ 2

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

備考

＜出資承継勘定＞

生産性向上業務
区分
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別紙２

令和３年度収支計画・実績

＜一般勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 1,489 2,070 581 743 547 △ 196 2,233 2,618 385 211,756 240,292 28,536 1,768,253 18,484 △ 1,749,769 336,831 220,579 △ 116,252 1,410 692 △ 718 285 16 △ 269 338,526 221,288 △ 117,238 126 143 17 2,320,894 482,826 △ 1,838,068

　　経常費用 1,489 2,068 579 743 547 △ 196 2,233 2,616 383 211,756 240,292 28,536 1,768,253 18,481 △ 1,749,772 336,831 220,579 △ 116,252 1,410 692 △ 718 285 16 △ 269 338,526 221,288 △ 117,238 126 143 17 2,320,894 482,821 △ 1,838,073

　　　　業務経費 1,421 1,875 454 740 534 △ 206 2,160 2,410 250 210,902 237,707 26,805 1,767,322 17,076 △ 1,750,246 336,711 220,217 △ 116,494 1,366 642 △ 724 283 11 △ 272 338,360 220,872 △ 117,488 - - - 2,318,744 478,066 △ 1,840,678

　　　　一般管理費 50 185 135 3 13 10 52 198 146 513 2,356 1,843 310 1,187 877 75 333 258 43 50 7 1 4 3 119 388 269 - 143 143 994 4,273 3,279

　　　　減価償却費 7 7 0 -   -   -   7 7 0 212 224 12 543 216 △ 327 27 28 1 - 0 0 -   -   -   27 28 1 126 - △ 126 913 477 △ 436

　　　　財務費用 0 0 0 -   -   -   0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 - -   - -   -   -   0 0 0 - - - 2 1 △ 1

　　　　その他の費用 13 0 △ 13 1 -   △ 1 13 0 △ 13 128 2 △ 126 79 -   △ 79 18 -   △ 18 2 -   △ 2 0 -   -   21 -   △ 21 - - - 241 2 △ 239

　　臨時損失 -   2   2 -   -   -   -   -   -   -   0 0 -   2 2 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   0 0 -   4 4

　　　　固定資産除却損 -   2   2 -   -   -   -   -   -   -   0 0 -   2 2 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   0 0 -   4 4

　　　　減損損失 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - - -   -   -   

　　　　関係会社株式処分損 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - - -   -   -   

収益の部 1,573 945 △ 628 -   2 2 1,573 948 △ 625 212,595 241,536 28,941 1,767,265 24,433 △ 1,742,832 336,760 220,424 △ 116,336 991 704 △ 287 -   -   -   337,751 221,128 △ 116,623 185 241 56 2,319,368 488,289 △ 1,831,079

　　経常収益 1,573 945 △ 628 -   2 2 1,573 948 △ 625 209,604 239,252 29,648 1,767,265 24,433 △ 1,742,832 336,760 220,424 △ 116,336 991 704 △ 287 -   -   -   337,751 221,128 △ 116,623 185 241 56 2,316,377 486,004 △ 1,830,373

　　　　運営費交付金収益 1,238 895 △ 343 -   -   -   1,238 895 △ 343 207,453 237,050 29,597 3,764 3,423 △ 341 1,754 2,098 344 963 690 △ 273 -   -   -   2,717 2,789 72 -   - - 215,172 244,158 28,986

　　　　資産見返運営費交付金戻入 7 10 3 -   -   -   7 10 3 35 45 10 74 68 △ 6 26 27 1 - 0 0 -   -   -   26 27 1 1 0 △ 1 142 153 11

　　　　資産見返補助金等戻入 - -   -   -   -   -   -   -   -   34 33 △ 1 152 152 0 -   0 0 -   -   -   -   -   -   -   0 0 -   - -   186 186 0

　　　　補助金等収益 - -   - -   -   -   - -   -   282 19 △ 263 1,761,001 12,376 △ 1,748,625 334,698 218,212 △ 116,486 -   -   - -   -   -   334,698 218,212 △ 116,486 -   - -   2,095,981 230,608 △ 1,865,373

　　　　貸付金利息 -   -   -   -   -   -   -   -   -   288 530 242 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - -   288 530 242

　　　　出資金収益 294 -   △ 294 -   -   -   294 -   △ 294 -   -   -   1,010 7,268 6,258 255 43 △ 212 -   -   -   -   -   -   255 43 △ 212 -   - -   1,559 7,312 5,753

　　　　事業収入 -   -   -   -   -   -   -   -   -   975 824 △ 151 1,095 969 △ 126 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - -   2,070 1,794 △ 276

　　　　受託収入 -   -   -   -   -   -   -   -   -   220 277 57 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - -   220 277 57

　　　　賞与引当金見返に係る収益 23 20 △ 3 -   -   -   23 20 △ 3 218 227 9 117 95 △ 22 19 21 2 18 6 △ 12 -   -   -   36 28 △ 8 -   - -   394 372 △ 22

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 10 15 5 -   -   -   10 15 5 98 182 84 52 73 21 8 20 12 8 5 △ 3 -   -   -   16 25 9 -   - - 177 296 119

　　　　財務収益 -   -   - -   -   -   - -   - - -   - -   -   - -   -   - 0 0 0 -   -   -   0 0 0 99 153 54 99 153 54

　　　　その他の収益 -   4 4 -   2 2 - 6 6 -   59 59 -   5 5 -   0 0 3 0 △ 3 -   -   -   3 0 △ 3 85 87 2 87 160 73

　　臨時利益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   2,991 2,284 △ 707 -   -   -   -   -   -   0 -   0 -   -   -   0 -   0 -   - -   2,991 2,284 △ 707

　　　　関係会社株式売却益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   0 0 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - - -   - 0 0

　　　　関係会社株式評価損戻入益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   99 99 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - -   -   99 99

　　　　貸倒引当金戻入益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   2,991 1,996 △ 995 -   -   -   -   -   -   0 -   0 -   -   -   0 -   0 - - -   2,991 1,996 △ 995

　　　　退職給付引当金戻入益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - -   -   -   

　　　　償却債権取立益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   187 187 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - -   -   -   - -   -   187 187

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   - -   -   -   

純利益（△純損失） 83 △ 1,125 △ 1,208 △ 743 △ 545 198 △ 660 △ 1,670 △ 1,010 839 1,244 405 △ 989 5,949 6,938 △ 71 △ 155 △ 84 △ 419 11 430 △ 285 △ 16 269 △ 775 △ 160 615 59 98 39 △ 1,526 5,462 6,988

法人税等 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   1 1 -   -   -   -   1 1 -   31 31 -   33 33

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -   -   -   -   -   -   -   -   -   119 118 △ 1 137 136 △ 1 -   -   -   422 10 △ 412 -   -   -   422 10 △ 412 99 102 3 777 367 △ 410

総利益（△総損失） 83 △ 1,125 △ 1,208 △ 743 △ 545 198 △ 660 △ 1,670 △ 1,010 958 1,363 405 △ 852 6,085 6,937 △ 71 △ 155 △ 84 3 19 16 △ 285 △ 16 269 △ 353 △ 151 202 158 168 10 △ 749 5,796 6,545

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区分

事業承継・引継ぎ促進業務 生産性向上業務 新事業展開・創業支援業務 経営環境変化対応業務 共通
合計

備考（一般経理） （特定出資経理） 合計 （一般経理） （一般経理） （一般経理） （復興特別経理） （特定出資経理） 合計 （一般経理）
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別紙２

令和３年度収支計画・実績

＜産業基盤整備勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 713 101 △ 612 184 29 △ 155 -   -   -   897 131 △ 766

　　経常費用 713 101 △ 612 184 29 △ 155 -   -   -   897 131 △ 766

　　　　業務経費 89 47 △ 42 32 19 △ 13 -   -   -   121 67 △ 54

　　　　一般管理費 12 24 12 5 10 5 -   -   -   17 34 17

　　　　引当金繰入 611 29 △ 582 147 -   △ 147 -   -   -   758 29 △ 729

　　　　その他の費用 0 -   0 0 -   0 -   -   -   0 0 0

収益の部 66 2 △ 64 14 -   △ 14 19 16 △ 3 99 19 △ 80

　　経常収益 66 0 △ 66 14 -   △ 14 19 16 △ 3 98 16 △ 82

　　　　事業収入 66 0 △ 66 14 -   △ 14 -   -   -   79 0 △ 79

　　　　財務収益 -   -   -   -   -   -   18 15 △ 3 18 15 △ 3

　　　　その他の収益 -   -   -   -   -   -   1 0 △ 1 1 0 △ 1

　　臨時利益 1 2 1 -   -   0 -   -   -   1 2 1

　　　　投資有価証券売却益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   

　　　　貸倒引当金戻入益 1 2 1 -   -   -   -   -   -   1 2 1

　　　　退職給付引当金戻入益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   

純利益 （△純損失） △ 647 △ 98 549 △ 170 △ 29 141 19 16 △ 3 △ 798 △ 111 687

法人税等 -   -   -   -   -   -   -   0 0 -   0 0

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -   89 89 -   23 23 359 -   △ 359 359 113 △ 246

総利益 （△総損失） △ 647 △ 8 639 △ 170 △ 6 164 378 16 △ 362 △ 439 1 440

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区分 備考
新事業展開・創業支援業務 経営環境変化対応業務 共通 合計
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別紙２

令和３年度収支計画・実績

＜施設整備等勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

費用の部 1,402 1,173 △ 229

　　経常費用 1,402 1,172 △ 230

　　　　業務経費 1,095 1,054 △ 41

　　　　一般管理費 43 118 75

　　　　減価償却費 262 -   △ 262

　　　　その他の費用 2 -   △ 2

　　臨時損失 -   0 0

　　　　固定資産除却損 -   0 0

　　 固定資産売却除却損　　　　減損損失 -   -   -   

　　　　投資有価証券評価損 -   -   -   

収益の部 1,159 1,151 △ 8

　　経常収益 1,153 1,036 △ 117

　　　　貸付金利息 1 0 △ 1

　　　　事業収入 1,140 1,025 △ 115

　　　　財務収益 8 7 △ 1

　　　　その他の収益 4 2 △ 2

　　臨時利益 6 115 109

　　　　固定資産売却益 -   78 78

　　　　関係会社株式評価損戻入益 -   33 33

　　　　貸倒引当金戻入益 6 3 △ 3

　　　　退職給付引当金戻入益 -   -   -   

純利益（△純損失） △ 243 △ 22 221

法人税等 -   1 1

総利益（△総損失） △ 243 △ 23 220

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

新事業展開・創業支援業務
備考区分
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別紙２

令和３年度収支計画・実績

＜小規模企業共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 831,221 897,978 66,757 3,444 3,001 △ 443 6,999 7,097 98 △ 5,202 △ 5,547 △ 345 836,462 902,529 66,067

　　経常費用 831,221 897,978 66,757 3,444 3,001 △ 443 6,999 7,097 98 △ 5,202 △ 5,547 △ 345 836,462 902,529 66,067

　　　　業務経費 831,221 897,978 66,757 3,385 2,887 △ 498 6,477 6,320 △ 157 △ 5,202 △ 5,547 △ 345 835,881 901,638 65,757

　　　　一般管理費 -   -   -   26 74 48 125 367 242 -   -   0 151 441 290

　　　　減価償却費 -   -   -   33 39 6 395 408 13 -   -   -   428 448 20

　　　　財務費用 -   -   -   -   0 0 0 0 0 -   -   -   0 0 0

　　　　その他の費用 -   -   -   0 -   0 1 -   △ 1 -   -   -   1 -   △ 1

　　臨時損失 -   -   -   -   0 0 -   -   -   -   -   -   -   0 0

　　　　固定資産除却損 -   -   -   -   0 0 -   -   -   -   -   -   -   0 0

収益の部 792,226 909,247 117,021 3,992 3,784 △ 208 6,999 7,297 298 △ 5,202 △ 5,547 △ 345 798,015 914,781 116,766

　　経常収益 792,226 909,247 117,021 3,992 3,784 △ 208 6,999 7,297 298 △ 5,202 △ 5,547 △ 345 798,015 914,781 116,766

　　　　運営費交付金収益 -   -   -   -   -   -   1,756 1,681 △ 75 -   -   -   1,756 1,681 △ 75

　　　　資産見返運営費交付金戻入 -   -   -   -   -   -   19 19 0 -   -   -   19 19 0

　　　　資産見返補助金等戻入 -   -   -   -   -   -   0 0 0 -   -   -   0 0 0

　　　　貸付金利息 85 67 △ 18 3,991 3,783 △ 208 -   -   -   △ 85 △ 67 18 3,991 3,783 △ 208

　　　　事業収入 792,142 907,426 115,284 -   -   -   -   -   -   -   -   -   792,142 907,426 115,284

　　　　賞与引当金見返に係る収益 -   -   -   -   -   -   46 43 △ 3 -   -   -   46 43 △ 3

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 -   -   -   -   -   -   21 36 15 -   -   -   21 36 15

　　　　財務収益 -   -   -   0 0 0 33 30 △ 3 -   -   -   33 30 △ 3

　　　　その他の収益 -   1,752 1,752 1 1 0 5,124 5,486 362 △ 5,117 △ 5,479 △ 362 8 1,761 1,753

　　臨時利益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   

　　　　退職給付引当金戻入益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   

純利益（△純損失） △ 38,995 11,268 50,263 549 783 234 -   200 200 -   -   -   △ 38,446 12,252 50,698

法人税等 -   -   -   -   0 0 -   1 1 -   -   -   -   1 1

前中期目標期間繰越積立金取崩額 38,995 -   △ 38,995 17 16 △ 1 -   -   -   -   -   -   39,012 16 △ 38,996

総利益（△総損失） -   11,268 11,268 565 800 235 -   198 198 -   -   -   565 12,267 11,702

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

区分

経営環境変化対応業務

備考給付経理 融資経理 業務等経理 調整額 合計
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別紙２

令和３年度収支計画・実績

＜中小企業倒産防止共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 344,929 405,484 60,555 5,772 6,289 517 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 346,671 407,315 60,644

　　経常費用 344,929 405,484 60,555 5,772 6,289 517 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 346,671 407,315 60,644

　　　　業務経費 344,201 405,484 61,283 5,311 5,569 258 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 345,482 406,595 61,113

　　　　一般管理費 -   -   -   117 371 254 -   -   -   117 371 254

　　　　減価償却費 -   -   -   343 348 5 -   -   -   343 348 5

　　　　引当金繰入 728 -   △ 728 -   -   -   -   -   -   728 -   △ 728

　　　　財務費用 -   -   -   0 0 0 -   -   -   0 0 0

　　　　その他の費用 -   -   -   1 -   △ 1 -   -   -   1 -   △ 1

収益の部 344,929 405,484 60,555 5,561 5,939 378 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 346,460 406,965 60,505

　　経常収益 343,705 403,755 60,050 5,561 5,939 378 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 345,236 405,236 60,000

　　　　運営費交付金収益 -   -   -   1,262 1,202 △ 60 -   -   -   1,262 1,202 △ 60

　　　　資産見返運営費交付金戻入 -   -   -   8 7 △ 1 -   -   -   8 7 △ 1

　　　　資産見返補助金等戻入 -   -   -   0 0 0 -   -   -   0 0 0

　　　　貸付金利息 1,748 1,449 △ 299 -   -   -   -   -   -   1,748 1,449 △ 299

　　　　事業収入 341,957 402,223 60,266 -   -   -   -   -   -   341,957 402,223 60,266

　　　　賞与引当金見返に係る収益 -   -   -   39 39 0 -   -   -   39 39 0

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 -   -   -   17 33 16 -   -   -   17 33 16

　　　　財務収益 -   -   -   199 189 △ 10 -   -   -   199 189 △ 10

　　　　その他の収益 -   83 83 4,036 4,466 430 △ 4,030 △ 4,458 △ 428 6 90 84

　　臨時利益 1,224 1,729 505 -   -   -   -   -   -   1,224 1,729 505

　　　　退職給付引当金戻入益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   

　　　　完済手当金準備基金戻入益 1,224 1,724 500 -   -   -   -   -   -   1,224 1,724 500

　　　　償却債権取立益 -   4 4 -   -   -   -   -   -   -   4 4

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   -   

純利益（△純損失） -   -   -   △ 212 △ 350 △ 138 -   -   -   △ 212 △ 350 △ 138

法人税等 -   -   -   -   1 1 -   -   -   -   1 1

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -   -   -   212 211 △ 1 -   -   -   212 211 △ 1

総利益（△総損失） -   -   -   -   △ 139 △ 139 -   -   -   -   △ 139 △ 139

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

経営環境変化対応業務

備考区分 基金経理 業務等経理 調整額 合計
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別紙２

令和３年度収支計画・実績

（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

費用の部 7 12 5

　　経常費用 7 12 5

　　　　業務経費 7 11 4

　　　　一般管理費 1 1 0

　　　　その他の費用 0 -   0

　　臨時損失 -   -   -   

　　　　関係会社株式売却損 -   -   -   

収益の部 19 18 △ 1

　　経常収益 19 18 △ 1

　　　　事業収入 7 7 0

　　　　財務収益 12 11 △ 1

　　　　その他の収益 0 0 0

　　臨時利益 -   -   -   

　　　　関係会社株式評価損戻入益 -   -   -   

　　　　退職給付引当金戻入益 -   -   -   

純利益（△純損失） 12 5 △ 7

法人税等 -   0 0

総利益（△総損失） 12 5 △ 7

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

＜出資承継勘定＞

区分
生産性向上業務

備考
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別紙３

（一般勘定） （単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

  政府出資金 - - - 45,000,000,000 45,000,000,000 - 45,000,000,000 45,000,000,000 - 

　運営費交付金 1,272,176,000 944,453,920 △327,722,080 運営費交付金受入実績の減 - - - 1,272,176,000 944,453,920 △327,722,080 運営費交付金受入実績の減

　その他の補助金等 - - - - - - - - - 

　借入金等 - - - - - - - - - 

　貸付等回収金 - 239,457,832 239,457,832 出資金の回収実績の増 - 2,350,690 2,350,690 出資金の回収実績の増 - 241,808,522 241,808,522 出資金の回収実績の増

　貸付金利息 - - - - - - - - - 

　業務収入 - - - - - - - - - 

　運用収入 - - - - - - - - - 

　受託収入 - - - - - - - - - 

　その他収入 - 4,013,793 4,013,793 雑益の増 - 2,822,668 2,822,668 雑益の増 - 6,836,461 6,836,461 雑益の増

　計 1,272,176,000 1,187,925,545 △84,250,455 45,000,000,000 45,005,173,358 5,173,358 46,272,176,000 46,193,098,903 △79,077,097 

支出

　業務経費 1,420,612,000 927,366,669 △493,245,331 交付金事業等の実績の減 39,651,000 39,983,474 332,474 1,460,263,000 967,350,143 △492,912,857 交付金事業等の実績の減

　貸付金 - - - - - - - - - 

　出資金 6,529,980,000 3,822,700,086 △2,707,279,914 ファンド出資実績の減 14,667,000,000 8,754,687,738 △5,912,312,262 ファンド出資実績の減 21,196,980,000 12,577,387,824 △8,619,592,176 ファンド出資実績の減

　受託経費 - - - - - - - - - 

　借入金等償還 - - - - - - - - - 

　一般管理費 63,034,000 67,180,192 4,146,192 3,650,000 4,872,812 1,222,812 管理部門の経費負担の増 66,684,000 72,053,004 5,369,004 

　その他支出 - - - - - - - - - 

　計 8,013,626,000 4,817,246,947 △3,196,379,053 14,710,301,000 8,799,544,024 △5,910,756,976 22,723,927,000 13,616,790,971 △9,107,136,029 

 （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

 （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

 （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

 （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

区　　　分

事業承継・引継ぎ促進業務

一般経理 特定出資経理 合計

令　 和　 ３　 事　　業　　年　　度　
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書　
（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月３１日）
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別紙３

（一般勘定） （単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

  政府出資金 - - - - - - 

　運営費交付金 207,769,364,000 208,670,115,347 900,751,347 3,932,473,000 3,598,720,589 △333,752,411 

　その他の補助金等 - - - 1,761,001,294,000 1,148,556,874,570 △612,444,419,430          補助金の受入実績の減

　借入金等 129,588,000 106,993,155 △22,594,845 高度化貸付に係る借入金の減 - - - 

　貸付等回収金 16,247,111,000 48,404,609,473 32,157,498,473 高度化貸付金の回収実績の増 33,263,776,000 35,781,165,451 2,517,389,451 

　貸付金利息 288,417,000 530,420,334 242,003,334 高度化運用益返還の増 - - - 

　業務収入 1,256,447,000 1,447,164,784 190,717,784 大学校関係事業収入等の増 1,132,863,000 998,015,530 △134,847,470 不動産賃貸事業収入等の減

　運用収入 - - - - 4,375,000 4,375,000 配当金の増

　受託収入 219,814,000 277,815,036 58,001,036 受託収入の増 - - - 

　その他収入 - 247,680,037 247,680,037 償却債権取立益の増 - 219,121,065 219,121,065 雑益の増

　計 225,910,741,000 259,684,798,166 33,774,057,166 1,799,330,406,000 1,189,158,272,205 △610,172,133,795          

支出

　業務経費 210,700,548,000 239,173,524,962 28,472,976,962 交付金事業等の実績の増 1,767,321,877,000 23,758,512,901 △1,743,563,364,099 補助金事業等の実績の減

　貸付金 5,815,170,000 4,720,208,000 △1,094,962,000 高度化貸付金の貸付実績の減 - - - 

　出資金 - - - 22,429,619,000 34,832,164,764 12,402,545,764 ファンド出資実績の増

　受託経費 219,814,000 286,655,821 66,841,821 受託経費の増 - 357,416 357,416 受託経費の増

　借入金等償還 397,791,000 212,713,000 △185,078,000 高度化貸付の借入金償還の減 - - - 

　一般管理費 650,774,000 847,853,717 197,079,717 管理部門の経費負担の増 393,705,000 428,997,589 35,292,589 

　その他支出 - - - - - - 

　計 217,784,097,000 245,240,955,500 27,456,858,500 1,790,145,201,000 59,020,032,670 △1,731,125,168,330 

 （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

 （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

 （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

 （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

区　　　分

 生産性向上業務 新事業展開・創業支援業務

一般経理

令　 和　 ３　 事　　業　　年　　度　
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書　
（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月３１日）

 一般経理
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別紙３

（一般勘定） （単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

  政府出資金 - - - - - - 

　運営費交付金 1,781,031,000 1,541,754,144 △239,276,856 運営費交付金受入実績の減 988,303,000 988,303,000 - 

　その他の補助金等 30,892,000 140,055 △30,751,945 補助金の受入実績の減 - - - 

　借入金等 - - - - - - 

　貸付等回収金 8,200,859,000 5,951,392,512 △2,249,466,488 出資金の回収実績の減 68,540,000 180,772,814 112,232,814 高度化貸付金の回収実績の増

　貸付金利息 - - - - - - 

　業務収入 - 4,842,910,686 4,842,910,686 過年度前払金の回収実績の増 - - - 

　運用収入 - - - - 10,933 10,933 利息収入の増

　受託収入 - - - - - - 

　その他収入 - 10,400 10,400 雑益の増 2,569,000 964,759 △1,604,241 雑益の減

　計 10,012,782,000 12,336,207,797 2,323,425,797 1,059,412,000 1,170,051,506 110,639,506 

支出

　業務経費 497,210,640,000 246,674,762,417 △250,535,877,583          補助金事業等の実績の減 1,365,539,000 685,782,191 △679,756,809 交付金事業等の実績の減

　貸付金 - - - - - - 

　出資金 5,667,515,000 2,137,980,463 △3,529,534,537 ファンド出資実績の減 - - - 

　受託経費 - - - - - - 

　借入金等償還 - - - - - - 

　一般管理費 94,866,000 111,769,798 16,903,798 管理部門の経費負担の増 44,494,000 21,502,673 △22,991,327 管理部門の経費負担の減

　その他支出 - 525,533,947,000 525,533,947,000 補助金(基金型)の返還による増 - - - 

　計 502,973,021,000 774,458,459,678 271,485,438,678 1,410,033,000 707,284,864 △702,748,136 

 （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

 （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

 （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

 （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月３１日）

一般経理 復興特別経理

経営環境変化対応業務

令　 和　 ３　 事　　業　　年　　度　
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書　

区　　　分

188



別紙３

（一般勘定）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

　政府出資金 30,000,000,000 30,000,000,000 - 30,000,000,000 30,000,000,000 - 

　運営費交付金 - - - 2,769,334,000 2,530,057,144 △239,276,856 

　その他の補助金等 - - - 30,892,000 140,055 △30,751,945 補助金の受入実績の減

　借入金等 - - - - - - 

　貸付等回収金 420,000,000 220,465,112 △199,534,888 出資金の回収実績の減 8,689,399,000 6,352,630,438 △2,336,768,562 出資金の回収実績の減

　貸付金利息 - - - - - - 

　業務収入 - - - - 4,842,910,686 4,842,910,686 過年度前払金の回収実績の増

　運用収入 - - - - 10,933 10,933 利息収入の増

　受託収入 - - - - - - 

　その他収入 - - - 2,569,000 975,159 △1,593,841 雑益の減

　計 30,420,000,000 30,220,465,112 △199,534,888 41,492,194,000 43,726,724,415 2,234,530,415 

支出

　業務経費 23,330,000 14,392,184 △8,937,816 事業実績の減 498,599,509,000 247,374,936,792 △251,224,572,208          交付金事業等の実績の減

　貸付金 - - - - - - 

　出資金 7,286,000,000 1,882,201,364 △5,403,798,636 ファンド出資実績の減 12,953,515,000 4,020,181,827 △8,933,333,173 ファンド出資実績の減

　受託経費 - - - - - - 

　借入金等償還 - - - - - - 

　一般管理費 1,745,000 1,624,271 △120,729 141,105,000 134,896,742 △6,208,258 

　その他支出 - - - - 525,533,947,000 525,533,947,000 

　計 7,311,075,000 1,898,217,819 △5,412,857,181 511,694,129,000 777,063,962,361 265,369,833,361 

 （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

 （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

 （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

 （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

合計
区　　　分

特定出資経理

経営環境変化対応業務

令　 和　 ３　 事　　業　　年　　度　
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書　
（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月３１日）
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別紙３

（一般勘定） （単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

　政府出資金 - - - 75,000,000,000 75,000,000,000 - 

　運営費交付金 - - - 215,743,347,000 215,743,347,000 - 

　その他の補助金等 - - - 1,761,032,186,000 1,148,557,014,625 △612,475,171,375          補助金の受入実績の減

　借入金等 - - - 129,588,000 106,993,155 △22,594,845 高度化貸付に係る借入金の減

　貸付等回収金 - - - 58,200,286,000 90,780,213,884 32,579,927,884 高度化貸付金の回収実績の増

　貸付金利息 - - - 288,417,000 530,420,334 242,003,334 高度化運用益返還の増

　業務収入 - - - 2,389,310,000 7,288,091,000 4,898,781,000 事業実績の増

　運用収入 98,826,000 153,085,731 54,259,731 利息収入の増 98,826,000 157,471,664 58,645,664 利息収入の増

　受託収入 - - - 219,814,000 277,815,036 58,001,036 受託収入の増

　その他収入 84,971,000 92,931,462 7,960,462 雑益の増 87,540,000 567,544,184 480,004,184 償却債権取立益及び雑益の増

　計 183,797,000 246,017,193 62,220,193 2,113,189,314,000 1,539,008,910,882 △574,180,403,118          

支出

　業務経費 - - - 2,478,082,197,000 511,274,324,798 △1,966,807,872,202 補助金事業等の実績の減

　貸付金 - - - 5,815,170,000 4,720,208,000 △1,094,962,000 高度化貸付金の貸付実績の減

　出資金 - - - 56,580,114,000 51,429,734,415 △5,150,379,585 ファンド出資実績の減

　受託経費 - - - 219,814,000 287,013,237 67,199,237 受託経費の増

　借入金等償還 - - - 397,791,000 212,713,000 △185,078,000 高度化貸付の借入金償還の減

　一般管理費 - - - 1,252,268,000 1,483,801,052 231,533,052 管理部門の経費負担の増

　その他支出 - - - - 525,533,947,000 525,533,947,000 補助金（基金型）の返還による増

　計 - - - 2,542,347,354,000 1,094,941,741,502 △1,447,405,612,498 

 （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

 （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

 （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

 （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

令　 和　 ３　 事　　業　　年　　度　
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書　
（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月３１日）

共通 合計
区　　　分
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別紙３

（産業基盤整備勘定） （単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

　業務収入（注１） 66,097,000      2,813,426                 △63,283,574            債務保証料収入の減 13,674,000      -                            △13,674,000            債務保証実績なし

　運用収入 -                    -                            -                            -                    -                            -                            

　その他収入 -                    -                            -                            -                    -                            -                            

　計 66,097,000      2,813,426                 △63,283,574            13,674,000      -                            △13,674,000            

支出

　業務経費 89,093,000      66,223,841               △22,869,159            事業実績の減 32,288,000      27,497,858               △4,790,142             事業実績の減

　代位弁済費（注２） 226,574,000     -                            △226,574,000          保証履行実績なし -                    -                            -                            

　一般管理費（注３） 12,540,000      10,899,435               △1,640,565             管理部門の経費負担の減 4,697,000        4,525,728                 △171,272                

　その他支出 -                    -                            -                            -                    -                            -                            

　計 328,207,000     77,123,276               △251,083,724          36,985,000      32,023,586               △4,961,414             

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

　業務収入（注１） -                    -                            -                            79,771,000      2,813,426                 △76,957,574            債務保証料収入の減

　運用収入 18,149,000      15,706,036               △2,442,964             利息収入の減 18,149,000      15,706,036               △2,442,964             利息収入の減

　その他収入 842,000          813,216                   △28,784                  842,000          813,216                   △28,784                  

　計 18,991,000      16,519,252               △2,471,748             98,762,000      19,332,678               △79,429,322            

支出

　業務経費 -                    -                            -                            121,381,000     93,721,699               △27,659,301            事業実績の減

　代位弁済費（注２） -                    -                            -                            226,574,000     -                            △226,574,000          保証履行実績なし

　一般管理費（注３） -                    -                            -                            17,237,000      15,425,163               △1,811,837             管理部門の経費負担の減

　その他支出 -                    42,000,000               42,000,000               不要財産に係る国庫納付の増 -                    42,000,000               42,000,000               不要財産に係る国庫納付の増

　計 -                    42,000,000               42,000,000               365,192,000     151,146,862             △214,045,138          

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

  （１）業務収入は、損益計算書の債務保証料収入額に求償権回収額を加算した額を記載しております。

  （２）代位弁済費は、保証債務の履行金額を記載しており、貸借対照表の求償権に記載しております。

  （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

区　　　分
共通 合計

令　和　３　事　業　年　度
決　　　算　　　報　　　告　　　書

（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）

区　　　分
新事業展開・創業支援業務 経営環境変化対応業務
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別紙３

（施設整備等勘定） （単位：円）

収入

　貸付等回収金 3,000,000                  3,960,000                  960,000                    跡地見返資金貸付金の回収実績の増

　貸付金利息 1,390,000                  305,145                    △1,084,855               跡地見返資金貸付金利息収入の減

　業務収入 1,199,419,000             1,091,157,321             △108,261,679            

　運用収入 8,375,000                  9,525,287                  1,150,287                  配当金の増

　その他収入 3,627,000                  80,971,781                 77,344,781                 関係会社株式の売却による増

　計 1,215,811,000             1,185,919,534             △29,891,466             

支出

　業務経費 1,139,721,000             943,009,482               △196,711,518            不動産賃貸事業に係る経費の減

　一般管理費 45,409,000                 39,536,770                 △5,872,230               管理部門の経費負担の減

　計 1,185,130,000             982,546,252               △202,583,748            

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

　一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

令　和　３　事　業　年　度
決　　　算　　　報　　　告　　　書

（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考
区　　　分

新事業展開・創業支援業務
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別紙３

令　 和　 ３　 事　  業　 年　 度
決　　　 算　　　 報　 　　 告　　　 書

（自　令和３年４月１日　　　　　　

（小規模企業共済勘定） （単位：円）

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 -                            -                            -                            　運営費交付金 -                            -                            -                            

　借入金等 -                            -                            -                            　借入金等 △321,514,993,000     △329,694,262,130     △8,179,269,130        

　貸付等回収金 319,512,692,000        333,004,960,540        13,492,268,540          　貸付等回収金 △319,512,692,000     △333,004,960,540     △13,492,268,540       

　貸付金利息 84,851,000               67,973,001               △16,877,999            他経理からの貸付金利息の減 　貸付金利息 △84,851,000            △67,973,001            16,877,999               他経理からの貸付金利息の減

　業務収入 714,166,666,000        757,611,394,800        43,444,728,800          　業務収入 -                            -                            -                            

　運用収入 75,833,300,000          72,765,550,381          △3,067,749,619        　運用収入 -                            -                            -                            

　その他収入 2,141,537,000           1,752,726,758           △388,810,242           雑収入の減 　その他収入 -                            -                            -                            

　他経理より受入 -                            -                            -                            　他経理より受入 △5,117,347,000        △5,479,864,229        △362,517,229           

　計 1,111,739,046,000      1,165,202,605,480      53,463,559,480          　計 △646,229,883,000     △668,247,059,900     △22,017,176,900       

支出 支出

　業務経費 554,351,495,000        538,176,595,059        △16,174,899,941       　業務経費 -                            -                            -                            

　貸付金 321,514,993,000        329,694,262,130        8,179,269,130           　貸付金 △321,514,993,000     △329,694,262,130     △8,179,269,130        

　借入金等償還 -                            -                            -                            　借入金等償還 △319,512,692,000     △333,004,960,540     △13,492,268,540       

　支払利息 -                            -                            -                            　支払利息 △84,851,000            △67,973,001            16,877,999               他経理への借入金利息の減

　一般管理費 -                            -                            -                            　一般管理費 -                            -                            -                            

　他経理へ繰入 5,117,347,000           5,479,864,229           362,517,229              　他経理へ繰入 △5,117,347,000        △5,479,864,229        △362,517,229           

　計 880,983,835,000        873,350,721,418        △7,633,113,582        　計 △646,229,883,000     △668,247,059,900     △22,017,176,900       

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 -                            -                            -                            　運営費交付金 1,823,002,000           1,823,002,000           -                            

　借入金等 639,385,991,000        646,560,855,122        7,174,864,122           　借入金等 317,870,998,000        316,866,592,992        △1,004,405,008        他勘定からの借入金の減

　貸付等回収金 315,357,265,000        323,954,103,207        8,596,838,207           　貸付等回収金 315,357,265,000        323,954,103,207        8,596,838,207           

　貸付金利息 3,991,022,000           3,783,179,826           △207,842,174           　貸付金利息 3,991,022,000           3,783,179,826           △207,842,174           

　業務収入 -                            -                            -                            　業務収入 714,166,666,000        757,611,394,800        43,444,728,800          

　運用収入 1,000                       1,104                       104                         利息収入の増 　運用収入 75,866,252,000          72,795,708,408          △3,070,543,592        

　その他収入 1,283,000                 1,422,937                 139,937                   雑益の増 　その他収入 2,149,119,000           1,761,158,056           △387,960,944           雑収入の減

　他経理より受入 -                            -                            -                            　他経理より受入 -                            -                            -                            

　計 958,735,562,000        974,299,562,196        15,564,000,196          　計 1,431,224,324,000      1,478,595,139,289      47,370,815,289          

支出 支出

　業務経費 2,015,155,000           2,161,056,702           145,901,702              　業務経費 562,849,758,000        547,171,522,897        △15,678,235,103       

　貸付金 309,254,195,000        318,672,610,000        9,418,415,000           　貸付金 309,254,195,000        318,672,610,000        9,418,415,000           

　借入金等償還 646,073,581,000        652,565,849,474        6,492,268,474           　借入金等償還 326,560,889,000        319,560,888,934        △7,000,000,066        

　支払利息 1,369,370,000           1,133,663,954           △235,706,046           他勘定からの借入金の減に伴う減 　支払利息 1,284,519,000           1,065,690,953           △218,828,047           他勘定からの借入金の減に伴う減

　一般管理費 25,827,000               31,117,244               5,290,244                 管理経費の増 　一般管理費 152,117,000              186,005,058              33,888,058               管理経費の増

　他経理へ繰入 -                            -                            -                            　他経理へ繰入 -                            -                            -                            

　計 958,738,128,000        974,564,297,374        15,826,169,374          　計 1,200,101,478,000      1,186,656,717,842      △13,444,760,158       

   （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考     （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金の当期減少額及び当期増加額であります。

収入     （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

　運営費交付金 1,823,002,000           1,823,002,000           -                                （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

　借入金等 -                            -                            -                            

　貸付等回収金 -                            -                            -                            

　貸付金利息 -                            -                            -                            

　業務収入 -                            -                            -                            

　運用収入 32,951,000               30,156,923               △2,794,077              

　その他収入 6,299,000                 7,008,361                 709,361                   雑益の増

　他経理より受入 5,117,347,000           5,479,864,229           362,517,229              

　計 6,979,599,000           7,340,031,513           360,432,513              

支出

　業務経費 6,483,108,000           6,833,871,136           350,763,136              

　貸付金 -                            -                            -                            

　借入金等償還 -                            -                            -                            

　支払利息 -                            -                            -                            

　一般管理費 126,290,000              154,887,814              28,597,814               管理経費の増

　他経理へ繰入 -                            -                            -                            

　計 6,609,398,000           6,988,758,950           379,360,950              

区　　　分

経営環境変化対応業務

業務等経理

区　　　分

経営環境変化対応業務

区　　　分

経営環境変化対応業務

融資経理 合　計

至　令和４年３月３１日）

区　　　分

経営環境変化対応業務

区　　　分

経営環境変化対応業務

給付経理 調整額
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別紙３

令　 和　 3　 事　  業　 年　 度
決　　　 算　　　 報　 　　 告　　　 書

（自　令和３年４月１日　　　　　　

（中小企業倒産防止共済勘定） （単位：円）

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 -                              -                              -                                運営費交付金 -                              -                              -                              

　貸付等回収金 383,446,605,000         370,784,787,339         △12,661,817,661       　貸付等回収金 -                              -                              -                              

　貸付金利息 1,747,604,000            1,449,450,296            △298,153,704           貸付金利息の減 　貸付金利息 -                              -                              -                              

　業務収入 339,555,120,000         399,950,855,590         60,395,735,590          掛金等収入の増 　業務収入 -                              -                              -                              

　運用収入 2,331,463,000            2,272,151,982            △59,311,018             　運用収入 -                              -                              -                              

　その他収入 70,837,000                88,093,020                17,256,020                雑収入の増 　その他収入 -                              -                              -                              

　他経理より受入 -                              -                              -                              　他経理より受入 △4,029,906,000         △4,458,909,128         △429,003,128           資金融通に伴う他経理からの受入額の増

　計 727,151,629,000         774,545,338,227         47,393,709,227          　計 △4,029,906,000         △4,458,909,128         △429,003,128           

支出 支出

　業務経費 184,250,160,000         142,057,401,236         △42,192,758,764       解約手当金の減 　業務経費 -                              -                              -                              

　貸付金 57,566,050,000          49,580,550,000          △7,985,500,000         貸付実績の減 　貸付金 -                              -                              -                              

　他勘定貸付金 317,870,998,000         316,866,592,992         △1,004,405,008         　他勘定貸付金 -                              -                              -                              

　一般管理費 -                              -                              -                              　一般管理費 -                              -                              -                              

　他経理へ繰入 4,029,906,000            4,458,909,128            429,003,128              資金融通に伴う他経理への繰入額の増 　他経理へ繰入 △4,029,906,000         △4,458,909,128         △429,003,128           資金融通に伴う他経理への繰入額の増

　計 563,717,114,000         512,963,453,356         △50,753,660,644       　計 △4,029,906,000         △4,458,909,128         △429,003,128           

業務等経理 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 1,317,721,000            1,317,721,000            -                                運営費交付金 1,317,721,000            1,317,721,000            -                              

　貸付等回収金 -                              -                              -                              　貸付等回収金 383,446,605,000         370,784,787,339         △12,661,817,661       

　貸付金利息 -                              -                              -                              　貸付金利息 1,747,604,000            1,449,450,296            △298,153,704           貸付金利息の減

　業務収入 -                              -                              -                              　業務収入 339,555,120,000         399,950,855,590         60,395,735,590          掛金等収入の増

　運用収入 199,164,000              189,706,553              △9,457,447               　運用収入 2,530,627,000            2,461,858,535            △68,768,465             

　その他収入 6,084,000                  7,277,831                  1,193,831                  雑益の増 　その他収入 76,921,000                95,370,851                18,449,851                雑収入の増

　他経理より受入 4,029,906,000            4,458,909,128            429,003,128              資金融通に伴う他経理からの受入額の増 　他経理より受入 -                              -                              -                              

　計 5,552,875,000            5,973,614,512            420,739,512              　計 728,674,598,000         776,060,043,611         47,385,445,611          

支出 支出

　業務経費 5,315,895,000            5,835,343,079            519,448,079              　業務経費 189,566,055,000         147,892,744,315         △41,673,310,685       解約手当金の減

　貸付金 -                              -                              -                              　貸付金 57,566,050,000          49,580,550,000          △7,985,500,000         貸付実績の減

　他勘定貸付金 -                              -                              -                              　他勘定貸付金 317,870,998,000         316,866,592,992         △1,004,405,008         

　一般管理費 118,249,000              159,860,528              41,611,528                管理経費の増 　一般管理費 118,249,000              159,860,528              41,611,528                管理経費の増

　他経理へ繰入 -                              -                              -                              　他経理へ繰入 -                              -                              -                              

　計 5,434,144,000            5,995,203,607            561,059,607              　計 565,121,352,000         514,499,747,835         △50,621,604,165       

   （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

    （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金の当期減少額及び当期増加額であります。

    （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

    （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

至　令和４年３月３１日）

区　　　分

経営環境変化対応業務

区　　　分

経営環境変化対応業務

基金経理 調整額

区　　　分

経営環境変化対応業務

区　　　分

経営環境変化対応業務

業務等経理 合　計
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（出資承継勘定） （単位：円）

収入

　業務収入 7,020,000                  7,020,000                  -                              

　運用収入 12,148,000                 11,236,461                 △911,539                 

　その他収入 24,000                      24,527                      527                          

　計 19,192,000                 18,280,988                 △911,012                 

支出

　業務経費 6,728,000                  4,468,982                  △2,259,018               事業実績の減

　一般管理費 657,000                     555,937                     △101,063                 管理部門の経費負担の減

　計 7,385,000                  5,024,919                  △2,360,081               

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

  一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

令　和　３　事　業　年　度
決　　　算　　　報　　　告　　　書

（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）

区　　　分

生産性向上業務

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

経常費用

事業承継・引継ぎ促進業務費

出資金損失 1,563,844,274

役員給 2,443,572

給与賞与諸手当 170,187,964

法定福利費 24,784,244

賞与引当金繰入額 16,622,136

退職給付費用 15,039,824

減価償却費 7,448,939

業務委託費・報酬費 229,644,717

諸謝金 277,803,734

その他事業承継・引継ぎ促進業務費 109,895,828 2,417,715,232

生産性向上業務費

助成金 221,491,609,044

関係会社株式評価損 73,014,864

国庫返還金 43,632

役員給 27,428,339

給与賞与諸手当 2,106,079,986

法定福利費 339,354,901

賞与引当金繰入額 189,754,125

退職給付費用 173,899,441

減価償却費 224,872,208

その他生産性向上業務費 13,317,529,964 237,943,586,504

新事業展開・創業支援業務費

助成金 2,404,772,505

不動産販売事業売上原価 32,643,346

不動産賃貸事業原価 1,712,633,349

保証債務損失引当金繰入 29,400,000

貸倒引当金繰入 1,224,569

国庫返還金 13,813,950

役員給 15,483,709

給与賞与諸手当 1,124,315,384

法定福利費 173,989,507

賞与引当金繰入額 105,342,200

退職給付費用 95,665,154

減価償却費 216,773,512

業務委託費・報酬費 11,146,875,280

その他新事業展開・創業支援業務費 1,351,304,867 18,424,237,332

経営環境変化対応業務費（再生等）

助成金 1,437,974,281

利子補給金 213,946,379,101

国庫返還金 17,215,618

貸倒引当金繰入 43,873,590

役員給 5,579,030

給与賞与諸手当 405,617,914

法定福利費 65,970,414

賞与引当金繰入額 40,745,242

退職給付費用 36,594,258

減価償却費 28,003,638

その他経営環境変化対応業務費（再生等） 4,891,910,814 220,919,863,900

（単位：円）

損　益　計　算　書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

別紙４
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

経営環境変化対応業務費（共済）

共済金 507,651,752,275

解約手当金 163,726,955,137

責任準備金繰入 349,873,032,003

貸倒引当金繰入 761,204,307

倒産防止共済基金繰入 258,207,356,470

役員給 10,530,691

給与賞与諸手当 849,666,517

法定福利費 168,189,665

賞与引当金繰入額 71,939,849

退職給付費用 64,344,693

減価償却費 796,608,772

その他経営環境変化対応業務費（共済） 25,792,185,826 1,307,973,766,205

一般管理費

役員給 96,188,028

給与賞与諸手当 1,176,702,093

法定福利費 254,169,666

賞与引当金繰入額 145,040,797

退職給付費用 115,809,660

減価償却費 143,184,125

業務委託費・報酬費 1,034,715,818

賃借料 1,036,501,189

保守修繕費 411,463,638

その他一般管理費 802,633,986 5,216,409,000

財務費用

支払利息 2,391,156 2,391,156

雑損 2,949,000

経常費用合計 1,792,900,918,329

（単位：円）

損　益　計　算　書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

経常収益

運営費交付金収益 （注） 246,556,918,139

資産見返運営費交付金戻入 （注） 180,110,439

資産見返補助金等戻入 （注） 186,172,694

補助金等収益 （注） 230,608,266,030

貸付金利息収入 4,705,966,800

出資金収益 7,312,589,933

指導研修事業収入

大学校関係事業収入 740,373,782

その他指導研修事業収入 124,784,094 865,157,876

不動産関係事業収入

不動産販売事業収入 47,764,909

不動産賃貸事業収入 1,891,113,741

用地管理収入 9,289,337 1,948,167,987

受託収入

国又は地方公共団体からの受託収入 168,841,399

その他からの受託収入 108,973,637 277,815,036

債務保証料収入 78,354

共済事業掛金等収入 1,157,562,250,390

資産運用収入 152,100,276,431

雑収入 1,835,922,337

財源措置予定額収益 （注） 486,499,862

賞与引当金見返に係る収益 （注） 455,004,519

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 366,383,454

財務収益

受取利息 37,632,599

有価証券利息 369,996,429 407,629,028

雑益 155,149,095

経常収益合計 1,806,010,358,404

　　経常利益 13,109,440,075

臨時損失

固定資産除却損 5,692,408

臨時損失合計 5,692,408

臨時利益

関係会社株式売却益 79,066,545

関係会社株式評価損戻入益 133,266,953

貸倒引当金戻入益 2,002,836,406

完済手当金準備基金戻入益 1,724,320,253

償却債権取立益 192,690,809

臨時利益合計 4,132,180,966

税引前当期純利益 17,235,928,633

法人税、住民税及び事業税 37,562,000

当期純利益 17,198,366,633

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 709,369,356

当期総利益 17,907,735,989

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損　益　計　算　書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（一般勘定） （単位：円）

損益計算書

（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

経常費用
事業承継・引継ぎ促進業務費

出資金損失 1,563,844,274           
役員給 2,443,572                
給与賞与諸手当 170,187,964             
法定福利費 24,784,244               
賞与引当金繰入額 16,622,136               
退職給付費用 15,039,824               
減価償却費 7,448,939                
業務委託費・報酬費 229,644,717             
諸謝金 277,803,734             
その他事業承継・引継ぎ促進業務費 109,895,828             2,417,715,232           

生産性向上業務費
助成金 221,491,609,044       
関係会社株式評価損 64,039,701               
国庫返還金 43,632                    
役員給 27,409,999               
給与賞与諸手当 2,104,333,759           
法定福利費 339,100,339             
賞与引当金繰入額 189,618,119             
退職給付費用 173,769,851             
減価償却費 224,872,208             
その他生産性向上業務費 13,317,141,791         237,931,938,443       

新事業展開・創業支援業務費
助成金 2,404,772,505           
不動産賃貸事業原価 946,714,973             
貸倒引当金繰入 1,224,569                
国庫返還金 13,813,950               
役員給 13,845,713               
給与賞与諸手当 995,613,648             
法定福利費 151,520,347             
賞与引当金繰入額 94,156,434               
退職給付費用 85,382,840               
減価償却費 216,773,512             
業務委託費・報酬費 11,121,882,747         
その他新事業展開・創業支援業務費 1,247,761,519           17,293,462,757         

経営環境変化対応業務費
助成金 1,437,974,281           
利子補給金 213,946,379,101       
国庫返還金 17,215,618               
貸倒引当金繰入 43,873,590               
役員給 5,439,960                
給与賞与諸手当 393,845,495             
法定福利費 64,224,937               
賞与引当金繰入額 39,732,397               
退職給付費用 35,608,177               
減価償却費 28,003,638               
その他経営環境変化対応業務費 4,887,713,684           220,900,010,878       

一般管理費
役員給 77,203,900               
給与賞与諸手当 960,197,272             
法定福利費 204,768,943             
賞与引当金繰入額 116,468,899             
退職給付費用 92,896,273               
減価償却費 143,184,125             
業務委託費・報酬費 838,300,450             
賃借料 858,409,612             
保守修繕費 327,205,846             
その他一般管理費 655,096,692             4,273,732,012           

財務費用
支払利息 1,944,180                1,944,180                

雑損 2,949,000                
経常費用合計 482,821,752,502       
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（一般勘定） （単位：円）

損益計算書

（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
経常収益

運営費交付金収益 （注） 244,158,725,597       
資産見返運営費交付金戻入 （注） 153,323,068             
資産見返補助金等戻入 （注） 186,103,183             
補助金等収益 （注） 230,608,266,030       
貸付金利息収入 530,420,334             
出資金収益 7,312,589,933           
指導研修事業収入

大学校関係事業収入 740,373,782             
その他指導研修事業収入 124,784,094             865,157,876             

不動産関係事業収入
不動産賃貸事業収入 915,210,666             
用地管理収入 9,289,337                924,500,003             

受託収入
国又は地方公共団体からの受託収入 168,841,399             
その他からの受託収入 108,973,637             277,815,036             

資産運用収入 4,375,000                
賞与引当金見返に係る収益 （注） 372,090,710             
退職給付引当金見返に係る収益 （注） 296,971,806             
財務収益

受取利息 37,432,962               
有価証券利息 115,663,702             153,096,664             

雑益 160,947,916             
経常収益合計 486,004,383,156       
経常利益 3,182,630,654           

臨時損失
固定資産除却損 4,928,854                
臨時損失合計 4,928,854                

臨時利益
関係会社株式売却益 781,200                   
関係会社株式評価損戻入益 99,972,073               
貸倒引当金戻入益 1,996,188,257           
償却債権取立益 187,793,368             
臨時利益合計 2,284,734,898           

税引前当期純利益 5,462,436,698           
法人税、住民税及び事業税 33,136,473               
当期純利益 5,429,300,225           
前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 367,465,561             
当期総利益 5,796,765,786           

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（産業基盤整備勘定）

経常費用

新事業展開・創業支援業務費

保証債務損失引当金繰入 29,400,000

役員給 330,232

給与賞与諸手当 28,135,990

法定福利費 4,147,032

賞与引当金繰入額 2,393,212

退職給付費用 2,306,688

賃借料 5,382,464

その他新事業展開・創業支援業務費 4,579,514 76,675,132

経営環境変化対応業務費

役員給 139,070

給与賞与諸手当 11,772,419

嘱託・臨時職員給与 1,045,614

法定福利費 1,745,477

賞与引当金繰入額 1,012,845

退職給付費用 986,081

賃借料 2,330,220

その他経営環境変化対応業務費 821,296 19,853,022

一般管理費

役員給 733,210

給与賞与諸手当 7,546,691

嘱託・臨時職員給与 1,805,278

法定福利費 1,798,595

賞与引当金繰入額 992,480

退職給付費用 865,568

業務委託費・報酬費 7,180,282

賃借料 5,731,185

保守修繕費 3,265,602

その他一般管理費 4,731,606 34,650,497

経常費用合計 131,178,651

経常収益

債務保証料収入 78,354

財務収益

受取利息 37,241

有価証券利息 15,668,795 15,706,036

雑益 813,216

経常収益合計 16,597,606

　　経常損失 114,581,045

臨時利益

貸倒引当金戻入益 2,735,072

臨時利益合計 2,735,072

税引前当期純損失 111,845,973

法人税、住民税及び事業税 68,783

当期純損失 111,914,756

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 113,229,138

当期総利益 1,314,382

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損益計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（施設整備等勘定）

経常費用

新事業展開・創業支援業務費

不動産販売事業売上原価 32,643,346

不動産賃貸事業原価 765,918,376

役員給 1,307,764

給与賞与諸手当 100,565,746

法定福利費 18,322,128

賞与引当金繰入額 8,792,554

退職給付費用 7,975,626

その他新事業展開・創業支援業務費 118,573,903 1,054,099,443

一般管理費

役員給 2,049,541

給与賞与諸手当 28,038,189

法定福利費 5,757,895

賞与引当金繰入額 3,221,547

退職給付費用 2,646,316

業務委託費･報酬費 22,987,155

賃借料 27,823,971

保守修繕費 8,257,327

その他一般管理費 18,100,398 118,882,339

経常費用合計 1,172,981,782

経常収益

貸付金利息収入 305,145

不動産関係事業収入

　 不動産販売事業収入 47,764,909

不動産賃貸事業収入 975,903,075 1,023,667,984

資産運用収入 1,800,000

財務収益

受取利息 51,509

有価証券利息 7,673,778 7,725,287

雑益 2,686,436

経常収益合計 1,036,184,852

　　経常損失 136,796,930

臨時損失

固定資産除却損 763,553

臨時損失合計 763,553

臨時利益

関係会社株式売却益 78,285,345

関係会社株式評価損戻入益 33,294,880

貸倒引当金戻入益 3,913,077

臨時利益合計 115,493,302

税引前当期純損失 22,067,181

法人税、住民税及び事業税 1,879,632

当期純損失 23,946,813

当期総損失 23,946,813

損益計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

（単位：円）
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（小規模企業共済勘定） （単位：円）

損益計算書

（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

経常費用

経営環境変化対応業務費

共済金 507,651,752,275       

責任準備金繰入 349,873,032,003       

役員給 5,717,093                

給与賞与諸手当 451,598,829             

法定福利費 84,352,144               

賞与引当金繰入額 38,794,775               

退職給付費用 34,866,449               

減価償却費 448,124,648             

その他経営環境変化対応業務費 43,498,774,025         902,087,012,241       

一般管理費

役員給 8,775,385                

給与賞与諸手当 98,588,656               

法定福利費 22,682,430               

賞与引当金繰入額 13,136,449               

退職給付費用 10,506,075               

業務委託費・報酬費 89,898,989               

賃借料 79,469,671               

保守修繕費 39,033,179               

その他一般管理費 79,665,495               441,756,329             

財務費用

支払利息 244,782                   244,782                   

経常費用合計 902,529,013,352       

経常収益

運営費交付金収益 （注） 1,518,307,140           

資産見返運営費交付金戻入 （注） 19,042,998               

資産見返補助金等戻入 （注） 68,428                    

貸付金利息収入 3,783,179,826           

共済事業掛金等収入 757,611,394,800       

資産運用収入 149,814,929,449       

雑収入 1,752,726,758           

財源措置予定額収益 （注） 163,389,140             

賞与引当金見返に係る収益 （注） 43,262,939               

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 36,401,443               

財務収益

受取利息 26,875                    

有価証券利息 30,131,152               30,158,027               

雑益 8,431,298                

経常収益合計 914,781,292,246       

経常利益 12,252,278,894         

臨時損失

固定資産除却損 1                            

臨時損失合計 1                            

税引前当期純利益 12,252,278,893         

法人税、住民税及び事業税 1,436,434                

当期純利益 12,250,842,459         

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 16,842,980               

当期総利益 12,267,685,439         

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（中小企業倒産防止共済勘定）

経常費用
経営環境変化対応業務費

解約手当金 140,477,934,035
貸倒引当金繰入 761,204,307
倒産防止共済基金繰入 258,207,356,470
役員給 4,813,598
給与賞与諸手当 398,067,688
法定福利費 83,837,521
賞与引当金繰入額 33,145,074
退職給付費用 29,478,244
減価償却費 348,484,124
その他経営環境変化対応業務費 6,599,821,704 406,944,142,765

一般管理費
役員給 7,397,137
給与賞与諸手当 82,031,926
法定福利費 19,093,846
賞与引当金繰入額 11,193,252
退職給付費用 8,874,982
業務委託費・報酬費 76,109,342
賃借料 64,890,018
保守修繕費 33,589,627
その他一般管理費 68,044,324 371,224,454

財務費用
支払利息 202,194 202,194

経常費用合計 407,315,569,413

経常収益
運営費交付金収益 （注） 879,885,402
資産見返運営費交付金戻入 （注） 7,744,373
資産見返補助金等戻入 （注） 1,083
貸付金利息収入 1,449,450,296
共済事業掛金等収入 399,950,855,590
資産運用収入 2,272,151,982
雑収入 83,195,579
財源措置予定額収益 （注） 323,110,722
賞与引当金見返に係る収益 （注） 39,650,870
退職給付引当金見返に係る収益 （注） 33,010,205
財務収益
受取利息 81,577
有価証券利息 189,624,976 189,706,553

雑益 7,277,831
経常収益合計 405,236,040,486
経常損失 2,079,528,927

臨時利益
完済手当金準備基金戻入益 1,724,320,253
償却債権取立益 4,897,441
臨時利益合計 1,729,217,694

税引前当期純損失 350,311,233

法人税、住民税及び事業税 1,039,538
当期純損失 351,350,771
前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 211,831,677
当期総損失 139,519,094

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損益計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

経常費用

生産性向上業務費

関係会社株式評価損 8,975,163

役員給 18,340

給与賞与諸手当 1,746,227

法定福利費 254,562

賞与引当金繰入額 136,006

退職給付費用 129,590

その他生産性向上業務費 388,173 11,648,061

一般管理費

役員給 28,855

給与賞与諸手当 299,359

嘱託・臨時職員給与 62,251

法定福利費 67,957

賞与引当金繰入額 28,170

退職給付費用 20,446

業務委託費・報酬費 239,600

賃借料 176,732

保守修繕費 112,057

その他一般管理費 160,071 1,195,498

経常費用合計 12,843,559

経常収益

資産運用収入 7,020,000

財務収益

受取利息 2,435

有価証券利息 11,234,026 11,236,461

雑益 24,527

経常収益合計 18,280,988

　　経常利益 5,437,429

税引前当期純利益 5,437,429

法人税、住民税及び事業税 1,140

当期純利益 5,436,289

当期総利益 5,436,289

損　益　計　算　書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

Ⅰ　損益計算書上の費用

事業承継・引継ぎ促進業務費 2,417,715,232

生産性向上業務費 237,943,586,504

新事業展開・創業支援業務費 18,424,237,332

経営環境変化対応業務費(再生等) 220,919,863,900

経営環境変化対応業務費(共済) 1,307,973,766,205

一般管理費 5,216,409,000

財務費用 2,391,156

雑損 2,949,000

臨時損失 5,692,408

法人税、住民税及び事業税 37,562,000

損益計算書上の費用合計 1,792,944,172,737

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額 397,309,196

除売却差額相当額 15

その他行政コスト合計 397,309,211

Ⅲ　行政コスト 1,793,341,481,948

（単位：円）

行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（一般勘定） （単位：円）

行政コスト計算書

（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

Ⅰ　損益計算書上の費用

事業承継・引継ぎ促進業務費 2,417,715,232      

生産性向上業務費 237,931,938,443  

新事業展開・創業支援業務費 17,293,462,757    

経営環境変化対応業務費 220,900,010,878  

一般管理費 4,273,732,012      

財務費用 1,944,180           

雑損 2,949,000           

臨時損失 4,928,854           

法人税、住民税及び事業税 33,136,473          

　 損益計算書上の費用合計 482,859,817,829  

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額 （注） 394,850,810        

除売却差額相当額 （注） 15                     

　 その他行政コスト合計 394,850,825        

Ⅲ　行政コスト 483,254,668,654  

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（産業基盤整備勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

新事業展開・創業支援業務費 76,675,132

経営環境変化対応業務費 19,853,022

一般管理費 34,650,497

法人税、住民税及び事業税 68,783

損益計算書上の費用合計 131,247,434

Ⅱ　行政コスト 131,247,434

（単位：円）

行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（施設整備等勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

新事業展開・創業支援業務費 1,054,099,443

一般管理費 118,882,339

臨時損失 763,553

法人税、住民税及び事業税 1,879,632

損益計算書上の費用合計 1,175,624,967

Ⅱ　行政コスト 1,175,624,967

（単位：円）

行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（小規模企業共済勘定） （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

経営環境変化対応業務費 902,087,012,241           

一般管理費 441,756,329                

財務費用 244,782                      

臨時損失 1                               

法人税、住民税及び事業税 1,436,434                    

       損益計算書上の費用合計 902,530,449,787     

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額 （注） 154,616                      

       その他行政コスト合計 154,616                

Ⅲ　行政コスト 902,530,604,403     

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（中小企業倒産防止共済勘定）

Ⅰ 損益計算書上の費用
経営環境変化対応業務費 406,944,142,765
一般管理費 371,224,454
財務費用 202,194
法人税、住民税及び事業税 1,039,538
       損益計算書上の費用合計 407,316,608,951

Ⅱ　 その他行政コスト
減価償却相当額 （注） 2,303,770
　 　  その他行政コスト合計 2,303,770

Ⅲ 行政コスト 407,318,912,721

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（出資承継勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

生産性向上業務費 11,648,061

一般管理費 1,195,498

法人税、住民税及び事業税 1,140

損益計算書上の費用合計 12,844,699

Ⅱ　行政コスト 12,844,699

（単位：円）

行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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別紙６

　　　目的積立金等の状況

【一般勘定】 （単位：百万円、％）

令和元年度末
（初年度）

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末
令和5年度末
（最終年度）

前期中(長)期目標期間繰越積立金 15,515 15,034 14,667
目的積立金 - - -
積立金 - 5,370 38,723

うち経営努力認定相当額
その他の積立金等 - - -
運営費交付金債務 360,837 705,375 676,059
当期の運営費交付金交付額(a) 375,137 426,289 215,743

うち年度末残高(b) 360,837 705,375 676,059
当期運営費交付金残存率(b÷a) 96.2% 165.5% 313.4%

【産業基盤整備勘定】 （単位：百万円、％）

令和元年度末
（初年度）

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末
令和5年度末
（最終年度）

前期中(長)期目標期間繰越積立金 682 604 491
目的積立金 - - -
積立金 - 30 65

うち経営努力認定相当額
その他の積立金等 - - -
運営費交付金債務 - - -
当期の運営費交付金交付額(a) - - -

うち年度末残高(b) - - -
当期運営費交付金残存率(b÷a) - - -

【小規模企業共済勘定】 （単位：百万円、％）

令和元年度末
（初年度）

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末
令和5年度末
（最終年度）

前期中(長)期目標期間繰越積立金 147,072 147,055 147,038
目的積立金 - - -
積立金 - 869 420,590

うち経営努力認定相当額
その他の積立金等 - - -
運営費交付金債務 - - -
当期の運営費交付金交付額(a) 3,055 2,431 1,823

うち年度末残高(b) - - -
当期運営費交付金残存率(b÷a) 0% 0% 0%

【中小企業倒産防止勘定】 （単位：百万円、％）

令和元年度末
（初年度）

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末
令和5年度末
（最終年度）

前期中(長)期目標期間繰越積立金 499 271 59
目的積立金 - - -
積立金 - 77 528

うち経営努力認定相当額
その他の積立金等 - - -
運営費交付金債務 - - -
当期の運営費交付金交付額(a) 1,342 1,306 1,318

うち年度末残高(b) - - -
当期運営費交付金残存率(b÷a) 0% 0% 0%

(注１）｢独立行政法人における経営努力の促進とマネジメントの強化について」（平成30年3月30日総務省行政管理局）
　　に基づく目的積立金等の状況を示す資料である。
(注２）施設整備等勘定及び出資承継勘定については該当しないため記載していない。
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